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を えて が と に な の

の と
は なのか

から える と の
ワシントンから える の と
のグロ バリゼ ションの で がとるべき

への の り みの と での を に

の への について

から える と の
の への い

に はどう り むか
アジア と サブサハラ アフリカ モデルで を

の から える と の
ドナ の から アフリカの
ウガンダ タンザニアの の と

ドナ の から バングラデシュの
バングラデシュ ネットワ クとバングラデシュ モデル

ドナ の から タンザニアの その
の と

ドナ の から タンザニアの その
の にある つの と の

ドナ の から タンザニアの その
コンサルタントには はできるのか

でよく われる
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援助協調 必要は なのか

大久保 信一
藍澤 淑雄
佐々木 亮

「他 ー 何故協調
。日本 日本 援助 今後

」。今日 良 耳
意見 。開発 国際
開発 ー（ ）研究員 感

事 。途上国 現場 様々 調査 関
時、他 ー 考 気 業務 進

物事 単純化
、 考 事

。 数年 傾向 、他 ー 経験
共有、他 ー 事前 相談等 開発

業務 一部 。
、援助協調 視点 調査業務 中 当然

組込 事 多
。 “何故”援助協調 必要 、
業務 発注者 明確 回答 背景
思想的説明 得 事 少 。

援助協調 直接的 本格的 接点
有 始 年 月 事 。国際

協力事業団（ ） 企画評価部
傭上 公示 応札 、受注 事

発端 。様々 途上国
事務所 次々 本部 送付 貧困削減戦
略書（ ） 対 本部
素案 作成 主 業務 。素案
外務省 検討 後、途上国現場 国際会議
我 国 対 活用

。当時、世界銀行 中心 重債務貧困
国（ ） 債務 棒引

急速 進 、 基
点 援助協調 当 始

。

援助協調 突如出現 訳 。例

米国 二国間協調 一例 「日米
」 。 経済協力開発機構

（ ） 開発援助委員会（ ）
年 採択 「新開発戦略」 “開発援助
関係者間 協調 連携” 唱 。東西
冷戦終結以後 世界的 援助資金 伸 悩
懸念 中、援助国・国際機関
長所 生 重複 、効率的 援助 強
調 援助協調 動 活
発 。 、援助協調 我 国
今後 国際協力 本質的 意
味 有 、問題 提起 、然 対
応 取 準備 本格 最近
事 。

援助協調 我 国 検討 緊急
重要 課題 事 、現場 常 発信

。古川論文 、執筆者
赴任 頃 目 援助協調 本

質 我 国援助体制 課題 問題提起
途上国 現場 東京本部 関係者 繰 返
行 事 分 。高橋論文 分析
ー 系 ー 、多数 占 ー

ー 孤軍奮闘 頃 苦悩
古川論文 行間 滲 出 。
、現場 途上国 意味 。

援助協調 現場 存在 、紀谷論文、
日下部論文 指摘 援助協調 取 巻
課題 存在 。

援助協調 対 我 国 取
組 現在 続 、当面 間終
事 。 花谷論文 、援
助協調 今後 関 続 信念 構想
力確立 必要性 、同 現場

ドナ と などしなくてはいけな
いのか は でやりたい を もす
ればよいではないか でも く にする

である コンサルタントとしての
センタ としてもそう

じる はある の で な に
わる ドナ の えを にせずに が
められるのならば はもっと するので
はないか そう えさせられる はしばしばあ
る この の として ドナ との
の ドナ への の が コン
サルタントの の になりつつあるようだ
つまり の が の に
のものとして まれる が くなってきてい
る しかし が となるのか

の から な やその となる
を られる は ない

が と かつ な
を し めたのは の である

の によるコン
サルタント の に をし した
がその である な にある

から と に される
に する のコメントの

を するのが な であった は
で の の にて

が の に するコメントとして さ
れていた を に

の を きにする イニ
シアチブが に められており を
に にスポットライトが たり めて

いた

は した ではない えば

との の としては コモ
ンアジェンダ がある また

の にて
に された でも

の と が われている
の な の び みが

される がそれぞれの
を かした のない な が

されるようになってから の きは
になってきた しかし が が の
の において にどのような

を するのか が され るべき
を るべく が されたのはつい の
である

が が において すべき か
つ な である は から に さ
れていた では がタンザニア
に していた にその でみた の
と が の についての

を の から の に り
し ってきた が る で されて
いるヨ ロッパ ドナ が を めるドナ
コミュニティ において した の
が の から み てくるようである
なお とは だけを しない ワシ
ントンにも の は し

にて される を り く
が する

タンザニアでの に する が の
みは も けられており の わる
はない しかし でもあるように

に も わり けるための と
の には じタンザニアの で
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援助協調 従事 続 研究員 共
感 。 本誌 他 執筆者達 同 思

想像 。但 、現場 実際 援助協調
携 事 、 言葉 美 響 裏腹
、実際 大変 面倒 骨 折 場面 圧

倒的 多 事 、岡崎論文、笹岡論文 初
本誌 各論文 読 取 。

「何故他 ー 協調
」 素朴 疑問 十分回答 、

外務省 中心 我 国援助関係者 大 議論
時 迎 確信 。大野

論文 複数国 援助協調 比較 出発
点 事 一案 。

表紙 絵 、旧 ー 内戦 被害
遭 子供 絵 。協調 言葉 敢
使 共 生 複数 民族 、
日 境 突然訪 血 血 洗 戦 経

後 、漸 迎 平和 証 。地続
国境 有 我 国 、他民族 協調
行 事 意味 重要性 関 、 世紀 間国
境 巡 闘 経 ー 諸国 同

速度 理解
無理 知 。 、世界有数
ー 、今後 国際協力 積極的 貢献

、“協調” 意味 今一度、
更 深 考 見 必要 。本誌 援
助協調 取 上 最大 理由 、
議論 端緒 開 事 。本誌 様々
立場 、 現場 援助協

調 関 経験 知見 有
識者 方々 、援助協調 我 国 行 事 本
質 意義 、 今後 援助協調 続

必要 我 国援助体制 方 対 、
様々 角度 論 展開頂 。本誌 、援助
協調 超 先 、我 国 今後 国際協力

方 考 望外 喜
。

に を ける として
する また の の も じ いで

あると する し で に
に わる は その の しい きとは
に には に で が れる が

に い は を めと
して の から み れるであろう

ドナ と をしなくてはいけない
のか という な にも するべく

を に が は いに
をすべき を えているのだと する

のような での の を
とする も である

の は ユ ゴスラビアの の
に った の である という を
えて わずとも に きてきた の が
ある を に れた で を う いを
た に く えた の である きの

を しない が が と をして
く の と に し もの
を る いを てきたヨ ロッパ と じ

レベルと にて しようというのがそもそ
も なのかも れない しかし の
ドナ として も に に
をしていくのならば の を
に く えて る はあろう にて

を り げた の は そのような
の を く にもあった では

な ではあるが それぞれの にて
に わってこられてきた と を する
の に を が が う の

と を また とも を けてい
くために な が のあり に し

な での を いた が
を えた の が の の の

あり を えるきっかけになれば の びで
ある
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ADB Asian Development Bank

ASDP Agriculture Sector Development Programme

ASDS Agriculture Sector Development Strategy

ASEAN Association on Southeast Asian Nations

ASIP Agriculture Sector Investment Programme
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CG Consultative Group
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DADP District Agricultural Development Plan

DANIDA Danish International Development Agency

DfID Department for International Development
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Development

EFA FTI Education For All Fast Track Initiative

EU European Union

FAO Food and Agriculture Organization of the United Nations

FASWOG Food and Agricultural Sector Working Group

G The Conference of Ministries of the Group of Eight

GDA Global Development Alliance

GDP Gross Domestic Product

GII Global Issues Initiative on Population and AIDS

GNP Gross National Product

HIPCs Heavily Indebted Poor Countries

HIV AIDS Human Immunodeficiency Virus
Acquired Immunodeficiency Syndrome

ICC Inter ministerial Coordination Committee

ICT Information and Communications Technology

IDA International Development Association

IDEA Initiative for Development in East Asia

IDGs International Development Goals

IDRC International Development Research Centre

IFAD International Fund for Agricultural Development

IT Information Technology

JBIC Japan Bank for International Cooperation

アジア

セクタ プログラム

セクタ

アジア

セクタ プログラム

ベ シック ヒュ マン ニ ズ

な フレ ムワ ク

デンマ ク

イギリス

な のための
イニシアティブ

のための ファストトラッ
クイニシアティブ

セクタ ワ キング
グル プ

カ

グロ バル アライアンス

エイズに する
イニシアティブ

ヒト ウィルス

アフリカ イニシアティブ

センタ

開発銀行

農業 ー

農業 ー開発戦略

東南 諸国連合

農業 ー投資

ー ・ ー ・ ー

包括的 開発 ー ー

支援国会合

包括的貧困削減・成長戦略

開発援助委員会

県農業開発計画

ー 国際開発機関

国際開発省

持続可能 開発 環境保全

万人 教育・

欧州連合

国際連合食糧農業機関

食糧・農業 ー・ ー
・ ー

先進 国首脳会議

ー 開発

国内総生産

人口・ 関 地球規模問
題

国民総生産

重債務貧困国

免疫不全
後天性免疫不全症候群

各省協議機関

情報通信技術

国際開発協会

東 開発

国際開発目標

国際開発研究 ー

国際農業開発基金

情報技術

国際協力銀行

- -

8

/ /

-

8

／

略語表
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JETRO Japan External Trade Organization

JICA Japan International Cooperation Agency

IMF International Monetary Fund

MDBs Multilateral Development Banks

MDGs Millennium Development Goals

MTEF Mid term Expenditure Framework

NGO Non Governmental Organization

NPM New Public Management

ODA Official Development Assistance

OECD Organization for Economic Cooperation and Development

PAF Poverty Action Fund

PDM Project Design Matrix

PEAP Poverty Eradication Action Plan

PER Public Expenditure Review

PHRD Policy and Human Resources Development

PRBS Poverty Reduction Budget Support

PRSP Poverty Reduction Strategy Paper

SIPS Sector Investment Programmes

SP Sector Programme

SPA Special Program of Assistance for Africa

SPA Special Partnership with Africa
Strategic Partnership with Africa

SWAPs Sector Wide Approaches

TAS Tanzania Assistance Strategy

TICAD Tokyo International Conference on African Development

UNDP United Nations Development Programme

UNICEF United Nations Children’s Fund

UNIDO United Nations Industrial Development Organization

UPE Universal Primary Education

USAID The United States Agency for International Development

WEHAB Water and Sanitation Energy Health Agriculture
and Biodiversity

WHO World Health Organization

WSSD World Summit on Sustainable Development

日本貿易振興会

国際協力事業団

国際通貨基金

国際開発金融機関

開発目標

中期支出枠組

非政府組織

ー・ ・

政府開発援助

経済協力開発機構

貧困行動基金

・ ・

貧困撲滅行動計画

公共支出 ー

貧困削減支援貸付

貧困削減財政支援基金

貧困削減戦略文書

ー別投資計画

ー・

支援特別計画

国際収支 援
助 方 関 議論 国際

ー
（戦略的 ・ ー ー

近年改称）

ー・ ・ ー

支援戦略書

開発会議

国連開発計画

国連児童基金

国連工業開発機関

初等教育 無償化

国際開発庁

水・衛生、 ー、保健、農
業、生物多様性

世界保健機構

持続可能 開発 関 世界首脳
会議 ・

ミレニアム

ニュ パブリック マネジメント

プロジェクト デザイン マトリッ
クス

レビュ

セクタ

セクタ プログラム

アフリカ

アフリカの ギャップと
のあり に して する

フォ ラム
アフリカ パ トナ シッ

プに

セクタ ワイド アプロ チ

タンザニア

アフリカ

の

アメリカ

エネルギ

な に する
ヨハネスブルグ サミット

-

, , ,

（ 近年改称）に

／
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見 援助協調 現在 未来―開発援助 ー ー 中 日本 道―ワシントンから える の と のグロ バリゼ ションの で がとるべき

ワシントンから える の
と

見 援助協調
現在 未来
―開発援助 ー ー 中 日本 道―のグロ バリゼ ションの で がとるべき

紀谷 昌彦 在米国日本大使館 経済班 一等書記官

（ ）包括的 開発 ー ー （ ）、貧
困削減戦略文書（ ） 流

はじめに の

グロ バルな から
た の れ

―問題 所在

ー 開発戦略論議 見
援助協調 流

途上国 開発 向 国際社会 連携・協力
進 中 、援助協調 効果的 行 必要性

一層高 。 、援助協調 幅広
局面 問題 、 内容
相互 連関 。具体的 、途上国現

地 個々 分野別 ー調整会合 国際機
関所在地 包括的 国際会議 至 、

開発援助 関 日々 実務 開発政策
研究・理論 至 、援助協調

動 進 。内容面 、例 財政支
援・手続 調和化 方 、最近 初等教育
援助強化 国際的取 組 、途上国
現地 国際会議、実務 研究 並行 議論
、 結果 相互 影響 与 。

中 、日本 援助協調 如何
取 組 課題 、単 避

通 、日本 援助、世界 援助
改善 機会 積極的 捉 、活

用 得 。個別 局面 問題 表面
化 毎 後追 「対応」 、
全体像 理解 上 、多 局面 首尾一貫

整合的 政策 「参画」 、時
「主導」 肝要 。

際 留意 、援助協調 進展
、各途上国 開発 多 ー

競争 連携 合 援助 、
「開発援助 ー ー 」

言 状況 生 。日本 、
国民 支持・理解 得 、 他 ー

連携 差別化 行 、如何 付
加価値 形 効果的 援助 展開
可能 十分 考 必要 。
以下、国際会議・機関 流 中心 、

援助協調 各局面 行

議論 整理 、共通 問題点 抽出 上 、
日本 政策 持 意味合 検討

。

援助協調 問題 一般 捉 、
捉 適当 考 問題 、主
次 流 。

途上国現地 ー調整 長年行
、冷戦後 年代 開発 巡 議論等

背景 、援助協調 重要性 包括的 形
示 、最近 一 大 流 形成
、 世銀総裁 年 月
提示 「包括的 開発 ー ー

（ ：
）」 。様々 要素 盛 込

中 、援助協調 観点 特 重要 、
ー ー （途上国自身 政府 国民 主

体性） 踏 ー ー （ ー
国・機関 幅広 ー ー
ー 協調） 、 ー ー 実行

当 留意 主張 点
。

更 、 年 月 世銀総会 、「貧困
削減戦略文書（

： ）」 導入 決定 。貧困削
減 目指 ー ー ー ー
掲 作成 拡大

債務救済 前提条件 、 他全

の に けて の
が む で を に う は

まっている そして は い
で となっているのみならず その

が に している には
での の ドナ から

での な に るまで そ
して に する の から
についての に るまで の
きが んでいる では えば

き のあり や の
のための り みなど

と と で して さ
れ その が に を えている
そのような で として に

に り んでいくかという は に けて
れないのみならず の の

を するための として に え
し るものである の で が
する に いで するのではなく

を した で くの で
した な をもって し には

することが である
その に すべきことは の

により の のために くのドナ
が し し いながら するという い
わば のグロ バリゼ ション とも
える が まれていることである は
の を つつ そして のドナ

との や を いつつ にすれば
のある で に を すること

が となるのかを に える がある
での れを に こ

れまで について で われている

を し する を した で
それが の にとって つ いを
していきたい

の として に えられ ある
いは えることが と えられる は
として の つの れにまとめられる

でのドナ は われて
きたが の を る を

として の を な
で し の つの きな れを した
のは ウォルフェンソン が
に した な フレ ムワ ク

である な が り まれてい
る で の から に なのは
オ ナ シップ の と の

を まえてのパ トナ シップ ドナ
をはじめとする いステ クホ ル

ダ の を このフレ ムワ クの に
たって しなければならないと した

である
に の では

の が された
を しオ ナ シップとパ トナ シップ

を げた の が イニシアティ
ブによる の とされ その

注

注

注
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3

１

6

90

1999 1

1999 9
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Attribution

PRSP
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harmonization

（国際開発協会）対象国
作成 。 、
中心 援助協調 現実
始動 、多 国々 策定
ー調整会合 各種 ー等 次々 開催
。 、「貧困削減」 目標
、途上国 ー ー 中核 据

、従来 広範囲 分野 包括的 取 扱
、援助協調 根幹 新 枠

組 提供 。
年 月 、 ー

世銀・ 事務局 開始 、 結
果 年 月 世銀・ 理事会等 報告
。同報告 、貧困削減戦略 ー ー
意識 向上 見 半面、貧困削減

政策内容 実施 課題 認識
指摘 。 年 月 日

現在、 国、暫定 国
策定 、現在

継続 。

開発推進 、明確 計測可能 、期限
付 目標 設定 ー 、既

年代 予防接種等 分野 成果 挙 、
年代 範囲 拡大 。 、
年 、経済開発協力機構（ ） 開

発援助委員会（ ） 、 具体的
国際開発目標（
： ） 掲 新開発戦略

形 包括的 。更 、 年 月
国連 ・ 「
宣言」 受 、一部修正及 第 目標（開

発 ー ・ ー ー
構築） 加 形 、 開発目標
（ ： ）

国際社会 共通目標 確認 。
後、 国際社会 開発 取 組

政治的 勢 維持・推進 役割 果
、 年 月 開催 開発資金国際会議

合意 、 所与 合意
、 現実 課題

、 途上国 ー国・機関双
方 責務 明確化 。
現在 、途上国、 ー国・機関 含

幅広 関係者 、個別 、 協調
通 貢献 度合 評価 、重

要 価値基準 機能 。

及 推進 、 合意
実施 移 中 、 如何 成果 生

出 計測・ 行 、
実際 成果 達成

（ ） 行
重要性 強調 。欧

米 以前 行政評価 発想・手
法 導入 。 、

枠組 ・目標 設定 、 米国
欧州 相次 開発資金国際会議 増資等
新 資金投入 背景
、各途上国、 ー国・機関、 共同
ー ー 各々 立場 、開発 分

野 成果 計測 、 今後 政策 反映
ー 取 必要性 高

。
年 月 開発資金国際会議 国際

開発金融機関（ ：
） 共同発表 受 、同年 月

主催、 ・
協力 、成果重視 関 円
卓会議 開催 。同年 月 ・世銀
総会 、 結果 踏 報告書 提出

、教育・保健・水分野 ー
・ 踏 考察 提示 。
途上国自身 政策、 ー国・機関
支援 多数 途上国自身

発展 一 対応
、 貢献

寄与度（ ） 計測 原理
的 困難 作業 。 制約 関

、成果 今後 政策 方 反映
重要性 広 認 、
結 形 、今後更 取 組

進 思 。

援助協調 一論点 、手続 調和化
（ ）、更 援助

についても
が されることとなった これにより
を とした プロセスが のものと
して し くの で のための
ドナ や セミナ が に
された このプロセスは を
としつつ のオ ナ シップを に
え にない の を に り
うものとして の となる たな
みを するものとなった

より プロセスのレビュ
が により され その
は の に さ

れた では のオ ナ シッ
プ の が られてきた の
ための や といった が され
てきたことが されている

が か が か に
ついて されており もこのプロセス
は している

のために で な
きの を するというアプロ チは

に に の で を げ
にその を しつつあった これが
には の

において つの
な

を げた という
で なものとなった に

の ミレニアム サミットにおける ミレニ
アム を け び
のためのグロ バル パ トナ シップの

が わる で ミレニアム

として の として された
その は の への り

みの な いを する を た
し に された
でのモンテレイ では を の
としつつ それを のものとすることが
とされ そのための とドナ
の が された

は ドナ を

む い にとって の そして
を じての の いを するための
な として しつつある

び を し モンテレイ
を に す で それが なる を み
しているか モニタリングを うこと

そして に を するようなマネジメン
ト を
うことの が されるようになった
では よりこのような の
は されていた しかし や

といった み が され また や
が いで や

で たな をコミットしたとの のも
と ドナ そして の
パ トナ シップの の から の
で を し それを の に さ

せるというアプロ チを る が まって
いた

の における

による を けて に
はワシントンで の の

により マネジメントに する
が された の

には その を まえた が
されるとともに でのケ
ス スタディを まえた も された

の そしてドナ に
よる という のインプットに
の という つのアウトカムが すること
から どのインプットがアウトカムに した
かという の は
に な である そのような にも

わらず を の のあり に させ
ていく は く められており や

と びつけられる で に り
みが められるものと われる

の として き
に モダリティのあり

2001 9
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2002 9 11

18 45
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方 議論・検討 行 。主
問題意識 、多 ー国・機関
方法 援助 供与 行 、

「取引費用（ ）」 大 、
途上国 限 能力 消化

、手続 簡素化・共通化 取引費用
減 望 、 。

更 英国、 等 、財政支援 ・
手法 、取引費用 減

途上国側 ー ー 一
層発揮 立場 取 。他方、援
助対象国 ー 、各 ー

方 実施 関与
・ 行 方 開発効果 高 場
合、 財政支援等 政策立案 ー
側 深 関与 却 ー ー 損

場合 得 、実態
状況 個別 検証 必要 思 。

、援助手続 調和化
ー 年末 約 年間 亘 作業

行 、 調達 報告・監査
調和化 作業 進 。 踏
、 年 月 ・ ・

地域別準備会合 開催 、
月末 共催 、
手続 調和化 関 ・ ー

ー 開催 。
年 月 合意以降、同

・ ー 向 、開発効果 高
努力 一環 手続 調和化 対 関心
高 、現在日本 含 ー国・機

関 精力的 作業 進 。

個別分野 複数 ー国・機関
等 ー ー 、従来 多

実績 、上記 様々 援助協調 流
中 加速 。
特 、 達成 実施 課題
中 、 年 月 持続可能 開発 関
世界 （ ・ 、

：
） 分野別 ー ー （

Ⅱ） 成果 一 位置付
。米国等主要 ー国・

機関 、 数値目標 債務削減等 合意
困難 問題 前向 成果 期待

、 ー ー 形成
各種準備会合 開催 等積極的 取

組 。更 、 国連事務総長 提案
受 、 （水・衛生、 ー、保
健、農業、生物多様性） 枠組 、
成果 一 実施計画 一部 盛

込 。今後 、 ー ー 実
施 如何 効果的 行 課
題 。

他 、分野 ー 様々 ー
ー 動 見 。 年

事務総長 提唱 、多 ー 賛同
得 発足 世界 ・結核・ 基

金 、大量 資金 動員 途上国政府・
・国際機関等 動員 新 ー
。 、 年春 、世銀 中心
「万人 教育・

（ ）」 推進 。
米国 、 年 発足 新政権下
最初 、「 ー 開
発 （ ）」 打 出 、米国
政府 援助資金 効果 限界
踏 財団、企業等多 ー
協力 進 。

以上、国際会議・機関 取 上 問題
中心 説明 、結局 、 全
途上国毎 （特 現地 ） ー国

・機関等、更 途上国政府自身 交 調整
経 実施 。

大規模 国際会議 国際機関 理事会
場 ー国 易 、各方面

ー 易 念頭 置
作 重要 要素 、途上国毎 支

援 具体化 段階 、現地 実態 ー
制約 踏 具体的 政策作 支援

実施 課題 。多数 ー 支援 行
途上国 現地 、 ー調整会

合 分野別 頻繁 開催 、 ー
作成・ 合 、現地 実態 即

地道 調整作業 行 場合 多 。
現地 得 知見 、上記

についても が われてきた た
る は くのドナ がそれぞ
れの で を しモニタリングを うと

が きくなり
の られた では できなくなるこ

とから きを して
を らすことが ましい というものである
に オランダ は やコモン

ファンドといった により を ら
せるのみならず のオ ナ シップが

されるとの を っている
やセクタ によっては ドナ がそ

れぞれのやり で まで しキャパシティ
ビルディングを った が が い
また についても にドナ
が く すれば ってオ ナ シップを

なう もあり ることから がいかなる
かは に する があると われる

では き タスク
フォ スが まで に る を
い また では や につ

いて の を めてきた これらを ま
えて にはジャマイカ ハノイ ア
ディスアベバで が され

には と の により
き に するハイレベル フォ ラム

がロ マで された
のモンテレイ ハイレ

ベル フォ ラムに けて を める
の としての き に する

が まっており を むドナ
が に を めている

における のドナ や
のパ トナ シップは より く

の があるが の な の れ
の で されることとなった

に を するための が と
なる で の な に
する サミット ヨハネスブルグ サミット

では のパ トナ シップ タイ
プ プロジェクトが の つとして
けられることとなった ドナ

は や の が
な より きな が できるイニ

シアティブとして このパ トナ シップ
のための を する に
り んだ に アナン の を
けて エネルギ

の みが
の の つである の として り
まれた は このパ トナ シップの
とモニタリングを に に うかが
である
その も やドナ によっては なパ
トナ シップの きが られる にアナ
ン の により くのドナ の
を て した エイズ マラリア
は の を して

を する たなアプロ チであ
る また からは が となっ
て のための ファストトラックイニ
シアティブ が されている

は に したブッシュ の
のイニシアティブとして グロ バル

アライアンス を ち し
の だけでは に があること

を まえて や くのアクタ
との を めている

で り げられた
を に したが のところ これら
ては の に における ドナ

に を えての
プロセスを て されることとなる

な や の といっ
た ではドナ へのわかり さ への
キャンペ ンのやり さを に いたコンセ
プト りが な であるが に
を する では の のニ ズ

や を まえての な りや の
が となる のドナ が を っ

ているような の では ドナ
が に に され セクタ プログ

ラムの すり わせなど の に
した な が われている が い
このような で られる を のよ

transaction cost
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うな な や のドナ
の り みのあり に にフィ ドバックし
ていくかは きな である

べた の れのいずれにおいて
も の つの が きな として さ
れてきている

まず に オ ナ シップの
の である をはじめ オ
ナ シップが めて であるとの は
なくとも や の では しつつある

それが の に して してい
るかについては が したとされ
る のスピ ドや と
の を べ わせれば である も
なくない
ドナ が をする ドナ

の や が かれ なかれ され
るのは のことである また このような
ドナ からのインプットや ドナ に するア
カウンタビリティの が にとっても
より い の につながる も
ある の を に
まえずにスピ ド で を める には
オ ナ シップへの が となる が
い このようにドナ の とオ ナ シッ
プへの は に の が し

の な が となるこ
とに すべきである

オ ナ シップを するために り
り キャパシティ ビルディングが

との も しており この も くの
にとって の である に

よってドナ に しようとしている
の は むしろ により さ
れることが ましく そのためには の

に けての こそ なアプロ
チと えられる

この についても という
が い えば を に めるた
めにはドナ が を った が い であっ
ても の や を ねて

には を げるような も
えられる を っても の
があり も めその を する

ことは しい のところ な は
の を まえ を てつつ きめ

かく する がある

が された は や な
ど が されるとの もあったが

のためには な のための
が との は く されて

いる の なリソ スや を
に れて オ ナ シップを しつつ そ

の に した の を く があ
る
この については プロセスだ

けからは して が てこない にドナ
で の を する には

プロセスのみならず の の
を めることも との に すべきで
あろう

の に り むべく それぞれのドナ
が に し し いながら

への や への を っ
ている いわば のグロ バリゼ ショ
ン ドナ は の

の を
まえての なリソ ス から れば

を っており それに づいて の
を たしてきている なリソ ス

が のドナ として することが な
の できる の かない もので

国際的 議論 、個別 ー国・機関毎
取 組 方 如何 ー

大 課題 。

以上述 援助協調 流
、次 問題 大 課題 認識

。

第一 、自助努力 ー ー 確
保 重要性 。 、 、 ー
ー 極 重要 認識 、少

言葉 制度 面 定着 。
他方、 実際 支援 際 現実化

、途上国自身 作成
各種戦略・要請文書 ー 内容 途上

国 能力 比 合 、疑問 場合
少 。

ー国・機関 支援 以上、 ー国
・機関 意向 事情 多 少 反映

不可避 。 、
ー 、 ー 対

確保 、途上国
良 政策 立案・実施 可能性
。他方、途上国現地 個別状況 十分 踏

ー 重視 支援 進 場合 、
ー ー 配慮 犠牲 可能性

高 。 ー側 事情 ー ー
配慮 、常 一定 緊張関係 存在 、

国毎、分野毎 十分 個別判断 必要
留意 。

ー ー 実質化 、国造
・人造 ・ 重要

認識 近時定着 、 点 多
途上国 共通 課題 。援助協調

ー相互 調整 問題
一定部分 、 途上国自身 調整

望 、 途上国側

能力向上 向 方策 効果的 ー
考 。

他方、 点 試行錯誤 要素
強 。例 、開発効果 短期的 高

ー 介入 行 方 良 場合
、途上国政府 自主性 学習機会 損

中長期的 開発効果 下 場合 考
。人材育成 行 人材流出 可能

性 、制度構築 予 効果 測定
難 。結局 、具体的 方策 、

国毎 状況 踏 、自主性 育 、
細 対応 必要 。

貧困削減 強調 当初 、保健 教育
社会開発面 偏重 懸念 、
貧困削減 持続可能 開発 成
長戦略 不可欠 認識 現在広 共有

。個別国 様々 ー 外的環境 視
野 入 、 ー ー 重視 、
国 即 開発戦略 処方箋 描 必要
。

処方箋 、援助協調
決 解答 出 。特 ー

国・機関間 援助 改善 議論 場合 、
援助協調 、政策 中身 話
深 重要 点 十分留意

。

以上 問題 取 組 、 ー
国・機関 、相互 競争 連携 合 、
国際開発論議 貢献 途上国 援助 行

（ 「開発援助 ー ー
」）。各 ー 、歴史的経緯、資金・人材

多寡、国民 支持・理解、外交的利害関係 踏
活用可能 ー （裏 見 制

約要因） 持 、 基 一定
役割 果 。活用可能 ー
、他 ー 提供 困難 独

自 （差別化 、代替 効 ）

２

３

それぞれの れに する

の のリソ スは
か

流 共通 問題

日本 役割：独自 ー
何

3

（ ）自助努力 ー ー 問題

（ ）国造 ・人造 ・
問題

（ ）処方箋 国別 開発戦略（成長・貧困削減
等） 問題

1

2

3

／

／

／

オ ナ シップの

り り キャパシティ ビルディ
ングの

の
の

／

／

CDF PRSP
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あれば その も のものとして
び から され また のドナ
と する パ トナ シップを する
となり る として そのような の

リソ ス あるいは なくとも いに
なリソ ス は なるものであり

の で らをどのように づけて し
ていくべきであろうか だ であるが
えば のような があり ると われる

は のうちに から
のドナ となった ない のひとつである
らの あるいは の など い の
から のため が か

に している は よ
り り り を む

を じた を している
が これまでアジアでこのアプロ チは

をもたらしたのみならず も ずし
も されない で なコンセンサスと
なっている

は この をグロ バルな
に させ させることで の
に できる これは に に す

る の や の や の まり
による の にも する があると
えられる

アジア との は の つの で
にとって のリソ スとなり る

アジアへの アジア との
は の び にとって で
あり の も られやすい

のためのキャパシティ ビルディ
ングや を すべき
も い

アジアを じた アジア の くは
の を け と の に

より を した の を
その の に い から くの

をもって できる それを じて グ
ロ バルな に するとともに

の への も に で
きる
アジアと となっての が アジ
ア と の として の ア
フリカ ラテンアメリカ との な

を することにより に
が でアプロ チするよりも

の にとってメリットが きい

は の かつ の
から ち った として や

をはじめ に する いが い これを か
して により を けている の
に し を じた を うこと
について らの を するとともに
の を ることは と わ

れる
この は や
の に く されていたが

の に み の
から へのシ ムレスな

といった から の における
の へも させていくことは
と える の を ても アフガニス

タン スリランカ アチェ ミンダナオ で
の に けた を に っている
なお を にするが ア

ジア アフリカ において が
の を たず に な

から できることも つのリソ スと え
られる

は の な の
で な を した
やイタイイタイ の は くの が び

に する は い
のための み につ
いても このような な と まって
が を することが となったもの

である の に しても
は を ち している
このような に する と

、 貢献 独自 、途上国
及 国際社会 一層評価 、 他 ー
連携 （ ー ー 形成 ）基

盤 得 。日本 、 独自
ー （ 少 大 活用可能
ー ） 一体如何 、援助

協調 中 自 位置 参画
。未 試案段階 、

例 次 観点 得 思 。

日本 、一世代 被援助国 最大級
ー国 数少 国 。

自 経験、 親 世代 近 過去
学習 、経済発展 何 重要 、本能的
・感覚的 理解・認識 。日本 以前
自助努力、国造 ・人造 （教育 含 ）、

貿易・投資等 通 成長戦略 重視
、 ー 比較的

成功 、現在 （必
徹底 形 ）国際的

。
日本 、 認識 ー 開発戦略形

成 反映 、徹底 、途上国 開
発 貢献 。 同時 、日本 対
信頼 向上 、日本 価値観 思想 広

対日理解 深化 資 面 考
。

諸国 連携 、次 意味 、
日本 独自 ー 得 。
① 貢献：東 諸国 経済連携

、日本 安全保障及 経済 重要
、国民 理解 比較的得 。貿

易・投資促進 ・
貧困対策等、今後支援 強化 部

分 多 。
② 通 貢献：東 諸国 多 、
日本 支援 受 、日本 類似 開発戦略

開発 達成 。日本 理解・認識 、
他 途上国 一層近 立場 、多

実例 代弁 。 通 、
ー 開発戦略形成 貢献 、

個別 途上国 支援 一層効果的 実施
。

③ 一体 貢献：日本 東
諸国 一体 経済圏 、他 地域（

、 等） 経済的 協
力関係 強化 （特 貿易・投
資）、日本 単独 ー 、
他 地域 大 。

日本 、「唯一 被爆国」 第二次大戦
荒廃 立 直 国 、軍縮 和平復興

平和 対 想 強 。 活
、紛争 影響 受 世界中 国

対 、非軍事的手段 通 貢献 行
、自 経験 活用 、国

民 理解・支持 得 比較的容易 思
。
点 、従来核軍縮 小型武器問題等、日

本 軍縮外交 強 反映 、最近
国際情勢 鑑 平和構築、人間 安全保障

（緊急援助 復興支援 ー 移行
等） 観点 開発援助 分野
日本 外交政策 反映 十分
可能 考 。最近 例 見 、

、 、 、 等 平
和 定着 向 支援 積極的 行 。
（ 、若干性格 異 、中東、中央

、 等 、日本 植民地支配
等 歴史的経緯 持 、政治的 中立 立場

関与 、一 ー 考
。）

日本 、戦後高度成長期 急速 経済発展
中 、深刻 公害・環境汚染 経験 。水俣
病 病 話 、多 人 学 、
環境問題 対 関心 高 。気球温暖化防止

気候変動枠組 条約・京都議定書
、 国民的 支持 相 日

本 指導力 発揮 可能
。 年 月 際 、日

本 打 出 。
環境問題 対 国民的関心 、

（ ）日本自身 開発経験

（ ） 連携

（ ）日本 平和 対 想

（ ）日本 環境汚染 経験

1

2

3

4

の

アジアとの

の に する い

の の

注

注

注

注

15

16

17

18

3
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（特 ）主要 ー国 地位
組 合 、環境問題 独自 貢

献・指導力 発揮 可能 。

援助協調 関 国際的 流 踏 、
日本 持 潜在的 独自 ー 現実化
、様々 援助協調 局面 国際競争力

開発援助 展開 、次 課題
取 組 必要 考 。 際、「内
改革」 推進 同時並行的 、日

本 貢献 部分 「外 参画」 積極的
行 重要 。

全 「基礎体力」 国別政策 体制 、
受 皿 必要 。上記

（ ）及 詳細 指摘 通 、結局
開発援助 効果 高 、個別国 状況
ー 十分 把握 細 援助 行

必要 。 、国別政策
体制（特 途上国現地 体制） 整 、
質 高 国別政策 踏 、個別事業 展開

鍵 。
点 、既 第一次及 第二次 改革

懇談会報告書 取 上 、 受
総合戦略会議 、 、
、 他数 国 国別援助計画 見

直 ・策定作業 進 。 、急
速 人員増 組織替 期待 必
容易 、既存 体制 前提 、

可能 範囲 迅速 取 組 進 望
。例 、 、現地

大使館・ 事務所・ 事務所 連携
ー 「 大使館」 構成 、「選

択・集中・連携」 ー ー 質 高 最重
点 ー ー・ 既 策
定 。 現地 取 組 改
善 、制度的障害 存在 。

更 、国際的 取 組 対 日本
積極的 参画 、「 申 」

発信 、開発戦略 強化
不可欠 。特 、政策研究 拡充 、
国際的 理解 説得力 理論武装 行

、 国際的 開発研究 学会等
日頃 紹介 、日本 効果的
開発戦略 展開 上 重要 。
上記 掲 日本 独自 ー
補強 、特 過去 各種 経験

研究・整理 、 知見 形
一般化・分類 、更 個別国 状況 応 理
解・活用 仕組 作
有用 。 実務 政策 活用

、 結果 更 研究 ー
、実務 研究 結

大事 。
具体的 、東 開発

（ ） 研究 ー 創設・強化
、 分野別・ ー別 実務 理

論・研究 結 ー 構築
考 。

上記 開発戦略 強化 国別政策 結 付
、 高

鍵 。
開発戦略 「 経」 「 題目」

、各途上国 国別政策 立案・個別事
業 実施 別個 形 行

、日本 知見 結集 作成
（環境・保健・ ・貿易投資等 分野別、

東 ・ 地域別）開発戦略
ー 各途上国 国別政策・個別事業

結 付 形 有機的 実施 。
、開発戦略 ー 効果 、各国
実際 援助効果 高 期待 。

援助協調 、 最初 「顔
見 」援助 関係 問題 。

にアジアにおける ドナ たる
を み わせれば について の

を することは ではないか

に する な れを まえつつ
の つ な のリソ スを し

て な の において
のある を するためには の
に り む があると える その
なる を することと に
が できる で への を

に っていくことが である

ての は と にあり
まずはそのための け が となる

び で に した り のとこ
ろ の を めるには の
やニ ズを に してきめ かな を
うことが である そのためには
と に における を え
の い を まえ を し

ていくことが である
この は に び

でも り げられ これを けて
において ベトナム スリ

ランカ その カ につき の
し が められている しかし
な や えを することは ずし

も でないことから の を に
な で に り みを めることが

ましい えば バングラデシュでは の
が して

ヴァ チャルな を し
をキ ワ ドに の い

セクタ のセクタ プログラムを に
している このような での り みの
については は しない

に な り みに して として
に し もの すべきこと をしっ

かりと していくためには の
が である に の により

に され のある を う
こと またそれらを な の
で から しておくことは が
な を する で である

で げたような の のリソ ス
を するためには に の の を

して その をわかりやすい で
し に の に じて

されやすいような みを ることが
である これらを での に する

とともに その を に にフィ ドバッ
クするという と を びつけるプロセ
スが である

には アジア イニシアティブ
の ネットワ クを

すること また イシュ に と
を びつけるネットワ クを する

ことなどが えられる

の の と を び け
ることが それぞれのインパクトを めるため
の である

をいわゆる お や お に
とどめ での の
の をそれとは にバラバラの で う

のではなく の を して した
の

また アジア など
メニュ に での を
び ける で に していく これに

より のメッセ ジ も にお
ける の も まることが される

これまで といえば まず に
が える との が になった これ

４ 日本 課題：国際競争力 開
発援助 向

の のある
に けて

（ ） 国別政策・体制 迅速 拡充

（ ）開発戦略 関 研究 発信 強化

（ ）開発戦略 国別政策 連携

（ ）国民 結 ―「顔 見 」援助
「声 聞 」、「心 伝 」援助

1

2

3

4

の な

に する と の

と の

との びつき が える か
ら が こえる が わる へ

1
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は のドナ と することにより が
で を っている が えにくくなり

その の が されるという から
るものである
しかし そもそも が える が
と えられてきたかという に ち っ

て える がある
が える が な の は

の であることが に され さ
れることにより な り
の が できることと われる の
の として により される

ことにより への と に に
が されることをもって の

える のメリットとする もあろう
しかし は の を

させるためのダイナミックな のプロ
セスであり この れに を けては の
の を させることは である
に が で が える を った

としても それが い が えることにも
つながりかねない いずれにせよ のドナ
や をはじめ
が われている では が えない こ

ととなる
としては この の れが に
なものであることを した で

の が されることを しつつ むしろ
に を して の

の を していくことが である
その には で べたような のリソ
スを することが と われる また
この を するためには に が え
る ようにするのではなく の が こ
える メッセ ジが される が
わる ちが される ようにするこ
とも め の の との しも め
い を すべきと える

には のような が として
えられる
パ トナ シップのリ ダ シップを るこ
と のリソ スの で を し
つつ のドナ のリソ スも すれば
きな を せる

の のみならず
を すること として

の が げられる
の を すること

の を にアピ ルしつつ
の を できる

パ トナ シップに や
などを き み い の ちを

くみ げて な り みに する
を り むこと えば がもし
の だったら という に して い
が られたように の の には
の に する が しており この

ような ちを かすことが るのが ま
しい このためには と が め
られよう

の に けての のような り
みを に するには から ま

で の の をフルに
することが であろう このために まずは

が な でリ ダ シップを するこ
とが ましいが いずれにせよ に する
ての の の と な こそ

が となる や ネットワ クも し
つつ これを するためのしなやかなシステ
ムを から し その と を に

していければ である
そして このように を じて くの

パ トナ とともに に することは
の システム を つめなおすこと

にもつながるであろう このような い の
が やドナ を む

い との わりを めることにより
も るところが いのではないかと える

、他 ー 協調 、日本
単独 援助 行 顔 見 、

援助 効果 減殺 懸念 来
。

、 何故「顔 見 援助」
重要 考 問題 立 返
考 必要 。
「顔 見 援助」 重要 最大 理由 、

日本 援助 相手 認知 感謝
、政治的・経済的 見返 等各

種 利益 期待 思 。（別
次元 理由 、日本企業 実施

、日本 認知 同時 日本企業
援助資金 還元 、「顔 見

援助」 見方 。）
、援助協調 、援助 開発効果 向上

協力・競争
、 流 背 向 、日本

援助 開発効果 向上 困難 。
仮 日本 単独 「顔 見 援助」 行

、 「悪 」顔 見
。 、他 ー

国 当該途上国政府・市民社会 、援助
協調 行 場 顔 「見 」

。
日本 、 援助協調 流 一般

不可逆 認識 上 、日本
貢献 認知 確保 、

積極的 援助協調 活用 、日本 開発援助
国際競争力 強化 得策 。
際 、上記 述 独自 ー
動員 効果的 思 。 、
認知 確保 、単 「顔 見

」 、日本 「声 聞
」（＝ ー 伝達 ）、「心 伝
」（＝気持 伝達 ）
含 、草 根 国民 橋渡 含 、幅

広 方途 模索 考 。
具体的 、次 方向性 例 考

。
① ー ー ー ー 取

（独自 ー 動員等 認知 確保
他 ー ー 活用 一層

大 貢献 示 ）。
②国際機関等 専門知識 知名度・発
信能力 活用 （実績 予防接種

日・ 協力 挙 ）。
③国際機関 日本人職員 活用 （日本
人 貢献 日本国内外 ー 、国
際機関 利点 活用 ）。

④ ー ー 地方公共団体、
学校 巻 込 、幅広 国民 気持

上 国際的 取 組 伝達 工夫
盛 込 （例 、「世界 人
村 」 本 対 幅広 反響
見 、草 根 日本人 途上

国 開発 対 関心 存在 、
気持 活 出来 望
）。 創意工夫 感性 求
。

援助協調 未来 向 以上 取
組 迅速 実現 、政府
各組織内 個々人 知見・能力 活用

重要 。 、
政府 適切 形 ー ー 発揮

望 、 開発 関係
全 組織 個々人 意欲 具体的 行動
鍵 。 人的 ー 活用
、 実現
日本 構築 、 存在 行動 世界

発信 理想的 。
、 援助協調 通 多

ー ー 開発 貢献 、日
本 政治社会 自体 見

。 幅広 層
日本人 、途上国 ー国・機関 含 幅広
世界 関 深 、日本社

会 得 多 考 。

3

100

UNICEF

NGO

NGO

ICT

おわりに に する―具体的 行動

注 本稿作成 際 、在米日本大使館 業

務 他、筆者 幹事 一員 務

開発 ー 議論 多 負

。

会合 議事録 多 、 開発 ー

政策議事録 。

１ に しては での

の が の を めるワシントン

フォ ラムでの に くを ってい

る

の の くは フォ ラ

ムの にとりまとめられている

DC

www developmentforum org

GRISP

www

grisp ac jp forum download htm

. .

.

. . / / .

――――― 注 ―――――
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ただし の は の であり

やフォ ラムの を べたものではない

に の

に けて を じた

はそれまでの を

し の の を した

の は のウェブサイ

トに されている

は この として

に で された について

している

には び の

ほぼ が ビデオ を じてではある

が し の な り みを わせ

るものであった

の は として

まとめられ のウェブサイトから

は の

ウェブサイトに されている

ただし このためには のように の

の を し する や

の を に まえて しやすいよ

う する などが である

に アジア

を に いている

は ウェブサイトに

も されている

な のための イニシアティ

ブ

は のウェ

ブサイトに されている

えば の な みの つであ

る の に して と に

する の え を に していく が

ある の は

フォ ラムのウェブサイトを

いたい

に の アジア の

に し に で が

された は のウェブサイトに さ

れている

、本稿 内容 筆者個人 意見 、

政府 ー 立場 述 。

注 特 、 年 開発援助委員会（ ）

報告「 世紀 向 ：開発協力 通 貢献

（ 新開発戦略） 議論 集約

、以後 議論 方向性 示 。

注

（ ）

（

） 大野（ ）、石川（ ）、

石川（ ）。最後 論文 次

掲載 。

注 紀谷（ ） 、 一環 年 月

世銀・ 本部 開催 会議 報

告 。

注

（ ）

注

（ ）

注 同会議冒頭 総裁及 議長

全員 （一部 会議 通

）出席 、各機関 真剣 取 組 伺

。

注

（ ）

注

（

）

注 作業 成果

、次 入手可能。

注

（

）

注

注

注 詳細 次

掲載 。

注 、 後述 過去 各

種 経験 整理・研究 一般化 作業 、各

国 個別状況 十分 踏 活用

加工 作業 不可欠 。

注 基本的 中国・韓国・台湾・東南 諸国

念頭 置 。

注 詳細 外務省（ ）参照。

掲載 。

注 持続可能 開発 環境保全

（

）。概要 次

掲載 。

注 例 、援助協調 主要 枠組 一

展開 対 、貧困削減 成長 関

日本 考 方 明確 発信 必要

。本論点 詳細 、政策研究大学院大学

（ ）開発 ー 参

照願 。

注

年 月 小泉総理大臣 東南 訪問

際 提唱 、同年 月 東京 閣僚会合 開催

。関連情報 次 掲載

。

注 ：

情報通信技術

２

３

４

５

６

７

８

９

1996

21

// .

. / / 00003000/ 00003334.

. 21,

1999, .

, ,

. 2000 2002

2002 2

// . . .

/ / .

2002 2002 1

,

.

13, 2002, 2002-0016

55/2, .

18, 2000

,

.

18, 2002, 2002-0019

,

. 18,

2002, 2002-0018

10

// . . / / 00038000/ 00038108.

11 ,

. 16, 2002,

2002-0017

12 , , ,

13 -

14 .

// .

. / /

15

16

17 2002

// . . . /

/ / /2002/ .

18

// . .

. / / / / / 2/

.

19

// . . . / /

.

20

2002 1

8

// . . . / /

/ / 02/ .

21

OECD DAC

DAC

http: www

oecd org pdf M M pdf

A Discussion Draft January

from James D Wolfensohn to the

Board Management and Staff of the World

Bank Group a

b

http: www grips ac jp

forum download htm

IMF

Development Committee

September DC

Resolution adopted by the General Assembly

United Nations Millennium Declaration

September

MDBs DAC

Development Committee

September DC

Development Committee

September

DC

Good Practice Papers

http: www oecd org pdf M M

pdf

Development Committee

September DC

water and sanitation energy health

agriculture and biodiversity

Education For All Fast Track Initiative

Global Development Alliance

http: www

usaid gov gda

http: www mofa go jp

mofaj gaiko gun_hakusho index html

Environmental Conservation Initiative for

Sustainable Development

http: www mofa

go jp mofaj gaiko oda seisaku seisaku_ wssd

_gai html

PRSP

GRIPS

http: www grips ac jp forum

home html

Initiative for Development in East Asia

http: www mofa go jp mofaj kaidan

g_kawaguchi idea_ index html

Information and Communications Technology

A Proposal for a Comprehensive Development

Framework

Poverty Reduction

Strategy Papers (PRSP)-Progress in Implementation

Better Measuring,

Monitoring, and Managing for Development Result

Development

Effectiveness and Scaling Up: Lessons and

Challenges from Case Studies

Harmonization of

Operational Policies, Procedures, and Practices:

Information Note

・石川滋（ ）「世界銀行 国際開発政策見
直 日本 」、『社会科学研究』第
巻第 号

・石川滋（ ）「貧困削減 成長促進 ―
国際的 援助政策 見直 途上国」、『日本
學士院紀要』第 巻第 号

・大野泉（ ）『世界銀行―開発援助戦略
変革』、 出版

・外務省（ ）『 国 軍縮外交』
・紀谷昌彦（ ）「貧困削減戦略国際会議：

2002

53

6

2002

56 2

2000

2002

2002

a

ODA

b

NTT

の
しと の

か か
な の しと

の

わが の

―― 参 考 文 献 ――



14
IDCJ FORUM No.23 2003.3（ ）

見 援助協調 現在 未来―開発援助 ー ー 中 日本 道―ワシントンから える の と のグロ バリゼ ションの で がとるべき

PRSP

A Discussion Draft January

from James D Wolfensohn to

the Board Management and Staff of the

World Bank Group

Development Committee

September DC

Development Committee

September

DC

Development Committee

September

DC

Development Committee

September DC

Resolution adopted by the General Assembly

United Nations Millennium Declaration

September

アプロ チの と の
ジャ ナル

ー 現状 今後 課題」、『国
際開発 ー 』 年 月号

・
（ ）
（

）
・

（ ）
・

（
）

・

（
）

・

（ ）
・

（ ）

2002 4

. ,

21, 1999 .

, ,

.

,

.

13, 2002, 2002-0016

,

. 16, 2002,

2002-0017

,

.

18, 2002, 2002-0018

,

. 18, 2002, 2002-0019

55/2, .

18, 2000

A Proposal for a Comprehensive Development

Framework

Poverty Reduction

Strategy Papers (PRSP)-Progress in Implementation

Harmonization of

Operational Policies, Procedures, and Practices

: Information Note

Development

Effectiveness and Scaling Up: Lessons and

Challenges from Case Studies

Better Measuring,

Monitoring, and Managing for Development

Result



15IDCJ FORUM No.23 2003.3（ ）援助協調 日本 取 組 成果 課題：本部 対応 中心への の り みの と での を に

援助協調 日本 取 組 成果 課題：

本部 対応 中心

への の り みの と

での を に

古川 光明 国際協力事業団 無償資金協力部計画課 課長代理

はじめに

従来 援助協調 、情報交換、共通認識 形
成、役割分担 調整等 拘束性 伴
、 少数 機関 協調 主流

。我 国 、世界銀行（世銀）
協調融資、日米 連携 日

仏連携 実施等特定 機関
国 実施 協調 基本 実施 。
一方、昨今 援助協調 動 、貧困削減戦

略書（ ：
）及 ー・ ・ ー

（ ： ） 取 組
見 、相手国政府主導 下、政

府・ ー 含 利害関係者 共同 共通 枠
組 策定 、 枠組 沿 実施、

・評価 共同 行 ー
協調 主流 。
特定 ー機関・国間 、 特定

限定的 実施
ー間 協調 、先方政府 ー ー
下、 多 関係者 巻 込 、

大 枠組 共通 援助 ー
要求 協調 態様 大 変化

。
援助協調 一 方向性 象徴
、 巡 一連 動

。 、 中期国家開発計
画 対 、被援助国及 ー ー ー

ー 、被援助国 ー ー
尊重 目的 達成 図 共通理念

定 。 ー 実施 援助手法
質及 効率性 追求、 、相手国政府 対
取引費用（ ：相手国政府
負担） 軽減 目指 、一般財政支援、
・ ・ 、援助手続 調

和化（ ー 援助手続 、例 調達、報告

書、会計、監査等 調和化）、 化、
型 型支援 移行、

援助 予測可能性 向上等 求
。言 換 、援助協

調 通 、援助 受 手 最大限 効果 発
揮出来 援助 ー 再構築 図

試 。 一般財政支援、手続
調和化等 ー援助 ー 議論
ー間 議論 収 、一部 途上国
導入 、 広 見 。

最近 援助協調 動 、主
世銀、英国、北欧諸国 中心 進 、

援助 反省 経験 基 始
。 一連 援助潮流 変遷

繋 兆 、構造調整支援 導入 、
従来 援助 在 方 問 直

議論 活発化 年代 遡 。考 方
、対外依存度 高 国 行政能力 低 援

助吸収能力 十分 備 国
、援助 受入 受動的 断片的

受入 ・実施 。断
片的 ー独自 ー

経常経費 含 全体的 予算 不整合
性 生 、 、相手国
政府高官 時間 割 、取引費用 増大 、

、結果 組織・実施体制能力 低下
。 、断片的 限定的

効果 発現 、持続性 確保 結
果 生 出 。 議論 北西 ー

中心 援助成果 十分 挙 来
反省 活発化 。
後、北西 ー 諸国 「援助疲 」

顕著化 東西冷戦 終焉 相俟 、 ー
間 協調、連携 動 加速化 、 年
代中盤 本格的 ー・
（ ： ＝ 通 策定

ー・ ） 議論及 導入

の は の
の といった を わな

い また の による が のもので
あった が においても
との コモンアジェンダ

によるプロジェクト の や
との が の として されてきた

の の きは

びセクタ ワイド アプロ チ
の り

みに られるように の
ドナ を む が で の

みを し その みに って モニ
タリング も で うとのアプロ チに
よる が となりつつある これまでのよ
うな ドナ の また のプロ
ジェクトや なプログラムを するため
のドナ の から のオ ナ シッ
プの より くの を き んだ より
きな みによる の モダリティ を
する へとその が きく してき

ている
そのような の つの を す

るものとしては を る の きがあ
る まず といういわば
に し びドナ がイコ ルパ

トナ シップにより のオ ナ シッ
プを しその の を るとの
が められる ドナ は する とし
て び の また に
して
への の を し コ
モン バスケット ファンド きの

ドナ の き えば

の アンタイド
プロジェクト からプログラム への

の の を めていくという
ものである い えればそのことは
を じて の け が の を

るように アプロ チの を ろ
うとの みである これら
きの のドナ アプロ チの は
ドナ の に まらず の です
でに され その がりを せている
こうした の の きは として

を に められており
アフリカでの の と に づき まっ
たものである これら の の に
がる しは が されるなか
そのかたわらで の の り を い す

が した に る え とし
ては の い で の い

の に わっていない において
は の れが でそのことが
なプロジェクトの れ につながる

でドナ のアプロ チによるプロジェ
クトは を む な との
を じさせ それらプロジェクトは

の を き を させ
また として を さ
せる さらに なプロジェクトは
な しか せず が されない
を み す このような が ヨ ロッ

パを に が に がって なかっ
たことの として していったのである
その ヨ ロッパ の れ

の と の とが って ドナ
の にかかる きが し

からの なセクタ プログラム
を じて

されるセクタ プログラム の び

／

Poverty Reduction Strategy Paper

PRSP

Sector Wide Approach SWAp

PRSP

PRSP

transaction cost

Sector Program SP SWAp

80

90

注1
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へと な として することとなった
そして には ヨ ロッパ の
と からの による
に けた り みを ち した

のマルチの とが され
る で に がっていった

その が は であ
るアジアでの を している であり

からの に する に して に
フォロ してきたとは えず の の
り を に してきた その で
び の との では いわば

の を ごしてきたとも える そして
く に り が して
いたタンザニア エティオピア ガ ナ ザン
ビア アフリカの の からその きに
しての とそれへの の を に
め したが な までには らなかっ
た

における への は
のようなものであった この は に

で する たな に していく
ための な からのものであった

における への り みのスピ
ドは い によっては が か
れ ドナ によるワ クショップ セミナ
がかなりの で われ また のため
に コンサルタントを した が わ
れる それらに していくためには どうし
ても に じる に する
ための かつ を た コンサルタント
やセミナ の の が となってい
た しかしながら のシステムでは それ
ら が になった にはすでにタイミング
を していることが く かつ に
が が できる きの や ツ ル
システムの が められていた

や に していくためには
に われる に し な を み

こなしたり コメントを ったり が の
のあり を したり を える が

となっていた また での
び の が ずしも に

なっておらず な が されていな
かった での の また

をサポ トするための サイドでの
が であり を えたオ

ルジャパンとしての が となってい
た

モダリティ に する とは
のようなものであった モダリティ
の を するためには の のなかに
らなければどのような が す

るのかさえを することが しいこと
もしくは の として

と されていることに して が が に
いることはその から り され での
プレゼンス びステ タスだけでなく
に を える があること さらに

の を のオ ナ シップと
とのパ トナ シップにより めていこ

うとする を するものとして けら
れる があること であった
しかしながら コモン バス

ケット ファンド の の
オンバジェット の プロ
ジェクト からプログラム への
え メモランダム の きの

たな アプロ チに しては が
の の から たな に
していくためにはその のあり システム
の を に することが められていた

が な での を し

具体的 形 顕在化 。
、最終的 北西 ー 諸国 関心

構造調整政策 教訓・反省 貧困削
減 向 取 組 打 出 世銀、国際通
貨基金（ ）等 関心 集約
形 繋 。
一方、 間、我 国 主要援助対象国

成功 謳歌 時期 、
年代 援助 関 議論 関 十分

ー 言 、従来 援助 在
方 忠実 維持 。 意味 、援助

及 援助協調 議論 関係 、 空白
時期 過 言 。 、漸
、 年代後半 入 、援助協調 活発化

、 、 ー 、
等 一部 現場 動 関
情報 対応 必要性 東京 求

出 、積極的 関与 至
。

当時現場 援助協調 問題意識 次
。 問題意識 主 、

現場 直面 新 援助潮流 対応
対症療法的 観点 。

現場 等 取 組 ー
速 。場合 、毎週、会議 開

、 ー支援 ー 、 ー
頻度 行 、 計画策定

、現地 活用 調査 行
。 参画 、
時々 生 技術的懸案事項等 対応
柔軟 時宜 得 現地
ー 開催等 支援 不可欠

。 、当時 、
対応 可能 時
逸 多 、柔軟 緊急的 我
国 支援 手続 簡素化 援助 ー

・ 改善 求 。

参画 、頻
繁 行 会合 参画 、膨大 資料 読

、 行 、我 国 協
力 方 模索 等 行 体制 必要

。 、現場 大使館、
及 事務所 役割分担 必 明確

、戦略的 対応 構築
。現場 人員体制 整備・強化、 、

現場 ー 東京 体制
構築 不可欠 、各援助組織 超 ー

体制整備 急務
。

新規援助 ー 関 問題意識 、
次 。①新規援助 ー
有効性 検証 議論 輪

入 課題・問題点 存在
把握 難 。②政

府 担当官庁 優先事項 喧々諤々
議論 対 我 国 埒外

議論 取 残 、現場
及 ー 事業実施

影響 与 可能性 。③ 当
該国 開発 先方政府 ー ー 利害
関係者 ー ー 進

行為 阻害 位置付
可能性 、等 。

、一般財政支援、 ・
・ 、援助 予測可能性 向上、

化（援助資源 予算化）、
型支援 型支援 移行、

覚 書（ ） 締結、手続 調和
化等新 援助 ー 対 、我 国
制度上 問題 、新 潮流 参画・貢献

対応 方・
改善 早急 検討 求 。

援助協調 活発 現場 動向 把握 、参

IMF

PRSP

SWAp

PRSP SWAp

JICA

JBIC

80

90

１ 現場 問題意識における

（ ）迅速 柔軟 対応

（ ） ー 体制 構築

（ ）新規援助 ー 対応

（ ） 、中期支出枠組書（ ）、 ー・
（ ） 関係 把握 参画・

支援
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画・貢献 上 重要 、 、
（ ：公共支出
ー）、 （

：中期支出枠組書）、 等 当該
国 位置付 及 内容 理解 、

互 密接 関連 ー
捉 。 、 開発

実施 ー 関
係者 認識 必要 。 、
我 国 十分 関与

上流部分 関与 求 、
関与 相手国政府及 他 ー
説明責任 果 認識 必要

。 点 充分 理解 、如何
日本 取 、

取 日本 考
主張 重要 。

我 国 明確 方針 求 。

現場 援助協調 参画 、 、支援 具
現化 、現場 政策
決定機関 大使館 実施機関
事務所 密 連携 、現場 情報 発信 、

受 止 側 外務省本省 本部
密 連携 協議 行 、必要 手続 終

、現場 指示 出
。 現場 援助協調以上 我 国

援助関係者間 連携・協調 不可欠 、
一 機能 場合 、現場

適切 援助協調 行 得 言 過言
。 、必 連携・協

調 十分 ー 見受 、
連携 強化 不可欠 。

外務省飯村豊経済協力局長（当時） 、上記
現場 問題意識及 援助潮流 変遷 対応

重要性 認識 、日本 積極
的 取 組 強 意志 表明 。

援助及 援助協調 関 議論 関
、 空白 時期 過 我 国

対応 一転 、日本型 援助 有効性
発信 、 調和 図 積極的 対応

。 強 意志・ ー ー
下、在外公館、 、 等 対 ー

援助協調 対応 大号令
出 、積極的 取 組 開始 。

現場 足腰 強化 図 、現地 於
ー 体制（大使館― ・ ）

構築 指示 出 。 、
主要 ー会合 参画 大使館、 事
務所 増 、 、 事務
所員等 ー会合 出席 、国 代表
発言 種々 理由 困難
改善 見 、 ー会合 従前 比

参画 機会 促進 。 結果、各大
使館及 ・ 事務所 援助協調 関

情報 増大 、 、現場 援助協
調 動 十分 東京 伝

動向 把握 。
現場 限 人員体制 支援 、援

助協調 活発 事務所 企画調査員 配
置 、 、派遣専門家 知的
活用 、援助協調 人員体
制 強化 図 。
東京 体制整備 構築 年 月
外務省経済協力局政策課内 援助協調
設置 。

上記 記載 、現場 援助協調
参画・貢献 求 、戦
略書 策定支援、各種 ー・会合支援、
ー ー 運営 支援、 一般財

政支援、 ・ ・ 支援等
多岐 支援 ー会議 戦略書・計画
書等 含 知的貢献 。我
国 一連 援助潮流 変遷 対 、現

場 発信 ー 答 既存
ー 弾力的運用 試 。例 、現地業

務費枠 拡大 援助効率促進費及 開発調査
ー 、 ー 開催

調査 事務局機能 ー

していく で なことは

レビュ
の

での け び を したうえで そ
れらがお いに に したパッケ ジであ
ると えることであった また それらが
を するためのツ ルであるということを

が する があった つまり これま
で が が に してこなかったいわゆる

への が められており それらに
することなしに び ドナ へ

の が たせないことを する が
あった この を に したうえで
に がイニシアティブを っていくのか イ
ニシアティブが れないとしても の えを

していけるかが となっていた そのた
めの が の な が められていた

での に し また を
していくためのプロセスは での

である と である
との な と の を し

それを け める の と
が に し を い な きを え
たうえで に を すシステムになって
いる そのため での に が

の が であり そ
のうちの つでも しない は での

な は い ないと っても で
はない しかしながら ずしもその
が になされていないケ スが けられ
その の が となっていた

は
の での び の に
していくことへの を し も
に り んでいくとの い を した

それまで び に する に し
て いわゆる の を ごしてきた が

の から して の の を
し その を るべく な をと

ることとなった その い リ ダ シッ
プの に してオ
ルジャパンとして に すべく
が され な り みが された

での の を るため に け
るオ ルジャパン
を するように が された これにより

なドナ に する
が えるとともに これまで
がドナ に しても を す

る をすることが の により であっ
たが が られ ドナ にも に し
て する が された その

び から に
する が し これまで での
の きが に には わってこなかった

その が されるようになった
での られた を すべく
が な に を

し また を スタッフとして
することにより にかかる

の が られた
での を すべく に

は に ユニッ
トが された

に したように での に
するうえで められているのは

の セミナ ド
ナ グル プ のための さらに

コモン バスケット ファンド
にわたる とドナ や
へのコメントを めた である

が はこの の の に して
から されたニ ズに えるべく のス

キ ムの を みた えば
の や び ス

キ ムにより ワ クショップの やコンサ
ルタントによる から までドナ

PRSP

PER Public Expenditure Review

MTEF Medium term Expenditure

Framework SP

JICA

JICA

JICA JBIC

JICA JBIC

JICA

JICA

JICA JBIC

JICA

-

2001 4

（ ）現場（大使館、 事務所等） 連携
現場 東京 連携

（ ）足腰 強化

（ ）援助協調 支援 ー 整備

5

1

2

JICA の と
と との

の

を するためのツ ルの

２ 援助協調 成果の
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グル プ び を ったり
コモン バスケット ファンド

に するツ ルとして
セクタ プログラム の による
の の が かれ また り が
に るようになった

での への のためのツ
ルの を うと に モダリティ
に する ドナ の
きの に する に する

の とともに も ずつで
あるが められている また

アフリカの
ギャップと の り に して する
フォ ラム フォ ラム

フォ カル
の への

や とのジョイントラ ニング ドナ
との を じた が の の と

も られている さらに
の びに な を すべく

マニュアル のマニュアル が め
られつつある

タンザニアでは プロセス
モニタリング に に
すべく コンサルタント

を じた の での
とされている び

に いて を め ま
た リ ディングドナ として の

の びに のセクタ プ
ログラムの を った また モニ
タリングに してはそのシステム に
けたドナ のコアのメンバ として
に を い また につ
いても の を さらに

の についても に を
った また が の と

して を し を
するための に

するなど モデル として
が の える ツ ルをフル し
て にわたる を っている
ヴィエトナムでは
で が で を ホ
チミン では が を

セクタ ではヴィエトナム
と が を また セクタ

を が が となって
さらに でセクタ

が されている
その が な つかの にお
いても な が われてお
り えば ボリビアでは が が

グル プ の の
を めたり ザンビアでは り を
した セクタ へのコモン バスケッ

ト ファンド が われている

このようにここ のうちに に
するための の ツ ルの

び のドナ への
な や の への

が ピッチで われ
た
その にかかる の が

られ に に している にお
いては からも く され ドナ
についてもこれまで がなにを えているか
わからないとしていたが の や か
らパ トナ として され を じた
の える への が まりつつある

このように たな の のプロセス
で の の の も になりつつあ
る その とそれを り している に

をあてることにより の への
を する としたい

の はこれまで による

ー 運営及 戦略書策定支援 行 、
一般財政支援、 ・ ・
支援 参画 ー 、債務救済無償、

ー・ 無償 改善 本体資
金 導入 道 開 、 、見返 資金 弾
力的 運用出来 。

一方、現場 援助協調 参画 ー
改善・活用 行 共 新規 ー

対 主要 ー 援助政策分析、援助手続
調和化 関 調査、財政管理 関 分

析等情報 整備 理論武装 一歩
進 。 、 （

： 国際収
支 援助 在 方 関 議論 国
際 ー ）、貧困 ー 、 （包括
的開発枠組） ー 、 （開発
援助委員会）会合等一連 国際開発会合 参
加 英国 ー 他主要 ー

意見交換等 通 我 国 意見 発信
情報整備 図 。 、援助関係者
啓蒙並 積極的 参画 促進 、援助

協調 等各種 整備 進
。

① 、 （策定、
実施、 、評価） 積極的 参
画・支援 現地 雇用支
援 通 策定支援、
優先事項 地方開発及 農業分
野 於 、事務局（ ） 務 、
、 ー ー 両分野 戦

略書 作成並 農業分野 ー・
作成支援 行 。 、
関 構築 向

ー ー 積極的
関与・支援 行 、 、
水分野 策定支援 、 、保健、

教育等 積極的 支援
行 。 、我 国初 一般財政支援

、債務救済無償 活用 、 具
現化 貧困削減財政支援基金 参

画 、援助協調 国 、我
国 抱 援助協調 ー 活用
多岐 支援 行 。

② 民間・中小企業振興分野
、大使館 共同 議長 、 ー

都市開発分野 議長 、
運輸 ー 運輸交通省

共同議長 、 、運輸 ー
開発戦略書 我 国 中心 作成、

、教育分野（初等教育） ー
開発調査 実施 。

③ 他、援助協調 活発 幾 国
積極的 参画・支援 行

、例 、 我 国
（ ：支援国会合）幹事
国第 ー （援助 合理化） 副幹事
努 、 見返 資金 活

用 教育 ー ・
・ 支援等 行 。

数年 、援助協調 対
応 人員等体制 構築、援助 ー
整備、現場及 国際会議等 ー会合 積
極的 参画、 計画策定 参
画・貢献、各種調査研究等 急 行
。

結果、援助協調 情報 蓄積 図
、積極的 援助協調 参画 国
先方政府 高 評価 、他 ー

日本 考
一連 対応 発言等

ー ー 尊重 援助協調 通
「顔 見 援助」 評価 高 。

新 援助協調 一連
日本 援助 実際 課題 明確
。 課題 作 出 要因等

焦点 、今後 対応 一考
察 提示 材料 。

日本 個別案件単位

（ ）援助協調 状況分析、理論武装

（ ） 、 、 参画・貢献例

（ ）日本 援助

3

4

1

にかかる

への

の システムとのギャップ
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要請 形 取 。 、援助
実施 場合 、相手国 責務

実施 必要 経常経費 負担
技術移転 受 ー ー 配置 前
提 。 方 、相手国 ー
ー 尊重 自助努力支援 我 国
援助理念 沿 。 、援助

吸収能力 援助調整機能等行政能力 十分
貧困国 、時 開発計画 経

常経費 含 予算 整合性 乏 案件
要請 、 、相手国 責務 果
等 不都合 、他 ー 援助案件 重

複 生 、 問題 抜本的
解消 、現状 個別案件対応型
限界 思 。
一方、日本 援助制度 、援助吸収能力 援

助調整機能等行政能力 多寡 関 一律、
途上国政府 要請 下、 要請案件群
採択案件 東京 選定

。案件 採択後 、事業実施機関（ 、
） 個別 案件 実施・運営・管理 行

（無償資金協力
実施促進）、案件 成功 是非

案件 選定時点 大半 決 言
過言 。

反 、新 援助潮流 流
年以降 議論 対 一 帰結 、

援助 反省 （ 我 国以
外 諸外国 同様 個別案件主体 援助 実施

上述 問題 抱 ）、少
行政能力 低 、対外依存度 高 、援助

吸収能力 問題 貧困国 、個別
各 ー 個別 、

援助方針、援助手続 等
実施 回避 、相手国政府 ー
共同 政策・開発計画 策定 、 共通

政策・枠組 共同作業 援助 実
施 試 。 我 方 従来
個別案件対応 方 大 異
ー 。 ー 相違 、
援助協調 超 援助 本質論 議論

、各国 ー 援助方針 相違
。

援助哲学 相違 本部・現場 援
助協調 二 意味 負 影響 与

筆者 考 。

第 、現行 個別案件単位型要請
個別案件実施 主体 考 方 、

現在 潮流 援助協調 積極的 参
画・貢献 動機付 弱 点 。
則 、現行 我 国 実施体制 、 我
国 二国間協力 関係 中 個別 事業 効

果的、効率的 実施 主眼 置
、相手国 開発計画全体 予算 計画

策定等開発 最上流 部分 相手国
責任分野 位置付 、
部分 対 必要性 動機
少 。
新 援助 ー 、 ー
責任分担 、分野、国全体 開発 実

施 、効果 責任 含 共同 政府・ ー等
負 眼目 。現行 日本

下 、本部 現場
積極的 援助協調 関与 東
京及 現場 体制 現行 個別案件実施 合

人員体制 、新 援助潮流
対応 分 負荷

。 、援助協調 重要性 認識
物理的 対応 困難 体制状

況 現状 。
第 、上記 関連 我 国 ー
独立的 途上国 開発 貢献 範囲 限

定的 （個別案件 貢献等） 得
、 相手国 開発予算及 経

常経費 配分 包括的 分野・国全体 開発
積極的 関与 無 。従 、

、分野・国 包括的 開発 広
範囲 援助 実施 。

、途上国 開発政策 予算 最
上流部分 我 国 積極的 関与 妨 、
、 結果 、相手国 開発援助

方 援助 本質論 政府、実施機関、大学
・研究所等 ー 英知 結集

本格的 議論 必要性 繋 、
年代以降 援助 方 議論

空白期間 遠因
考 。

援助 本質論 本格的 議論 現場
援助協調 関与・貢献 動

機 欠如 援助協調 積極的 関与 妨
大 要因 一 。 、援助

協調 基本方針 策定 、援助協調

という を ってきている また が
される においては の とし

てプロジェクト に な の と
を けるカウンタ パ トの を

としている こうしたあり は のオ
ナ シップの と という が
の に ったものである しかし

や が でな
い においては によって や

を めた との に しい を
したり また の が たされな

い の や のドナ との の
が じることもあり これらの を

に するためには の で
は があると われる

の は や
の に わらず

の の それら から
を において するシステムとなっ

ている の は
が の の を

うことになっており プロジェク
トについては の の は

の でその が まると っても
ではないだろう

これに して たな の れは
の に する つの として これ

までの の にたって かつては が
の も な の を

しており した を えていた なく
とも が く が く

に がある においては
プロジェクトを ドナ がそれぞれ に そ
れぞれの き によりばらば
らに することを し とドナ
が で を し その の

みのなかで により を
しようとの みである つまり が の

の のあり と きく なったアプ
ロ チとなっている このアプロ チの は

を えた の にかかる で
あり ドナ の そのものの で
あるといえるであろう
この の が レベルの

に つの において の を えて
いると は えている

は の システム
や を とした え のみでは

の となっている に に
する けが いという である

ち の が の は あくまで
が が の の で の を

に していくことに が か
れており の や の

の の については の
として けていることから この

に するコミットメントの や が
ないということである
たな アプロ チは それぞれのドナ

が しながら の を
し の も め で ドナ

が うことを としている の のシ
ステム では においても においても

に に していこうとしても
び の が の に わ

せた となっており たな に
するためにはその の がそのままのし

かかる そのため の を し
ていても に することが な
にあるのが であろう
は に して が が ドナ とし

て に の に できる は
に での ならざるを な

いことから これまで の び
の や な の に

は に することは かった って
これまでは の な までの
い で を することはできなかった
そのことは の や という

への が の な を げ ま
た その として の のあり
という の に

のオ ルジャパンとして を
させての な の にまで がらず

の のあり をめぐる への
となってしまった となっていると

える
これら の への な と

での に していくことへの
の が の な を げてい

る きな の つであろう そのため
にかかる が され の

JICA

JBIC

1980

1

2 1

1980
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重点国 選定 、新規援助 ー
対応 援助 ー 改善
、現状 日本 積極的 能動的

援助協調 参画・貢献 国 限
状況 生 出 思 。

英国、北欧諸国、世銀等 一連 国際開発 ー
等 通 、途上国 ー ー 下、

援助関係者 ー ー 通 実施
不可欠 国連 開発目標（

： ） 、
支援 支持 表明 、 、 具体
的 制度改革 取 組

。一方、我 国 、
支援 支持 表明 、総論 賛成
、各論 慎重 対応 示 、

制度改革 関 、基本的 従来 援助
維持 、北西 ー 諸国 世銀

明確 見受 。
具体的 、上記 成果 部分 紹介
援助協調 取 組 進捗 見
、未 改善途上 、例 、援助

予測可能性 ー・ 等 参画
覚 書 署名等、現場 一歩踏 込

対応 行 不可欠 未 検討
段階 状況 。 、援助 ー 関

改善 点 多 、手続 調和
化 明確 方針 立 。
、 、 、 国連開発

資金会議等一連 国際開発 ー 対応
、日本型援助 有効性 理解 必 得

守勢 現状 、
長期 持 戦略的 ー 欠
如 状況 。 、途上国・他

ー及 我 国援助関係者 援助協調 積極
的 実施 明確 ー 伝

、援助協調 、日本 保守的
ー 捉 可能性 大 。

現状 打破 、国内援助関
係者及 国外援助関係者 向 明確 強

示 、日本型援助
有効性 発信 行 必要
。

援助協調 戦略的 ー 図
、欠 国内省庁間 援助政策 調

整 。 調整 欠如 本部及 現場
援助協調 影響 及 。
世銀 途上国 与 影響 大 、

導入 加速 感
。 、昨今 援助協調 牽引車
北西 ー ー 諸国 世銀 関心 一

流 融合 、本部及 現
場 援助協調政策 影響 与

、北西 ー 諸国 強
、開発援助 二国間協力 主要 ー 構成

世銀 働 重要
。特 、 二 主催 各種

ー 昨今 特徴 、各 ー 下、
現場

抽出 、 普及
試 。 、
本部 政策 現場 事例 相
互 反映 一体化 示
。 状況 、

世銀 日本 働 欠如
必然的 日本 援助協調 援助政策

及 現場 活動 影響 与 明白
。

、日本 対応
外務省、世銀等 国際金融機関

財務省 所掌範囲 、上述
政策 調整 不可欠

関 、現状 分断 格好
、開発援助政策 、 、

世銀 ー
。一方、北西 ー 諸国 世

銀 密 連携 図 、 、 議長
役 務 一体化 動 示 。
日本 以上 財務省 世銀 政策
外務省 政策 日本 開発援助政策
包括的 調整 重要 。

の がされ モダリティ へ
の としての ツ ルも されていなが
らも としては が かつ に

に している が られてい
るという を み していると われる

は の フォ
ラム を じて のオ ナ シップの

のパ トナ シップを じての
が な ミレニアム

や
への を し かつ そのための

なアクションとして にも り んで
いる が も や

への を し は しているも
のの においては な を しており

に しても に の シス
テムを し ヨ ロッパ や のよ
うな なコミットメントは けられない

には の の で したよう
に への り みの は られるもの
の だその であり えば の

やセクタ プログラム への
のための え への で み
んだ を うために なものも だ

の にある また ツ ルに して
もさらに するべき も く きの
についても な が っていない さら

に モントレイ
の フォ ラムでの

も の の を ずしも ら
れないまま にまわっているのが であり

ビジョンを った なアプロ チも
している である そのため

ドナ び が に を
に していくとの なメッセ ジが わっ
ておらず において は な
イメ ジに えられている は きい
これら を するためには

び に けた かつ い
コミットメントを すとともに の

のさらなる を っていく があろ
う

への なアプロ チを るうえ
で かせないのが の の
である この の が び レベ

ルの にも を ぼしている これま
でも の に える が きかったが
それが の によりさらに した が
ある また の の となって
いる ヨ ロ パ と との が つ
の れに されていることから び
レベルの に を えていくた

めには ヨ ロッパ のプレゼンスの
い の の ドナ で
される と への きかけが
となっている に この つが する
フォ ラムの の として テ マの

におけるグッドプラクティスもしくはベス
トプラクティスを し それを しようと
の みがなされていることである このことは

レベルの と レベルでの とが
に され しつつあることを してい

る このような において と
への としての きかけが すること

は に の のみならず
び での に を えることは で

ある
しかしながら の は に

ついては の につい
ては の となっており した
ようにそれぞれの への が である
にも わらず としては された に
なっており については いわば

と へのツ トラックシステム
となっている ヨ ロッパ は
とも な を り また での
を めるなど した きを している
はこれまで に の への と
の とを の と

して に することが となっている

（ ） 欠如

（ ）援助協調 関 国内関連省庁 政策調整
欠如

2

3

コミットメントの

に する の
の

Millennium

Development Goals MDGs PRSP SWAp

MDGs PRSP SWAp

OECD DAC SPA

PRSP

OECD DAC

OECD DAC

OECD DAC

OECD DAC

DAC
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/

/

/

/

/



21IDCJ FORUM No.23 2003.3（ ）援助協調 日本 取 組 成果 課題：本部 対応 中心への の り みの と での を に

表 援助協調 取 組 事項

（ ）日本 昨今 援助協調 参加 意
義 対応

（ ）意識改革

1

1
2

の り み

が の に することの
と

出所：筆者作成

MDGs PRSP

MDGs PRSP

MDGs PRSP

、 等
支援（援助協調）
行 意味

合

枠組 前提 手段 条件

援助協調 参加・
関与（計画）

計画、実施
・評価

共同実施

・
ー、組

織・制度
包括的理解

援助 共同形成

ー
体制 整備（政
策、実施、研究
機関等）

援助実施 再構築
（実施）

貧困国 開発
適合 支

援

先方政府
、
、

予算等 分
析 理
解

・手続 調和化
・援助 予測強化
・一般財政支援、

拠
出

・ 化 検討

個別案件 化

本部 、現
場 人
員体制、支援体
制 大幅 見直

整備

一連 国際開発 ー 流 現場
援助協調 動向 見 限 、従前
流 加速 思 。

状況 本部 取 組
事項 提言 。

日本 真 等援助協調
達成 目標 計画 参加

意義 、現在 日本 援助実施 変革
伴 否 。 意味合
現状 狭義 要請主義 、政府・ ー等
共同 政策、開発計画 策定 、実施、

・評価 行 援助実施 方向転
換 、同時 途上国政府 行政
理解 、先方政府 事業実施 、

支援 行 意味 。
従 、 人材、実施体制 整 、援
助実施 再構築 必要 、 意味

大 変革 求
。

、我 国 一連 国際開発会議等

支援 表明 行 。
故、日本 変革 行
明確 、国内外 対 明確

ー 方針 援助関係者 明
。 、今後 我 国 援助協調

取 組 際 最低限必要 検討・実施事項
表 取 出来 。

上記（ ） 記述 援助協調 積極的 参加
・関与 、援助関係者 意識改
革 一層進 必要 。
第 、新 援助潮流 議論 、英国、北

欧諸国等 北西 ー 世銀
援助 分析・評価、 反省 教訓 導
出 一 帰結 、 、援助

本質論 議論 戦 結果 。現状
動 土台 具体的 導入 向
議論 ー 変化 、途上

国側 認識 充分反
映 。 、日本

近年 参画 後発国
理論的背景 早期
日本 援助及 援助協調 方 検討

。 、
日本 貧困国 援助 再評価 、反省

を うことの
い

み

の
モニ

タリング の

マクロ セ
クタ

の
プログラムの

オ ルジャパン
の

の
の プロ

セスに した

の
システム
サイクル

の
とその

きの
の

コモンバ
スケットファンドへの

アンタイド の

のプログラム

レベル
レベルでの

の な
しとその

の フォ ラムの れや レベ
ルでの の を る り にもま
してその れは するものと われる この
ような のなかで レベルでの り むべ
き を したい

が に や なくし
てはもはや しえない や に する
ことの は の の の を
うことになることは めない その い

は の の から ドナ
が で を し モニ
タリング を うという の
であり に の プロセスを
し の のシステム サイ

クルにあった を うということを する
って そのための を え

の をする があり その に
おいて きな が められることになるので
ある
すでに が は の で

や の を ってきている
それ はその を うとのコミットメ
ントを にし に してより なメッ
セ ジとその を に らかにすべ
きである そして の が の に
り む の な につ

いては に りまとめることが よう

に した に に
していくためには の

を めていく がある
に たな の は
の ヨ ロッパと のこれまでの

の さらには と から
き された つの であり まさに の

の を わせてきた である
の きはこれらを として な に
けた へとステ ジが しつつあり

の もこれまでのプロセスにより
していることである そして はこれら

プロセスに になって した であり
その を にキャッチアップすると
ともに の び のあり を
していかなければならない そのために これ
までの の への を し

４ 本部 援助協調 今後
―結 ―

レベルの の
びにかえて

1

1

1
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すべき はないかを し そのうえで
な のあり を が に する

があろう
に されている の

は が するように
が に わっていないため れ

は を に し
をあてがう のない であるとの な

を つことである の くの
が の である アジア にも
の を めているのではないかとの

を じている きがあるが そうではなく
の も な の に

わっていない を とした であり
その で の に わっている

と に わっていない への とを
した を する があることを

すべきである
が に な

を り める のなか
で められている がこれまで な を
してこなかったマクロ び の な
と を む という の

に み んでいく そして そのなかから
の い な を す

るとの が なことを し プロ
セスや の により マクロ セクタ
への を め の の とプレ
ゼンスの を めていくことが である
このような の こえる が これま
での の を することになろ
う そのことにより における
としての を たし の メン

バ との に がっていくことになろう
に これらの と が の

の を その を らない り
の の とは になり の

や が められている
での のプレゼンスは されないばかりか

を とした のあり という
から が び をそむけることになるであ

ろうことを する

では レベルの への り み

の と について してきたが り
しになるが の とそれに う
モダリティ は の のあり と

いう の であり の のあり
を め な を んでいると は え
ている また の のなかでプロジェ
クトが として な であるという
ことに することなく の
の を に け め ヨ ロッパ
が ったように すべき は に し

の を しつつ のあり
を する は に いものであると
している その において ここ の

への り みとして われているタンザニ
ア への の り みは の へ
の が の り みを ううえで な を
えると える タンザニア で られた

な を し が の のあり に
し の においても していくことを
に する

に にとり イギ
リス のショ ト
のウォルフェンソン の いリ ダ シッ
プの ドナ の のあり が き
く され の や そ
のものに きな を えていることは に
しい も び に を
に への な り みがなされ

ることを している が い もそのう
ちの としてこの の が も
に の でなされることを に いつつ
を えることとする

は の であって の
する を する ではないこ
とを し える

プロジェクト の

点 確認 、 効果的
援助 方 援助関係者 真摯 議論

必要 。
第 、現在議論 援助協調 対象

国 、高橋（ ） 指摘 援助吸収
能力 十分 備 、受入 国側
援助投入 適切 取捨選択 、援助吸収資源

能力 貧困国 明確
視点 持 。日本 多 援助関係
者 日本 重点地域 東 等 援助
制度 変革 求 脅威
感 向 、 、経

常経費 支出 困難 援助吸収能力 十分 備
貧困国 対象 議論 、

意味 援助吸収能力 十分 備
諸国 十分 備 諸国 対応
区別 戦略 構築 必要 認識

。
援助関係者 、援助協調 最低限必要 検討

・実施事項 取 進 一方、援助協調
求 日本 十分 関与

及 分野 包括的 政策
経常経費 含 国家予算 途上国 政策

関与 踏 込 。 、
優先度 高 、効果的・効率的 案件 選定

関与 可能 認識 、
等 関与 、 ・ ー

影響力 高 、日本 発言力 確保
確保 高 重要 。
「声 聞 援助」 一層

日本型援助 有効性 確保
。 、国際社会 援助大

国 責務 果 、開発援助 中心
ー 自負 繋 。
逆 、 意識改革 我 国援助 有効

性 理解 得、 調和化 図 限 昨今
援助協調 議論 平行線 、一連 国

際開発会議 援助協調 進 途上国
日本 確保 、

貧困削減 目標 援助 方 本質
論 日本 再 目

懸念 。

本稿 本部 援助協調 取 組

成果 課題 議論 、繰 返
昨今 援助協調 伴 新規援

助 ー 貧困国 開発援助 方
本質論 議論 、日本 援助 方

含 、重要 示唆 含 筆者 考
。 、援助協調 議論
依然 主要 支援形態
一喜一憂 、昨今 援助協調

議論 真摯 受 止 、北西 ー 諸国
行 反省 点 素直 反省 、

日本型援助 有効性 論証 援助 方
模索 価値 十分 高 確信

。 意味 、 数年 援助
協調 取 組 行
等 援助協調 取 組 今後 貧困国
我 国 取 組 占 重要 示唆

与 考 。 等 得 様々
教訓 抽出 、我 方 支援 方 反映
、他 貧困国 展開

切 期待 。
最後 我々援助関係者 、 （
国際開発援助庁） ー 開発大臣、世

銀 総裁等 強 ー ー
下、 ー国・機関 援助 方 大

方向転換 、現在 援助協調 開発援助
大 影響 与 記憶

新 。日本 再 、日本政府、特 外務省
中心 援助協調 積極的 取 組

期待 者 多 。筆者
一人 援助協調 議論 今後 活

発 関係者 間 切 願 、
本稿 終 。

本稿 筆者個人 見解 、筆者 所属
国際協力事業団 代表 見解
申 添 。

・内田康雄（ ）『 型援助 増

2

2002

2000

PRSP

SWAp

DFID

（ ）最後

―――― 付 記 ――――

――――― 注 ―――――

―― 参 考 文 献 ――
3 に

注 高橋基樹（ ）１ 2002
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殖 ー資源 拡散（保健 ー 中
心 ）―援助協調 ー

基礎研究―』、国民経済雑誌、第 巻、

・高橋基樹（ ）『 開発 ー
ー ： ー・ 中心

』、国際協力事業団国際協力総合研究所
・高橋基樹（ ）『神戸発社会科学

第 章援助 開発 国
際協力研究 新 地平』、神戸大学

・古川光明（ ）『 取 巻 援助
動向 対応（一考察）』、国際協力事業団
国際協力総合研修所

とセクタ の セクタ を
として とセクタ プログラム

への

アフリカにおける パ
トナ シップ セクタ プログラムを
に

のフロン
ティア と をつなぐもの

の しい
アフリカを り く

とその

182

.15 25

2001

2002

4

2003

pp －
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日本 開発問題 知的貢献の への について

日下部 元雄 前・世界銀行 副総裁

はじめに

の に ぶ

世銀 開発戦略 、 数年大 変化 遂
。貧困問題 焦点 、

構造調整 ー （
：貧困削減計画） 転換

行 、投資資金 移転 、政策・制度・
知的支援 重視 方向

展開 図 。

途上国 対 先進国 援助 、第二次世界
大戦後、大 期待 始 、数々
失敗 経験 。 多 国
人 （国民総生産） 横這

減少 。 始 幾 国
、最下位 所得階層 所得 半減

貧窮化 起 。経済改革 程度
成功 中南米 既 非常 高
所得格差 縮小 、貧困人口 減

。 、東欧・旧 連 移行国
見 貧困層 増加

。 見 南 膨大 貧
困層 依然存在 。世銀 最近数年間
行 参加型貧困分析 結果 見 、貧困層
生活水準 年前 比 悪化 、国
社会的 対立 紛争 生 、失業・

家庭内暴力 増 、伝統的 社会 相互扶
助 崩壊 現状 捉

。開発援助 過去 年 振 返
、総 見 、期待 現実 多
人 想像 上回 。

過去 経験 認識
援助 考 上 出発点 。
失敗 認 援助 対

政治的 支援 危 恐 、
貧困問題 目 、紛争 激

化、難民 流入、 頻発化 通 先進

国自体 多 影響 。多 先進国
現実 直視 援助 成果 厳密 ー

援助 質 高 、
援助 （国内総生産）比 高 方向
動 出 。世銀 、数々 実証分析 踏

、 失敗 認 、 経験 新
貧困削減 戦略 学 取 過程 。世銀
開発 対 考 方 最近 年間 大 変

化 遂 。
反省点 第一 、援助 途上国 政策・制度
適切 限 有効 明

。 、 例外 除 、
国際機関 途上国 政策・制度 有効

与 。輸入代
替型 産業政策、財政赤字 拡大、価格 為替
ー 歪 、過剰 政府介入、

問題等、途上国 依然 問題 抱 。
実証分析 、政策 適切 国 援
助 成長 貧困削減 効果 少 、 、政
府自身 政策改革 ー ー 無 場
合 外 圧力 政策 変 非常
難 指摘 。
第二 反省点 、従来 援助 、

完成 資金 移転 重視 、貧困
人々 生活 対 成果 必 ー

。受益者 参加 現地
実情把握 十分 、援助 総合的 視点
住民 対 配慮 欠

。例 、教育投資 例
、教育 受 人々 就業 機会 無
、教員 質 十分 場合 、教育

参加 与 国 、
成長 高 貧困 削減 効果 無

分 。
第三 反省点 、 悪 国 資

金援助 、指導者 個人的 利益、影響力維持
使 、援助 効果 低 、国民

、債務 累積 負担 増
現実 多 起

。

の は ここ きな を
げようとしている へ をあわせ

アプロ チから
への が

われ の から イ
ンセンティブといった を する
へと が られている

に する の は
きな をもって まったが

の を している アフリカの くの で
は あたりの は いか

している ナイジェリアを め つかの
では の の が するなど
の が こっている にある

した においても に に かった
はほとんど せず は っ

ていない また ソ の でもこ
れまでほとんど られなかった が し
ている アジアを ても アジアには な

が している が に
った の を ると

の は に べると し によっ
ては な から が じたり

などが え な の
などのシステムが しつつある が え

られている の を り る
と じて れば と のギャップは
くの の を ってしまったといえよう
このような の をどのように するか
がこれからの を える での となる
このような を めることは に する

な を うくする れもあるが この
ような に をつぶることは の

の テロの などを じ

に くの をもたらす くの
では を し の を にモニタ
することにより の を めようとしており

の を める に
き している は の を

まえ これらの を め その から た
な の を び る にある
の に する え は で きな
を げている

の は は の
が でない り でないことが らかになっ
たことである しかも いくつかの を き

は の に なインパ
クトを えられなかったことである

の の や
レ トの み な ガバナンスの

は として を えている
によれば が でない への

は や の が なく また
に へのオ ナ シップが い

には からの で を えることは
に しいことが されている

の は の は とかくプロ
ジェクトの や の を し や

の に する を ずしもモニタ し
てこなかったことである の や
の が でなく に な
や のインセンティブに する が けて
いたことにある えば の をとっ
ても を けた に する が かっ
たり の が でない など へ
の のインセンティブを えられない では

を め を する がほとんど い
ことも かってきている

の は ガバナンスの い への
は の な

のために われ の が く にとっ
ては の による が えるばかりと
いうことが に く こってきたことであ
る

PRSP Poverty Reduction

Strategy Paper

GNP

GDP

１ 過去 経験 学

1

10

50

5

注

注

注

注
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２

３

援助 中心 知的貢献

日本 知的貢献 質 高

の は へ

の の を める

これらの から まず を う と
して の にガバナンスの

を に し これらが い には
を わないという い が となる
グル プで へ の を う

では から
に づく の を してきて

いる にガバナンスの い への はほと
んど ないような みとなっている
は な からガバナンスの い にも
われることが であったが このような

の は ての の した い
により めて となった このような
の の により の
は の となっている
で の にコミットしてい

る に しては が を の
として し ける のアプロ チを め

が の とオ ナ シップに
づき な と

を るアプロ チが されている の
が がばらばらに の い

プロジェクトを めていく であったのに し
は が のプロセスで る
や つくりの に づいて

が して を していこうとするものであ
る これまでの が なかった より
な の インセンティブの
に が することが される しか

し その を るためには の
での の

の など な を ってい
く がある のプロセスはなお す
べき も いが などの なドナ が
することで より い な が
られることが されている

は の を めるため の
の を える の や

なインパクト を り れることなど
と に の を える を

している これからの においては よ
りも やプロジェクトの を める の

が となる この は の に
する を ても らかである

アジア や の は
の サ ビスに する

の のためのアドバ
イスを めており は を
とした な セクタ
び のキャパシティ ビルディングな

どを めている なお の に する

などの の は このようなニ
ズに え を し から い

を けている

それでは はどのような をすれば
いのであろうか の の の は プ
ロジェクトが となっており プロジェクト

は ずしもその の な の
に づけられているわけではない また

や についての が
ではない これを きく えなければ の

における は っていかないのでは
ないかと している
これからの は のようなプロセス

で が を り これを
まえて の が プログラムを し
する って まずは の を

る での な に が なアドバ
イザ として することが である

は の が する
なプロセスであり この で が

できなければ の が
に に される を ない

は その の の の に ち
の の や も まえた に
のある であることが である どの

ような を させるか その
のためにどのような を るか その
ためにどのようなキャパシティ ビルディング
を うかといった の の

が となる プロジェクトはそのよ
うな きなプログラムの として づけら
れたもののみを する の の
の を が となり

経験 、 、援助 行 前提
、相手国 政策・制度、特

問題 十分 研究 、 悪 国 援助
資金 使 強 姿勢 必要 。
世銀 ー 貧困国 長期低利 融資 行
国際開発協会（ ） 、数年前 政策・
制度評価 基 融資 配分 厳格化

。特 悪 国 融資
出来 仕組 。援

助 政治的 配慮 悪 国
行 常 、
政策変更 全 拠出国 一致 強

合意 始 可能 。 援
助対象 選定 厳格化 援助貧困削
減効率 、援助全体 約 倍 。
一方 、政策・制度 改革
国 対 、国際機関 構造政策 融資

条件 押 付 従来 ー 改 、
途上国自身 、各層 参加 ー ー
基 長期的 成長 貧困削減計画（ ）
作 ー 推進 。従来 援

助 、各援助国 政治的効果 高
進 形 対 、

、途上国 参加型 作 政
策改革 制度 計画 基 、援助国
協調 資金 出
。 援助 出来 、 総合

的 途上国 政策・制度・ 改
善 貢献 期待 。
、 成果 得 、 作成段

階 政策分析、参加型 合意形成、現地主義
援助国調整 総合的 知的貢献 行
必要 。 改善
点 多 、日本 主要 ー 参

加 、 幅広 効果的 開発戦略
作 期待 。

、援助 効果 高 、現場
受益者 意見 捉 参加型 分析手法 総合
的 分析 取 入 、途
上国 共 貧困削減 処方箋 考 過程 重
視 。 援助 、量

政策改革 質 高 為
知的貢献 鍵 。 点 途上国 世銀
対 需要 見 明 。

（東南 諸国連合） 中南米等 中進国 、
公的機関 規制緩和、公的 ー 対 民
間活力 導入、資本市場育成等

求 、低所得国 、 中心
全体的 貧困戦略、 ー別戦略策定、

及 公的部門 ・
求 。 、日本 世銀 対
資金・ （

：開発政策・人材育成基
金） 信託基金 拠出 、 ー

答 、政策改革 促進 、途上国 高
評価 受 。

、日本 援助 良
。今 日本 援助 構造 、

中心 、
案件 必 国 総合的 開発戦略 中
位置 。 、開

発戦略 政策・制度 知的貢献 主体
。 大 変 、日本

援助 知的貢献 育
危惧 。

援助 、
途上国自身 国別開発戦略 作 、 踏

個別 機関 援助 策定 決
定 。従 、 開発戦略 処方箋 作
段階 知的 作業 援助国 有効
ー 参加 一番大事 。
途上国政府・援助国 双方 参加

国際的 、 中 日本 政策
提言 、日本 援助 相手国・国際
社会 正当 評価 機会 得 。政策提
言 、 国 貧困 実情・原因 分析 立 、
他 国 経験 実証分析 踏 国際的 説
得力 内容 重要 。

政策改革 優先 、 政策実現
制度・組織 作 、

・
行 分析・提言・実施 三段階

知的支援 中心 。
大 一環 位置

実施 。従来 商社主体 援
助 案件形成 、援助機関 中心 途上国

IDA

IDA

IDA

IDA

PRSP

PRSP

PRSP

PRSP

PRSP

PRSP

ASEAN

PRSP

IDA PHRD Policy and Human Resources

Development Fund

PRSP

PRSP

注

注

注

注
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の に を えられるような み
に え その の に づく を
う

に などの の は
ますます の で われる が

となってくる の に
はそのような に し

の を めている の
も での をさらに める があ
る

の い としては
コンサルティング

と くあるが それぞれが を
えている どの にもじっくりと

に わる のある があま
りいない ロ テ ションが に われるた
め の と に り える が
なかなか たない

が の で われて
いるため な をすることが
でない の をサポ トするシステ
ムが っていないことなどである では

の で いた が を かし
ているが の の には で

と の をする を てる
の は ない が している カ
の はこのような との
を に った の であり の
となるものであるが にとって

は の また やフィ
ルド ワ クを することがますます に
なってきている の の
には や に する で した

が いが このような がさらに
に されるような が かれることが ま

れる
このような は でも であり
へ に しても で と を

するだけで の やコミュニティ
グル プと って らから することは な
かった しかし の の
への プロジェクト で
の での との
でこのような は に わってきている
なお の アジア では
のスタッフ が なくとも

の で と を にするプログラムを
している

がより な に り んでい
くためには な システムの
が である の の を えた
アカデミック コンサルティング
の いネットワ クを ることが ましい こ
れらの から の の

のグル プを り につき
に し ツ ルを し チ ム ビ
ルディングを う なセミナ にも
に する を した も アジ

ア の の への が で
きるようにしていく

には
の となる の ツ ル

の など しい へフォ カスするこ
とが である には

セクタ
のコアになる をマスタ し

で できるようにしていく に
の のグロ

バルな と の の を まえた
を る

この ネットワ クは に たちの
を めるのみならず の

に で の を っている
たちのための システムの を す

このため の ベストプラク
ティス ケ ス スタディ ツ ル キッ
ト デ タなどを すると にウェッ
ブを じてアクセスできるようにする があ
る

に の は な を
としている に の の と

の を り え な を うた
めには を える とデ タベ スが

である の にのみ した
から れた を え マルティ

メディアに した の が とも
である と でこのような

政策・制度 影響 与 仕組
変 、 後、開発 成果 基 評価 行
。
第二 、 援助国間 調整 、今

後 、援助 現場 行 方向 中心
。欧米 援助機関、更 国際
現場主義 対応 、権限・知識・

人材 分散化 進 。日本 援助機関
、現地 対応能力 高 必要
。
知的支援 担 手 、政府省庁、援助

機関、研究機関、 、 会
社、個人 数多 、 制約 抱

。 機関 政策分析、
国別戦略等 携 時間的余裕 人

。 ー ー 頻繁 行
、各国 専門家 対等 渡 合 専門家

育 。無償援助、技術協力、有償
援助、国際機関支援等 別々 機関 行

、総合的 政策提言 容易
。被援助国 現場 ー

整 。欧米 、
援助 現場 働 経験者 援助戦略 動

、日本 中央省庁 中 、現場 援
助対象者 直接 対話 機会 持 専門
家 数 少 。世銀 公表 国以
上 参加型貧困分析 貧困層 対
話 組織的 行 結果 分析
基礎 、援助関係者
、対象国 貧困分析、 、実証分析 ー
・ ー 重視 重要

。日本 研究者・ 中
実証分析 途上国 対 知識 卓越

方々 多 、 知識 援助政
策 反映 道 開 望

。
実情 世銀 同様 、途上

国 頻繁 出張 首都 中央官庁 議論
、実際 貧困層 ー・

ー 会 彼 吸収 少
。 、世銀 国別開発政策 参加型

転換、 面 受益者参加型案件
拡大、環境・社会問題等 対話

等 傾向 急速 変 。
、西水副総裁担当 南 局 、同地

域 全員 少 週間、貧困地

域 村 住民 生活 共 実
行 。

日本 積極的 知的支援 取 組
、総合的 知的支援 確立

必要 。今 組織 枠 越 、官庁、
、 、 産業

緩 ー 作 望 。
機関 合計 ～ 人 若手・中堅 専

門家 ー 作 、開発戦略 徹底的
討論 、分析 ー 共有化 、 ー ・

行 。国際的 ー 集中
的 出席 。研修期間 終了 後 、
等 各段階 参加・貢献 継続

。
内容的 、今後、 、国別援助戦略策

定 基礎 各種 参加型分析・評価 ー
開発 新 政策分野 ー
重要 。具体的 、参加型貧困分析、

公共支出分析、財務管理分析、貧困・社会・政
策効果分析、金融 ー分析計画、投資環境
調査等 分析手法 ー 、現
地 適用 。更 公共部門
改革、教育・保健、環境等 政策改革 ー

方向性 各国 経験 評価 踏 、
政策提言能力 作 。

知的 ー 、単 自分 能
力 高 、日本・途上国 援助関
係者、特 現地 援助調整 現場 担
人 支援 構築 目指 。

実証研究 体系的紹介、
、 ー ・ ー、分析 ー ・

、統計・ ー 整備 共
通 必要

。
更 、知的支援 現場 体系的 教材 必要

。特 日本人 場合、言葉 壁 専
門性 壁 乗 越 効率的 知的支援 行

、個人 支 教材 ー ー 不
可欠 。個人 専門性 依存 知的
支援 、優 教育効果 考 、 ・

対応 教材 開発 是非 必要
。世界銀行 共同 教材開発

PRSP

NGO

NGO

PRSP

NGO

NGO

NGO

PRSP

PRSP
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を う も に まっている
このような の の は グ

ロ バル スタンダ ドとなっている
の を まえつつ の

に した な を にす
ることが ましい に の
システムに リソ スを じることにより

の が の と もよく をし
を もよく り それに じた の

かい を くことを とすることを
す また が ってい

る い の も し して
いく がある しかし ずしも の
アジアの のみに する はなく
のケ ス スタディ を め し す

る
を げると マイクロ ファイナンスや

を した コミュニティ テレセ
ンタ は での の
へのエンパワ メントの として に

れた であり なモデルが されてい
る しかし なケ ス スタディ の
と は われていない このような しい

の をリ ドできるような い
を えた のシンクタンクも

となる えばカナダの

センタ オランダの

などは の が なかったような
しい を し これらの が

で をリ ドする で きな を
たしている の の やかなネッ
トワ ク も には このような な

に していくことが される
に このような が の

と にパイロット を えるような みも
り の とのフィ ドバック も
にしてゆくことが である

の コミュニティ は
を とし それを の い コンサル
ティング が り き ファウン

デ ションのような が っている こ
れらの で めて の い の
が う このような の い コミュニティ
が にも ち の が や
の の の といった で きく
できるような が うことが に まれ

る また このような の い コミュニティ
の は に する
な を けやすくするためにも である
い ここ で の は な

を み
などの で を

している また コンサルティング も
とされていたソフト への

プロジェクトなどの でも に
を している しかし の で
やコンサルティング が っていくには
の かつ な が である
でも

を じて への な がなされ
た の は に を すことではな
く このような に の を
き しい でのプロジェ
クト などにおいて が に

との を め コンサルティングの
を い な と により な

のある を していくことが で
ある

の が されてきているとはい
え は の である
その がこのような を い の

を めることは の にとって
きなプラスとなる また は

が しているようにポスト
の を える な を っている し

かしながら この も な が しい
であり この を せば の

コンサルティング は に
を う も い このようなことに

なれば の で が な を
たせなくなり にも きな となる
このような から も が の
で きな な をしていくことを に

しようとしている の シス
テムの の インパクト
の などが んでいる これらの け

行 事業 既 始 。
知識 体系化 作業 、現在、

ー ・ ー 政策・開
発戦略 方向 踏 、途上国 発展段階
・社会・文化 配慮 多様 対応 可能

望 。特 、参加型 分析・評価
十分 ー 投 、

日本 援助 、現地 人 最 対話 、
現地事情 最 知 、 応 木目
細 処方箋 書 特色 目
指 。 、民間企業、地方自治体 行
幅広 知的支援 経験 収集 、体系化
必要 。 必 日本 経験・

東 経験 限定 必要 、世
界 ー ・ ー 集 分析 、発信
。
一例 挙 、 ・
利用 多目的 ー・
ー 、農村部 所得機会 創出、貧困

層 ー 手法 非常 優
手法 、多様 実験

。 体系的 ー ・ ー 収集
評価 行 。 新 開

発手法 研究 ー 高 調査・
開発能力 備 実践型 必要

。例 （
：国際開発研

究 ー）、 （
）

、従来 援助機関 出来
新 社会開発手法 開発 、 国 援
助戦略 世界 ー 上 、大 役割
果 。日本 知的貢献 “緩

ー ” 将来的 、 先進的
専門家集団 発展 期待 。
更 、 機関 日本・途上国
共 事業 行 仕組

作 、途上国 現場 ー 関係
緊密 肝要 。

欧米 開発援助 ー 、援助機関
中心 、 幅 広 、

業界 取 巻 、研究機関・

ー 支援機構 整 。
相互作用 初 幅 広 知的支援 基

礎 整 。 幅 広 援助 ー
日本 育 、日本 援助 貧困解消 途上

国 人々 生活水準 向上 面 大
貢献 素地 整 真 望
。 、 幅 広 援助 ー
存在 、途上国援助予算 対 国内政治的
支援 受 重要 。

幸 、 数年間 日本 、国際的
活動経験 積 、紛争国復興支援、農業開発、
保健衛生、 予防 面 組織力 強化

。 、 業界 従来
苦手 分野 対応、参加型
社会開発 面 徐々 対応
力 強化 。 、日本 土壌

業界 育 、政
府 意識的 効果的 支援 必要 。米
国 戦後数十年間 （米国国際開発庁）
通 活動 積極的 支援
。政府 支援 単 補助金 出
、 知的支援 開発援助 重点 置
、新 分析調査・社会開発分野
実施 、政府機関 積極的

協力 進 、 発
注 行 、厳密 提案審査 評価 優良
競争力 機関 選択 重要

。
最近援助 総額 削減
、日本 依然世界第 位 援助大国 。
日本 知的貢献 行 援助 有

効性 高 、世界 開発援助
大 。 、知的貢献分野 現
在、英国等 経験 産業革
命 経済 支 重要 役割 担 。

、 分野 世界的 競争 激
分野 、今 機会 逃 、日本 援助
機関、 、 業界 永遠
競争力 失 可能性 高 。

今後援助 世界 日本 重要 役割 果
、世界的 大 損失 。
観点 、世銀 日本 中

大 知的 貢献 積極的
支援 。世銀 遠隔地教育

教材 共同開発、政策 分析手
法 共同開発 進 。 受

IT
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IICD The International
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皿 日本 知的貢献 担 幅広
作 急務 。上記 述 既存 組織
越 緩 ー 方向
一 試案 、今 作

目指 、日本 各援助関係者・機関 世銀
話 合 進 期待 。

・ （ ）
’

・

・ （ ）

・ （ ）

・ （ ）
“ ’ ”

・ （ ）

となる の を う いシステム
りが である に べた の を
えた いネットワ クはこのような への
つの であるが このようなシステム

りを し の と
との し いが むことを している

注 （ ）

注 （ ）

注 （ ）

注 （ ）

注 政策・制度 基 援助配分

（ ） 呼 。詳細 世銀

参照。

注 （ ）

注 詳細 解説 世銀

参照。

注 政策・人材育成 、日本政府 世銀 拠

出 信託基金。

注 現地主義 援助 調整 是非 、世

銀評価 ー 参照（ ）

注 参加型貧困調査 実例 世銀

（

） 見

。是非、参照 。

注 通信手段 限 地域 、電

話・ ー ・ ー 一般市民

利用 通信 提供 、併

、 ー 、遠隔地教育、電子政府 ー

地域社会 ー 行 施

設。
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このような に づく シス

テムは

と ばれる は ウェッブ

サイトを

についての な は ウェッブ

サイトを

のため が に

している

の の の については

レポ トを

の は ウェッブサイト

で られ

るようになっている されたい

これまで が られていた に
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援助協調―日本 対貧困国協力 問の への い

高橋 基樹 神戸大学大学院 国際協力研究科 教授

（ ）援助協調

はじめに

と の

日本 援助 、 根本 問 。
国内 政府開発援助（ ）予算 、予想

速 削減 。国際
社会 援助 方 大 変 改革 進

。援助協調 、 世界的 援助
改革 重要 柱 。急速 削減
直面 自 「量 質 」 転換 旨
改革 迫 日本 、 援助

協調 取組 、後述 問題 多 。
本論 目的 、援助協調 日本 対
応 検証 、岐路 立 日本 援助 問題点
明 。

、 年代以降国際開発 議論
使 言葉 、「 ー

ー 」 。 年
「 開発目標」 、開発
ー ・ ー ー 構築 、主要

目標 強調 。貧困削減
地球規模 課題 取 組 、人類

壁 、手 携
。援助協調 開発 ー ー
一環 、 参画 否

応 。 、日本
他 ー 外圧 対応

、受 身 及 腰 対応 目立 。後 明
、 原因 一端 日本 援

助 方 。 、直面
援助 危機 打開 途 、 方 根本
的 問 直 、必要 改革措置

。
本論 第 節 、援助協調 積極的推進派

目指 例 、
現在進 援助協調 整理 。

、北西 ー 型援助協調 強
、日本 従来型援助 多 障害 直面
状況 素描 。第 節 、援助協

調 起源 考察 。北西欧型 援助協
調 日本 従来型 援助 、

北西欧 ー 日本 間 認識
意味 。北西欧 ー 、援助協

調 希求 至 経緯 起源 遡
考 。続 第 節 、認識
背景 日本 側 考察 。日本 援助 、
特殊 履歴 事情 形

、 他 ー 認識 隔
生 、現在 援助協調 参画 難

。 難 、開発 ー ー
役割 見

日本 姿 縮図 。第 節
援助協調 援助改革 進 、日本
貢献 途 検討 。現在 援助協調推
進派 方向性 評価 点、日本 学

点 、 問題点
事実 。日本 役割 、日本

過去 経験 掘 起 、 問題点
正 見出 。 積極的
役割 強 、 ー 化 国際

社会 ー ー 担 、日本
援助 意義 途 、

本論 結論 明 。

本論 援助協調 、援助対象国 現場
、各援助供与主体（ ー） 活動 具体

的 影響 受 、 ー相互 連携関
係 捉 。

ー相互 協力 調整 、 次
元 。例 二国間 ー相互 一般的
政策調整、情報交換、相互監督 常設組
織 経済協力開発機構 開発援助委員会
（ ） 。 首脳会議
（ ） 、日米
主要二国間 ー間 政策調整 場 機能

。 地球規模 広域 問題

の が いま から われている
では が

もできなかった さで されつつある
では のあり を きく える が

んでいる は そうした な
の な となってもいる な に
して らも から へ の を とし

た を られている であるが その
への みには のように が い
の のひとつは への の

を し に つ の の を
らかにすることにある
ところで の でし

きりに われるようになった に パ ト
ナ シップ がある にまとめられた
ミレニアム では のためのグ

ロ バル パ トナ シップの が な
のひとつとして されている

など の に り むためには
がさまざまな をこえ を えていかなけれ
ばならない がそうした パ トナ
シップの であるのなら それへの に
も もないはずである ところが にはあ
たかも のドナ からの に するかのよ
うな け で び の が つ で
らかにするように その の は の
のあり そのものにある そして する
の を する は そのあり を

に い して な をとってゆく
ことにあろう

の では の
であるイギリスの すところを にとって

められている について する
そして ヨ ロッパ の まりの
なかで の が くの に
している を する では
の について する の
が の の とそぐわないことは

ドナ と の に のずれがあるこ
とを していよう ドナ が
を するに った をその に って
えてみる いて では のずれの
を の から する の は
な と によって づくられたもので

あり そのことが のドナ との の たり
を み の への を しいもの
にしている そうした しさは パ トナ
シップのなかでのあるべき を つけられな
いでいる の の でもある では

や が むなかで なりの
の について する の
の には すべき として

ぶべき があるが いくつかの があるこ
とも である の は とアジア
の の を り こして こうした
を すことに せるだろう そうした
な を めることが グロ バル する

のなかでのパ トナ シップを い
の を あるものにする であることを

の として らかにしたい

では を の にお
いて ドナ の が
に を けるような ドナ の
として えることにしたい
ドナ の と には さまざまな
がある えば ドナ の な

のための
として の

がある また の
いわゆるサミット も をはじめとする

ドナ の の として
している さらに あるいは の

ODA

OECD DAC G
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2000
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１ 援助協調 日本 困難

1 とは

－
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にかかわるドナ の としては コ
モンアジェンダ グロ バル イシュ イニ
シアティブ また アフリカ

では アフリカ パ トナ
シップ
に など の みを げることができ
よう
だが の にとってもっとも

な を しているのは こうしたいわば
なドナ ではない それは

の すなわち での
に を える い での で

ある の の えによれば なる
の は

の に を えるという で より
やかな と される

での は その から って ま
さに ドナ に の について するこ
とを める であり にとっては

の の や を することが
されるものである

レベルでの な の は
で べたような なドナ の
と に しながら められている した

がって の を するときに
なドナ の との を に

くことは かせない では の
の に の となりつつある の

に を てながら に じてそれ
を から しているドナ の
の な みにも れてゆくこととした

い

での は にどのような で
められ どのように の にとっての
を み しているのか および で

の であるイギリスが す
のあり と べながら の

との い いについて することにしたい
イギリス が し

ている の な みの は の
ようなものである

てのドナ の が が し

たマクロ レベル および セクタ レベ
ルの と なかたちで される
こと
てのドナ の を の お

よび な に し
が を できるようにするとともに

できる り い にわたって の
を にすること

に づき の がより なセク
タ に に されること イギリスは
じめ ドナ が しているのは

などのいわゆる
のセクタ である

てのドナ が の きの にひも き
でない の コモン プ
ル への あるいはできれば な

を うこと
な を う には

の が で に え
るものになっていること

のドナ が な と により か
つさまざまな きによって
をバラバラに する は き
な のコストを うことになる こう
したことは が した の
に てのドナ が を させること そ

れを などに に すること
に わせて を に すること その

がさまざまな を えて に され
ることにより けられるはずである というの
が の えである で な

は ドナ および からの
をひとつのコモン プ ルに れるか

ドナ が の に を す
ること により になるだ
ろう その には ドナ が の いみちを

のプロジェクトや に したり
の や を に したり ある
いは を して や

のみを することは ましくない
ことになる また からドナ に
して を する の きや ドナ が
に して に める や
の きが ドナ ごとに なる

の の は に き
なものになってしまう そこで きの

ー相互 協力 、日米
、 ー ・ ー・

（ ）、 「 支援特別計
画」（

近年 「戦略的 ・ ー ー
＝ 」

改称） 多数 取組 挙
。
、現在日本 援助 困難

問題 提起 、 一
般的、総論的 ー協調 。 、
援助活動 現場 援助対象国 具体的
活動 影響 与 、狭 意味 援助協調

。行政学 一方 考 、異 行
政組織間 「協調（ ）」 、各組
織 自立性 制約 加 点 、 緩

「協力（ ）」 区別 。
現場 援助協調 、 趣旨 言 、

各 ー 自分 利害 譲歩
求 「協調」 、日本等

従来 援助 方式 形態 変更 要請
。

現場 具体的 援助活動 協調 、
上 述 一般的 ー間 協力・調
整 密接 関連 進 。

、狭義 援助協調 理解 、一
般的 ー間協力 動向 関係 念頭 置

欠 。以下 日本 貧困国援
助 実践 喫緊 課題 狭義 援
助協調 焦点 当 、必要 応
背後 規定 ー 相互協力・調

整 一般的 枠組 触
。

現場 援助協調 具体的 形
進 、 日本 援助 問
題 生 出 。本項 次項 、
推進派 中心的存在 目指 援
助協調 方 比 、日本 従来型援
助 食 違 整理 。

国際開発庁（ ） 現在目指
援助協調 典型的 枠組 要点 次

（ ）。
①全 ー 援助 、受入国政府 策定

・ 、 各 ー・
開発政策 整合的 供与
。

②全 ー 援助 、受入国 政府予算
中期的 財政計画 計上 、財政・予算

当局 援助 把握 、
限 長 間 将来 援助供与

予測可能 。
③①、② 基 全体 資源 重要

ー 重点的 配分 。
、北西欧 ー 重視 初等

教育、基礎保健医療 貧困削減
分野 ー 。

④全 ー 同様 手続 下 付
援助、共通 資金勘定（ ・ ー

） 拠出、 直接的 財
政支援 行 。

⑤直接的 財政支援 行 場合 、受入国政
府 資金管理体制 、透明 説明責任 応

。
多数 ー 雑多 目的 動機 、

方式、形態、手続 援助
供与 場合、受入国政府 大

運営管理上 負 。
、受入国政府 作成 開発政策

下 全 ー 方針 一致 、
予算 明確 計上 、開発政策

合 資金 整合的 配分 、
資金 障壁 越 柔軟 配分

避 、
英 考 。柔軟 効率的 資源

配分 、各 ー 受入国政府 拠出
資金 ・ ー 入 、

ー 直接受入国政府 国庫 資金 拠出
（一般財政支援） 、可能

。 際 各 ー 資金 使
特定 費目 限定 、事業
契約先 調達先 自国 限定 、
経常予算・国内支出 除外 資本部分

外貨支出 援助 望
。 、受入国政府 ー

対 援助 要請 際 手続 、 ー
援助 関 受入国政府 求 事業報告 会
計報告 手続 各 ー 異 場合、
受入国政府 援助担当部署 負担 非常 大

。 手続 一致

GII

SPA: Special Program of Assistance for

Africa

Strategic Partnership with Africa

coordination

cooperation
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DfID pp

DfID
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（ ）北西欧型援助協調 目指2 の すもの
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（ ） 求 。
、英 、 援助協調

形態 全 途上国 機能 見
。⑤ 述 、少 公式的

直接的 一般財政支援 、健全 財政運営
優先分野 設定 受入国政府 限 、

。

現実 援助協調 英 考
方向 動 言 。 、
英 考 、世界銀行（世銀）・国

際通貨基金（ ） 進 途上国 全
体政策・財政計画 枠組 全面的 尊重

進 。 、
重債務貧困国 中心 相当大 影響

与 。 ー 北欧 ー
一般財政支援 積極性 差 、

方向性 同様 言 。
問題 、 北西欧

型援助協調 、日本 従来 援助方式 整合
的 。以下 日本 援助

特徴 、 点 重要 。
第 、日本 援助 、基本的 独立性 高

独自 活動 多 。
、受入国側 開発政策 考慮

、各々 援助
経済政策 予算 関連 十分関心 払

、 自己完結型
。

第 、援助 供与 態様 、施設 建設、
機材 供与、専門家・協力隊 派遣、途上国
人材 招聘 研修 、 人 物理的
移転 。言 換
、日本 主要 援助形態 有償資金協

力、無償資金協力 称 、実際 現金
（ ） 途上国政府 直接払 込
来 。
第 、 直接供与 密

接 関連 、途上国政府側 職員給与、
業務活動費、施設維持費 経常予算 援助
対象 除外 来 。従 経常予算 資

本予算 差別 援助 ・ ー
方式 一般財政支援 対極的 ー

言 。

第 、厳格 単年度主義 立 、途
上国政府 対 翌年度以降 具体的 援助供
与 予定 伝 。従 、中期
財政計画 日本 援助 詳細 計上
難 。
第 、無償資金協力、技術協力 、

例外 、基本的 日本 援助資源 利用
行 付 援助 。

特徴 維持 限 、北西欧型
援助協調 広 、貧困国
日本 援助事業自体 難

。 ・ ー 無償資金協力
直接的 拠出 可能 、従来 援助

態様 改革 努力 行 、後手
回 印象 否 。 、単
援助 仕組 問題 、貧困国援

助 姿勢 北西欧 決定的 異
面 考 。

北西欧 ー 、各援助受入国 具体的
活動 協調 希求 始 、 起源
求 。
援助協調 必要性 早 年代
指摘 。 ー 、
外貨 貯蓄 補填 援助 主
要 役割 有名 ー 理論 展開

、 ー 共通 経
済政策上 方向性 援助 歩調 合

重要性 説 。 貯蓄増加
的 政策条件 援助 連動

援助 必要性 指摘 （
）。

ー 世界銀行（世銀） 指導的
、彼 援助

、 年代 構造調整政策 現
実 。構造調整政策 、国際通貨
基金（ ） 世銀 支援対象 途上国政府
実質的 代 策定 経済政策
・全体的開発政策 、 主要 ー 尊
重 前提 。
日本 多 ー 構造調整政策

harmonization

DfID

DfID

DfID

IMF

Chenery and

Strout pp

IMF

が められることになる
ただ も こうしたあるべき

が ての で するとは なしてい
ない で べたように なくとも に
は な は な と

の をしている に る
としている

の がすべて の えてい
る に いているとは えない だが こう
した の えは

が めている での
の み を に し

ながら められている そのこともあって ア
フリカの を に きな
を えている またスウェ デンなど ドナ
も への で はあるものの

はイギリスと だと ってよいだろう
われわれにとっての は こうした

が の の とは
でないことにある にあげる の

の つの が この で である
に の は に の

いプロジェクトや の によることが い
そのため の は されない
わけではないが の プロジェクトとマ
クロ や との には が
われてこず プロジェクトが となっ
ている

に の の は の
の の の
の による など モノや の

な によることがほとんどである い え
れば はその な を

と しながら の
カネ を に い むことはし

て なかった
に カネを しなかったことと

に しているが の
などの を

の から して た って も
と なく しようというコモン プ

ル や とは なアプロ チ
をとってきたと えるだろう

に な に っており
に して の な

の を えてこなかった って の
に の の を させること

が しい
に については
もあるが に の を

して われるひも き である
これらの を している り

が がってゆくと においては
の が しくなってゆくおそれ

がある コモン プ ルへの によ
る な を にするなど の

の の も われてはいるが に
っているという は めない それは

に の みの というよりも
への において などと に な

る があるためと えるべきだろう

ドナ が での な
の を し めた その はどこに

めることができるだろうか
の については くも

に されていた チェネリ とストラウトは
ギャップと ギャップの を の

な とする なツ ギャップ を
するなかで すべてのドナ が のマクロ

の をもって の を わせ
ることの を いた そして など
のマクロ な に を させるプロ
グラム の を した

チェネリ は の なエ
コノミストだったが らのプログラム の
アイデアは に として
のものとなった は

と が の に
になり わって するマクロ

を すべての ドナ が
することを としていた そればかりでな

く をはじめ くのドナ が を

（ ）日本 従来型援助 北西欧型援助協調

（ ）援助協調 援助・構造調整

3

1

の と

とプログラム

注2

5

1

2

3

4

5
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1966, .726-728

1980

２ 協調 起源 「援助 失敗」の としての の
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支援 協調的援助 行 。
協調 具体化 、 ー
・ ー （ ）・ ー ー
協議 会合 、援助対象国 定例的 開

。援助協調 起源
、 ・世銀 中心 構造調整政

策 協調的支援 求 可能 。
北西欧型 援助協調 追求 、途上
国 政策 整合性 重視 方向性
（上記 （ ）参照） 、構造調整 時代、

年代 ー 間 共有
言 。

、 ・
援助 流 見 、援助協調 起源
十分説明 。 経済

政策、全体的開発政策 構造調整 取
上 、何故現在 援助協調 （ ） 説

明 特徴 進
説明 。 、日本 、

批判 疑問 持 、構造調
整 積極的 支援 。 、日本 貧
困国 援助協調 困難 、構造調整以
後 時代 始 。 理由 明

、別 側面 、援助協調 起源
探 必要 。

点 重要 、 年代以降 欧米
ー 経験 援助疲 。周知
年代 通 世界経済 拡大基調

全般的 順調 成長 続 途上諸国 経
済状況 、 年 石油 暗転

。 的 経済成長 一般大衆 波及
生活 向上 ・

効果 期待 裏切 、貧困問題 直
接取 組 ー ・ ー ・
ー （ ）重視 方向 大 舵

。
、 年代 入 途上国 全般的状

況 、 深刻 様相 呈 。
東 除 新興工業国、特 中南米諸国

年代 国際経済状況 激変
軒並 債務危機 陥 。

低所得国 、経済 低迷 、債務
危機・援助依存 深 。 、

構造調整政策 多 途上国 実施 強 促
。他方、 ー 援助路線

転換 、 貧困状況
大 改善 見 、援助 強
疑 生 。援助疲 始

。
、 ー 出身 、欧米英語圏

代表的 研究者 ー 援
助論 参照 。周知 社会民主
主義・福祉国家 長 伝統 持 北欧諸国

中心 ー 、早
・社会的公正 重視 貧困国向 援助

行 。 主 援助対象国 、
社会主義 、農村開発 重点

置 。 ー
隣国 、開発 援助事業 困

難 失敗 目 当 。 、援助
過度 依存 低 効果 関 、援助

供与側 受入側 双方 失敗 厳 批判 浴
。

ー 、 ー側 失敗 大
。第 、 状況 特異性 軽

視 不適正 援助計画 基
。第 、援助量 、各受入国 開発予算

大部分 担 肥大化 。援助
活用 受入国 十分 経常費用 用
意 、開発予算 経常予算

崩 、援助 効果
原因 。 防 援助

経常予算 広 、援助依存度
高 、受入国 行財政 ー 介入 強
結果 。第 、一 受入国

多数 ー 援助 受 、過剰
手続 負担 発生 。第 、 付
制 各 ー 相互 無関係 援助

供与 、製品 規格・仕様 不一
致 生 （

）。
ー 、 受入国

側 問題 。 社会 前近代的
状況 、民族 血縁・地縁 絆
各集団 資源配分 基盤 形成

。資本主義＝市場経済
未発達 、政府 統治能力 弱 。政府
援助 含 資源 経済合理性 基 計画的
配分 。 援助

するための を った こうした
を するために コンサルテ ティブ

グル プ ミ ティングなどのドナ
の が ごとに に か

れるようになった の のひとつを
こうした を とする
への に めることも だろう

の でも されている
のマクロ との を する

は の すな
わち にドナ の で されるように
なったと ってよいだろう

しかし こうしたマクロ レベルのプログラ
ム の れを るだけでは の
を したことにはならない マクロ

である だけを
り げても の が で
したような つの をもって んでいるの

かを することはできない また は
いくつかの や を ちながらも
を に してきた むしろ の
での における は

の に まっている その を らかに
するためには の から の
を ってみることが である
この で なのは に ド

ナ が した れだろう のように
を じた の のなかで

に な を けてきた の
は の ショックによって

した マクロ な が にも
してその を させるというトリックル
ダウン への は られ に

り もうとするベ シック ヒュ マン
ニ ズ の へ きく がきら
れることになった
しかし に ると の
は さらに な を することになる
アジアを く に は

における の とともに
み に った アフリカをはじめと

する では はさらに し
が まった これらのことは

の くの での を く
した アプロ チへの の

にもかかわらず アフリカでの に
きな は られず そのものへの い
いが まれることになった れの ま

りである
ここで スウェ デン で の

なアフリカ でもあるヒデ ンの
を してみよう のように

の い を つ のな
かでも にあるスウェ デンは くから

を する け
を ってきた その な のひとつが
アフリカ をかかげ に を
いたタンザニアだった ヒデ ンはタンザニ

アや のケニアなどで と の
や を の たりにした そして へ

の の やその い に わって
と の の に しい を

びせている
ヒデ ンによれば ドナ の は きく
つある に アフリカの の を
した な に づいていることで

ある に が の
の を うまでに している を

するためには が な を
しなければならないが と

のバランスが れており の があがら
ない となっている それを ぐために
が まで がることは をよ
り め の へのドナ の を
める となっている に つの
が のドナ から を けるため な

きの が している に ひも
き をとる ドナ から に に が

されるため の などの
が じている

さらにヒデ ンによれば アフリカの
にも がある アフリカの は

な にあって や などを と
する による を として さ
れている のメカニズムは

であり の は い は
を む を に づいて

に することができない そして
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は が に してさまざまな
をする を した という

さて のドナ の に するヒデ
ンの のうち の つは のド
ナ の ではなく くのドナ が する
ことによって のうちに き こされる
と えよう から われた の
に する な の の で イギリ

スのカッセンらは ドナ が に なくバ
ラバラに することによって ドナ が
として き こす にメスを れた タ
ンザニアでは の プロジェクトが なわ
れ ドナ プロジェクト で が こっ
ている その は には の
や をめぐって じている

の の のために な に
べて は すぎ また され ぎ

ている らはこうした を プロジェクト
の と した そして
こうした の のために ドナ
の を びかけた

い は にお かりのように
などが し めようとしている

の はまさに ヒデ ンやカッセンが
した の に している の

もうひとつの は の れのな
かで じた への と だったと って
よいだろう

に に の が となったに
もかかわらず の の もあって

の がアフリカはじめ に ぎ
まれた そのことは で べたような の

を した しかし の によっ
て の が に する
と ドナ の の もあって
への や が に することになった

アメリカをはじめとする くの
が の を ち した の
をめぐる がさかんとなり アメリカ
では の

が に じられるまでに は した

には の たな
における パ トナ シップ その

には を した の
が された これらは の

を けたドナ の の と って
よい さまざまなかたちのパ トナ シップと

のオ ナ シップ
と の が われた
ではドナ の が パ トナ シップ
の な として り げられている そ
して を じていくつかの な
をあげることを に げた までの

の など ミレニアム
に り まれた の くは この

でまとめ げられたものである
は され した の

の に って のパ トナ シップを
じて を げることにより の
を しようとしたものと えるだろう
で の を したこと

は くの の が に り
への な しか たないことへの

を めたものだと ってよいだろう
また には から セクタ

に
ついての が された は
セクタ での およびドナ などに
よる みへの の スキ ムであ
る がセクタ に り したこと
からうかがえるように ば

の などのセクタ
レベルでの が し めた セクタ

によって には を
じたマクロ レベルにとどまっていたドナ

が セクタ レベルに んできたと え
るだろう それは が に ドナ
の な に を ぼし めたことを
している すなわち われわれが にして

いる い での は の ばか
ら にかたちを したと えるだろう

、社会 政府 対 資源配分要
求 傾向 助長 、 （

）。
、上記 ー側 失敗 対 ー

批判 、第 点以下 、個別
ー 失敗 、多 ー 集合

無意識 引 起 問
題 言 。 年代 行 援助 効
果 関 包括的 研究 報告 中 、

、 ー 相互 連携
援助 、 ー 総体

引 起 問題状況 入 。
数千 援助 行

、 ー間、 間 競合 起
。 競合 、具体的 受入国側 人

材 経常予算 生 。受入国側
援助 活用・吸収 利用可能 資源

比 、援助 多量 、 細分化 過
。彼 状況 「

氾濫（ ）」 表現 。 、
氾濫状態 解決 、 ー相互

協調（ ） 呼 （
）。

注意深 読者 既 分 、英
推 進 北西欧型

援助協調 、 ー 指
摘 援助 失敗 対応 。援助協調

起源 、 年代 援助疲
生 援助 疑問 批判 言

。

年代 既 援助 失敗 問題
、冷戦下 戦略上 要請

大量 援助 貧困諸国 注 込
。 上 述 援助 氾

濫状況 助長 。 、冷戦 終焉
貧困国援助 外交的重要性 劇的 低下
、 ー側政府 財政 逼迫 、援助
批判 疑問 一気 噴出 。
年代、 、多 先

進国 援助 抑制・削減 打 出 。援助
効果 議論 、 連
邦議会 一時、国際開発庁（ ） 廃
止 真剣 論 事態 深刻化 。

年 声明「新 世界
状況 開発 ー ー 」、 翌
年 同声明 具体化 「新
開発戦略」 発表 。 援助 危
機 受 ー 援助再構築 宣言 言
。 ー ー 、

援助受入国側 ー ー （主体的責任）
自助努力 重要性 謳 。「新開発戦略」

ー間 援助協調 、 ー ー
重要 一項目 取 上 。
、援助 通 明確 開発成果

目標 掲 。 年 貧
困人口比率 半減 「 開発目標」
盛 込 目標 多 、 「新開発戦

略」 上 。「新開発
戦略」 、細分化 孤立 援助供与 反省
上 立 、各主体間 ー ー

通 開発効果 上 、援助 正
当性 回復 言 。
他方 、途上国側 主体的責任 強調
、多 貧困国 政府 、援助依存 陥 、

開発 薄弱 意志 持 反省
求 言 。

年 、世銀 、 ー投資計
画（ ）

研究報告 発表 。 、各
ー 受入国側政府 ー

協調枠組 、世銀 支援 ー
。世銀 ー協調支援 乗 出

、 年代半 以降、各
貧困国 初等教育、基礎医療 ー・

協調 展開 始 。 ー協調
・ 、 年代 構造調整 通

・ ー間
協調 、 ー・ 及 言

。 、援助協調 次第 各 ー
具体的 活動 制約 及 始 意

味 。 、 問題
狭 意味 援助協調 年代 半

本格的 現 言 。
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３ 日本 援助 援助協調の と

（ ）日本特有 援助 履歴：歴史 負 遺産1 の の の の から

北西欧諸国 欧米 ー 援助
協調 起源 上

、日本 援助 履歴
。本節 、日本 援助 目 転

、 特異 履歴 検討 。既 確
日本 、現在進 援助協

調 参画 、 障害 直面
。 直接 原因 、 国 従来 援

助 方式 形態 、援助協調 求 整
合的 。 、日本 現在
援助方式 形態 至 、日本

理由 経緯 。以下 、日本独特
援助 履歴 見 思 、
履歴 、国際社会 特殊 立場 置

日本 姿 縮図 。
日本 履歴 他 先進国 ー、特
北西欧型 ー 明確 異 点
。 大 触

。第 日本 、第 次世界大戦以前
侵略 植民地支配 賠償、準賠償、

代替 端 発 。第
、日本 主要援助対象国 同 地域

属 近隣諸国 。 、日
本 援助 独特 相貌 与 。 、
日本 援助関係者 援助協調 考 方
他 ー、特 北西欧諸国 大 異

。以下 少 詳 見
。

第 、日本 援助 、侵略 植民地支配
賠償、準賠償 始 点 、日本
貧困国援助 考 重要
。 日本 戦後 関係 、

西欧 旧宗主国
旧植民地諸国 関係 、大 異
。 諸国 側 侵略 植

民地支配 対 憤 、英仏等
、国際的 罪 認 償

援助 始 訳 。 、 ー
旧宗主国 、近代化 一
点 、日本 比 深甚 影響
途上地域 与 。旧宗主国 援助 、

歴史 延長上 捉 必要 。

一方、北欧諸国 植民地支配 侵
略 経験 ー 途上国一般
関係 、英仏等 日本

関係 異 。
侵略 植民地支配 認 非 認 、然

謝罪 否 、日本
援助 主要援助対象国 対 道徳的・倫理

的 負債 背負 始 。
点 、欧米 ー 相違 考 、

重要 。欧米 ー 、援助
受入国 国内政策 対 意見 表明 、場合

援助 引 換 経済政策 政治制
度 変更 要求 、珍

。 内政不干渉 原則 踏 越
積極的 態度 、開発 援助 失

敗 克服 試行錯誤 次第 強
。

、 諸国 対 道徳的負債
日本 、欧米 ー 同様

援助対象国 国内政策 積極的 関与
難 。 援助 意味 政治
全体政策 切 離 、経済分野 社会

分野、 技術的事項 限
。 、援助案件形成 要請主義

唱 、受入国側 政策決定 公式
関与 避 来 日本的手法 当然
帰結 。援助 主権国家間 取 決
基 限 、援助受入国側 要請

援助 供与
何 日本 援助 特有 。 、
日本 要請主義 強調

特殊 歴史的背景 言 。
要請主義 忠実 適用 場合、
往々 生 、情報 欠落 受
入国政府側 手続 上 。 ー
側 受入国側 国内事情 十分

情報 普通 、 受入側 途上
国政府 、援助案件 発掘 、形成 必
要 技術的能力 有 多 。
ー 要請 手続 煩雑
多 、 始末 悪 ー

異 。 日本 援助 場合、
有 得 情報 欠落 受入国政府側

手続 上 、日本 民間企業 活動
補 。 付 制 援助

案件 発掘・形成 援助案件 受注 、

をはじめとする ドナ の
の を のようにまとめることができる

とするなら の の はどのようなも
のだろうか では の に を じ
て その な について する に
かめたように は みつつある
に するうえで いくつかの に し

ている その の は この の の
の や が が めるものと
でないことにある もちろん が

の や をとるに ったのには
なりの と があった で
の の について てゆこうと うが そ
の は できわめて な に
かれてきた の の でもある

の の が の ドナ
に ドナ と に なる がいくつか
ある ここでは きく つのことに れておこ
う に の は
の や への あるい
はそれに するものに を している
に の は じアジア に
する だった この つのことは
の に の を えている そして
の の についての え

を のドナ に と きく なる
ものにしている それぞれを し しく
てゆこう

の の が や へ
の から まったという は
の を えるうえであまりにも で
ある こうした とアジアの の は
イギリスやフランスなど の とアフ
リカの との とは きく なっ
ている アフリカ の にかつての や

に する りはあるにしても
は にその を めてこれを うために

を めた ではない むしろ ヨ ロッパ
は を からもたらしたという

で とは べものにならない な
を に えてきた の は
そうした の で える がある

やカナダなど や
などの をもたないドナ の と

の は のそれよりもいっそう の
アジアとの とは なっている

や の めるべき を め
るべき をしてきたか かはともあれ
の は に して
に を ったところから まった この
は ドナ との を えるうえで き

わめて である ドナ にとって
の に して を し

によっては と き えに や
の まで することは しいことでは

ない こうした の をも み え
るかのような な は と の
を するための のなかで に

まってきたものである
しかし アジア に して をか

かえていた にとって ドナ と に
の に に すること

は しかった あるべき はその で
や から り された や

あるいは に られるべきもの
だった また において
が えられたのも の に
に することを けて た の
の であった が の り め
に づくものである り の
があってはじめて が されるというのは
も の に のことではない しかし
にはことさら を しなければな

らない な があったと えよう
をもしそのまま に した

にして じかねないのは の や
の き のコストである ドナ

の には の についての な
がないのが であり また の
は を し するのに

な を していないことが い ド
ナ に するための きは であること
が く しかも が いことにドナ ごとに
なっている かつての の の こ

うした り べき の や の
き のコストは の の に

よって われてきた ひも き ゆえに
の が の につながり
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民間企業 利益 可能性 高
。絵所 指摘 、 付 制

下 民間企業 深 関与 要請主義 、
表裏一体 関係 、 言 （絵所

、 ）。
関係 特徴付 、
主義 考 。途上国政府

経済政策 包括的 関 援助
形成 、民間企業 成

、 民間企業
言 。

確 、 絵所 指摘 、
年代以降、他 ー 批判 受 、円借款

付 率 格段 引 下 、日
本 援助 変 転機 （絵所

、 ）。 年代 要請主義 代
共同形成主義 唱 、政策対話 必要性
指摘 。国別援助計画 策定 、日本
案件 各個 自覚

個別活動 間 連携
真剣 模索 。要請主義 美
名 下 民間企業 一部丸投
援助 形成努力 、政府・実施機関 主体的
担 努力 始 。
、日本 途上国 援助 通 関与 、

政治、制度 全体経済政策 次元 及 、
依然 言 。

諸国 精神的負債 出発点 日本
政経分離 ー 残滓 看 取

。日本人 国内 民主主義 人
権 語 、 政治 行財政制度、経済政
策 論 、途上諸国 問題
関与 慎重 差 控 来 。 、

一概 間違 言 。 、
慎重 態度 過去 負 遺産 克服
日本 対外的関 縮図 、結果
途上国 国内問題 無関心 再生産

恐 確 。 無
関心 、日本 途上国 全体政策 関
得 能力 持 人材 育成
。

日本 援助 他 ー 異 特異性 第
点 、東 諸国 主要援助対象国

。表 、日本
過去 主要援助対象国上位 国 列挙

。 北西欧 ー 代表的
存在 比較 取 上 。日
本 場合、東 近隣諸国 目立 多

対 、 南
旧植民地 多数 占 。 主要
援助対象地域 特徴 、日本 援助 方 、
日本 援助関係者 援助協調 認識 、

点 大 影響 与
想像 難 。

第 、日本 先進国 ー 唯
一、主要援助対象国 同 地域 属 。
ー 諸国 主要対象

地域 関係、 北米 大 ー 南
関係 大 異 点 。灌漑

農業 、多 日本 先進技術 、高
人口密度 湿潤 気候 東 諸国 共
通 土壌 面 、 点 受
入国側 受容 可能 多 。

農業 援助 自国 寒冷地農業
全 異 熱帯農業技術 発展

ー 諸国 比 、有利 条件
。

第 、日本 長 間東 唯一 先進工
業国 、実質的 援助国
。欧米、 西欧 近隣諸国 援

助 ー 。日本 立場 、欧州
ー諸国 互 意識 競争、相互批判、

連携 大
趣 異 。北西欧 ー 言語

的近接性 高 、英語 ー
不自由 。特 北欧諸国 場合 国内

政策 外交政策 近 上 、援助対象国 大使
館・援助実施機関 施設 共有 、
問題 関 研究所 共同 運営
密接 協力関係 。援助協調
欧州 ー間 共通 基盤 背景 醸成

面 。
、近年小規模 援助 乗 出 韓国

国際戦略上 考慮 独自 論理 他
途上国 支援 中国 除 、日本
実質的 唯一 ー国 。近隣

諸国 ー 切磋琢磨 、
緊密 情報交換 。日本人一般 認識

援助 、長 間、国際機関 別 、

に をもたらす が かったか
らである が するように ひも き
の での の い と とは

の にあった と えよう

その をさらに けていたのは プロ
ジェクト だったと えられる
の に に わるプログラム を

することは のよく しえるとこ
ろではないし また にそのインセンティ
ブもなかったと えよう

かに これも が したように
ドナ の を け につ

いてひも き を に き げたことは
の を えるひとつの となった

には に え
て が えられ の
が された が され
の のなかでも バラバラなことが さ
れていたプロジェクトや の の が

に されるようになった の
の で にいわば げされてい

た の を が
に う が められた
だが の への を じた は

や の に ぶことは
としてまれであると ってよいだろう ア

ジア への を とした の
アプロ チの をそこに て るこ

とができよう は では と
を り あるべき や
を じながら でのそうした に

は を に し えて た そのことが
に っているとは えない しかし こ

うした な が の の を しき
れない の わりの であり
として の への を し
てきたことも らく かだろう そしてその

ゆえに は の に わり
る を つ を することができなかっ
た

の の ドナ と なる の
は アジア を としてき

たことである は とイギリスについ
て の ヶ を した
ものである イギリスは ドナ の

としてあえて のために り げた
の アジアの が って い

のに して イギリスは アジアとアフリカの
が を めている こうした
の が の のあり と

の の についての に
いくつかの で きな を えていることは

に くない
まず に は ドナ のなかで

と じ に している
ヨ ロッパ とその であるアフリカ

との また の ドナ と アメ
リカとの とは きく なる である

をはじめ くの の は い
と な という アジア に

の ではぐくまれた があり この で
にも の なものが かった アフ

リカ への のために の と
は く なる を させなければ
ならないヨ ロッパ に べて な
がそこにある

に は い アジア の
であり にただひとつの だっ

た とりわけ では がみな
ドナ である のおかれた は

ドナ が いを した
そしてさまざまな をしてきたこととは き
く きを にしている のドナ は

も く でのコミュニケ ション
に がない に の には

も も い に で
の を したり アフリ

カ に する を で したりとい
う な がある はこうし
た ドナ の の を に され
てきた がある
しかし の に り した

などや の から の で の
を してきた などを けば

は にアジア のドナ だった
とのドナ としての もなければ
な もなかった の

のなかの は い は として

1994 .228

1980

1994 .229 1990

2

1

5

1

2

2

p

p

（ ）主要援助対象国2 としてのアジア

注

注

8

9
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表 日本・ 供与国上位 国

日本

1 5イギリス カ

イギリス

ODA

出所：外務省経済協力局『我 国 政府開発援助 白書』各年版。が の ODA

順位 最近年（ ）

韓国 中国 中国

順位 最近年（ ）

ー

英領西 諸島

日本 援助対象国 対 向 合 行
援助 言 。東

諸国 援助活動 現場 、日本 援
助 匹敵 額 供与 、世界銀行

開発銀行 、多数 二国間
ー同士 緊密 連携 経験 場

言 。
第 、日本 主要対象国 多 東

諸国 、 多 過去高度 経済
成長 遂 開発 「成功」国 同
時 意味 。表 、日本

過去 主要援助対象国（表 示
国々） 年 一人当 平均
成長率 、 年 一人当 国民総所得、

援助依存度 指標 年 援助額
総資本形成（投資） 比率 示 。
目安 数値 加重平均（援助依
存度 単純平均） 掲 。
表 、日本 主要援助対象国 総

豊 、過去 成長率

高 分 。
主要対象国 経済実績 違 、二 ー
援助 認識 大 異

容易 想像 。主要援助対象
国 貧困 停滞 援助

多 疑問 持 対
、韓国、中国、 主要援助対象

国 豊 日本 援助 楽観
的 自然 成 行 。
例 同 建設 、高

度成長国 経済停滞国 行 場合、
的 安定 国 国 行

場合、 長期的 収益率 大 違
生 議論 余地 。東
諸国 高 成長 、

他 途上地域 比 経済 安定 成功
言 。

日本 個別 援助 案件 成功
環境 恵 。 言 、
諸国 高度 経済成長 産業発展 遂

1970 1980 1990 1999

1

2

3

4

5

1970 1980 1990 1999

1

2

3

4

5

1 1

3

2

1

34

1999

2000

2

インドネシア インドネシア インドネシア インドネシア

バングラデシュ

パキスタン タイ フィリピン タイ

インド ビルマ タイ ベトナム

フィリピン エジプト バングラデシュ インド

インド インド バングラデシュ インド

ケニア バングラディシュ インド バングラデシュ

ナイジェリア ジンバブエ ケニア ウガンダ

パキスタン スリランカ パキスタン ガ ナ

インド タンザニア マラウイ タンザニア

と だけが で かい って
なう だったと ってよいだろう アジ
ア の の においても の
に する を しているのは

とアジア ぐらいであり の
ドナ による な を する がな
かったと えよう

に の の くが アジア
だったことは その くが の
を げた の だったことを
に している は とイギリスそ

れぞれの の に した
の にわたる たり の
と の たり そ

して の として の と
の を したものである

としてそれぞれの の
については をも げておいた
から の は じてイギ

リスのそれよりも かであり の が

いことが かる
の の いは つのドナ

の についての を きく なるものにし
てきたことは に がつく
が でしかも しているイギリスが

について くの を つようになったのに
して タイをはじめ
がめざましく かになった が に
であるのは の り きであろう
えば じインフラ プロジェクトが

と で われた あるい
はマクロ に した とそうでない で わ
れた それぞれ な に きな
いが れることに の はあまりない
アジア が い をとげただけではなく
の に べてマクロ の に

してきたことは うまでもないだろう つまり
は の プロジェクト が しや

すい に まれてきた さらに えば これ
らの が の と を げた

注

注

10

11

GDP
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表 日本 主要援助対象国 援助依存度

一人当 国民総
所得（ ）
（ ）
（ ）

上位 国
一人当
成長率（％）

（ ）

援助依存度
（援助 総資本
形成・％）
（ ）

日本

2

1999

5

1965-1999

/

2000

とイギリスの の

たり カ における
たりの

イギリス

注 ：英領西 諸島 ー 不明 掲載 。
注 ：平均値 、一人当 国民総所得 一人当 成長率 年 人口 加重平均、援助依

存度 単純平均 。二 加重平均値 計算 際 人口 特 大 中国 除
。

出所： （ ）

1
2 1999

2001 2002 .

インド についてはデ タ のため せず
は たり と たり については の による

については である つの の に しては の に きい とインドを いて
いる

GDP

World Bank and

GNI
US$ GDP

韓国

中国

・

ー ・・ ・・

・・

平均値

ー

・・

平均値

8,490 6.6 -0.2

780 6.4 0.4

2,010 5.1 2.3

600 4.8 6.3

1,380 3.3 5.6

820 3.0 6.1

470 2.7 7.3

440 2.4 1.4

1.5

370 1.3 10.8

1,050 0.9 4.3

370 19.8

1,188.5 3.3 5.8

820 3.0 6.1

470 2.7 7.3

320 2.5 73.0

440 2.4 1.4

370 1.3 10.8

360 1.2 39.0

530 0.9 19.1

180 0.6 200.5

260 0.0 2.0

400 -0.7 49.5

260 65.3

377.2 1.3 43.1

タイ

インドネシア

エジプト

スリ ランカ

パキスタン

インド

ミャンマ

バングラデシュ

フィリピン

ベトナム

スリランカ

パキスタン

ウガンダ

インド

バングラディシュ

ケニア

ジンバブエ

マラウイ

ナイジェリア

ガ ナ

タンザニア
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国 、円借款 活用 可能 。
巨額 借款 建設

等 通 産業発展 後押 、援助
重要 役割 含 日本 援助観 生
。

加 、近代以前 国家形成
歴史 違 、受入側 政府 行財政能
力、 援助吸収（活用）能力 、東

、 比 場合
考慮 必要 。援助 成

果 施設 人材 活 、受入側
政府 業務活動費 給与 経常費用 手

当 、組織 機能
。 点 恐 東 諸国 、

諸国 比 少 一日 長
言 。東 高度 経済成長

、国内民間部門 拡大 過程 、 政
府 国内歳入基盤 豊 。 援
助吸収能力 高 、一方
援助 依存 次第 不要 。表
見 、日本 主要対象国
主要対象国 、援助依存度 極 大
格差 。

東 経済実績 高 国 相手
日本 、欧州諸国 深刻

援助疲 陥 契機 言 。
援助疲 免 、 有 得

援助 失敗 気 意
味 。 、援助改革 進 、援
助協調 取 組 動機 影響 及
得 。

日本 、 ー 両端 浮
島国 、援助 異
認識 。敷衍 、西太平

洋 東大西洋 、先進国 ー 南 援助
受入国 関係 様相 大 異 、
言 。日本 今日 援助 、欧州

異 、日本 歴史 積重
中 展開 、形成 、
北西欧型 援助協調路線 合

言 一概 否定 。何
日本 援助 、東 「共有

成長（ ）」 随伴
強 。 、日本 援助 高度成長

東 諸国 主 形成
、日本 弱点 。

、 ー 開発 ー ー
今後解決 課題 、東
高度成長国 、 貧

困諸国 解決困難 貧困状況 。
国際 ー社会 一員 日本 、貧
困諸国 問題 直視 、積極的 関 持

。各案件 規模 態様
、東 供与 同様 援助 、
停滞 貧困国 実施 、
見直 必要 。東 地域 成功

、同 援助 ー
南 同様 成果 収 訳
。 国々 援助 効果 向上
苦闘 試行錯誤 繰 返 北西欧

諸国 問題意識 共有 。
観点 、 ー 集団 無意識
引 起 援助 氾濫状況 防止 、

援助受入国 開発 及 効果 最大限 上
援助協調 積極的 参画

。既 触 北西欧
型 ー 主要援助対象国 援助依存度 、日
本 場合 比 著 高 。受入国
政府 援助 国内資源 総合的 調整 能力
備 多 、相互 無調整

援助 供与 影響 相対的 大
。日本 点 従来 主要援助対

象国 違 十分認識 、援助依存度 高
応 ー 求 。

、援助受入国 ー
・ 政策 整合的 自己 援助
事業 形成 、実施 （上記 （ ）
①参照）、 相手国 予算 中期的財政
計画 自己 援助 計上 当然追求

（（ ）②参照）。予算
・財政計画 計上 、日本 貢献 受入国

認知度 高 、経常費用等
手当 確実 日本 援助事業 自立発

展性 波及効果 向上 。
日本 都合 考 必要 措置 。

述 、言 易 、行 難

であったことは の を にした
そのことは の によるインフラ プロ
ジェクト を じた の しを
の な に める なりの を ん
だ
これらに えて からの の
の いのために の の
したがって が ア

ジアでは とりわけアフリカと べた すぐ
れていたことも する がある の
である や を かすためには

の が や などの を
てし を させていかなければならな

い こうした において らく アジア は
アフリカ と べて なくとも の があっ
たと えるだろう アジアの の
は の の であり また
の を かにした そのことは

をますます めただろうし で
への を に としていった

に えるように の とイギリス
の とでは に めて き
な がある
こうした アジアの の い を

にしてきた には のように な
れに る がなかったと えるだろう
れを れていたことは すなわち り

べき の に がつきにくかったことも
している そのことは を め

に り む にも を ぼさざるを
ない

とイギリス このユ ラシアの に
かぶ それぞれにとって は なるもの
として されている するなら
と とでは ドナ と の

との は を きく にしている
と えよう の の は とアフ
リカとは なる とアジアの の ね
の で し されてきたものであり そ
れが の と わないからと

って に されるべきものではない
よりも の には アジアの され
た に したという
みがある だが の が をと

げてきた アジア で に されてきたこ
とは にとっての でもある
というのは グロ バルな パ トナ シッ
プが しなければいけない は ア
ジアの ではなく アフリカなどの

の な にあるからである
ドナ の としての もまた
の を し な わりを っ

てゆくべきだろう の や におい
て アジアに してきたのと の を
する でも してきたのだとしたら
しが である アジア で した

としても じ アプロ チがそのままアフ
リカや アジアで の を められる で
はない これらの で の を させ
ようと と を り してきた

の を すべきだろう
その からは ドナ が として

のうちに き こす の を し
の に ぼす を に げ

ようとする に に するべきで
ある に れたようにイギリスはじめ
ドナ の の は
のそれらの に べて しく い
に と を に する

が わっていないことが く に の
が されることの も に きく

なる もそうした での の
との いを し の さ

に じたアプロ チが められる
そして のマクロおよびセクタ
レベルの と なかたちで の
を し してゆくこと

さらには の や
に の を させることも

されてしかるべきである
への は の への

での を めるばかりでなく
の てを にして の の

や を させることにつながる
の だけ えても な である

ここで べたことは うは く うは

2

1 2

1 2

４ 援助協調 日本 役割と の

（ ）北西欧型援助協調 積極的参画1 のメリットと

Shared Growth
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しであるかも れない よりもアフリカ
で のマクロ レベルおよびセク

タ レベルの を し それに の
を させるという は の

に れ の に な
を ってこなかった の が とす
るものである に の や

の としての と
を える がある へ

の は の の みが
の と でないときには
である もできる りそれぞれの
の みにあった ができるよう

をすべきであるし にも り く
への と を きかける が

ある
いずれにせよ となるのは として

の での への を な
として け にこれに してゆ

く と その を するに る
の への である

で べたように の に
ならうべき は い しかし の
を た に をいだかざるを ない も
いくつかある また イギリスはじめ ド
ナ の する の や が アフリ
カ の の と の から
なものかどうかも の がある その
や が でないとしたら と
パ トナ シップの みそのものが に
らないだろう
イギリス が している きの ひ

も き の そしてコモン プ ル の
さらには の

またそれらと をなす プロジェ
クト といったことは の の

コストを らし の を にする
という では した かも れない
しかし にしばしば こっていることは
き や を ぐ な えのないまま

コモン プ ル だけが きをする で
ある は コモン プ ルは

の ない い の い として

する があるが に が ないだけに
いみちの と を てなければならず
の についての も くなる こう

した を が たせない また
された がドナ の に わない

ドナ は としてより を めざるを な
くなる ヒデ ンは にドナ の が

することは をも するだろう
と したが コモン プ ルは そのことを

きしているとも えよう そして
の コスト を しながら

ってそれを しているきらいがある
は がない ではコモ

ン プ ル に に ばれる があ
るが だからこそ うさを えているとも え
よう は が めてい
るように の

が で に うものになってい
ることが その を する である そ
の が わらなければ は
というよりむしろずさんな を す

ることになりかねないだろう それを ぐため
に ドナ はより の や
の への を めることになりか
ねない

の は コモン プ ル や
に な きの や

を する との けを に
えた で められるべきであり これらを
に しようとする ドナ とりわけイギ
リスの には の があるように われ
る
また アプロ チでは
を する で プロジェクト が

されている の アジア とは なり
が し の てが

になされないおそれの いアフリカ で
は したプロジェクトに を するこ
との は きい して の いプロジェ
クトは ドナ が のプロジェクトを え
もうとする に より することになろう
それは の に さな を こし
らえるようなことであるかも れない この
では の プロジェクト には
あるというべきである
だが だからと って の の

知 。何 諸国
等 、相手国政府 ・
ー・ 政策 把握 、 日本 援

助事業 連結 作業 、要請主義
弊 慣 、援助対象国 全体政策 十分 関心
払 日本 援助組織 苦手

。早急 日本 大使館 国際協力
事業団（ ）事務所 組織 態勢
能力 備 必要 。予算・財政計画
計上 、既存 予算・財政計画 枠組 日

本 各種援助形式 整合的 、困
難 。日本 限 援助受
入国 枠組 貢献 改革努
力 、受入国 粘 強 予算
・財政計画 計上 反映 働 必要

。
、鍵 、日本 貧

困諸国 現場 援助協調 対応 正当 任
務 位置付 、積極的 参画
組織的意志 、 意志 実現 足 人

材 現場 配置 。

（ ） 述 、北西欧型 援助協調
点 多 。 、現実 援助協調

見 場合 、疑問 得 点
。 、 北西欧

ー 追求 援助 方向性 分野 、
等 途上国 開発 貧困削減 観点 適正

議論 余地 。 方向
性 分野 適正 、援助協調 開
発 ー ー 枠組 成功
至 。

等 目指 手続 一致、
付 制 廃止、 ・ ー 制 導

入、 一般財政支援 強化（上記 （ ）
④参照）、 表裏 脱

化 、受入国政府 側 運営
管理 減 、資源 配分 柔軟

意味 首尾一貫 理想 知 。
、現実 起 、

手続 一致 混乱 防 十分 備 、
・ ー 制 一人歩 事態

。受入国政府側 、 ・ ー 使途
制限 少 、使 勝手 良 制度 歓迎

傾向 、逆 制限 少 使
予定 計画 立 、実

際 使途 報告義務 重 。
義務 受入国政府 果 場合、

予定 使途 ー 意 沿 場合、
ー 集団 関与 強 得
。 ー 経常予算 ー 支援

拡大 、援助依存 拡大
予見 、 ・ ー 、

裏書 言 。 、受入国
政府側 運営管理 削減 目指 、
却 増幅 。
一般財政支援 、使途制限 点
・ ー 以上 受入国政府 喜 面
、 危 抱 言
。一般財政支援 、 自体 認
（上記（ ）⑤参照）、受入国 資金管

理体制 透明 説明責任 適
、 効果 発揮 条件 。

条件 備 、一般財政支援 、柔
軟 資源配分 助長

。 防
、 ー 受入国政府 政策決定 実際
資源配分過程 関与 強

。
現実 援助協調 、 ・ ー 制度 一

般財政支援 必要 手続 一致、透明性 説
明責任 担保 制度 順序付 慎重 考

上 進 、 一挙
推進 北西欧 ー

姿勢 再考 余地 思
。
、北西欧型 ー 、一般財政支

援 重視 一方 、脱 化 志向
。過去 東 諸国 異 、

民間経済活動 停滞 、経常費用 手当 十
分 多 諸国等
、孤立 資源 分散
弊害 大 。孤立 効果 低
、 ー 自分 抱 込
場合 、 乱立 。

、貧困 大海原 小 孤島 多数
知 。 意

味 北西欧諸国 脱 志向 一
理 。

、 言 個別 事業 形成、策

JICA

DfID

注

注

注

注
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（ ）北西欧型援助協調 問題点2 の
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定、実施、監理
。 点 援助 提唱者

ー 方式
利点 認 。
二者択一 、 見

、 両者 整合性 強
追究 課題 。 点

、既 述 、対象国 全体政策
希薄 関心 持 日本 従来
ー 改 必要 。
最後 、北西欧型 ー 開発面 方

向性 分野選択 問題点 触 。
（ ） ③ 述 、北西欧 ー 多
、貧困削減 目標 下 優先分野 初等教

育、基礎医療 絞 。 分野
「人造 」 中枢 、人道

人権 面 、開発 観点
重要 不可欠 言 。
北西欧 ー 分野 支援 集中

、受入国政府 資源 同 分野 優先配
分 、実質的 政策誘導 行 。
全体政策・財政計画 関与 ・ ー
拠出 発言権 確保 、
政策誘導 強 。
問題 初等教育、基礎医療等 分野 限定

。 分野 、国民全体 裨益
、受入国政府 巨額 出費 覚悟

。 、政府 歳入
基盤 脆弱 、援助依存 強 。
初等教育、基礎医療 充実 背後 議論

、貧困国 社会自体
ー 費用 負担
構築 。同時 、持続的

貧困 削減 、教育 医療
、貧困大衆 自 生活 糧 生 出

力 強化 何 必要 。
現在 北西欧型貧困削減 ー 、
貧困国 政府 大衆 自助努力 問題 回避
議論 進 傾向 強 、過去

援助 轍 再 踏 。既
述 ・ ー 一般財政支援
下 、却 ー 関与 強
合 、再検討 必要 。

結 、 大局的 見地 、日本
今後 役割 述 。
孤独 ー、日本 欧州 ー 世

界 “ ー社会 ” 語
、前提 条件 環

境 違 完全 納得
多 。反対 欧州 ー 、地球

裏側 日本 発 独自 主張 異議
申 立 必 了解 。
日本 、 ー間 上級会合 現場 援助
協議 至 段階 、情報発信能力 身

、他 ー 主張 背景
内容 深 理解 努力 怠 。

、後 残 他 ー 相
互不信 日本 孤立 。
問題 何 発信 。開発援助 世

界 意味 持 、発信 ー 何
。幸 、日本 ー 資産
。日本 非欧米圏唯一 ー 、援

助対象国 東 多 共有
他 ー 経験 持 。
、言 、 一員 、同

時 先進工業国 日本 独特 地
位 反映 。歴史 負 遺産 背負 援
助 続 、図 日本 、
欧米 比 対等 立場 近隣諸国 発展
支援 言 知 。怪我
功名 。「政府開発援助大綱」 掲

、日本 援助 自助努力 支援 、
基本的 ー 。日本 自己

経験 、 東 援助 経験 学
、発展 社会 主体的 努力

実現 、 至極単純 、
ー 尊重 難 真理

。
欧米 ー 自国社会 近現代文明

故 、援助対象国 選択
自分自身 想定 。時 途
上国 現状 無視 政策要求

欧米 ー 、 近
代原理主義的 思考法 故 。

、日本 役割 。 、残念
日本 、自己 東 経験 何

がおろそかになってよいわけで
はない この でプログラム の であっ
たチェネリ とストラウトもプロジェクト
の を めている プログラムとプロジェク
トは のものではない と るべきであ
り むしろ の をどのように めるか
こそが されるべき である この から
は に べたとおり の への

な しか たなかった も のアプ
ロ チを めてゆく がある

に アプロ チの での
と の について れておこう
の で べたように ドナ の

くは の の で を
などに っている これらの

は り の をなすものであり や
の からばかりでなく の からも
かつ であることは うまでもない
ドナ はこうした に を する

ことで の も じ に
されるよう に を っている

への やコモン プ ル
で を していることは こうした

をより めることになる
は への の

にある これらの は に する
ためには が の を しな
ければならないものである もし の

が ならば を めかねない
の の で しなけ

ればならないのは の がこれら
のサ ビスの を するメカニズムをどの
ように するかであろう に に

が されてゆくためには や だ
けではなく が ら の を み
す を することが をおいても である

の アプロ チは こうし
た の と の の を
して を めている が く の

の を び むおそれなしとしない に
べたようにコモン プ ルや の
で ってドナ の が まっていること

と わせ の なところであろう

びとして やや な から の
の について べておきたい
なドナ にとって ドナ の

で ドナ のコンセンサス として ら
れていることがらは にしている や
が うために に できるものでないこ

とが い に ドナ にとっても
の の から せられる の や
し ては ずしも できないものである
は ドナ の から での
に るあらゆる で を

につけるとともに のドナ の の と
を く する を ってはならない

さもなければ に るのは のドナ との
と の であろう
は を するかにある の

で を つ すべきメッセ ジとは
か いなことに にはユニ クな が
ある は のドナ であり

である アジアと くを するとい
う のドナ にはない を っている それ
は うまでもなく アジアの であり
に でもあるという の な
の である の の を って
を けてきたことによって らずも は
に べてより な で の

を してきたとも えるかも れない
の であろう が げ
るように の は の を そ
の アプロ チとしてきた が の

から そして アジア の から ん
だことは はその の な なし
には しない という な しかしド
ナ にとっては することが しい では
ないか

ドナ は が そのもの
であるが に の モデルとして

しか することができない に
の を したかのごとき をし

てしまうのは ドナ の そうしたいわば
な の であろう

そこにこそ の がある だが
なことに は や アジアの から

1 2

BHN

結 ： ー 開発 ー ー
意義 貢献 向

び グロ バル パ トナ シッ
プへの ある に けて

注16
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ものかを しながら それを の に
かるように し し することを っ
てきた が パ トナ シップにおいて

な そして な をする は
と アジアの の を り こし
し のドナ に け また の に
け してゆくことにある

の の における は それ
に に しつつ の の
が の の を すべき
と を えるのをじっくりと り

から すること そして のドナ にも
の い をとるよう きかけることにあ
るだろう それが たせるなら の パ
トナ シップにおける は のどのような
にも わり ない るぎのないものになる

体得 、 他国 人々 分
記述 、分析 、解説 怠

。日本 開発 ー ー
有益 、 決定的 貢献 鍵 、日本
東 自助努力 経験 掘 起 、咀

嚼 、他 ー 向 、 現在 貧困国
向 、発信 。
日本 現場 援助協調 立場 、
積極的 参画 、現在 貧困諸国 政府
、国民大衆 生活水準 向上 実現 意

志 能力 備 見守 、側面
支援 、 他 ー 同様

忍耐強 態度 働
。 果 、日本 開発 ー

ー 立場 、他
国 代 得 揺 。

注 参照。

注 現在、貧困削減戦略書（ ） 名

全体政策、 沿 財政計画 中期支

出枠組（ ） 策定 途上国政府 求

、世銀・ 貧困諸国 一般的

ー 。

注 正式名称 「 世紀 向 ：開発協力 通

貢献（

）」。

注 参照。

注 強 言 、北欧諸国 植民地 持

欧州諸国 援助対象国 関係 近

、日本 ・

関係 。

注 「 ー ー 」 言葉 、一面

途上国国内 諸問題 ー 積極的 関与

美名 言 。

注 先般発覚 無償資金協力案件

関 贈賄 、 民間企

業 積極的役割 負 側面 、未 払拭

残念 。援

助案件 発掘・形成 民間企業

優位性 確 、公正

ー 基 競争 、却 援助 開発

効果・効率 損 。途上国政府

側 腐敗 無能 問題 場合

。

注 場合 順位付 受取額 大

、経済規模 大 対象国 上位

位置 可能性 高 考慮 必要

。特 日本 、円借款 主要対

象国 、無償資金協力 技術協力 主要対象国

必 同 、注意 必要

。

注 欧米 ー 間 、援助関係者 個

人的 交流 重 、 ー 垣根 濃

密 人的 ー 形成 場合 多

。 ー 連合（ ） 成立 、公

的機関 雇用 域内国際化 推進 状

況下 、 ー相互 ー

強 、弱

。

注 日本 、他 ー 窓口 、

世銀・ 理事会 議論、各種機

関 定例協議、 途上国 現場 援助国

会合 公式 頼 。

、太平洋 向 日米

・ 深 関

銘記 必要 、

彼我 政府当局者 間

大 差 否 。

公式 有効 活用

、非公式 援助関係者 人的 ー

緊密 望 。

注 一人当 成長率 加重平均値 、

日本 主要援助対象国

％ 違 、 数値 、仮 最初

時点 両者 一人当 同

試算 、 年後 格差 約 倍 拡大

意味 。

注 日本 援助 伝統 、案件形成 民間企業

依存 、思 切 民間

分野 活用 一

方 。行政 援助実施機関 組

織 ー 制約 考 、日本 援助

知的部分 程度担

能力 活用 現実的 選択肢

知 。 、 理工・技術

系 重点 置 現在 体制

対応 難 部分 。

注 現在 援助協調 日常的 取 組 、

大使館 専門調査員 事務所 企画調査

員 職員 担 、今後 大
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という の

これに った である

の を に め

るのが の への なア

プロ チになっている

は に けて を

じた

いて えば をはじめ を

たなかった と の と い

のは とアフリカおよびラテン アメリカ

の であろう

パ トナ シップ という は で

の にドナ が に す

ることの と ってもよい

したモンゴルでの

に わる のように における

の の の が だに され

ずにいることはきわめて なことである

の において にさまざ

まな があることは かであるが な

ル ルに づかない は って の

を なうおそれがある

に や などの がある はなおさ

らであろう

この の けは の きさによっ

ているので の きな が に

する が くなることを する

がある に については の

が や の

とは ずしも じではないので が で

あろう

さらに ドナ の では が

に を ねて ドナ の をこえた

な ネットワ クを している が

い ヨ ロッパ の により

の の が されている

では こうしたドナ のネットワ ク

はますます まりこそしても まることはな

いだろう

にとって のドナ との は

や の での

との また の での

などの なチャンネルに りがちである

ただ の こうのアメリカとは コモ

ン アジェンダなどでの い わりがあること

は しておく があるが アジェンダへの

コミットメントにおいて の の

に きな があることは めないだろう こう

した のチャンネルをより に すると

ともに な の ネットワ

クをより なものにしてゆくことが まれる

たりの の は

とイギリスそれぞれの で

ポイントの いだが この は に

の で の たり が じとして

すると には が にも

することを している

の の が の へ

の にあるのだとしたら い って コ

ンサルタントをこの で してゆくのも

つのやり であろう や の

とリソ スの を えると の の

をかなりの ってきたコンサルタ

ントの の は な であるかも

れない ただ コンサルタントも

に を いてきた までの のままで

は が しい がある

まで への な り みは

の や の

などスタッフ が ってきたが は

――――― 注 ―――――
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使・事務所長以下 積極的取 組

必要 。

注 、 ・ ー 制 既 確立

国 、 ・ ー 資金 拠出

ー 、政策決定 中枢 参画

。情報 ・

ー 拠出 ー 抱 込 多

、 以外 ー 自分 活動 全体政策

連結 困難 。 意味 、

・ ー 拠出 一種 「入場料」 呼

、「入場料」 支払 、具

体的 援助活動 認知 場合 多 。

従 、日本 ・ ー 拠出

途 確保 絶対 必要 。最近

日本 ー支援無償資金協力 通

・ ー 拠出 制度的 可能 。

関係者 尽力 敬意 表 。次 課題 実

際 ・ ー 拠出 実現 発言権

確保 、本文 述 ・ ー

自体 問題点 、日本

具体的 援助事業 正当 認知 求

。

注 点 世論 懸念 示 意

見 注目 。 ・

ー 一般財政支援 参加 、

消極的 、日本 他 ー 、

本文 述 枠組 整備 順

序付 伴 一般財政支援 突出

行 、受入国政府 歓心 買

政権中枢 食 込 、自己 ー ー

強 手段

印象 受 。

注 現在問題 、

付 制 廃止 良 例 。主要援助

対象国 付 援助 十分

吸収 発展 考 日本 、

欧州 ー 付 廃止 提案 釈然

。 、援助依存度 高

等 援助 効果 低 氾濫状況 中 答

捜 求 来 欧州 ー 、

筋 通 提案 、日本 反対 異

様 映 。日本 付 廃止

自国 権益 影響力 拡大

見 、 日本 自国

企業 権益 守 、 考 。

思惑 完全 否定 、

相互 不信 残 。思 、日本

、特 無償資金協力 調達条件 緩和

、予算 制約 強 、 削減 観

点 真剣 考慮 。一方

中長期的 問題 技術協力人材

国籍条件 、技術協力 途上国援助

国民参加 推進 、 欧米 日本

技術 経験 伝 点 重要 堂々

主張 。 、 付

制 問題 国内 短期的利害関係 超 国際

的 視野 、途上国 最 有益

何 十分考慮 上 議論

。 、 調達 付 問題

関 日本 他 ー 批判

、 ー 英 長官 講演 参照

（ ）。

のラインによる り

みが であろう

ただ コモン プ ル が に している

では コモン プ ルに を している

ドナ のみが の に できるこ

とがほとんどである はこうしたコモン

プ ル ドナ のみで え まれることが

く それ のドナ は の を

と させることが になる この で

コモン プ ル は の とも

ばれており を わなければ

な の もされない が い

って にとってコモン プ ルへの

の を することは に である

もセクタ を じてコモ

ン プ ルへの が には となった

の に を したい の は

にコモン プ ルへの を して

を し で べたようなコモン プ ル

の もただしてゆくとともに の

な への な を めること

であろう

この ではイギリスの にも を す

があることは してよいだろう コモン

プ ルや に できない あるい

は な その のドナ からすれば

イギリスが で べたような み や

けを わないまま を して

うことは の を うことによっ

て に い み のリ ダ シップ

とプレゼンスを めるための であるかのご

とき を けることになる

となっていることのなかでは ひも

き の がその い であろう

がたとえひも き であろうと そ

れを して したと える にとっては

ドナ のひも き の は としな

いものである だが の いアフリ

カ への の の さと の で

えを し めて た ドナ にとっては き

わめて の った であり の は

に る はイギリスなどをひも き

によって の と を しようとし

ていると なし イギリスは をやはり

の を ろうとしている と える ど

ちらもその を には できないだけに

に が ることになる うに に

とっても に の の

は の が まるなか コスト の

から に すべきことであろう で

に となるであろう の

については が を

で し しかも にはない の

や を える で であることを

と すべきである いずれにせよ ひも き

の は の を えた

な から にとって も なこと

は かを した で されるべきこと

だろう なお イギリスの ひも き に

する など のドナ への について

は ショ ト の を された

い
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援助協調 日本 取組 ？ ～「東 型」 「 ・ 型」 参画戦略 ～に はどう むか アジア と サブサハラ アフリカ モデルで を

援助協調 日本 取組 ？に はどう むか
～「東 型」「 ・ 型」 参画戦略 ～アジア と サブサハラ アフリカ モデルで を

大野 泉 政策研究大学院大学 教授

はじめに

のメインストリ ム
の の

本稿 目的 、①「持続可能 開発 関
世界首脳会議」（

： ）後 開発潮流 変化
注目 、②東 ・

援助協調 取組 先行国
経験 整理 、③

日本 世界 開発潮流 対 能動的 関与
参画戦略 考察 。日

本 真 建設的 貢献 、開発戦
略 中身（ ） 援助方法論 双方

努力 必要 、本稿 後者、
援助協調枠組 参画 方法論 諸

側面 焦点 絞 。
年 月 「貧困削減戦略書」（

： ） 導入
決定 、 年余 過 。 、
主流化 伴 ー 援助協調 開発戦
略決定 中枢 組 込 時期 。

、貧困削減 経済成長、国
家開発計画 関係、 ー
ー 、評価・ 、援助手続

調和化 ー 関係 、理論・実
務両面 課題 残 。他方、
既 「策定」段階 「実施」段階 移行

、 、援助協調 活発 展開 中
、 上流段階 早 参画

決定的 重要 。
世銀 英国・北欧 ー 新 援助潮流

推進 中 、当初 援助協調 対
受動的・懐疑的 日本 漸 前向 取組
方針 明確 、最近 重点国 選定 現場
体制整備 図 。 、
国 比較優位 活 能動的関与 切望
声 強 一方、人員体制面 ー 制

約 考慮 具体的 参画戦略 実務
面 対応指針 遅 。理論面 検

討 並行 、 援助協調 対 実務
面 日本 参画戦略 確立 急務

。

成長関心 不足 、
日本 多 開発援助関係者 指摘 懸
念 。 、 後（ 年 月末
～ 月初旬、於 ） 国際開発潮
流 、日本 戦略面 関与 強化 環
境 変化 。 第
各国 完成 、 過程 不十分 点 将来
課題 議論 、 、貧困削減 国際
政治 熱狂 収束 思
現在、世界的 、次 関
心 「成長」、「貿易・投資」 移 。
続 （国際通貨基金）・世界銀行（以下世
銀）総会（ 年 月末、於 ）時
合同開発委員会 提出 「 実施

・ ー 」 、初期
経済予測 楽観的 「成長 源泉」（

） 成長 遂 政策措置
分析不足 点 認 、今後、

各種研究 取組
表明 。
従 、現行 枠組 前提 「

対応」 取組 遅 、 年 活
発化 次世代 開発戦略議論 先取

、 限 日本 主導 必要 。
他方、成長関心 復活 場合、成長戦略 中
身 議論 、政府 役割 個別産業 支援
是非・方法 従来 欧米
枠組志向 日本（ ） 産業中身志向

違 顕在化 可能性 大 。日本
、世界 主流 現行 ー

の は な に する

の の に
しつつ アジアとサブサハラ アフリ

カにおける や みの で
あるベトナムとタンザニアの を し

が の に し に して
いくための を することにある
が に な をするためには
の サブスタンス と の

のレベルでの が だが は す
なわち への という の

に を っている
に

の が
され が ぎた これは の
に いツ ルとしての が
の に み まれた でもある
をめぐっては と

との アカウンタビリティとオ
ナ シップ モニタリング き

とモダリティ との など
で が されている

は に から に し
ており また が に する に
あって プロセスの からの い が

に になっている
や ドナ が しい を
する で は や に し

だった も く きに
む を にし は の や
の などが られてきている しかし
わが の を かした を
する が い でのリソ ス
も したうえでの な や
の づくりは れている の

と して や に する
での の を することが で

ある

における の は これまで
の くの が してきた
である しかし

ヨハネスブルグ の
は が での を しやすい
に しつつある の ラウンドが
で し その で な や の
が され また をめぐる
の が でほぼ したと われる

にもアフリカにおいても の
は に りつつある
く

ワシントン に
に された プロ

グレス レポ ト は の はマクロ
に で の
や を げるための につ

いて であった を め
にかかる に むことを

している
って の みを とした
に むのは すぎであり に

するであろう の を
りし できる り が する がある

が した の
の では の や への

の などをめぐり からあった
の と アジア の の
いが する は きい として

は の となっている アプロ チを

World Summit on Sustainable

Development WSSD

PRSP

Poverty

Reduction Strategy Paper PRSP

PRSP

PRSP

PRSP

PRSP

PRSP

PRSP

WSSD

PRSP

WSSD

IMF

PRSP

PRSP

sources of

growth
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poor growth
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援助協調 日本 取組 ？ ～「東 型」 「 ・ 型」 参画戦略 ～に はどう むか アジア と サブサハラ アフリカ モデルで を

改善 好機 、能動的 関与
。

、 年以降、世銀
（

：包括的 開発 ー ー ） 積極的 実
践 、東 ・
代表 援助協調・ 先行国 。

両国 日本 取組 成果 課題 検討
適切 政策対応 行 、次 理由 、
今後 経済協力・ （政府開発援助）改革

大 前進 、他国
経済協力 重要 教訓 思
。

（ ） ー 日本 位置 、各国特有
事情（援助依存度、拡大 （

：重債務貧困国）
関係、援助協調 歴史、

国家開発計画 関係 ） 観
点 、 対照的

位置 、日本 援助協
調・ 参画戦略 検討 際
類型 （図 、表 参照）。

（ ） 、日本 東 型 開発
ー （「貿易 投資 通 成長、
結果 貧困削減」） 世界

発信 適 国 。
日本 貿易・投資・ 通

経済関係 密接 結 。日本 同
国 ・ ー 、

ー 戦略 中 日本企業 有力
進出先 国 、産業化支援

型 ・人材育成・政策支援・環境
保全 中心 日本 支援 対

評価 期待 高 。経済成長
貧困削減 配慮 「公正 成
長」 重視 、開発政策 基本方向

両国間 認識 概 一致 。
、 、日本 開発理念

明確 示 国際開発政策 知的 ー

ー 発揮 格好 国 言
。

（ ）他方、 、 ・
（ 、非東 意味 世

界 ） 国 開発
政策強化 国 位置 占 。

国 含 主要 ー
援助 重要拠点 、国際機関

欧米 ー 相対的 大 、
世界 開発潮流 最先端 。
開発戦略 面 、世銀 英国・北欧 ー
貧困削減 直接貢献 社会 ー

重点的 支援 。 、援助手続
調和化 新 ー 議論 急進的
進 、日本 従来 協力 方
抜本的 見直 迫 、
同時 、必要 部分 援助協調圧力
国 支援体制改善 積極的 利用

考 。

、本稿 「東 型」 「
・ 型」（以下 単 「

型 表記 」） 両端 ー 基
設定 、 、

議論 始 単純化 。現実
対象国 多様 、 類型 分

類 国々 少 。 、日
本 援助協調 参画戦略・方針 検討
、 単純化 議論 出発 、 程度

方向性 見 段階 次第 中間的 ー
国 増 適切

考 。

援助協調 歴史 比較的新
。主要 ー 対越援助 本格的 再開

年代半 （日本 援助再開
年）。 年以降、 初 ・

国 契機 、援助協調
動 活発化 。以下、
援助協調・ 動 日本 取組

簡単 述 。

する ととらえ に していく
べきである

ベトナムとタンザニアは の

な フレ ムワ ク を に
するなど アジアとサブサハラ アフリカ

を する の である
における の みの と を

し な を うことは の から
の

にとって きな となるだけでなく へ
の にとっても な になると わ
れる

ドナ としての の づけ
の

イニシャティブとの の
と との など の

から ベトナムとタンザニアは コ
ンテクストに づけられ が

について を する
の となる を

ベトナムは が アジア の アプ
ロ チ と を じた およ
びその としての を に

するのに したモデル である ベト
ナムと は を じた

で に ばれている は
におけるトップ ドナ で またベトナ

ムはグロ バル の で の
な となりうる であり
のインフラ
などを とする の に する

ベトナムの や は い と
のバランスに した な

の など の につ
いても の は ね している
すなわち ベトナムは が を

に し において リ

ダ シップを するには の と え
る

タンザニアは サブサハラ アフリ
カ さらには アジアという で
ないしアフリカ におけるわが の

にとりモデル の を める
タンザニアはわが を む ドナ にとっ
てアフリカ の で や
ドナ のプレゼンスも に きく
の の におかれている
の では や ドナ

は に する セクタ を
に している また き
や モダリティ の が に

んでおり の の のあり は
な しを られているが これは

に な では をわ
が の に に するチャ
ンスとも えられる

なお では アジア と サブサハ
ラ アフリカ では に サブサハラ
と する という のケ スに づく

モデル をしているが これはあくまでも
を めるための にすぎない の

は であり これら に
されない も なくなかろう しかし
の への を するに

は まず した から し ある
が えてきた で に なケ

スにある のモデルも やしていくことが
と える

ベトナムにおける の は
しい ドナ が を に し
たのは ばである の は

とりわけ アジア の
パイロット になったことを に
の きは している ベトナムにお
ける の きと の みを

に べる

２

３

「東 型」 「 ・
型」 援助協調

経験 示唆
―「東 型」

アジア と サブサハラ
アフリカ の モデル

ベトナムの と
アジア モデルとして
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図 ―日本 位置

表 ― 比較

1 ベトナムとタンザニア の の づけ

ベトナムとタンザニア コンテクストの

ODA

PRSP

注：支出純額 ー 。
出所： （ ）

注： ：中期支出枠組
出所：筆者作成（詳細 （ ）“

” 参照）。援助依存度 ー

ベ ス

み
は

を デ タについ
ては

OECD

Medium term Expenditure Framework
Izumi Ohno Diversifying PRSP The Vietnamese Model for Growth Oriented

Poverty Reduction
World Bank

2002 .

-
2002 - -

,
, .

Geographic Distribution of Financial Flows to Aid Recipients. 1996-2000

GRIPS Development Forum Discussion Paper No.4
World Development Report 2000/2001

１

，

ベトナム タンザニア

ドナ との は い

であるがサステナブル

は したトップ ドナ

は い

は ドナ と

の
と
との

の は モダリティ の
が に

プライオリ
ティ

な

ー 関係 援助依存度 低

日本 突出 ・ ー

援助依存度 比較的高

日本 他 ー 拮抗

援助協調 歴史、
国家開発

計画 関係

援助協調 本格化 最近

「補完型」

新 ー 最前線、援助協調
急進的 展開

「優先型」

「公正 成長」 「社会公正」

・ 人当 ： ㌦
・ 対 比： ％

・債務救済 意図

・無償・技協（ ）・
有償（ ー ） 全 ー 活
用可。

・ 人当 ： ㌦、
・ 対 比： ％

・債務救済 意図

・無償・技協（ ） 限定。

・新 ー 浸透 相対的
少 。

・手続 調和化 ー
援助 違 、一定 多様
性 認 方向 進行中。

・国家開発計画 基本文書 、
理念 予算化。

・ 先立 、 ー
ー 、 、
実施。

・画一的 手続 調和化 進 傾向
。

・ 軸 、各 ー計画
予算化 策定

（国家開発計画 象徴的役割）。

・全体枠組 社会公正 伴 成長
促進。 中 社会政策 貧困 ー

策 具体的 明記。

・成長促進策 記述 、貧困
ー 策 中心（但 、次

成長志向 強化
兆 ）。

1 15
4.3

1 31
12.5

たり

を せず

ともにグラント
ロ ン の スキ ムを

たり

を

グラント に

モダリティ の は に
ない
き はロ ンとグラント
の いをふまえ の

を める で

を とし そ
の のもとに

に ち セクタ ワイド
アプロ チ コモンファンド

な き が む
あり

を に セクタ を
ふまえて や

は

みは を う
その で や タ

ゲット を で に

の もあるが
タ ゲット が し ラ
ウンドの で を
する しあり

ODA
ODA GNP

ODA
ODA GNP

PRSP

MTEF

PRSP
MTEF

PRSP PRSP

HIPCs HIPCs
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（ ）概要

（ ）日本 取組 ： ・ 課題

1

2

パ トナ シップ の みのもと
で のパ トナ シップグル プ
が されている も で や

に きな をもつのは と
がリ ドする タスクフォ ス である
セクタ テ マにおいてもグル プ が
され な パ トナ との のもと

でセクタ を する が した
ベトナム は に

を し は に
に の を けている ベ

トナム の った は が い
オ ナ シップを し ヵ や ヵ

が げる らの ビジョンを した
の を した である ベトナ

ム は に を と
の を えた

へと して
いる

き モダリティ ベトナ
ム は の を しつ
つも なアプロ チを めており

を するドナ アジ
ア これら
で の の に での

および
オランダ フィンランド ノルウェ

スウェ デン スイス といった のグ
ラント を とするドナ での
コモンファンドを む のツ トラック ア

プロ チが んでいる では に
かかる な きには していない

はベトナムに し までは にバイ
ラテラル ベ スで

といった の スキ ムを じ
て な やプロジェクト
を してきた に プロジェクト

や と
いった セクタ
のインフラ

における の は にとっ
て な をもった トップ ドナ として

パ トナ から の が され
る から られた で の

を っている の には
な になるからである そういった
の で な による がなされてお

り タスクフォ スへの を じた
パ トナ シップ グル

プのうち セクタ
ホ チミン の にか
かる でリ ド･ドナ を めるほか

や をテ マとする にも
している また ポ トフォリオ レビュ
を とした の
による は の にと

どまらず では き への みにも
しており をあげつつある

に し に の
を れた を したベトナム の

いオ ナ シップは されるが この と
の の さとは の であ

る に において の
は ずしも でなく が し

パ トナ シップの で の な
イニシャティブを する を うことが
である パ トナ シップ グル プの
は までは が

セクタ に しては は ド
ナ に けて プログラム
によるセクタ づくりを したが

を にノン プロジェクト を
においた き の きが する
をふまえ として な

への にも に むのか その
は のより な といった
き の は による が

それとも に と ある
などを するのかなど

を していく がある

タンザニアは ウガンダ ブルキナファソに

ー ー ： 枠組
、現在、 以上 ー ー ー
設置 。最 活発 、 作成

援助協調 大 影響力 世銀 英国
ー 「貧困 ー 」 。
ー別 ー ー 会合 開

催 、多様 開発 ー ー 協調
ー政策 議論 枠組 確立 。
： 政府 年 月 暫定
作成 、最終版 年 月 首相承

認、 月 世銀理事会 承認 受 。
版 際立 特徴 、政府 強

ー ー 発揮 、 年計画 年
計画 掲 自 開発 反映 成
長志向 開発戦略 提示 点 。
政府 暫定 後 同文書 、「包括」

「成長」 語 加 「包括的貧困削減・成長
戦略（

）書」 改名
。

援助手続 調和化・ ー：
政府 「取引費用」軽減 必要性 支持
多様 ー 認 、①譲許的

借款 供与 ー間（世銀・ （
開発銀行）・ （国際協力銀行）、

機関 援助総額 約 分 相当） 調和化、
② （ ：

英国、 、 、 ー、
ー 、 他） 小規模
供与 中心 ー間 調和化

（ 含 ） ー ・
ー 進 。現時点 、調和化
画一的 動 発展 。

日本 対 、近年 主
・ ー 、無償・有償資金協力、技

術協力 各種 経済協力 ー 通
大規模 知的・政策支援 援助
実施 （特 、「石川 」

（ ） 「新宮沢構想」借款（ ）
大型政策支援、運輸・電力 ー分野

整備支援）。

同国 援助協調 新展開 、日本
複雑 意味 。 ・ ー

開発 ー ー 「相応」 役割 期待
一方、以前 限 人員体制 多数 案

件実施 担 現場 経済協力関係者
多大 業務負荷 。
制約 中 様々 工夫 対応
、①貧困 ー 参画 通

策定支援、② ー ー ・ ー
、運輸、中小企業・民間 ー振興、

ー 市 計画・実施能力強化
会合 ー ー 務 、経済

的課題 地方開発 ー 諸会合 参
加 。 、合同 ー ・ ー
会合 契機 ・世銀・ 開発金
融機関 協力 、事業実施促進 側面

近年 手続 調和化 取組
発展 、具体的成果 。
他方、 関 、自立的 「成長」

要素 入 文書 策定 政府 強
ー ー 評価 、 点 成

長戦略 質・内容 良 別次元 問題
。実際 、 成長戦略 具体

策 必 十分 、今後、日本 主導
ー ー 枠組 成長重視 追加的

提示 作業 行 課
題 （上記 ー ー ・ ー
活動 、今 情報共有 中心） 。
一方、社会 ー 関 、日本 他
ー 先駆 初等教育開発 （ ）

ー政策 支援 、今後、
中心 ・ 型援助

念頭 手続 調和化 動 活発化
可能性 、日本 、直接的 貧困削
減 支援 積極的 取組 （ 場合
無償資金協力 柔軟 運用 手続
面 対応、又 有償資金協力 対応 必

要）、 、独自 成長戦略 関係 人
材育成・職業訓練 重点支援
検討 必要 。

、 、

CDF

PRSP

PRSP

PRSP

PRSP

PRSP

Comprehensive Poverty Reduction and

Growth Strategy: CPRGS

ADB

JBIC

Like minded Donor Group LMDG

JICA JBIC

CPRGS
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続 最 早 始 国
。同国 既 年頃 北欧諸国

援助見直 始 、財政支援、
、 ー・ ・ ー

新 ー 導入 含 、最 急進
的 援助協調 展開 。 貫 原
則 、各 ー 援助手続 政
策 共通化 。

、 日本
最大 援助供与国 （ 年度 二国間
援助合計 第 位、無償資金協力 第 位） 。

援助協調・ 動
日本 取組 以下 。

ー ー ： 現在、 （
）会合 ー会合 頂点

以上 ー間協議 場 設 。
会合 、① ー協調全般、②公共支

出 ー・中期支出枠組（

）関連、③貧困
関連、④財政支援関連、⑤ ー・

関連、⑥ 関連 大別
。 効率的実施 、

ー・ 、 貧困
等 ー 一連 実施
、各 ー 協調 求 。
： 政府 年 月 暫

定 作成 、 年 月 最終版
完成、世銀理事会 承認 。現在
「社会公正」 重視 、社会 ー（教育

・保健・水・地方道路 ） 対 予算配分
重点的 行 。 、 重点分野
資金確保 目的 貧困削減財政支援基金

（ ： ）
設置 、主要 ー 財政支援型 資金

拠出 。
援助手続 調和化・ ー： 北欧
ー 援助見直 動 、望 支

援 方 規定 文書策定 発展 、政
府・ ー間 ー ー 設 、
年 月 「 支援戦略」（

： ） 完成 。
、 政府 型援

助 否定 、 財
政支援型 援助 望 。現
在、教育・保健・地方政府改革 分野

導入 、農業 導入準
備中 。特 初等教育 ー・

、（英国・北欧 ー 強 主張 ）
型 認 画一的

状況 生 。

動 日本 従来 援助方式
乖離 関係者 困難 対応 迫
、外務省 方針 、特 近年
人的強化・政策的工夫 通 、①農

業分野 ー ・ ー 、農業 ー
開発戦略作成 主導 ー 政府 間 調整
担当、②債務救済無償（本体） 一部
繰 入 財政支援 実施、 ③貧困

、 包括的 政
策枠組 支援 参画 。特
① 、 枠組 中 生産部門
ー・ 支援 、援助

協調 支援 初 ー・
開発調査 画期的
。 特記 成果 、

・ 型 援助 ー 画一
的 適用 傾向 強 、日本 中心

、農業 ー 、 ー開発戦略
実施段階 実情 即 対応 、

多様 ー 確保 提案 、関係者
合意形成 点 。
現場 体制 、 名 企画調査員

（財政管理・教育・貧困・農業） 事務
所 派遣 、 援助協調 ー
別 配置 、連絡体制 分析面 対

応強化 努 。
今後 課題 、①成長関心追加

意味 、戦略面 農業 ー開発戦
略 実施 向 支援 強化、②援助手続 調
和化・ ー 面 、

対応方針 明確化、中期支出 予測
性 向上、 化 対応

。
、 次

睨 動 始 （現行

き プロセスが も く まった の
つである では に から
による しが まり コモン
バスケット セクタ ワイド アプロ チと
いった モダリティ の を み も
に が している これらを く
は ドナ による きのみならず
の である
また タンザニアは のアフリカにおける
の でもある は

で では
タンザニアにおける の きと

の みは のとおりである

パ トナ シップ
や ドナ を として

のドナ の が けられている こ
のような は ドナ
レビュ

モニタリ
ング セクタ プ
ログラム ガバナンス に され
る の のために
セクタ プログラム モニタリン
グ のレビュ が のサイクルで される
よう ドナ の が められている

タンザニア は に
を し に

を で された の
は を し セクタ

など に し を
に っている また これら へ

の を として

が され ドナ が で を
している

きの モダリティ
ドナ による しの きは ましい
のあり を する へと し
ドナ でワ キンググル プが けられ

に タンザニア
が した

において タンザニア はプロジェクト

を しないものの コモンバスケットや
の を ましいものとしている

の でコモン
バスケットが されており でも

である に セクタ プログラ
ムでは ドナ の い もあり
コモンバスケット しか めないという
な が じている

タンザニアでの きは の の
と しており は な を られて
いるが の をうけ に の
における を じて

でリ ド ドナ となり セクタ
を しドナ と の の

を の を
に り れ を さらには モ
ニタリング といった で

にかかる などにも している
に は の の で における
セクタ プログラムづくり であり

プロセスを する めてのセクタ プ
ログラム として なイニシャティ
ブである さらに すべき として コ
モン バスケット の モダリティ を
に する が いなかで が に

なって セクタ では セクタ
の で に した ができるよう

なモダリティ の を し と
の をした があげられる

の においても の
を

に し スタッフとともに のテ
マ に するなど や での

に めている
の としては という

において では セクタ
の に けた の き

モダリティ の では コモンファンド
への の にかかる
の オンバジェット への などがあ

げられる
なお タンザニアでは ラウンドの を
んだ きが まっているが は
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年 月 ）、 政府 次
成長志向 強 意向 示

注目 。世銀 事務所 （次
並行 ）準備中 （

：貧困削減支援貸付）
、公共支出・社会 ー

効率化 加 、“ ” 目標
打 出 。

開発戦略 成長関心 追加・
ー 化 各国 中 実現

、日本 比較優位 生 ー
貢献 、援助協調 対応

重点課題 。現在 成長戦略 議論 具
体的中身 枠組志向 優先 、日
本的・東 的 観点 見 不十分 。
日本 ー ー 枠組 中 成長支
援 ー 過程 通 、成長戦略 中身

政府・ ー・研究者間 議論 深
、具体的 問題意識（個別性・総体性・長

期志向・実物関心 重視 政策） 共有
期待 。
基本 、対照的

援助協調 念頭
日本 参画戦略 検討 有用

考 。勿論、 中間 位置
途上国 、両端 ー 検討
、 一般的 参画戦略

一定 判断基準 提供 。
、「東 型」 国 、日本

強 ー ー 発揮 整備、
人材育成、中小企業振興、国営企業改革、投資
環境整備 包括的 分野 成長戦略
具体化 提案 。次 、「

型」 国 、日本 比較優位
発揮 分野・ 方 、少数 分野 主

導権 提案 。
、援助手続 調和化 新 ー

対 、 戦略的視点 考慮
取組 必要 。日本 「顔」 必

個々 ー 単位 見
必要 、開発戦略 ー政策 上位

「顔」 見 。 意味 、
現行 無償資金協力 柔軟 運用

改革 必要 。

上記 基本 実践 際 主
、 留意点 整理 。

成長戦略 ー・ 探
。

①重点分野 、援助協調
関与 、中身 支援 充

実 。 、 ー ー 枠
組 中 発表、実践 。

②特 「東 型」 場合 、貿易
・投資 連関 念頭 成長戦略

有効 、大使館（外務省）・ ・
・ （日本貿易振興会）
関係機関 連携強化 ー
体制 構築 。（ 、限

人材 ー 有効活用 方策
、 経験（日本国内

開発援助 ー 、現場
日本 援助 ー 集中・ 化
） ー 体

制 事務所（人員
戦略的 配置） 例 参考 。）
国 全 援助 ー 有機的

活用 、 ー 化 提示 戦
略性 ー 発信 。理想的 、
「東 型」 「 型」

、次 「 ・ 」 追求
。

①「東 型」 場合 、有償資
金協力（ 民間 投資・貿易） 含

援助 大規模 展開
利点 、例 政策支援 産業化
支援 整備 連携
努 、各要素 有機的 組 合 政策

高 。
②「 型」 、活用可能

ー 無償資金協力 技術協力 限定
多 、 援助

調査 通 重点 ー 対 具体

9

2

2

まで タンザニア は の をよ
り の いものとする を しており

される タンザニア も の
と して の

において サ ビスデリバリの
に え を

として ち している

における の メインス
トリ ム を のコンテクストの で し
ていくことは の を かしたユニ
クな であり や におけ
る である の の は

よりも が されており
アジア な から て である

がパ トナ シップの みの で
をリ ドする を じて の

についての ドナ の が
まり な

の する が され
ていくことが される
こういった スタンスのもとで コ

ンテクストにある つの モデルを
において の を することは
と える つのモデルの に づ
けられる はあるが のケ スを
することは より な づくりにお
ける の を してくれる
まず アジア モデルの では

が いリ ダ シップを しインフラ

などの な において
を していくことを する に サ
ブサハラ モデルの では が
を できる やり で の で

をとることをめざすよう する
そして き や モダリティ

に しては こういった を にい
れた みが である の は ず

しも のスキ ムやプロジェクト で え
る はなく やセクタ の
レベルで が えればよい その から

の のより な をはじめ
とする も である

の スタンスを する の なポイ
ント および を する

のためのエントリ ポイントを
す

においては プロセスへ
の のみならず における も
させる そして パ トナ シップの
の でイニシャティブを する
に アジア モデルの は

との を においた づ
くりが で

をはじ
めとする の によりオ ル
ジャパン を する なお ら
れた リソ スを する とし
て バングラデシュの での

ネットワ クづくり におけ
る の リソ ス プログラム
など やベトナムでのオ ルジャパン
づくりやタンザニア

の な の は になる
わが がもつ ての スキ ムを に

し パッケ ジ して することで
あるメッセ ジを する には
アジア と サブサハラ それぞれ

において の ベスト ミックス を
する

アジア モデルの には
さらには の を

みプロジェクト を に できる
があるので えば と
のインフラ プロジェクトの に

め を に み わせて
インパクトを める
サブサハラ モデルでは な

スキ ムは と に
されることが いが プロジェクト
や を じて セクタ に する

PRSP

PRSP PRSC Poverty

Reduction Support Credit

scaling up growth

PRSP JICA

JBIC JETRO

JICA

注

注

注

注

16

17

18

19

５ 2つの モデル に
けた と の

援助協調 ―実践 向
提言 今後 課題

（ ）基本

（ ）具体化 留意点

1

2

スタンス

にあたっての

●

●

À
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援助協調 日本 取組 ？ ～「東 型」 「 ・ 型」 参画戦略 ～に はどう むか アジア と サブサハラ アフリカ モデルで を

的 開発 ー 示 、 財
政支援 通 普及
図 高 。無償資金協力
機動的 動員 自 財政支援

参画 、他 ー
拠出基金 積極的 利用 、日本 比

較優位 協力 面的 拡大
。現行 援助協調 合

、 完全 追随 必要
応 共通 ー 離 、

理由 政府・他 ー 説明 正当化
努 。

上記戦略 効果的実施 観点 、併
、予算 含 政策・制度面（公共投資・支

出計画、中期支出枠組）
助言・

支援 。
援助手続 調和化・ ー 関 、
戦略面 対応 。
①特 「 型」 場合 、
重点分野以外 、日本側 仕組
変 新 ー 積極参加 、

分野 完全 撤退 決
断 。

②具体的 、少数 成長関連分野 援助
協調枠組 意識 厳 縛
日本 主導、副分野 援助協調 通
参加、他分野 撤退、

。

以上 政策 実行 移
、次 点 関 、日本 政策 手続
変更 早急 検討 必要 。

東京 政策・手続 変更 必要性
①取引費用 軽減 有効 分野 手続

共通化（例 、 国 援助情報 公
開 他 ー 共有、調査団・報告
関 他 ー 調整、

調和・減少方向 統合、 現地
事後的 成果 ー ）。 、

分野 手続 共通化
、個別 実施 分野 同時 明確
。

②援助 化、 現地
判断 非公式 中期支出予測 提示

③財政支援・ 対 柔軟・
機動的 支出

④無償 引 下 （例 、 ー
ー 採用、現地調達・
ー活用 推進）、 日本人専

門家等 単価・質 改善、 現地・外
国人採用 許容

現地主義、現地 東京 連携強化（例 、
新 ー 関 覚書 署名
時宜 得 対応、現地 権限委譲）

現地 ー 体制
強化

援助協調 提起 課題 、 国
援助改革 進 真剣 取組
多 。必要 部分 、援助協調圧力 積

極的 利用 前向 対応
求 。

な アプロ チを すとともに
やコモンファンドを じてその

を りインパクトを める
を に して らが やコモ
ンファンドに するだけでなく ドナ
の も に して が

をもつ を に していくこ
ともめざす の に わせなが
ら しかも に するのではなく
に じて モダリティ から れ その

を のドナ に し し
ていくよう める

の という から せ
て を む

にかかるキャパシティ
ビルディングやモニタリングについて

する
き モダリティ に しては
とセットで する

に サブサハラ モデルの には
については の み

を えて モダリティ に するか
またはその から に するかの
をする

には の では
を しつつも しくは られず

が では を じた
からは といったメリハ

リをつける

の イニシャティブを に すため
に の に し サイドの や き
の を に する がある

における き の
の が な における

き えば わが の の
と ドナ との など

に する ドナ との ミッションの
での および への

な フィ ドバック ただし
すべての で きを するのでは
なく に すべき も に
にする

のオンバジェット そのための
による な の

コモンファンドに する
な

コストの き げ えば ロ カル
スタンダ ドの サブコン
トラクタ の および

の の および
の
と の えば

モダリティ に する への につい
て を た への
におけるオ ルジャパン のさらなる

で されている には わが
が を めるうえで に むべきも
のも い な では を

に するチャンスととらえ きに
していくことが められている

Ã

●

●

●

●

●

（ ）現行 政策・体制 改革 必要 事項

――――― 注 ―――――

3 の で を とする

注 「 日本 貢献」勉強会（座長：柳原

透拓殖大学教授、事務局： 国際協力総合

研修所） 議論、牧野耕司（ ） 基

。

注 問題意識 、緒方健太郎（ ）

高橋基樹（ ） 提起

。

注 本稿 述 「成長関心」 不足 、現行

、直接的 貧困削減

関心 比 、（当該国 貧困削減

持続 必要 ）成長 促進

、 成長志向 不足 意味

。 、石川滋一橋大学名誉教授 、

年代 通 国際開発動向 「世銀 途上国援

助政策 最高 ー 持続可能 成長 貧困

削減 書 事」 述

。石川滋（ ） 石川滋（ ）

参照。

注 筆者 現地調

査 行 時（ 年 月） 政府

関係者、主要 ー、 ー

基 。出張報告 開発 ー

（ ） 参照。

１

２

３

４

PRSP

JICA

PRSP

a b

DfID

GRIPS

http: www grips ac jp forum

と の

での などに

づく

こういった は

および においても されて

いる

で べる の とは

の においては な につい

ての に べ における を

するために な をいかに する

か という が していることを

する なお は

を じた を の

の ゴ ルが な から

に きかえられたというでき と べて

いる および

を

タンザニアおよびロンドンにて が

を った のタンザニア

ドナ などとのインタビュ

に づく は フォ ラム

を

2002

2002

2001

1990

2002 2002

2002 9
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注 （ ）。

注 「 」 、対外

債務 現在価値 輸出 ％ 超過 、

現時点 対外債務負担 判断

（重債務貧困国） 分類 、従来 債務

繰延 （ ー ）枠組 適用 後

債務負担額 維持可能 水準 期待

国。世銀 、 年 月時点

国 、

国 、 他 、

、 共和国 国 。（

［

］）

注 援助協調 含 日本 対 開

発協力 詳細 、 開発 ー

（ ） 参照。

注 貧困 ー （ ）

、 政府・主要 ー間 貧困問題

関 ー 包括的 検討・協議 場

設置 、 ー ー ・ ー

。同 ー 、 ー側

意見 集約 政府 働 加

、貧困 実施・

開発指標 作成・地域 ー

開催 行 、 策定 積極的

支援 、今後 実施段階 貢献 期

待 。

注 定着 邦訳 模様 、

「意気投合 ー ー 」。貧困削減

開発 至上目的 、 目的 実現

政策枠組 、援助手続 共通化

援助資金 統合 向 協力 ー

集 。各途上国 現場 構成 ー

多少 違 、典型的 英国、

、 ー 、 ー、 ー

含 。最近 、 同 ー 属

場合 増 。

注 「石川 」（正式名称 「

国市場経済化支援開発政策調査」）

年 月 日越首脳会談 合意 、

開発調査事業 、 年 月 年

月 、石川滋一橋大学名誉教授 団長

ー 実施 。日越共

同研究 形 進 、重点 、

農業・農村開発、産業政策 貿易政策、財

政金融政策、国営企業政策 選 。

注 「新宮沢構想」借款 （正式名称 「経済改

革支援借款」） 日本初 独自 政策

盛 込 構想調整借款 、日本側

実施機関 。 危機後

国際収支改善 資 同政府

推進 経済改革努力 支援 、

年 月、新宮沢構想 一貫 足 速 借款

供与 （交換公文 借款契約 締結、総額

億円）。政策 、民間

ー 育成、国営企業 改革、貿易関税制度

改革 、前述 「石川 」 部会

重 、実物経済 成長 踏 込 内容

。

注 最近 注目 動 、 総合戦

略会議（第 次 改革懇談会 提言

年 月発足、川口外相 議長）

最初 国 「国別援助

計画」 改訂 決定 契機 、現地

主義 ー 体制 進展

。 、 対応 発展 、

例 、同年 月 ー会合 、日本 提

案 、 整備 貧困削減

観点 盛 込 補足・拡充 作

業 合意 。 点 関 現地 取組

、北野充・石井菜穂子（ ） 参

照。

注 支出純額 ー 、「政府開発援助（ ）白

書」 年度版、外務省。

注 途上国 深刻 債務返済問題 対処

無償資金協力 一形態。特 重債務貧困国

場合 、円借款 債務返済後 元利合計額

同額 無償資金 供与 。

、日本政府 年 月 債務救済方式

見直 行 、 結果、債務救済無償 廃止

。 、 ー・

無償 本体 見返 資金、食

糧援助・食糧増産援助 見返 資金

一般財政支援 投入 引続 可

能 。

注 日本主導 農業 ー開発戦略作成

取組 高橋基樹、藍澤淑雄、佐々

木亮（ ） 、 、

展開 全体像 笹岡雄一（ ）

詳 。

注 大統領府 中心 “

”

５

６

７

８

９

Kenichi Ohno

HIPCs

HIPCs

HIPCs

World

Bank HIPC Website http: www worldbank

org hipc index html

PRSP

GRIPS

Poverty Task Force

PRSP

JICA

JBIC

ODA

ODA

PRSP

CPRGS

ODA

PRSP
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であるがサステナブル とは

の が の を するなど

での から すれば

に されるが の

べ リスケジュ ル を した に

は な になることが

されている によれば

で は カ あり うちサステナブルとさ

れている は ベトナムの にケニア アンゴ

ラ イエメン の ヶ である

や を む の ベトナム

の については フォ ラ

ム を

タスクフォ ス

は ベトナム ドナ で に

するイシュ を に する と

して された パ トナ シップ グル プ

の つである タスクフォ スは ドナ

の の やベトナム への きかけに

え アセスメントの モニタリングの

ための の ワ クショップの

などを い プロセスを

に したほか の での も

されている

まだ した はない だが いわば

したドナ グル プ を

の とし その を するため

に のみならず きの や

の などに けて しているドナ

の まり の により ドナ に

の いはあるが には オラン

ダ デンマ ク ノルウェ スウェ デンが

まれる は ドイツも グル プに す

る が えている

プロジェクト は ヴィエ

トナム は

の での をうけて

の として から

にかけて を と

して フェ ズにわたって された

の で められ トピックとして

および

などが ばれた

は は

は の の アクショ

ンプランを り んだ で

の は である アジア のベ

トナムの に するとともに

が する を するため

の として の い

を した と を

アクションプランは セク

タ の の の

など の プロジェクト の

とも なり の に み んだ

となっている

の すべき きとして

の をうけて

が においてベ

トナムを のパイロット とした

の が されたことを に

によるオ ルジャパン づくりが し

ている そして これは にも し

えば のドナ では の

により インフラ と のリンクの

を り んで を する

も された この に する の み

については を

ベ ス

の な に するため

の の に の

には の に と

の をアンタイドで していた

なお は に の

しを い その は

されることになった ただし セクタ ノン

プロジェクト の および り

の り をコモンファ

ンドや に することは き

である

による セクタ へ

の みについては

に また タンザニアにおける

の については

に しい

を に
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援助協調 日本 取組 ？ ～「東 型」 「 ・ 型」 参画戦略 ～に はどう むか アジア と サブサハラ アフリカ モデルで を

を する きがあり ラウンドの と

の からも される イニシャ

ティブのもとで の を たす

もあり タンザニア は ベトナムと

べ に の を した その

について が でなかった はタ

ンザニア も している

ベトナム に け

て レジメ

を

バングラデシュ

ここで べる ベスト ミックス は

の の や を した

うえで に する な

のために マルチラテラル や

コモンファンド の へのリソ ス と

に う との なバランスは かを え

さらに と ともにグラン

ト と ロ ン といった が

もつバイラテラルの スキ ムをどう み

せるかを に する という に づ

くものである には などの

に が している のファンド

の も に えることが ましい

策定 動 、次

関係 注目 。拡大

債務削減 適格条件 満 必

要性 、 政府 （ 比

）短期間 現行 作成 。 戦

略的内容 検討 十分 点

政府関係者・研究者 認識 。

注 大野健一「 国別援助計画改定 向

」 総合戦略会議第 回提案 （

年 月 日、

参照）。

注 岡崎克彦（ ）、在 日本大

使館等（ ）。

注 述 「 ・ 」 、日本

人員・体制面 諸制約 比較優位 考慮

、途上国 対 効率的・効果的 支援

、 （一般財財政支援

） 枠組 ー 投入 独

自 行 支援 適切 何 考 、

無償資金協力 技術協力（

） 有償資金協力（ ー ） 日本

各種 ー 組 合

総合的 判断 、 発想 基

。理想的 、世銀 国際機

関 日本 拠出 技術協力用

活用 戦略的 考 望 。

PRSP

HIPC

PRSP

ODA

http: www grips ac jp forum
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・石川滋（ ）「貧困削減 成長促進 ：国
際的 援助政策 見直 途上国」、『日本学
士院紀要』第 巻 号、

・石川滋（ ）「世界銀行 国際開発政策
見直 日本 」、『社会科学研究』第
巻第 号、

・岡崎克彦（ ）「 開発援助
ー ：国別援助政策強化 新 試

」、『
』、 開発 ー 政

策議事録 、
・緒方健太郎（ ）「 改善
向 ―本 ー 議論 総括 」、
『

』、 開発 ー 政
策議事録

・外務省（ ）『政府開発援助（ ）白書』、

年度版
・北野充・石井菜穂子（ ）「日本 声
： 新 試 」『国際開発 ー
』、 年 月号

・ 開発 ー （ ）「日本 対
開発協力―貧困削減 伴 広範 成

長 支援」
・在 日本大使館、

事務所、 駐在員事務所
（ ）「『選択・集中・連携』 通
効果的・効率的実施（ ・
）」（ 年 月 開発援助

研究会配布資料）
・笹岡雄一（ ）「 戦略
―貧困削減 ー ー 」、『国際開発
研究』 、 、

・高橋基樹（ ）「 ー
・ ―貧困削減 向 開発 ー
ー 」、『国際協力研究』

通巻 号、
・高橋基樹、藍澤淑雄、佐々木亮（ ）「

農村開発 政府 役割―
農業・農村開発 ー・

導入 日本 新 取組 」、『
』第 号、

・牧野耕司（ ）「 暫定的
考察」、『国際協力研究』 、 通巻
号、

・柳原透（ ）「途上国 貧困削減 ー
日本 貢献」、『国際協力研究』 、
通巻 号、

・ （ ）

・ （ ）
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ドナ の から アフリカのー協調 現場 東 事例／
ウガンダ タンザニアの の と、 現状 比較PRSP

笹岡 雄一 国際協力事業団 調達部 調査役

はじめに オ ナ シップ

ウガンダとタンザニアは

の の グル プに る である
とも きで アフリカ

に している から
な に し のドナ が す
の が しているという

で ポストコンディショナリティ レジ ム
と されることもある その はさておき

が の を けた であること
は いない は にウガンダ

に とし
て にタンザニアに と
して した は として の
の と に づくものである

アドバイザ として されたウガ
ンダでは の の からの を
なうと に に の
の の
アドバイザ となった タンザニアでは

となり セ
クタ プログラム び の に
あたり と にタンザニア ド
ナ との に した これらの
は なるフェ ズのアフリカ を

できたという で であった また
アフリカにおける であっても プロセ
スには と に があることを す
る である の と は の
オ ナ シップとパ トナ シップを しな
がら を め で の りの に
ついて する

の におけるオ ナ シップの
についてはさまざまに されている

のところ な
どのドナ はコンディショナリティを に
しているので オ ナ シップなど ちよう

がないという や そもそも にはそ
れに じる が わっていないという が
ある これに して は なコンディショ
ナリティの には であるが い でオ
ナ シップの な を る がある
と える している にすれば ある
とかないとか されること が かもし
れないし に は し け であると
を されるかもしれない また プ

ロセスに のある は い を しや
すいし を る はそれを しにくい
これらの は なものになりやすいが
オ ナ シップはある の や の を

みにする り として と える
オ ナ シップの の としては

や の の ないし
それを う がどれだけ と をも
ち をとる があるのか または
があるのかという があると われる この
からは ウガンダには いオ ナ シッ

プがあると じる タンザニアも や
などは プロセス に し

て に い をもっている タンザニア
は が く のリモ などのよう
な な も い ただし と
しては な を ドナ コンサルタ
ント に ねやすい があるようにも われ
る

、 （
：貧困削減戦略書）

最初 適用 ー 入 国々 。両国
地続 、東 共同体（

） 属 。 年 自主
的 構造改革 着手 、従来 ー側 課
援助 政策付帯条件 減少 意味
「 ・ ー 」
評価 。 真偽 、
両国 先鞭 付 実施国
間違 。筆者 年 大蔵計

画経済開発省（以下大蔵計画省） 専門家
年間、 年 企画調査員
年間勤務 。本稿 主 当時 筆

者 経験 知見 基 。
経済協力 ー 派遣

日本 援助 観点 調整業務 行
共 、（当時 省 分裂中 ）大蔵計画省

開発委員会（ ）
ー 。 国際協

力事業団（ ）事務所勤務 、農業
ー・ 及 地方開発戦略 形成
日本大使館 共 政府・各

ー 協議・調整 従事 。 経験
、異 ー 萌芽期

観察 意味 貴重 。 、
隣国

類似点 共 相違点 実感
次第 。以下 第 章 第 章 、両国
ー ー ー ー 比較
論 進 、第 章 残 課題
考察 。

途上国 ー ー 有
無 議論 。実際

、 ・世界銀行（以下 世銀）
ー 実施国

課 、 ー ー 持
見解 、 低所得国

応 能力 備 議論
。 対 、筆者 過度

設定 反対 、長 目 ー
ー 萌芽的 状態 見守 必要
考 。努力 当事者 、

議論 自体 心外
、逆 援助 「押 付 」 心

情 吐露 。 、
利益 省庁 強 主導性 示

、不利益 被 省庁 示 。
議論 主観的 、

ー ー 国 政府 省庁 傾向
一掴 切 口 有用 考 。

ー ー 有無 判断基準 、
大統領 重要省庁等 政府 主要機構、

担 指導者層 意欲 能力
、責任 姿勢 、 主体性

観点 思 。
基準 、 相当高 ー ー

感 。 、大蔵省 首
相府、公務員庁 改革 全般 関
非常 強 熱意 。 人
人柄 良 、大蔵省 次官補
高潔 好人物 多 。 、行政府全体

重要 決定 外部（ ー、
） 委 傾向 思

。

PRSP Poverty

Reduction Strategy Paper

East African

Community

PRSP

Development Committee

JICA

PRSP

PRSP

PRSP

PRSP

IMF IMF

PRSP

1986

1996

2 2001

1

2

1 2

3
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（ ）

（ ）

1

2

ウガンダ

タンザニア

ウガンダにはムセベニ のもとに ムテ
ビレ に
キタビレ さらに クラスの に

に な がおり の も
に かった にムテビレ の さ
ぶりは くの でも にするところである
に の になる

の は ウガン
ダ が となって される のタスク
チ ムによって められた な

いしスタッフもそのチ ムにいたが ボス
であるウガンダ の を して の
を っていた は で が
されていた の において

の がうまれたのは であるの
で その に なプロセスが まって
いたことになる

は コンセプトや を
す パ ト と のセクタ や
を す パ ト から されているが
パ ト はすぐに がった

を の と の つの から える
の い であった パ ト は カ

サミ に のもと
で され の が なわれた

を する が されるべきとの
で や のスクリ ニングで
される の についても し われ

た は の を する マ
カ の も されたが どうしても セ
クタ の が になっ
てしまうことからその は した
ウガンダにおいて が なわれた
は ムセベニ が に された に
した の

にある この の
が カ マスタ プラン の で
にもドナ にも の がないと

えていた に り なく められていたた
め は からドナ に に し
てセクタ の り みと な
けを す がうまれたのである に
が の に を った

には は セクタ の と で

であり さらに を する は
ないと べていた ほかのドナ にも に
よる の の を する があった
しかし のあいだに は に し

による セクタ の が であっ
たドナ の を えた の セクタ
は つであるが は と が す
るという な え があり って も

してほしいとの みがあった
このようにして プロセスは

された ドナ の も えてしまうムセベ
ニの みなリ ダ シップやそれを の
うえで えるムテビレの が できる

にはウガンダ は が
められた ドナ が した を する
を った の

の も になっ
た の ドル が された これは

の に する な をみせた
であった このような を する に
を びせたのが の コンゴ

であった に は し
のプロセスは

した しかし その の ち りも く
には に し
た

の のフェ ズはだいたいウガン
ダの に していた タンザニアは
に の に
しており は
の を に しようと

していた には に してから
んでいない プロセスに する ちが

あった しかし で くある
に える はあまりにも いものであった

バイ ドナ は を ぐ
ことはタンザニア の に がらないと

した に しても の な
はより をかけて なうべきであり
の は を けずに やかに さ

せるべきであると した も
の を に する を してい

た その としては タンザニアの

大統領 、
大蔵省次官（当時、後 中央銀行総裁）、
予算局長、 局長 官僚

非常 有能 人材 、仕事 決断 全般的
早 。特 次官 有能 、傑出
多 報告書 目 。

後 計画部分 （
） 策定 、

人 中心 構成 名余
・ ー 進 。外国人専門家

ー 、「 」
人 意向 尊重 資料 作成

行 。 年段階 作成 着手
。 世銀 合同委員会

全般 合意 年
、 年前 自発的 始

。
、貧困 政策的方向性

示 「 ー Ⅰ」 各論 ー計画 予算
配分 示 「 ー Ⅱ」 構成 、
「 ー Ⅰ」 出来上 。貧困撲滅
生活 質 経済成長 観点 捉

濃度 高 文書 。 ー Ⅱ 計画省
次官（当時、後 大蔵計画省次官）

作成 、作業 進捗管理 行 。貧
困削減 重視 案件 採択 理
由 、開発委員会 事前 ー 利
用 案件 選択基準 話 合
。当初 案件内容 性格 評価 「貧困 ー
ー」 導入 検討 、 多
ー（ ）型案件 方 有利

作業 中断 。
策定 行 契

機 、 大統領 年 再選 際
公約 初等教育 無償化（ ：

）政策 。
準備 「 年道路 ー 」 推進
政府 ー 供給資金 余裕 考

世銀 余 相談 進
、政府 年 ー側、特 世銀 対

ー優先順位 絞 込 資金的 裏付
示 必要 。 年末 筆

者 当時 世銀駐在代表 着任挨拶 行 際
、代表 重点 ー全般 拡充 道路

手一杯 、 支援 余地
述 。 ー

初等教育 質 低下 懸念 声 。
、 年 社会 定着 、

優先 ー 明示 懐疑的
ー 対応 変 。現在 優先 ー

、当時 道路 教育 最優先
明確 考 方 、従

重視 含 。
事実上開始

。 ー側 対応 変
巧 ー ー 開発計画
支 知性 特筆 。

年 月 政府、大蔵計画省 紛失
認 各 ー 供与 資金 返却
措置 取 。日本 食糧増産援助（

Ⅱ ） 積立金 、行方不明
一部 百万 程度 回収 。

政府 腐敗防止 対 真摯 姿勢 事
件 。 政府 賞賛 気運
冷水 浴 、同年 月 対 再侵
攻 。即座 援助額 減少 、

（重債務貧困国）承認 中断
。 、 後 立 直 早 、 年
完了時点（ ） 到達
。

年 ー
年 相当 。 前年

月 決定時点（ ） 到
達 、政府（大統領・首相・閣僚）

完了時点 年 月 設定
。政府側 年 意図表明

進 対 苛立
。 、半年間 近 開発課題

応 工程 短 。
二国間（ ） ー 、 策定 急

側 能力育成 繋
主張 。世銀 対 詳細 計画
策定 時間 行 、完
了時点 到達 条件 付 速 実現

提案 。 世銀 完了時
点 到達期間 柔軟 短縮 考慮 示
。 理由 、 改革努力

PRSP PEAP Poverty

Eradication Action Plan
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PRSP
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の プロセスに していた ドナ
に する などに え これらの が
でウガンダに く を く りあげたい
があったと われる

が した び セクタ に
おいてもあまりにも い に があっ
た セクタ ではコンサルタントが し
た ドラフト はすべての オプションが
われると されており として で

きるものではなかった ドナ がドラフトの
を める は クリアを

した なお この は が
セクタ の のプログラム ち げも

なっていた この のプロセスを ていて
いたのは と のあいだに な

がなかったことである は に
ついてドナ と していたが タイトな
を には えず は クリアで い

ているものと い んでいた
の は っては に わったと

されたが はその も いていたし さ
れた もあった は の
に っており が ぎてからは に
の のコンディショナリティに する
が つようになった に ドナ

は における の を し
に して の を する
を した そして が に

したが これは からは での
であった

この で の の さも
した プロセスはコンサルタントが
したペ パ に とドナ がコメントを け
る で んだ のコンサルタントが
あり これらが レビュ モ

ニタリングや の の
の を け う となっている これ
らの は は コンサルタントが と
して る は タンザニア コンサルタント
が めている はこうしたコンサル
タントないし を てようと してき
た がある コンサルタントは を け
ているドナ の を する には

と える を している しかし こ
のプロセスはもう し の が に う
べきであった

ウガンダと してタンザニアは オ ナ
シップが いが これがドナ の を
する となる にいる が けないた
めに ドナ の え の いが してし
まう って パ トナ シップの は
な になる また ウガンダ は でもの
を るが タンザニア は か て のと
ころがある タンザニア は でも
したと け られる があり スワヒリ

の や で な の
とも して の なモダリ

ティ を しやすい もある これ
らに して する

の きの ハ モナイゼ
ション の が まっている

には カンパラのドナ のあいだ
には に やかな があった に

にドナ が まり テ マを
めて の を き に が

われていた のプロジェクトの や
の につき が められた ときには
の をめぐり が を びることはあっ
たが タンザニアにおけるような はなかっ
た これが に するのかを することは
しいが の の に えてパ ト

ナ シップが のオ ナ シップの を
けた もあるだろう
ウガンダ は の から ち がった

ことから な があり は
でもプロジェクトでも いとの であっ

た ただし は に の
に し を させたがっていた

な では が たる を され
タンザニアと の であっ
たが では が も えた
の は しい の で に をして
おり でのモラルは くなかった に
られた がサ ビス ポイント で に
われたかの が なわれ この

の が に された こうし
た を たので イヤマ ク の

評価、 参加 他 ー
対 配慮 加 、 機関 域内

続 実績 早 作 動機
思 。

筆者 担当 農業及 地方開発 ー
短 調査工程 無理

。農業 ー 作成
月 案 政策

行 記載 、戦略 採用
。 ー 大

幅改訂 求 一方、政府 月 目指
。 、 時期 、日本 農業・地方開

発 ー 日本側 立 上 行
。 時 見 気付

、閣僚 官僚上層部 十分
意思伝達 。官僚 工程

ー側 協議 、 日
程 閣僚 伝 、閣僚 月 動

思 込 。
作業 表立 月 終
、実際 後 続 、残

項目 。政府 準備終了 基本姿勢
立 、 月 過 徐々 大統

領 世銀 対
批判 目立 。 月 二国間 ー

重点項目 完成 強調 、
世銀 対 完了時点 早期到達 慫慂 共
同声明 出 。 完了時点 月 実現

、 決定時点 年間 早期
達成 。

過程 中央省庁内部 能力 弱 判明
。 作成
ー ー 政府 ー 付

形 進 。民間 社程
度 、 公共支出 ー、

生活水準調査等 政府 政策関連
調査業務 請 負 体制 。
業務 通常 欧州 補強
入 以外 、 人

進 。北欧・英国
研究機関 育 支援

経緯 。 、支援 受
ー 事業 批判 等、立場的

中立的 言 側面 有 。 、
少 政府 方 主導的 担

。

比較 若干 ー ー
弱 、 ー間 対立 惹起

要素 。中心 政府 裁
、 ー同士 考 方 違 衝突
。従 、 ー ー 方 不安定

構造 。 、 人 本音
語 、 人 些 建 前主義

。 社会主義 現在 成
功 受 取 部分 （ 語
普及 平和 寛容 社会 実現、等々）、貧

困救済措置 関連 援助 画一的
（様態） 措定 風潮 。
立脚 、後述 北欧諸国、英国、世銀

主導型 援助手続 調和化（ ー ー
） 議論 強 。

年 首都 ー
、非常 和 雰囲気 。月

度世銀事務所 ー 集 、毎回 ー
決 専門家 話 聞 、自由闊達 議論 行

。現状 評価 実施
上 教訓 認識 深 。 援
助 方向性 議論 熱 帯

、 対立
。 何 由来 解明

難 、当時 出席者 性格 加 ー
ー 政府 ー ー 影響 受
部分 。

政府 内戦 壊滅 立 上
実利的 傾向 、援助様態 財政

支援 良 姿勢
。 、大蔵計画省 常 予算 経常赤字
直面 、財政援助 進捗 。

政治的 面 野党 公然 活動 制限 、
同様「半権威主義」 体制

、集会等 女性 男性批判 行 。県
行政官 厳 環境 中 勤勉 仕事
、末端 低 。地方

送 資金 ー ・ 有効
使 調査 行 、 結果県以下
資金管理体制 大幅 見直 。
過程 経 、 ー 方式 財政援

PRSP

PRSP

IMF

PRSP IMF

PRSP

PRSP

6

6

6

6
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1
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助 交付金 県 執行管理 印
象 。

年 再侵攻 地方分権化
ー改革 非常 勇気

展開 続 、各種調査 貧困削減 示
家計調査 肯定的 結果 現

。軍事費 増加 ー側
懸念材料 、 北部・西部
国境沿 交戦 続 、国内避難

民 増 得 認 空気
。 年 予算 軍事費 相当伸
ー側 承知 、 再侵攻
繋 誰 予想 。 、

将軍 一緒 倒 旧友 政権
対 行 。 以降

政権 対 国内民主主義 軍事費 対
風当 強 。
財政援助 対 ー 姿勢 慎重

。 負 （資金
流用性） 議論 。 腐敗
政府 能力不足 理由 財政援助 促進

意見 、資金 軍事費 回
懸念 声 。 開

発援助 成果 限 言 非常 評価 、
腐敗 率直 誤 認 、閣僚
辞任 ー ー 評
価 高 。 、残念 外交軍事
的 領域 政策評価 覆
。

、北欧諸国、英国、世
界銀行、日本 積極的 援助 展開
（ ー 日本 存在感 非常 大 ）。

比較 、新 調査 制度 発
案 ー主導性 強 。 人

重視 物事 決 日
本人 似 。援助 ー 多数派 北欧
諸国 英国 、政府、特 官僚
彼等 意見 同調 。一例 挙 、

政府（特 大蔵省） 援助
、財政援助 望 援助形態 位置

付 、北欧、英国、世銀 支持 。
大蔵大臣 援助 評価
、官僚 圧倒的 財政援

助支持 。
ー ー 、 社会

主義 時代 多 ー 熱心 支援 行
。従 、援助 歴史

長 。特 北欧諸国 関与 伝統的 強 、
北欧 社会民主主義的 傾向 社会主
義 指向 支持 。北欧
諸国 地方 地域総合開発 案件 実施
、政府 対 貧困削減 政策的方向性 整

備 勧 。県単位 地域総合開発 年
代 行 、全国規模 展開

。 政府 望
。 同様、貧困削減 政策的

方向性 以前 相当 取 組
行 。 直弟子
大統領 影響 受 大統

領 、貧困撲滅 当初 重要課題
。

、貧困、非識字、病気 追放 国
策 掲 。 歴史的 経緯 、

前段
開発計画 形成 。両国 ー

ー 基盤 特殊東
的 経緯 存在 。 北欧諸国、英国

重層的 人的関係 交流 関係 。
指導層 ー

大学 教 欧州人 教授 教 受
者 多 、 後留学 交流 含
ー 分離 語 知識層 形成

。 、 欧州 共
通 経済単位 、政治統合 進

際 、 援助手続
調和化 議論 熱 増 。
議論 現在 （ 開発援助委

員会） 進 。
実施国 ー ー 高 、計画・実施段
階 取引 削減 、 ー側
援助手続 可能 限 調和化

趣旨 。 独立
・ ー 形成 、

ー 援助活動 ー 。
議論 推進 、北欧諸国、英国
、財政援助 広 動

呼応 。

にしても として で できる
をもつことができる

のコンゴ のときまでは
にしてもセクタ にしても に づけ
られる が き も を す

や などで な が
われていた の はドナ にとって

であったが ウガンダでは
の いでゲリラとの が き
も えていたのでやむを ず める があっ
た の で が びたことはド
ナ も していたが それがコンゴ
に がるとは も していなかった それは
モブツ を に した のカビラ に
して なわれたものであった これ ムセ

ベニ に する や に す
る たりは いものとなった

に するドナ の もより に
なった いわゆる のファンジビリティ

の である タンザニアでは や
の を として の を

ためらう はあったが が に る
ことを する はなかった ウガンダでは

の に って えば に され
についても に りを めるし を
させるのでパ トナ シップのうえでの

は かった しかし なことに
な での がそれを すことになっ

た

タンザニアにおいても
が に を している

ドナ としての の は に きい
ウガンダと すると しい や の
にしてもドナ が い タンザニア

はコンセンサス に を めるところが
と ている サ クルの は
と であるので に はまず
の に してしまう を げれば

タンザニア に は モダリティ
について を ましい と
け がそれを していた
ムランバ はプロジェクト も し
ていたが レベルになると に

であった
パ トナ シップについては ニエレレ
の から くのドナ が に を

なってきた って の はウガンダよ
りも い に の は に く

の な がアフリカ
を したタンザニアを してきた
は で の を しなが

ら に して の の
を めてきた の は
から なわれてきたが の には

ならないからであった これは も むとこ
ろであった ウガンダ の

については から の り
みが なわれていた ニエレレの である
ムガパ やその を けたムセベニ
にとっては は からの

であった
ニエレレは の を
として げた この な もふまえて
ウガンダやタンザニアにおいては の
にあたる が されてきた のオ
ナ シップの にはこうした アフリカ
な が する それに な

どとの な や が している
タンザニアの もかつてダルエスサラ ム

で えていた の から えを け
た も いし その などの も めて
ヨ ロッパと しては れない が
されている そして その が という
の になり も めるように

なってきた に タンザニアにおける
きの の が を したのである
この は の
やタンザニアにおいて められている
のオ ナ シップを め

での コストを するために ドナ
は きを な り しようという

である タンザニアではこのために モ
ニタリング グル プが され それぞれの
ドナ の をモニタ しようとしている
この を しているのは
であり のモダリティを げる きと
も している

98

/

98

80

HIV AIDS

PRSP

PRSP

EU

DAC OECD

（ ）2 タンザニア

注8
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３ PRSPが する有 課題

これまでオ ナ シップとパ トナ シップ
という の な について して
きたが ではほかの に をあて
ながら の を けたい

タンザニアにおけるセクタ プログラムは
みと の が に

なっている コンサルタント せで
されたセクタ プログラムと に

の な がマッチしていない
セクタ では もしくは のプロジェ
クトについて も ねてストリ ムライン
が なわれた は な の がある
や と べて の が である

ものの それでも の を
も れて なうことは であった これに
し ウガンダ では に
の が く の をセクタ プログ
ラムのコンポ ネントとしてまず けてか
ら に に わせて えていく があっ
た

における セクタ の はウガンダ
が タンザニアが である ウガンダでは
セクタ の が である のなかでも

が とされたが タンザニアでは
そこまで まっていなかった ウガンダは
が まる から を い して
おり セクタ の な の びを
する に れていた セクタ の び

の を によって
していた タンザニアでは の
み

が されてからもパ セント
を なわずに が されていた セク
タ を えるセクタ プログラムの にも
があり ではウガンダは タン

ザニアは のプログラムが していた

レビュ
び は の

であるが にタンザニアにおいて
にリンク アップしていないのが である
は から められ にドラフ

トが し にレビュ が われる
これは の の に するに
はタイミングが すぎるが そもそも に

な として けられている
みは ドナ との で が まった

で の における がなされる ま
た を む の な プロセス
において や の わりは だに

に られたものになっている
における セクタ のユニット コ

ストは までの では が
ど されており の を していな
かった コストは に えば の
によっても なる タンザニアにおいて ミッ
ションが の と セクタ のみが
と の をある できるが の

セクタ ではそうした みができていな
いと したことがあった これには ドナ
から きな がうまれた そもそも の

の から に を す
ればすむものでもない タンザニア におい
ては の が に で そ
もそも の が すぎるという

が された

の え は の
に るが もこの え を している
どのように を するのかは におい
て も が る である ウガンダでは
に を に と のモニ

タリング の が なわれた また
プログラムが していたので

が に き の がモニタリングさ
れることが をもち めている それでも

ではインプット アウトプットまでの
にとどまっている タンザニアにおいて

はウガンダ の が から された
が この は しておらず

も なわれていない
びその であるセクタ プ

ログラムのモニタリングは の に

ー ー ー ー
基軸的 概念 考察

、本章 各論部分 焦点
、両国 比較 続 。

ー・ 、
政策 戦略枠組 行動計画 整合性 課題

。戦略重視、 任
作成 ー・ 、既 稼働
中 様々 行動計画 。農業

ー 、過去 進行中
評価 兼 ー 調

査 行 。農業 膨大 数 事業
保健 教育 比 全体像 把握 容易

、 案件 全貌把握 評価的視点
入 行 困難 。 対
、 （教育、農業） 相対的 政府
関与 強 、既存 事業 ー・

ー 位置付
漸進的 戦略 合 変 傾向
。

重点 ー 数
、 。 重点
ー 焦点 明確 。教育

初等教育 最重要 、
詰 。

始 前 財政枠組書 長 期間作成
、重点 ー 中期的 予算 伸 予

測 作業 慣 。 ー予算 伸
予想 対政府予算、対 比 表示

。 、 中期支出
枠組 （ ：

） 導入 ー 表示
行 予算 積算 。重点
ー 支 ー・ 進展

差 、 年時点 、
完成 。

公共支出 ー（
： ）及 、 構成要

素 、両国特 実質
的 ・ 現状 。

例年 月頃 始 、 月
完成 、 月 ー会合 行 。
月 新年度予算案 提出 反映

遅 、 純粋 公
聴会的 性格 位置付 。予算
枠組 、 ー 協議 大枠 決 後
国会 各委員会 議論 。
、 含 両国 全般的 予算

、立法府 市民社会 関 未
非常 限 。

各 ー ・
、 年 現状 国際単価 殆

援用 、現地 事情 反映
。 厳密 言 、国内 各地域
異 。 世銀
、道路 一部 教育 ー 投

入 成果 関係 程度把握 、他
ー 分析枠組

発言 。 各 ー
大 批判 。 農業 場

合、需給 問題等 単純 作物生産 拡大
。 保健

問題 予想以上 深刻 、
目標設定 楽観的

意見 提出 。

成果主義 考 方 年 新開発戦略
遡 、 考 方 踏襲 。

成果 評価 実施国
最 差 出 部分 。

年 予算局 中心 予算 実施進捗双方
体制 構築作業 行 。 、

地方分権化 進展 、資
金 地域 届 、活動 実施

説得力 始 。
現時点 ― 事
業評価 。

水準 分権化 年 開始
、 年現在 体制 完成 、事業

評価 行 。
及 構成要素 ー・

県政府 活動 依拠

PRSP

PRSP

PRSP

GDP

PRSP

Mid Term Expenditure Framework

MTEF

Public Expenditure

Review PER MTEF PRSP
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HIV AIDS
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（ ） ー・

（ ）

（ ） 評価
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するところが きい ウガンダにおいては さ
まざまな で の ないし プログ
ラムが なわれてきた アウトプットまでは
から み げられた を で し ま

たフィ ドバックすることが かもしれない
タンザニアではル ティンのデ タ び
を がやることになり モニタリ

ング の にあるル ティン デ タ
が りで めたデ タを レベル

で している しかし に より
も の の たしてきた が きく
の に な がある
タンザニアのモニタリング の を
している は のマゴンジャ と

のリ チ
の など であった

からも がメンバ に り
の について していた モニ

タリングと との については がア
ウトカム がアウトプット レベルま
でと されていたが ずしも としての

は についていなかった プロジェクト
の は には を した で
インプットとアウトプットの をある

することが と える プログラムを
こえた の においては も
で セクタ の もあり
の な が なのかどうかが で

われている

の ジョン ペイジ は
された に アフリカに シナリオ

なし とコメントした ミレニアム

の には の が との
もなされているが アフリカ については

そのような はない しかし い
やエイズの などを すれば の
がなければ マイナス になるだろう

こうした で において セクタ
に を くことは なくとも に

は に かわず を めるリス
クがある しかし セクタ が に
すれば に に に くとい

う もありうる この ではウガンダもタン
ザニアも セクタ に と を
している が している
ウガンダの タンザニアの に

を な として している
ものの の ではウガンダの が
の を ち していた ウガンダでは

と が セクタ に すると されて
いた この には ウガンダの として
の があると われる な はケ
ニアのモンバサ かタンザニアからフェリ
で っている この で に しているタ

ンザニアは まれている しかしながら
の セクタ が う のなかでこのよう
な はさほど ではなくなっている

ウガンダでは から が し
うまく にのれば アフリカでの つの
の として えられる セク

タ にせよ
にせよ などから

い として われすぎの はあるが アフ
リカ の ではモデルとなりうる ウガン
ダは の を じて が して

が み でこなせるガバナンスの
を きつつある タンザニアではウ

ガンダに いつけという を めて に
が いついておらず が いている
ムセベニ が した や の

の となった から まで
された ウガンダの には

かなり な がある にブ
ガンダという い が したが の
アミン の とその の の

でそれぞれ が された の
もある このようなウガンダの を まえ

たうえでアフリカの に する を
することが である これに し タンザニ
アはニエレレの を けばより なアフ
リカ に い の
が われるが な が なわれており

する もないと われる
に アフリカの に を き

大 。 、
分野 県 能力構築 強化

行 。 地
方 積 上 情報 中央 分析 、

ー 可能 。
ー ー 収集及 集

計 県政府 、
委員会 下 ー ・ ー 作業

部会 各省庁縦割 集 ー 県
収集 。 、歴史的 「県」
上位 「州」 果 役割 大 、

県 能力 相当 制約 。
委員会 全貌 理

解 人間 大蔵省 次官補
（国連児童基金） ー 次席、

（国連開発計画） 担当者 数名 。
企画調査員 ー 入 、調

査 方向性 議論 。
関係 、前者

以上、後者 ・
整理 、必 体制

整理 十分 。
場合 、一般的 外生要因 特定 上 、

相関関係 程
度把握 可能 言 。

段階 、外生要因 多
数 、 ー間 相互関係 、貧困削減
実績 有効 評価 可能 各国
問 。

世銀 担当局長 ・ 氏 、
年訪日 際 「 成長
」 。 開発目標

（ ： ）
達成 、 年間 ％成長 必要 試

算 、 一般
展望 。 、高 人口成長
影響 考慮 、 ％ 成

長 実質 成長 。
状況 社会 ー予

算 力点 置 、少 短中期的
成長軌道 向 援助依存度 高

。 、社会 ー 本来的 機
能 、漸進的 貧困削減 有効 働

主張 。 点
社会 ー、特 教育 保健 重視
点 共通 。

、 共
経済成長 基本的 方向性 重視

、初期 時点 方 成長重
視 姿勢 打 出 。 道路
農業 生産 ー 直結 理解
。 背景 、 内陸国

制約事情 思 。主要 物資
港 ー経

由 入 。 意味 海 面
恵 。 、

重点 ー 出揃 過程
対比 鮮明 。

以前 存在 、
今後 軌道 、
能力構築 成功例 考 。教育
ー改革 、貧困行動基金（

： ） 、世銀
良 例 扱 傾向 、

全体 中 。
年代 改革 通 分権化 進展 財

政管理 進 、自分達
基盤 築 。他方、

追 面 含 課題 能力
追 、挑戦 続 。

大統領 登場 経緯 、現在 地
方自治制度 基盤 中央 末端 構
築 「革命」組織等、 成功

特殊 側面 。植民地時代以前
高 文化 存在 、 年代

政権時代 抑圧 後 年代前半
内戦 万人以上 殺戮 負 遺
産 。 背景 踏

対 教訓 抽出
重要 。 対 、

伝統 除 標準的
実施国 近 。今後 援助吸収能力

問 、様々 改革 行 、
悲観 必要 思 。
最後 、 現場 身 置 、

PRSP

UNICEF UNDP

JICA
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PER
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Millennium Development Goals MDGs
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の に わった から わられる
へのアドバイスをあげるとすれば テクニカ

ル タ ムとかにはあまり せずに
の なプリンシプルについて の で
する を うことが である ずは

それぞれの で からの の れやパ
タ ンがあるので この れを けて
に る うことが められる ただし この

プロセス が かつオ プンなものであ
るので をかけて する を い
がそれぞれのテ マをどう うか サ

クルのなかで かつ なものがあればそれ
を することが になると えられる

なお は の であって
の する を する ではな
いことを し える

援助協調 関 者 今後関 方
々 、
・ ー 拘泥 、
根本的 自分 目 判

断 習慣 養 必要 。先 、
国 従来 援助協調 流

ー 、一応 流 受 社交
的 振 舞 求 。 、

自体 試行的 ー
、時間 観察 目 養 、自分

自身 ー 思 、援助 ー
明確 有益

発言 貢献 考 。

、本稿 筆者個人 見解 、筆者
属 国際協力事業団 代表 見解

申 添 。

PRSP

注 ー ー 、 ー ー 同様、

世銀 包括的開発枠組 （

： ） 提唱

基本理念 、途上国主導

表 言葉 。 ー ー 関連

、 ー ー 主導 （

） 言 。

注 完了時点、決定時点 （

：重債務貧困国）救

済 表 。第一段階

最初 年間 構造調整 進

展 、 最後 既存 債務救済措置 行

自律的 成長 分

析 。 決定時点 、既存 措置

不足 場合 第二段階 入 。次 、決定

時点 課 課題 段

階 債務国 実績 調査 問題

完了時点 入 、新 大規模 債務救済

実施 。

注 ー ー 基本理念

、多 関係者 自分自

身 捉 実効性 増 期

待 。 ー ー 同様、

（ ： ）

第 章 理念 説明 。

注 制度上 民主主義 確保 、他方

政権自体 交代 可能性 突 付

自由 選挙 事実上阻止 体制

定義 （斉藤 ）。

注 援助物資 資金 最終的 消費 、

発生 場所。

注 社会 ー 支出 地方 ー

・ 届 調査 行

、政府 抜本的 対策 結果改善

事例 （

）。

注 ー 方式 、財政援助 使途 ー

指定 場合。指定 場合 、

ー 。

注 （ ：欧州連合） 行政府

自体 単一 ー 、 加盟国政府

援助政策 共通化 図 、財政援助

熱心 。 消極派

、自 対 最大級 拠出国

強調 。

注 ー・ 、参加 ー

ー政策 戦略等 共有 、実施国 ー ー

ー ー 行 。

同様 成立以前 存在 、 世

銀内部 留 概念 、 公共

政策体系 重点 ー 形成

期待 。

注 、当事国 公共支出管理能力 評価

行 過去 年 定期的 ー

、 ー 貧困削減 関 政策

対話 戦略 見直 行 。 、実

施国 今後 年 財政 基本計画 経済

分析 。 予算管理 透明性

ー 評価 視点 予算作成能力

向上 目指 。

注 計画 予算作成 各 ー 基本的

単価 国際入札価格 実績 使

傾向 、途上国 国内 調達

ー 価格 政府 調査 、

積算 。

注 具体化 債

務返済 不要 資金（政府、 ー）

新規拠出 行 一般予算 特化

基金 。 貧困削減 財

政援助 受 皿 。重点 ー 対象

、基本的 地方政府 対 供給

。

１

２

３

４

５

６

７

８

９

オ ナ シップは パ トナ シップと

が み

を した

ときからの の つであり

を す である パ トナ シップとの

では オ ナ シップが したもの

であるべきと われる

ともに

イニシアティヴのステップを す

となる の に プログラムを

させ その に の を な

うのみで に していけるかどうかが

される これが であり の

では の は に る に

で したさまざまな がクリアされた

で としての も され がなけ

れば に り しい な

が される

パ トナ シップも からの で

あるが くの が や を

のものとして えることで が すと

されている オ ナ シップ

に についての がある

の を しているが で

が させられる を き ける

ような な を している と

いう がある

や が に される つま

りアウトプットが する

ウガンダでは セクタ の が のサ

ビス ポイントに いていないという が

なわれ が な をとった

された があった

など

イヤマ ク とは の をドナ

が する しない は ノンイヤ

マ クという

は

が のドナ であり かつ の

の を っており にも

である このなかでフランスなどの

も らが に する の である

ことを する

セクタ プログラムは ドナ がセク

タ や を し のオ ナ

シップとパ トナ シップのもとに なわれる

の から し また

に まる でもないが の

の セクタ において されるこ

とが されている

は の の の

ために なわれる の なレビュ

であり これをベ スに に する

や の しが える は

の の の とマクロ

である これにより の とパ

フォ マンス の からの の

が されている

や のうえで セクタ の

なアイテムの は の が わ

れる があったが の で でき

るアイテムはそのロ カル を が し

すべきである

は を するために で

が になった ドナ や

を なうために のなかに

された である いわば のための

の け である セクタ を と

しており に に して され

る
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ドナ の から バングラデシュのー協調 現場 事例／
バングラデシュ ネットワ クとバングラデシュ モデル開発援助 ー ・

岡崎 克彦 国際協力銀行 開発第 部 第 班 課長

（ ） 駐在時代 経験

（ ） ー 形成 背景 必要性

2 3

1

2

１ バングラデシュ ネット
ワ ク の

開発援助
ー 発足 経緯

ワシントン の

ネットワ ク の と

筆者 、 年 月 年 月 、米国
・ （ ） 勤務 機
会 得 、 約 年半 国際金融機関
方 問 続 時期 。赴任当初
、 通貨危機 見舞 国々 対

支援 我 国政府 打 出 「新宮沢構
想」 具体化 向 世界銀行（世銀）・国際
通貨基金（ ） 調整 追 、通貨
危機 、 国々 伝染
（ ） 中 、
共和党議員 共和党系 中心 世
銀・ 支援策 対 、特

有効性 対 激 批判 展開
。 世銀・ 対

批判 激 増 、春 秋
開催 一連 国際金融会議 隊 抗議
活動 標的 。

批判 対 世銀・ 手 拱
。 年代 行 先進

国首脳会議 国連 一連 会議 議論
、国際社会 取 組 達成目標

国際開発目標（
： ） 策定 、 年 月

国連総会 開発目標
（ ： ）
採択 、 動 踏 世銀

・ 活動 第一 目標 貧困削減 据
。 年 月、世銀・ 主要

関係国 構成 「開発・暫定委員会」
、重債務貧困国（
： ） 全 融資対

象国 対 貧困削減 融資供与 目的
貧困削減戦略 ー ー（

： ） 作成 要請
、世銀・ 各国政府 助言 通

作成 支援 。
、各国政府 努力 世銀

・ 助言 、実施
。 参加型 政策対話

重要性 強調 、政策対話 参加
ー ー ー

想定 。従来 我 国 対
外援助 現場 、援助相手国 対 世銀・

含 他 ー 支援方針 確認 、
筆者 勤務 国際協力銀行（ ）

国際金融機関 協調融資 供与 際 援
助相手国 経済政策 融資対象 特
定 ー 政策 妥当性 確認

、援助相手国 長期計画 策定自
体 主体的 参画 ー 稀

。 意味
我 国 対外援助政策 方 新 課題
突 付 。

年 月 本店 戻 、 、
、 向 円借款業務 担当

、 立場 身 置
改 認識 。 一 、

国 対 我 国 ー
、資金規模 見 国際金融

機関 含 最大級 援助機関 以上、我
国 、 各国 進

無視 援助 行 許
。 一 、長引 我 国

経済 低迷 政府開発援助（ ） 巡 不
祥事 影響等 受 、我 国 対外援助
方 対 国民 厳 目 向 、支

援規模 実施方法等 見直 機運
考 以上 高

は より まで
ワシントン ワシントン で する
を たが この は のあ

り が われ けた でもあった
は アジア に われた に する

として が が ち した
の に けて

との に われたが
がロシア ブラジルといった に

していく で ワシントンでは
や シンクタンクを に

による に して に プロ
グラムの に して しい が され
るようになった また に する
の も しさを し と にワシントンで

される の はデモ の
の となった

こうした に して が を い
ていたわけではない に われた

や の の における を
もとに が り むべき とし
て

が され さらに
の においてミレニアム

が されたが そうした きを まえて
も の の を に える

ようになった の
から される に

おいて
および ての

に して と を と
した ペ パ

の が される
と は への を じて

の を することとなった
のプロセスは の と
の によってのみ されるもので

はない このプロセスでは の の
が されているが に す

べきプレイヤ としてあらゆるステ クホルダ
が されているのである の が の

の では に する
を む のドナ の を する

あるいは の する
が との を する に

のマクロ や となる
セクタ の の を するというこ

とはあったが の の
に に していくというケ スは で

あった その において のプロセスは
が の のあり に たな を
き けるものであったといえよう

に に り スリランカ バン
グラデシュ モンゴル け を す
ることとなったが そうした に を いて
めて したことがあった その つは い

ずれの に しても が はバイのトップドナ
であり から れば が

を めて の である
が が あるいは が で む のプ
ロセスを した を うことは されない
ということ そしてもう つは く が

の や を る
の を けて が の のあ

り に して から しい が けられ
や を すべきとする が

ワシントンで えていた に まっていたと
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いうことである
する ヶ の では に として

の であるバングラデシュ
け の に たって の の に
とされる なアプロ チのあり を

すべきとの が が のバングラデシュ
の で まっていた バングラデシュ
は の に したばかりであった

が が としても リソ スの を
ることができれば バングラデシュの
におけるアップストリ ムの から

に することが となり より な
を うことができるのではないかという
である また が の や も

バングラデシュに する において
な を げていながら や

といった と
の が ではないといった を い
ていた さらにはバングラデシュに してい
る もインフラストラクチャ の や

の といった に して
いた
こうした を けて

との に
を し から を うことがで

きるようなネットワ クを することができ
れば それぞれの を ぶだけでも があ
り さらに で をまとめることがで
きれば えば のプロセスに しても
なインプットが となるのではないかと

えるようになった より に
をかけ め に を し そ
の で バングラデシュ ネットワ ク
として して していくことが された
のである

に する に いた に
はネットワ クの として が されてい
る が の の の つとして

が されるが で えば この み

が したものは が の に に し
しているバングラデシュ け に

わる プレイヤ のネットワ クを す
る つまり や ドナ と かい
う に の の を るという
ことにあった

バングラデシュの
に し が の バングラデシュ

に わる プレイヤ で
を う
をベ スとして バングラデシュ

の な
ガバナンスの について を
する
を まえ にあるバング

ラデシュの を で し
での に してオ ル ジャパンと

しての をフィ ドバックする
を まえ の バング

ラデシュ に わる プレイヤ
がそれぞれ を い どのように

していくべきかを し の
バングラデシュ に けてオ ル ジャ
パンによるアクション プランを す
る

の は でナレッジ
シェアリングを う その にアッ
プ デイトされた を し えば
ドナ むロ カルドナ

が として しなくてはいけ
ないときに に するネットワ ク
の を とする

こうした の が を め

アジア
アジア
バングラデシュ

の
を て を した

バングラデシュでは に
が され が したが

。
担当 三 国 中 特 最貧国 唯

一 年次円借款供与国
向 援助 検討 当 、援助 質 向上
必要 包括的 ー 方 検
討 意見 我 国 関
係者 間 高 。当時、
政府 策定 着手
、我 国 援助 ー 有効活用

図 、 開発問
題 ー 議論 積極的
参加 可能 、 効果的 支

援 行 問題
意識 。 我 国 研究者等

対 開発援助 着実
実績 上 、政府 国際協力事業

団（ ）、 対外援助実施機関
連携 十分 問題意識 抱

。 進出
本邦企業 ー 不備

外資受入制度 未整備 問題 直面
。

状況 受 、政府、対外援助実施
機関、 、研究者、本邦企業等 間 情
報 共有 、日頃 意見交換 行

ー 形成
、 経験 学 意味

、 参加者間 意見
、例 対 有

効 可能 考
。 年 月 関係者 声

始 、 月 第 回勉強会 開催 、
場 「 開発援助 ー 」

継続 活動 決定
。

当時、関係者 対 説明 用 企画書
ー 目的 以下 記

。我 国 援助 課題 一 「援助協
調」 指摘 、一言 言 、 試

目指 、我 国 国内 既 存在 、
活動 向 開発援助 関

主要 ー間 ー 形成
、 、援助相手国 他 ー 向 合
前 日本国内 援助体制 協調 図

。

（ ） 政治・経済・社会情勢
関 、我 国 対 開発

援助 関 主要 ー間 情報交
換 行 。

（ ） （ ） ー 、
主要 開発目的（経済成長、貧困削減、

改善等） 論点 整
理 。

（ ） （ ） 踏 、策定段階
関係者 検討 、現

場 議論 対 ー ・
意見 ー 。

（ ） （ ）～（ ） 踏 、日本 対
開発援助 関 主要 ー
何 行 、 協調・

協働 議論 、今後 対
支援 向 ー ・

・ 策定
。

（ ） 議論 過程・成果 参加者間
・ 行 。 際、常
・ 情報 共有 、例
ー会合（含 ー ー会合）

等我 国 「発信」
有効 稼動 ー

形成 目標 。

目的 下、 事務局 務 、
政府（外務省、財務省、経済産業省）、 、
日本貿易振興会 経済研究所、世銀（東京
事務所）、 （ 大洋州地域事務所）、

（ 団体）、日本 経済委員
会（事務局：日本・東京商工会議所国際部）
参加 得 活動 開始 。

年 月 第 回総選
挙 実施 、政権 交代 、第 回勉強

注4
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NGO

JICA JBIC

NGO

PRSP

PRSP
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IMF

NGO
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２ バングラデシュ ネット
ワ クの と

開発援助
ー 目的 成果

（ ） 開発援助 ー 目的

（ ） 活動内容 成果
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これまでの と

À
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会 日本貿易振興会 経済研究所村山研
究員 講師 迎 「総選挙後 政局、 政
権 経済・社会政策」 ー 。以降、

年 月 以下 全 回 勉強会 開
催 。

第 回（ 年 月 日）
「総選挙後 政局、 政権 経済・社会
政策」

講師：日本貿易振興会 経済研究所村
山研究員

第 回（ 年 月 日）
「 経済状況 債務
負担能力」
講師： 国際審査部仁科次長（当時）、

同総務部国際交流課根岸課長（当時）
第 回（ 年 月 日）
「貧困削減戦略 ー ー（ ） 何
？」

講師： 大洋州事務所斉藤所長
（当時）

第 回（ 年 月 日）
「 作成 現段階
私 関 方」

講師：日本貿易振興会 経済研究所開
発 ー 山形准教授、 開発
第 部第 班岡崎課長（筆者）

第 回（ 年 月 日）
「 ：教育 ー 概要」
講師： 開発 ー部吉田参事役

第 回（ 年 月 日）
「 概要」
講師： 事務所岡企画

調査員
第 回（ 年 月 日）
「我 国 支援 現状 課
題」

講師：在 日本大使館前田参
事官

本 ー 目的 一
、勉強会

強 意識 。第 回勉強会
大洋州事務所 斉藤所長（当時）

迎 、 何
詳 解説 。政権交代 影響

政府 対 取
組 遅 気味 、 年 月 ～
日 世銀・ 支援 得
首都 「 ー」 開催
。 ー 政府関係者

ー ー
代表 聞 手 、国際機関 周辺国
担当者 ー ・ ー 迎
。筆者 ー ・ ー 一人
ー 招聘 、「貧困削減
ー 役割」 ー 報告 行 。

ー ー 日本貿易振
興会 経済研究所開発 ー 山形准教授

ー 参加 、第 回勉強
会 ー 模様 報告 。
年 月、 政府 「

」 題 版
（第一稿） 発表 、第 回勉

強会 内容 報告 資金協力連携促進
（ ー含 ）

派遣 岡 企画調査員
願 。 勉強会 並行 ー
参加者間 「

」 分析 、
年 月 ー

在 日本大使館（大使館） 送付
。大使館 事務所 共同

別途 作成 、各分野 活躍
専門家 意見 我 国政府 関係省庁 意見等

作業 行 、
ー 取 入 、

政府 提出、 幅広 「 ー
・ 」 行 。

「我 国 国内 既 存在 、活動
向 開発援助 関 主要

ー間 ー 形成 」
「 開発援助 ー 」 第
一 目的 。東京圏 限

、 ー 形成 、課題
維持 情報発信 移 。次
、特 東京圏以外 活動 続
研究者、本邦企業 ー 形成

では アジア
を に えて の ジア

の をテ マとした
まで のとおり の を

した

の ジア の

アジア

バングラデシュのマクロ と

ペ パ とは
か

アジア

バングラデシュの の と
たちの わり

アジア
スク ル

バングラデシュ セクタ の
セクタ

バングラデシュ ドラフトの
バングラデシュ

が のバングラデシュ の と

バングラデシュ

ネットワ クの の つに のプロ
セスへのインプットがあったが でもそ
のことは く されている で
は アジア の
をお えし そもそも とは かについて
しく していただいた の も

あってバングラデシュ の に する
り みは れ であったが
には の を てバングラデシュ

の ダッカで セミナ が され
た このセミナ はバングラデシュ
やバングラデシュにおけるステ クホルダ の

を き とし や の
をリソ ス パ ソンに えたものであっ

た もリソ ス パ ソンの としてセ
ミナ に され とインフラスト
ラクチャ の をテ マに を った
またネットワ クのメンバ である

アジア スク ル
にもセミナ に していただき
でセミナ の を していただいた

バングラデシュ は

と するバングラデシュ
のドラフト を したが

ではその の を
のフォロ む のためにバングラデ

シュに されている にお
いした また と してネットワ ク

の で
を し

にネットワ クとしてのコメントを
バングラデシュ に

した は および と
で コメントを し で する

の や が の の
をとりまとめる を っていたが このコメ
ントにネットワ クのコメントも り れ バ
ングラデシュ に より い オ ル
ジャパン としてのインプットを った

が の に に し している
バングラデシュ け に わる プレ
イヤ のネットワ クを する ことが
バングラデシュ ネットワ ク の
の であった に られたものでは

あるが ネットワ クは され はその
と に っている のステップと

して に で を けている
や とのネットワ クの を
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迫 、 方法
立 上 等 検討 。 後述

展開 様々 活動
連携 大 課題 。

多 。

我 国
活発 活動 、我 国政府 援助関係

者 間 自然発生的 勉強会等 開催
、 年 月 我 国・

双方 大使館、 事務所
事務所 間 「 ー」 開
催 動 。 動
受 、 年初 、 活

動 我 国援助関係者 間 「
開発援助勉強会」 開催 。 勉強
会 、大使館、 事務所、
専門家、我 国 関係者、本邦企業関係
者、国際機関 勤務 日本人職員等 ー

、 毎月、大使館 開催
（勉強会 、 援助協調等、 時

々 関心事項 報告、議論 行
、「 ・ 」（ （ ）参照）
下 作成 最重点 ー・
重点 ー 現状 課題 報告等
行 ）。

、 年半 頃 、大使館、
事務所 三者間 、「

・ 」 通称 協力体制 徐々 構築
。「 ・ 」

、大使館、 事務所 、政策、
実施 両面 可能 限 共同 、 限

ー （特 人的資源） 有効活用
、 一貫性、一体性 高 援助 実

施 目指 試 、「選択、集中、連携」
ー・ ー 、以下 取 組

行 。

「選択」：我 国政府 国別援
助計画 対 援助
実績、 政府 開発計
画、他 援助国・機関 活動状況等
勘案 、我 国援助
最重点 ー（①教育、②保

健、③農村開発、④砒素汚染対策、
⑤電力） 重点 ー（①
運輸、②通信・ （

：
情報通信技術）、③環境、④民間

ー開発、⑤ 、⑥災害対策）
選択。

「集中」：援助 効果、効率 高 、援
助 投入、担当官 配置、援助協調
等 関 最重点・重点 ー
ー 集中。 、各最重点・

重点 ー ー・ ー
ー 設置 当該 ー

関 知見 共有 組織的 蓄積
図 。特 、最重点 ー

我 国援助 化
図 、援助 一貫性、一体性 高
。 最重点 ー・
、今後 年間程度 念頭 、①

当該 ー 優先課題 分析、②
当該 ー 我 国援助
基本方針及 主要分野、③当該
ー 現在実施中 今後

実施 検討 案件 概要 示
。 ー ・

、毎年 月頃（新規案件要望調
査 前） 改訂 。

「連携」：大使館、 事務所
三者 ー・ ー ー

組織横断的 担当者 配置。
、 政府 協議 、
、 援

助協調等 三者合同 対応。 、
「 開発援助勉強会」
通 我 国 、企業 連

携、連絡 強化。

「 ・ 」 構築 、

られており そのための としてウェブサ
イトの ち げ を している また す
るバングラデシュで されている な
との も きな である まだまだやるべ
きことは い

もともとバングラデシュでは が の
が に しており が の
との で に が されて

いたが には が バングラデシュ
の と および
との で セミナ が

されるといった きがあった こうした き
を け めから バングラデシュで
する が の で バングラデシュ

が されている この
は および

が の
に する をメンバ

とし ほぼ において されてい
る では や その
の について が われるほ

か バングラデシュ モデル
の で される セクタ プログラム
や セクタ の と についての
が われている

さらに ば から
および の で バングラデシュ
モデル と される が に

されてきている バングラデシュ モデル
は および が

の で な り し かつ られた
リソ ス に を すること
によって より の い の
を す みであり

をキ ワ ドとして のような り み

を っている

が のバングラデシュ
および バングラデシュ
バングラデシュ の
の の

を して が における
つの セクタ

と つの セクタ

セ
クタ
を

の を めるため
の の
に し セクタ にリ

ソ スを さらに
セクタ にセクタ ワ キン

ググル プを して セクタ
に する の と な
を る に セクタ にお
いては が のプログラム を
り の を め

る この セクタ プログラ
ムは を に

セクタ の の
セクタ における が の

び セク
タ において ないし

を する の を すも
のとする ロ リング プログラム
とし
の に する

および の
よりセクタ ワ キンググル

プに に を ま
た バングラデシュ との や

をはじめとする
に で さらに

バングラデシュ
を じ が の との

を

バングラデシュ モデル の により

３ バングラデシュにおける
バングラデシュ モデル

活動
（ ・ ）

（ ） 開発援助勉強会

（ ）大使館、 、 協力体制 構築
（「 ・ 」）

1

2

バングラデシュ

の の
バングラデシュ モデル
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現在 定期的 開催 全体 ー
別 ー会合 対応 、 大使館、

事務所 共同 分担 行
、半年毎 行 政府

現地 協議 三者合同 行 、
我 国 派遣 各種 等 対

可能 限 合同 対応 。 、
ー・ ー ー 、各々
活動内容 、 最

重点 ー 、 年 月 ー
・ 作成 完了、 年 月 開催

政府 現地 協
議 、本
政府 対 説明 、 内容 沿
案件形成 協力 求 。

対外援助 我 国 「強 」 何 。
筆者 無償資金協力 技術協力、 有
償資金協力 ー 豊富
考 。 ー 豊富 故 被援助国

視野 入 援助戦
略 策定 可能 。 「強 」
活 、組織 枠 越 、「 ー ・

」 意見 集約 、発信 、被援
助国 他 ー 議論 何 求

。我 国援助 質
向上 向 、「 開発援助

ー 」 「 ・ 」 取
組 一 事例 参考 幸
。

（文中、意見 亘 部分 筆者 個人的見解
、筆者 属 組織 見解 代表

。）

では に される およびセクタ
ドナ への は すべて
および の ないし で われ
ており に われるバングラデシュ
との レベルの も で い また
が から される ミッション に し

ても な り で している また セ
クタ ワ キンググル プについても
の にばらつきはあるものの つの
セクタ については にセクタ
プログラムの を に

されたバングラデシュ との レベルの
においては プログラムをバングラデシュ
に して し プログラムの に っ

た への を めた

における が の み は か
は から さらには

といったメニュ の さにあると
える メニュ が であるが に

のミクロからマクロまでを に れた
の が となるはずである その み
を かすために の を え オ ル
ジャパン として を し し

や ドナ と していくことが より
められているのではないか が の の

に けて バングラデシュ ネッ
トワ ク や バングラデシュ モデル の
り みが つの として になれば いで
ある

に る は の
であり の する の を するも
のではない

JICA

JBIC

5

2002 10

2003 1

４ 終わりに

注 年 月、我 国政府 通貨危機 見舞

諸国 経済困難 克服 支援 、国

際金融資本市場 安定化 図 、 諸

国 実体経済回復 中長期 資金支援

億 、 諸国 経済改革 推

進 過程 短期 資金需要 生 場合

備 億 、合 全体 億

規模 資金支援 ー 用意

発表 。（財務省 ー ー ）

注 年 月 国連総会 国 国家

元首 支持 得 採択 開発目標。具体的

、極度 貧困 飢餓 撲滅、初等教育 完

全普及、 ー 平等、女性 ー

、子供 死亡率 削減、妊産婦 健康

改善、 、 等 疾病 蔓延

防止、持続可能 環境作 、 成 。（世界

銀行東京事務所「 開発目標 」

）

注 （国

際開発協会） 略称。開発途上国 経済開発

促進 譲許的条件 開発資金 融資

機関。第 世銀 。 （国際

復興開発銀行） 一 機関（「世界銀

行」） 運営 。（国際協力銀行「国際

協力便覧 」 ）

注 国際協力銀行 供与 円借款 関 、被援

助国 要請 円借款供与 検討 毎

年度行 国。

注 ー ー （

） 略称。援助国間 援助 重複

援助国 人材・財源 非効率的利用、被援助国

開発計画 整合性 不足等 問題 解決

、被援助国 中心 各 ー 開

発計画 作成、被援助国・ ー間 同計画

吟味 、同計画 従 調整 行 上 援助

行 開発 ー 。（外務省 ー

ー ）
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が が に わ

れたアジア の の を し

の を るため アジア

の のための の と

して ドル これらの が を

していく で の が じた

の えとして ドル わせて で

ドル の スキ ムを することを

したもの ホ ムペ ジより

の において カ の

の を て された

には の と の の

ジェンダ の のエンパワ

メント の の の の

エイズ マラリア の の

な り から る

ミレニアム について

より

の の を

するために で を す

る ともいう は

とともに つの

として される

より

が する に し

からの があれば の を

う

セクタ ワイドアプロ チ

の の の や

の の

の との の の を す

べく が となって セクタ の

を ドナ で を

し に って を った で

を うという アプロ チ ホ ム

ペ ジより

HIV

International Development Association

IDA IBRD

Sector Wide

Approach

――――― 注 ―――――
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ドナ の から タンザニアの
その
ー協調 現場

事例
／

１
援助協調関与 利害 対応戦略の と

花谷 厚 国際協力事業団 職員

（ ） 援助協調 場 利害関係

はじめに

と

本稿 農業 ー
援助協調 一端 、 ー ー
ー ー 務 筆者 視点 報告
通 、

国 ー 援助協調 ー ー
ー ー ー 役割 務
意義 改 振 返
、 場 国関与 方

考 。

最初 若干 背景説明 問題意識 示
。

英語圏 ー （以
下 ） ー 比較的早期 唱導

、 年代 通 保健 教育 ー
中心 策定・実施 目指 積極

的 援助協調 行 。
理論的背景 、当該 ー 開発

目標・戦略・介入内容 政府 ー 共有
、政府 ー 資源利用効

率 最大化 意図 、 過
程 開発目標・戦略・介入内容、

実施体制・ 政府 ー
間、 ー間 継続的 利害
対立 発生 。理想的 政府 主体的関与
下（＝ ー ー ）、政府・ ー双方
対等 立場 協議 通 （＝ ー ー

）資源統合化 通 開発成果 効果的

・効率的発現・達成 意図
、 過程 関与主体

次 利益 最大化 図 。

＜政府― ー間＞
・政府：政策変更 含 ー側干渉 排除

政府 自立性保持
獲得可能援助資源 最大化

・ ー：集団化 通 被援助国政府 政
策変更 含 影響力 行使
相手国政府 個別的貢献認知
獲得 増大化

＜ ー間＞
・ ー ー 協力的構成員

集団的認知 確保
・他 ー 対 優越性 影
響力 保持

援助協調 場 被援助国
政府 、 ー 自立性 侵害 最小限
抑 、援助資源規模 最大化 企図
。 一方 ー側 、 ー

間 要求 一本化 通 政府 対
強 集団的圧力 利益 見
一方 （集団的利益）、個別的 政府

側 認知 得 考 （個別的利
益）。 ー間 、 ー ー

集団 協調的構成員 自
己 ー 発現・定着 追及 、他者
対 優越性 確保 、影響力 行使
望 。 援助協調 場
、政府― ー間 、 ー間 、
利害追求戦略 常 複層的 、「万人

万人 闘争」状態 存在 。

ではタンザニアの セクタ における
プロセスの を セクタ コ ディ

ネ タ を める の から すること
を じ アフリカのコンテクストにおいてわが
がセクタ プログラムの のリ ダ
コ ディネ タ としての を めること

の について めて り ってみるととも
に そのような におけるわが のあり
について えてみたい

に の と を してお
く

アフリカではセクタ プログラム
によるアプロ チが に

されたため を じて や セクタ
を として の を した
な が われてきた
の には セクタ の

を とドナ が す
ることにより およびドナ の
を しようとする があるが この
において さらに

はその プロセスについて とドナ
ならびにドナ において な の
が する には の

の オ ナ シップ ドナ
の な での を じて パ トナ
シップ を じた の

を する ではあって
も その においてはそれぞれの が
の の を ろうとする

ドナ
を むドナ の と

としての
の

ドナ を じた への
を む の

からの の
とその

ドナ
ドナ グル プにおける である
という の
ドナ に する および ないしは
の

をめぐる の において
は ドナ からの への を

に えつつ の を し
ている その でドナ においては ドナ
で を することを じて に し

てより い をかけることに を
いだす で にも
からの を たいと えている
またドナ においては ドナ グル

プという における としての
イメ ジの を しつつ に
する を し を したいと
んでいる このように の において

は ドナ であれ ドナ であれ
その は に であり
の による が する

／

／

注

注 注

1

2 3

１ 背景 問題意識

1 SP の における

SP

SP

SP

SP

SP

90
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（ ）日本 ー ー ー ー
ー 関与

（ ）問題意識

2

3

による のリ ダ コ ディネ
タ としての

SP ／

このように な の する を
するためにはリ ダ なりコ ディネ

タ が である これは となる
ドナ の で を する

においても となるドナ での
をまとめる においても な

である これまで くの の くのセクタ で
な がこの を めてきたと わ

れるが が アフリカ ケニア ウガ
ンダ タンザニア における を する
りにおいては まかにいってリ ダ コ
ディネ タ を めてきた は の タイ
プに できるのではないかと われる

セクタ インベストメント プログラム
の として の として

セクタ
として として

やバスケット ファンド
の として イギリス

さて は から の を
けてタンザニアの セクタ で われる
セクタ プログラム

の
を とした プロセスにおいてリ

ダ コ ディネ タ として してきた
アジアは としてアフリカの セクタ にお
いて が のリ ダ コ ディネ
タ を めるのはおそらく に がないであろ
う なぜならば にセクタ のリ ダ コ
ディネ タ として ドナ によって め
られる あくまでも の は の
きものであるため をその モダリティ
の までをも めたその におい
て していない が のパタ ンによ
りリ ダ コ ディネ タ の に くこと
は が しなかったからである もちろ
んタンザニアの セクタ における の
も である しかるになぜ この に い

ているのか
がタンザニアの セクタ でリ ダ

コ ディネ タ を めているのは その
は として で えば の
する

プロセスの
で を る の に した と なく
とも ではそう えられた
モダリティ に するためである

を としつつ その とし
て アフリカの に の
が していたタンザニア における

セクタ の のリ ドをとることを じ
て のプレゼンス を り もっ
てプロジェクト の を し その

を することを しているのである
き めて えば のリ ダ コ ディ

ネ タ を めつつも そこには の
に して わが の の
が する いわば の ドナ

に する の を の とした
しい の リ ダ コ ディネ タ であ
る

は までのところ の
によりこの な は されており

においてはその モダリティをバスケッ
ト ファンドに することなく その ド
ナ の という で な を
めている これには の がある

が の プレイヤ であると
められており った モダリティに
する に を たせることができた

こと
のドラフト において モダ

リティに する が された に
がアドバイザ として することができた
こと

セクタ の きな を める
アフリカ

といった がいずれも
バスケット ファンドへの が
であり ギャップを めるためにはこ

複雑 関係 存在 援助協調
推進 ー ー ー ー
ー 必要 。 一対多関係

政府― ー間交渉 中 窓口 一本化 意
味 、多対多関係 ー間
議論 議長機能 重要 役割

。 多 国 多 ー
様々 国・機関 役割 務 思

、筆者 東 諸国（ 、
、 ） 状況 管見 限

、大 ー ー ー
ー ー役 務 主体 次

区別 思 。

①世銀： （
： ー・ ・ ）
実施者 、 理論的唱導者 。

② （世界保健機関）、 （国連食糧農
業機関）等国連系機関：当該 ー専門機
関 、中立的仲介者 。

③二国間援助国： ・
積極的唱導者 （ （ 国

際開発援助庁）等）。

、筆者 年 月 前任者 後 受
農業 ー 行 農業

ー （
： ） 策定・

実施 目的 援助協調 ー
ー ー ー ー 関与 。

別 特定 ー
日本 援助協調 ー ー ー ー

ー 務 他 例
。 一般 ー ー ー ー

ー ー 政府・ ー 認
（ 実績上 ）要件 上述 如

、 援助
側面 含 純粋理念型
支持 日本 上記③ ー
ー ー ー ー ー 役 就

必然性 存在 。
農業 ー 日本 立

場 同様 。 今 役 就

？
日本 農業 ー ー ー
ー ー ー 務 、 経

緯 別 、一言 言 年来世銀 主
導 （

：貧困削減戦略文書）策定 中
援助 巡 議論 表面 登場 （ 少
日本 捉 ）財政支援論・援

助 統一論 対抗 。右
究極的目標 、 一戦術的展開
、 一国（特 援助協調 議論・実

践 先鋭化 ） 特定
ー 援助調整 ー 通

日本 ・影響力拡大 図 、
型援助 有効性 主張 、

存続 確保 企図 。
突 詰 言 、 ー ー ー
ー ー 務 、 理念 実

現化 優先 、 国 援助方法論上 主張
浸透企図 存在 。 上述 「他 ー
対 影響力 保持」 第一 目的 新
型 ー ー ー ー ー

。

実 現在 、日本側関係者 努力
一義的 目的 達成 、

実施
・ 限定 、「 他
ー 資金」 表現 多様 実施方法 認

。 以下 要因 。
・日本 援助調整 主要 ー 認

、随時行 援助
関 主張 影響力 持

・ 作成段階 資金
関 部分 執筆 際 、当方

ー 関与

・当該 ー 援助額上大 部分 占
世銀、 開発銀行、 （

：国際
農業開発基金） 国際機関

・ 対応 制度上不可
能 、資金 埋

注

注

注

注

注

注
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れらドナ の を するものでなけ
ればならなかったこと

の を った が
のアフリカ の を て

きた からバスケット ファンドに して
であったこと

セクタ における バイラテラル ド
ナ であるデンマ クが らのプロジェク
トを レベルでの で っており

のバスケット にはそれほど
ではなかったこと

しかし に のリ ダ コ ディネ
タ を めるということは ドナ に す
る の の の する に
を くことであり それがゆえに な
コストを い また としてはそれらを
き けねばならないということである に
もこれはしばしば が も する

ドナ における
による の を ね

る に する ち セクタ レベルでは
あるが とわが との
きく えば にネガティブな を

ぼす がある
さらに えば した のリ ダ コ
ディネ タ の つ のタイプにおけるが
ごとく をその の において
することや ドナ の による
に する の を ずしもその

に しない が のリ ダ
コ ディネ タ を め けることは ド

ナ から に の をもって られており
めて な の でその を たさね

ばならない にある においてはこれら
のことを に してみていくこととする

に えば のリ ダ コ ディ
ネ タ の を うためには ある で
はあるが を じて せんとする ない
しは を として に することが
なのであり ら と ドナ
への の を する には

に ぼす なコストを り えてまで
のリ ダ コ ディネ タ を めるこ

とを するだけの は しないのでは
ないか に えば のリ ダ コ ディ

ネ タ を めるということは
や ドナ への の

を げ そのものの に にコミット
することを する

においては を するに
あたって におけるいくつかの

を り げ その での およびド
ナ のビヘイビアとその に つリ ダ コ
ディネ タ である の を ドキュ
メンタリ に し の とする

から チ ム
で が コンサルタントの

を けるという
の で されてきた は

にようやく ドラフトが した
その ドナ に してコメント が められ

を むいくつかのドナ はコメントを
したが ドナ はコメントを しないま
ま ドナ において の に サブプロ
グラム の が でなく これを
するためには コンサルタントによる
の が という を してきた
この について ドナ で を つ
に に が いことがわかっ

た
これは には の であった とい

うのも の は
に ドナ で されており その

にはこのドナ による というプロセス
は っていなかったからである として
は については な は ある
もそれは の
を めてコメントとして してあり あえて
スケジュ ルにない まで する
があるとは えなかった にコメントの
した サブプログラム については いずれに

ー 援助方法 受容

・ 改訂版 執筆支援 行
（後述）、他 諸国 農業 見

経験 ・ 対
懐疑的

・当該 ー 主要 ・
ー ー 、自
県 直接財政支援 行 、
本体 化 熱心

、現実 ー ー ー ー
ー 務 、「他 ー 対
影響力 保持」以上 利害 錯綜 場 身
置 、 様々 軋轢・

伴 、 代表者 引
受 。皮肉

、日本 最 重視 被援助
国政府― ー間関係 「個別的利益」
＝「先方政府 個別的貢献 認知」 損
方向 作用 。即 、 ー

、被援助国政府 国 信頼関係、
大 言 外交関係 影響 及

場合 。
言 、上述 ー ー ー
ー ー類型 目
、 理念上 純粋型 実

現 、 ー 集団化 相手国政
府 対 影響力 強化 、必 援助
政策上強烈 意図 日本 ー ー

ー ー ー 務 続 、他
ー 常 疑念 目 見 、

極 不安定 立場 中 役割 果
状況 。本稿

事例 即 。
結論的 言 、 ー ー ー
ー ー 役 担 、 意味当然

通 実現 価値
利益 内実 強力 保有 必

要 、専 「個別的利益」 「他 ー
影響力」 側面 重視 日本 、二国

間関係 及 様々 乗 越
ー ー ー ー ー 務

正当化 便益 存在
。逆 言 、 ー ー ー

ー ー 務 、「個別的利益」
獲得 「他 ー 影響力」保持以上 目標
掲 、 実現 強力

要請 。

以下 、上記問題意識 検証
、 作成過程

重要局面 取 上 、 中 政府
ー 間 立 ー ー ー

ー ー 日本 対応 、若干
ー風 記述 、事例分析 材料 。

年 月 政府職員 ー （農業関連省
庁職員 名 構成） 英国人
側面支援（ ） 受 体制
下 執筆 （当初版） 、
年 月中旬 第一 完成 。
後 ー 対 提出 求 、

日本 含 ー 提出
、一部 ー 提出

、 ー間 特 「
」 内容 十分 、 詳細検

討 外部
「審査」 必要 意見 提案 。
件 、 ー間 連絡・協議 持

間 「審査」実施 賛同者 多
。

当方 予想外 展開 。
文書 作成・承認手順 作成開始

前 政府・ ー間 合意 、 中
ー 「審査」

入 。日本側
内容 不十分 点 多々
大使館、 農業関連専門家 意見

含 提出 、
ー 「審査」 実施 必要
思 。特 集中

「 」 、
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せよ するに たっては さ
れるのであろうと していた としては
むしろ の への と
いう を したいと えていた に
スケジュ ルになく も く して

いない な であることが になっていたが
ドナ においてはこのことは く の で

あるかのようであった

のように としては を してはい
たが のドナ の する

を さえることはできず これを
に し れることになった を するた
めに された の

セクタ ワ キング グル プ タ
スクフォ ス において からドナ
を してこの を に し べた こ
れに し は に
まれていないこの は である とし
つつも ドナ がどうしてもやるというの
であれば している スケジュ
ルを げない でやってもらいたい つい
ては ドナ から のスケジュ ル
と を に してもらいたい との
であった
これを け においては スケジュ ルと
は ないし により
が されるべきあると え この を

アイルランド に したが
その の には の も われなかった

ドナ で にアクションがとられないまま
に された ドラフト のた

めのステ クホ ルダ ワ クショップにお
いて この を ドナ か
ら することとなった のドナ
により という で

することになり この においてドナ の
を して より を

した
その は チ ムによる
ドラフト にかかる は いに とすると
ころであり に を した フレ
ムワ ク については れた となって

いるが の について された サブ
プログラム については の が
あり その を い の を
すためドナ としては コンサルタント

を した の を する といっ
たものである
この によりドナ においては の

を じたリ ダ コ ディネ
タ としての をポジティブに する が
まったが その で においては
も ドラフトの について な
を うグル プの として なされること

となった ワ クショップ の におい
て から を する

ドナ の つとして も しで
され めて な のままワ クショッ
プを えることとなった さらに からは

に する の を ける
ので ドナ から のどこが であ
るか に し べるようにとの があっ
た

あけて の に に
くと そこには には とアイルラン
ドしか しておらず その から
への なコメントを められても に
から した には も すること

がなかった まずい が したため
からは プロセスと を

して し による は
に るまでに していくことも では
ないか との も ったが の け れ
るところとはならず この の は
れに わった

その の もあり は の
にかかる を り けた

が これを に したドナ は
わらず に ど せず

からの め りに られてやむを ず にて
を った しかるにこの に づ

くコンサルタントの が に わると
らは そもそも での など であ

り のスケジュ ルは にする はない
ので な しを って に き
させるべき との に わり よ

今後実施 当 再度詳細検討
判断 。当方 、
早期完成、実施段階 移行

目標 尊重 考 。特 、当
初 ー 、政府側 全 承知

急 要求 気 、
他 ー 全 考慮 外

。

以上 当方 疑念 有
、大多数 ー 支持 「審査」実施

要求 押 、結局 政府
申 入 。本件 協議
開催 年 月 日 （

：食
糧・農業 ー・ ー ・ ー ）

ー 会合 、日本側 ー
代表 意見 農業省 対 述 。
対 、農業省側（次官） 「当初合意 含

「審査」 不要 」
、「 ー側
今後予定 政府内承認 ー

妨 範囲 」、
、「 ー側 「審査」 ー

早急 示 」 回答
。
受 当方 、 ー

、当然発案者 積極的推進者
原案 作成 考 、 作業
（欧州連合）、 等 依頼 、
後 日 間 何 作業 行 。

ー側 特 、
月 日 開催 協議

ー ー ー・ ー
、 「審査」実施要求 再度 ー側

表明 。直前 ー間協議
「 」 形

表明 、 場 ー
意見 代表 筆者 「 」 発
表 。

趣旨 「今回政府職員 ー
作成 努力 大 多
、特 実施体制等 規定 「 ー

ー 文書」 優 内容

、個々 事業 記載 「
文書」 依然改善 余地

、 詳細分析 行 、改善 方向性 見
出 ー側 外部
活用 「審査」 実施 要求 」

。
発言 ー間 日本
発表 通 ー ー ー ー

ー 貢献 評価 声
高 、 一方 政府側 、日
本 内容 否定的 評
価 行 ー 一部 見

。 ー 閉会時 挨拶
、農業省次官 「審査」 主張 「不満

分子」 ー 一 日本 名指 言及
、極 険悪 雰囲気 ー
終 。 次官 、

翌 月 日、本件 関 再協議 場 設
、 ー側 不十分
具体的 申 述 要請

。

日、指定 時間 農業省会議室 赴
、 日本以外
出席 、 上次官

具体的 求 前日 当
方 指摘 点 以上 誰 説明

。気 沈黙 継続 、当
方 「政府承認 「審査」 並行

実施 、「審査」 指摘点 今後実施
至 随時反映 可能

」 提案 行 、次官 受 入
、結局 日 会議 物別

終 。

後 仲介 、一旦 短期間
「審査」実施 政府側了解 取 付
、 最初 主張 ー（ 等） 、

相変 案作成 殆 協力 、政府側
締 切 迫 得 当方

案作成 行 。 基
調達 不調 終 、

彼 「 短期 審査 不可能
、政府 ー 気 必要
、本格的 見直 行 、徹底的 書

直 」 意見 変 、結局当方

ASDP

FASWOG Food

and Agricultural Sector Working Group

T R

T R

EU

ASDP

Joint Donor Statement

Statement

ASDP

Statement

ASDP

ASDP

EU

ASDP

FAO

EU

T R

T R T R

②事態 推移の

2002 4 8

/

/

10

4 18

4 19

19

/

/ /

注

注

注

注

注

14

15

16

17

18

／



70 IDCJ FORUM No.23 2003.3（ ）ー協調 現場 事例 援助協調関与 利害 対応戦略ドナ の から タンザニアの その の と／ １

り に し りやめを し れるこ
ととなった
この としてはリ ダ コ ディネ
タ としての からドナ グル プを し
て との に したが らは ドナ
とは を いたスタンスを しており
リ ダ コ ディネ タ としての と
ドナ としての の に って めて
な に かれた

は により
の

を により するのと
き えに が

による の な し
を け れることで がついた

を った
は プロセスを にわけ

フェ ズにおいては と み
を し フェ ズにおいて プロ

グラムの を めるという を し
た この フェ ズの に ドナ の プ
レッジ を き の サブ
セクタ を らかにするとともに ドナ
がそれぞれの における プログラムの

プロセスに するというものである
また フェ ズ は これまでの

がル ティン と して
に するというある から

し な を に れた の
を していた これは レベルにおける

を けるとともに
を けるというもので

ある
が に った まず

レベルの についての が
まったが これが び きな ドナ
を くこととなった

に されたタスクフォ ス に
おいて この

の すな

わち の をどこにするかとい
う が われた この からは
セクタ は つに かれているが

となるのは であり にも
にも には が くこと

としたいという があった

これに してドナ からは

セクタ はその が に っている
ため む では
これら セクタ に する について

に を うことができないのではない
か

の とともに セクタ プロ
グラムが から に けて いてい
く で とも は の で
いプライオリティを けていくことが

であるが である がセクタ
プログラム の となるのでは な

インパクトがないのではないか

という が され これに づき の
には が ではないか という
が われた

この については では を ず
に して があれば で す

るということで し した これをドナ
で した やはり で す

べきということで した についてドナ
で を った で
を した アイルランド

デンマ ク この に
おいては の と との
に を ちつつも イシュ

の り みの を め に を ね
た

ではこの をもとに
で が われたようである その が

で けられた は に
より されており では セクタ

だけでなく を めて
を った の である
には どおり が くことで

政府 対 「審査」取 申 入
。

間、日本 ー ー ー ー
ー 立場 ー ー 代表
政府 交渉 奔走 、自 他 ー
若干距離 置 有 、
ー ー ー ー ー 立場 一
ー 立場 狭間 立 、極 困

難 状況 置 。
本件 結局 月中旬、財務大臣仲裁

（財務大臣主催 大使級会合）、 一部優
先事業 予算 先行実施
引 換 、政府
（ ） 全面的 見直
受 入 決着 。

改訂版 作成支援 行
、 策定 段階 、

第一 ー 前回 同様「枠組 文
書」 作成 、第二 ー 介入

詳細化 進 方法論 提案
。 両 ー 間 、 ー 予備的

会合 開 、概略 支援予定分野・
ー 明 、当該 ー

分野 介入 詳
細化 参加 。

、第二 ー 以降 、 農業
省政策・計画局 ー 業務 並行 策
定 従事 種非常時体制 脱却
、本格的 実施段階 視野 入 体制 確

立 提案 。 次官
関連各省協議機関 設 、「
事務局」（ ） 設

。
改訂版作成 佳境 入 年 月、

次官 各省協議機関 議論 始
、 再 大 政府― ー間対

立 招 。

月 日 開催 ー 会合
、 各省協議機関＝「

： 」 議長、

総合調整官庁
議論 行 。 時農業省側 、農

業 ー省庁 分 、中心
農業省 （予算的 組織規模

的 ）、 議長 農業省次官 就
意図表明 。

対 ー側 、

・農業 ー 分野 多岐 渡
（含 土地、道路、税等）、農業省
本来他 ー 属 問題

十分 調整 行
。

・ 改訂版 完成 、 ー
計画策定 実施 向 動

中 、今後 農業分野 政府予算 中
高 受 必要

、事業官庁 農業省 ー
推進 長 、十分 政

治的 。

懸念 呈 、 基 議
長 首相府次官 適切 、 提
案 行 。

問題 結局会議 結論 見 、
政府側方針 対 意見 書面 提出

合意 終了 。 ー
側 再度協議 結果、 上記趣旨 押

合意 。文面 ー
間 調整 行 後、 月 日 所長名 文
書 発出 （参加者： 、 、

、 ー 、 ）。 時、当方
、首相府 実務能力 農業分野 関

連性 疑問 持 、農業省管轄外 ー
取 込 必要性 認 、賛同者 名 連
。

政府側 文書 月 日関係省庁
間 議論 行 。 回答
月 日書面 届 。回答 財務省次官
署名 、「政府側 農業 ー

省庁 、首相府、財務省 含 協議
行 結果、 調整役 議長
当初案 、農業省次官 就 合
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意 ー側 了承 」
内容 。
回答 接 、日本側 検討 結果、政

府内最終決定 財務省次官名 文書 通知
重視 、本件 以上追求

今後 対農業省 関係 考慮 適切
、 先方政府 主体性確保 観点

先方決定 尊重 、 判断 持 至
。
ー側 月 日、 日協議 行 、

欧州勢 首相府 財務省次官
調整役 担 案 堅持

意向 。当方 両日 会議
上記当方判断 説明 、説得 試 、他
ー 受 入 。
他 ー 財務省次官 直接申

入 行 意見 出 、 農
業省次官 ー側立場 再度説明 上 最
終的 財務省 向 儀礼上適切

申 入 、 月 日 、 ー側
農業省次官 間 ー 会合

持 。
次官 会合 、当初 ー側 関心

全 出席 合意 、
実際 集 、 予測 反 本
件 関 積極派 、 ー 、

欠席 、 代表者 出
席 判明 。 他

。次官 対 ー側意向
再度伝 、次官 反応 以下 極
突 放 。

曰 、
「本件 十分 協議 尽 、政
府 決定 下 。自分 何 言

。 以上不満 、
回答文書 出 財務省 行 。

ー側 自分個人（次官） 対
不満 。 自分 満足
調整 人間 判断 、

他 人間 連
。政府側 来週月・火 開催

前 本件決
着 、 ー

今 財務省 行 協議
。」

、妥協点 探
。農業省側 ー側 本件 拘泥
疲 果 感 。

協議 結果 受 、当方
通 、日本 政府側決定 受

入 得 考 、
後財務省 対 本件問題協議 持 込
考 、仮 他 ー

行動 起 場合 日本 同
行 伝 。 本件 関

以上 調整役 引 受 申
入 。

判断 、我 方 ー調整戦術的
ー 。 日本側

農業分野 調整役 担 対 、
実 以前 非公式 疑問視 向

（本来 ＝農業 ー
調整役 調整役
任 、日本 大多数 占
欧州勢 意見 違 等）、今回 件

一次的 調整役 降 表明
場合、 機 日本以外 事態 進

状況 発生 危惧
。

、翌週 月 日 月 日
ー 市近郊 市 開催

「 」 場
、「事業官庁間 調整困難 問題

場合 首相府 調整 任 」 憲
法上規定 確認 、 ー

結論 「 議長 農業省
担 」 決議 、 ー側
本件 以上問題 、遂

全体 調整役 農業省 引 受
決定 。

前週 行 思
他 ー 急 態度変更 鼻白 思
、 本件 月 日

事態 収束 。

したのでドナ にも してもらいたい
という であった
この に し で した

が の で され
てきたことを し をこれ する
のは の の を しても で
はなく また の の から
も を する との を つに っ
た
ドナ とは を ったが

はあくまでも ないしは
に を わせるという を したいとの

であった よりは の において
を し を みたが ド

ナ の け れるところとはならなかった
ドナ からはもはや に し

れに くべきという も たが やはり
にドナ を した で

に に かうのが であろう
ということを し れ に ドナ
と との でインフォ マルな を
った

との には ドナ は のあ
るものは て するという であったが

に まってみると なんと に して
に して であった デンマ ク
は し アイルランドを として
させていたことが した その には
と である に しドナ

を えると の は のとおり
めて き したものであった

く
についてはもう に を くし

の は された としてはもう も
うことがない これ があるのならば

を した に ってもらいたい
どうもドナ には に する
があるようである もし が に

の をとれない だという なら どこ
かから の を れてくればいいのではない
か としては に される

に
をつけてもらいたいので ドナ のみなさん

には からでも に って してもらい
たい

ということで を ることはできなかっ
た もドナ の への にほと
ほと れ てたという じであった

この の を けて からはアイル
ランドを じて としては を
け れざるを ないと えていること したがっ
てこの に し を ち む
ことは えておらず に ドナ がそのよう
な を こす でも としてはそれに
できないことを えた つまり に して

これ の は き けられないことを
し れた

この は が のドナ には
リスキ なものであった というのも が

で を っていることに しては
は から ではあるが する き

もあり が セクタ
の であるのだから の も
に せるべきではないのか と を
める の は いすぎる の
で にせよ を りることを した

これを に のところで が
むような が するのではないかと さ
れたである

しかし と にダルエスサ
ラ ム のバガモヨ において された

の にお
いて で な があった

には が の にあたる ことが
されていることが され またワ

クショップの として の は
が う ということが されると ドナ
も をこれ にすることはできず
に の は が き けるこ
とに した

までのこだわりがどこへ ったかと う
くらいの ドナ の な に む い
がしたが とりあえず は をもっ
て が した
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３ 考察 提言と

以上見 事例 概略次 言
思 。 以下全 「 農業
ー 、」 但 書付

。

（ ） ー 時 気 、予定
ー 沿 行動 。
時間的制約 ー側

存在 。 時
妥当性 欠 思 発言・行動

、一種外交 場
援助協調 、 発言
最初 全 無視 去 容易
。

（ ） 含 被援助国 ー ー
尊重 理念 、実態 ー 側

尊重 度合 少 。
（ ） ー 集団化 、単独

達成 難 、 主張 憚
種類 要求 政府 対 行

、集団的利益 獲得 目指 。
（ ） ー 政府 間 個別的関係 重視

、直接協議 場 対立的
議論 予想 場合 意図的 欠席 、
ー ー ー ー ー 代行

者 交渉 委 、自 矢面 立
戦術 採 場合 。

（ ）政府 ー側 離脱者 発生
（最終的 獲得可能資源 最大化 図
）、極力 ー 得

事態 進行 。実施官庁
調整 不可能 上位官庁

仲裁 依頼 。
（ ） ー ー ー ー ー 、時

自 方針 ー ー 多数意見
犠牲 、「矯 」 要求 。

、 政府 意向 反 場合、
政府 多数意見 同調者 見
危険 存在 。政府 対 自 立

場 別途個別 説明 考
、 場合 ー 一体性

失 、政府 対 ー
側影響力 減少 。 「立 」、
選択 迫 。

、筆者 、 包括的信奉
者・唱導者 、 政策 要求
相手国政府 行 稀 日本
一 ・ ー 代表者 一人
、 援助協調 関
。 役割 「仲介者」

。 背景 、
日本型援助 存続 組織的至上
命題 存在 、 達成 、
政府― ー間 ー間 援助

問題 議論 対象 努
、議論 対象 浮上 状況
早期 日本 立場 説明 、問題 ー
化 。 全体

、政府 極力尊重
、 ー 間 仲介役 務
。

中 上記（ ） 事態 発生
、 今後 頻繁 発生

可能性 。 都度対 ー
ー 関係 対政府関係 尊重 、

自 方針 、
貫 課題 直面

。特 対 ー関係 、日本 ー
ー ー ー ー 立場 、必
他 ー ％ 支持 得

言 状況 下 、 ー側
正統性 得 、時 自 考
矯 、 政府 対 言 言

。
政府 関係 損 可能性

。

ー ー ー ー ー 役回
言

、 本来 導
、恐 ー ー ー ー ー

「仲介者」 存在 十分
。今回 一端 紹介

、 実施 至 経
長期 困難 、 時 発生
政治的 要素 考 、 ー ー ー

ー ー 、
実現 向 確固 意思 、 発生

強力 ー ー 必要
。二国間関係 利害 超 、

てきた から のことが える
かと う ただし て タンザニアの
セクタ においては という し きであ
る

ドナ は に まぐれであり された
スケジュ ルに っては しない
において はドナ にはあたか
も しないかのようである また には

を くとしか われない
をとることもあるが の である

プロセスにおいては それら
を から く し るのも ではな
い
に まれる のオ ナ シップ
という は としてドナ の

から される いが ない
ドナ は することにより では

が しい ないしは することが
られるような の を に して
い の を す
ドナ は との の をも
しており の において な
が される には に し

リ ダ コ ディネ タ ないしは
にその を ね らは に たな

いという を る がある
はドナ の を させないた

めに な の を
るため ドナ のコンセンサスを
て を させようとする レ
ベルでの が になると に

を することもある
リ ダ コ ディネ タ は として
らの をドナ グル プの の
にし める ことが される

しかし それが の に する
からは の として られ

る が する に して らの
を に することも えられる

が その にはドナ としての は
われることになり に するドナ

は する どちらを てるか
を られることになる

これまで としては の
でもなく また レベルの を
に うことにおいても な とい

う バイラテラル ドナ の の とし
て における プロセスに わって
きた その はどちらかというと
としてのそれであったといえる その には

モダリティの という
が し それを するためには まず
ドナ およびドナ において モ

ダリティの が の とならないよう
め の として しそうな になれ
ば に の を し のディフュ
ズ をするだけでよかった そして
については のイニシアティブを
し ドナ との で を めてきたのであ
る
しかしその で のような が

してきたのであり これらは も に
する がある そしてその ドナ グ
ル プ と のどちらを するか
またそもそも らの をどこまで どのよう
にして くかという に しなければなら
ない に ドナ においては のリ
ダ コ ディネ タ としての が ず
しも メンバ から の を ているわ
けではないと う の で ドナ からの

を ていくためには に らの えを
め また に して いにくいことも っ

ていかなければならないであろう そしてその
ために との を なう もあるので
ある

リ ダ コ ディネ タ の りとはそ
のようなものであると ってしまえばそれまで
であるが しかし を いていくために
は らくそのリ ダ コ ディネ タ は

として するだけでは ではな
いであろう そのごく を したよう
に が に るまでに なければならな
い かつ なプロセス そして に す
る な を えれば そのリ ダ コ
ディネ タ たらんとするものには やはり

に けての たる と そこから
するところの なリ ダ シップが であ
る の を えた ないしは
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の を じてこそ の が
られると するくらいの い が で

ある うなれば のリ ダ コ ディ
ネ タ を めるということは モダリティ
の を させること の コミット
メント を するのである そうでなければ

な を ち ままな を うド
ナ をリ ドすることもできないし を
に を しつつも した のもとに
することもできない
たして に に する があるか そ

のト タルな での という への
があるか しかも としてのそれが の
リ ダ コ ディネ タ とは そのよう
な のあるものこそが める を する
であろう

もしわが モダリティの を
の とするのであれば リ ダ

コ ディネ タ よりも その の ドナ
として する が であろう しかもプ
ロセスの に し その を するこ
と その が らく と の

にとってもより ましいであろう ドナ
グル プにおける に することもできる
し のオプションもある プロセスに
の サブスタンスおよび を え

ば この を ることは である
しかしながら としては モダリティがど

の ドナ で になるかは セクタ に
も るし よりも しているドナ
の パ ソナリティにも る したがって
どのような の が であるかは
には えない のものである タンザニアで
も や モニタリングの ではバスケッ
ト ファンド への が い タンザニア
の の におい

ても またタンザニア においても のと
ころ バスケット ファンドを めて
いこうという きが である セクタ
で していることも のより きな き
の に み まれてしまうかもしれない この
に しては とりあえず だけ
を している に ぎない

の は い なプロセスの
てにある あるいは もないかも れない
のケニア における

プロセスに する の の
では も きなかった りに
かけたのにも わらず である であ

るから に することが である
なのはプロセスの はあくまでも

に かれるべきであるということである
は ってみれば であるからして
のオ ナ シップ コミットメントこそが
である ドナ に されて と き

えに だけ を け れる そして で
また れ られるということのないよう をつ
けねばならない と アフリカ の

も がかかる は によって
するが アフリカ もしたたかであり
をもってしても には しない に
への があり かつ レベルの があ
るとした ひょっとしてリ ダ コ ディ
ネ タ を のドナ よりうまくやれるとす
れば を に せず うまくその
りをさせるという にあるかもしれない し
かし それを え けるにも と が
である

実現 通 二国間関係 維持・向上
図 観念 強 信念 必要

。言 、 ー ー ー
ー ー 務 、援助
主張 浸透 以上 関与（
） 要求 。 、

多様 利害関心 持 、気 主張 行
ー ー 、政府側 、
時 苦言 呈 一貫 主張 支
援 。
果 日本 対 信 。
ー 意味 理念 傾倒

。 組織 。
ー ー ー ー ー 本来
覚悟 務 資格 有 仕

事 。

国援助 存続 援助
協調関与 主目的 、 ー ー
ー ー ー 「 他 主要 ー」
関与 方 効率的 。
早期 参加 、 立場 確保

。 方 恐 日本 相手国政府 二国間
関係 好 。 ー

ー 決議 参加
、非参加 。 一

定 貢献（ 資金的） 行
、 地位 得 比較的容易 。

実態 、
程度 ー間 議論 、 ー
依 、何 参加 ー代表者
個人的 ー 依 。

関与 仕方 最善 断定的
言 性格 。

教育 貧困 分野
・ 化 指向 強 。 国

内 （ 開発援助委員会）
、 政府側 今
財政支援、 ・ 進

動 顕著 。今農業 ー
努力 国全体 大 動
中 飲 込 。

点 関 、 現在一箇所 橋頭
堡 確保 状況 過 。

策定・実施 長 、困難
果 。 何 知 。
自分 事務所在勤中 「

」（ ）策
定 対 関与 経験（ ～
間） 、結局何 起 。計画作
年以上 拘 、 。

気長 対処 必要 。大事
管理主体 相手国

政府 置 。
言 構造改革 、

政府 ー ー 、
重要 。 ー 強要 、援助 引
換 表面 改革 受 入 、 後

忘 去 気
。日本 同様、 社会

変革 時間 。日本 外圧 変化
、 社会 、外圧

容易 変化 。日本
信念 、 政策 構想力
場合、 ー ー ー

ー ー役 他 ー
、改革 先方 強要 、 舵取

一点 。
、 支 続 信念 覚悟 必要
。
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４ おわりに
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4

注 本稿 議論 、専 ・

念頭 置 限 予 断

。

注 特定 ー 対象 、政府

主要 ー ー 開発目標、戦略、

介入 共有 、実施 援助 枠組

「 ー 」（ ） 呼称 。

注 政府 改革 前向 場合

、 一般的 見 ー

援助理念・政策 「強要」的側面 強調

。多 場合新 政策 受 入

国家的便益 実現可能性 、特 導入

初期 理論上 、実現

定 、 政策 受容

躊躇 存在 。

１

２

３

での は らサブサハラ アフリカ

を に いたものに られることを め っ

ておきたい

ここでは セクタ を として お

よび ドナ がセクタ の

プログラムを し する の

みを セクタ プログラム と する

もちろん が に きである もあ

るであろうが ここでは に られるドナ

による の を

しておく くの しい の け れに

よる の は にその

においては のものであり する

かどうかは かではないため その の

には が する

SP

――――― 注 ―――――
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注 英語 「 」 場合 、 ー

ー 補佐 実務上 中心的役割 担

語感 強 。日本語 対応

「調整者」 「幹事長」 「事務局長」

ー 方 近 。

注 年 策定 農業開発戦略書

（ ：

） 基 、 具体的 事業化

介入 記述 文書

位置 。

注 組織的 日本大使館 （国際協

力事業団） 体現 「日本」

（政府） 、個人的 筆者 担当

。

注 、当該分野 政策目標、戦略

介入内容 政府・ ー間 共有 、 下

最 効率的 最 「 」 少

形 開発介入 実施 行 目標

、 思想 及 範囲

、援助資源 国内財政資源 統合化

最 合理的 考 。

注 筆者 理論的純粋型 支援方法

、 資源管理 最 容易 行 方法

方式 含 財政支援型援

助 理解 。

注 本分野 援助調整 支援 一

ー 、 開発調査事業

、「 地方開発 ー・

策定支援調査」 財団法人国際開発 ー

委託 実施中 、 ー 同調

査団 派遣 。

注 制度上 可能 。事実 作成経費

対 作 対 参加

。

注 時 、 分冊 構成

、第一分冊 「 」

呼 基本方針、実施管理体制 含 大枠

記載、第二分冊 「 」

分野 具体的 介入 概

要 記載 。

注 当初 「 」 言葉 表現

、融資機関 案件 融資可能性 決定

際 調査 似 ー 内容

外部専門家（＝ ） 力 借

吟味 意味 使 。背景

、過去 ー 実施事

例 、計画文書作成後 ー 合同

「 」 実施 、 上 計画 承認

（ ）、資金投入 行 決

定 例 推測 。

無論 時点 文書 本来 「 」

内容 。

注 当初 出 意見 、

後 、世銀、 ー 、

含 多数派意見 。

注 農業 ー 政府・ ー

協議機関。

略。 本体 事務局

、 策定 関 ー

結成 、 事務局 日本 務 。

議長 農業省次官 。

注 審査 実施 外部 対

。

注 ー 当日開会直前 決 、

口頭 合意 、筆者 会議中 文

章化 。

注 ー 、政府役割 見直

民間 ー活力 導入方針 不明確

、事業主体 地方政府 役割

不明確 、総投資額 過大

中心 指摘 。

注 ー ・ 含

特命 調達 企図 、急

対応可能者 。

注 日本側 、上述 上 問題

他 、各 ー 主要活動

年間 渡 実施計画 、 融資機関等

実施前 行 「審査」（

） 要求水準 満 完成度 高

相当 投入 時間 要

危惧 、「

、早期 実施 最優先事項

政府・ ー間 合意 上 、

事業 詳細化 図 、 他 事業

、一年目 事業実施 並行 再検討 加

現実的 」 考 、 旨主張

。

注 ー 本部 置

業務実施部局。

注 時 世銀 最 強硬 主張 。

注 我 方判断 、首相府 調整役

場合 能力（専門性、人材） 疑問

４

５

６

７

８

９

で という には リ

ダ を しつつ は を うも

のという が い の としては

よりも や の

イメ ジの が い

に された

に づき これを に して

いくための プログラムを した とい

う づけ

には および

により されるところの

であるが には が して

いる

は における と

を ドナ で し その で

も かつ も ファンジビリティ の

ない で の を うことを にし

ているのであるから この の ぶ にお

いては を と する

のが も であると えられる

は の における

は その を も に う として

のバスケットファンド を む

と する

における を するもう つ

のツ ルとして では によ

り タンザニア セクタ プログラ

ム を センタ

に して であり アドバイザ は

から された

は ではある

に して られたバスケットに しては し

ていた

この の は により されて

おり が

と ばれ を め を

が

で にわたる な プログラムの

を していた

は という で され

ており が の を す

る の に せてドナ として の

を コンサルタント の を り

て するといった で われていた

としては のセクタ プログラムの

においては ドナ が で

を し その で の

を うかどうか

してきた があることによると される

この での は の

にたえうる ではなかった

は から された であったが そ

の は デンマ ク アイルラン

ドを む となった

タンザニア セクタ における ドナ

の の は で

あるが に してはタスクフォ ス

が され その を が めている

ともに は である

を する コンサルタントに する

ワ クショップ に まったため

でポイントだけ し が に

した

ワ クショップにおいては の

しと セクタ の が であ

ること となるべき の が

であること が であること

を に した

インタ ナショナル コンサルタントを め

による を したが なことでもあ

り がいなかった

としては したプロセス の

の にも サブセクタ ないしは の

に る を いわゆる

がプロジェクト に う アプレ

イザル の を たすまでに を

めていくためには な と を するの

ではないかと されることから に

ついては に すべき につい

てのみ ドナ で した で まずそ

れら の を り その の につい

ては の と して を

えることが である と え その

した

ロ マに を く のインハウスコン

サルタント

この は が も に した

が としては が になっ

た その に がある

Coordinator

Agriculture Sector Development Strategy
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こと の で できない があれ

ば それは の の として

なり なりに が ち ま

れるであろうと したことによる

この においても は に

を ちかけ の として し

ているのである

としても から につい

ての を

しており それまでに について をつ

けておく があったため この を

した また としたのは が

するタスクフォ ス では も

が いる な しかでき

なくなってしまうことをドナ で したた

めである

が に でない しばし

ば という が いられるのは の

だけではない ドナ の においても

に いられる となっている の

きの は が さいということと

の がフランクに せるであろうからという

ことであった

の を することを として

されたが にワ クショップとはせず

られた の で なく を する

という いで とされた

としてはこの にはあくまでもドナ

として ているため に が

を け れるという を する

ことはせず また に ドナ を す

ることもあえてしないでおいた について

は ら であるアイルランドに せておい

た またこの から

に があり の はいかなるものかと

いうことで があったとのことである

デンマ クだけは の が られないと

いうことでその も していたが で

したいということでそれ ドナ グル

プにおいては ち すことがなかった

あくまでも であるが ドナ において

も の の と が を り

たいという をしたことを けて どこ

まで を すのかということについて さ

れたのであろう

この については の によっても

されている

の の を め し

きな とならないよう の をコントロ

ルすること

、事業官庁 間 解決 問題

、 当国政府 省庁間調整 問題

当然首相府 、財務省 議論 持 込

判断 。事実今回

問題 農業省 首相府、財務省

協議 持 、政府全体 見解 回答

。

注 政府側 翌週 改訂版

「 」（上述） 予

定 、 本件 決着

必要 、急遽 会合 設

定 。 非公式 、政府側職員

多数参加 ー 会合 次官 政

府関係者 多数 手前公式的 反応

ー側 危惧

。

注 会議出席 外交的 得策 場合、

棄権 手段 用 国連等 場

。 ー協調 場 日常

的 用 手段 。欠席 表向

理由 会議室 小 、少人

数 方 話

。

注 内容 審査 目的 開

催 、単 ー 、限

関係者 間 、忌憚 内容 吟味

意味合 、「 」 。

注 当方 会合 ー

側代表 出 、積極的 我 方立

場（先方決定 受 入 ） 表明

、 逆 他 ー側主張 弁護

。後者

専 賛同者 任

。 協議後農業省次官 所長

電話 、日本 立場

確認 。

注 ー 大使 理解 得

後 問題視 、独自

解決 以上 ー ー

持 出 。

注 推測 、他 ー

前週 次官協議 結果 日本 調整役 降

意向表明 受 、

本件 押 検討

。

注 点 他 研究者 確認

。（ ）

注 日本側 対応可能性 限界 予 説明 、大

問題 議論 趨勢 ー

。
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ドナ の から タンザニアの
その
ー協調 現場

事例
／

２
援助協調 背景 思想 日本 対応の にある つの と の3

佐々木 亮 財団法人 国際開発 ー 研究員

図 世銀 発想 変化

（ ）世界銀行（世銀） 政策転換 ～自 生
残 打 出 「貧困削減」～

センタ

の の

の らの
き りをかけて ち した

1

1

１ 援助協調 背後 思想の にある

現在、途上国援助 多 現場 、援助協調
（ ） 動 活発 。援
助協調 関連 、 ー・
（ ： ） 策定、 ・

、財政支援 新 動
出 、日本 対応 追

、本稿 動 背後 思想的
背景 解説 試 。少 以下

思想的 背景 言 。

、世銀 自 生 残
年 打 「貧困削減」 思想 。
世銀 年代 中期 、「構造調整」
（ ） 考 方 中
心 援助 実施 。世銀、 （国際通
貨基金）、 財務省 三者 間 共有

考 方 ・
呼 。 、 年

通貨危機 影響 世界 波及 、世銀
仕事 成果 、

言 世銀 仕事 失敗
疑念 主 国内 持 上

。 、 機構改革案 出 。
世銀 統合 案、世銀 分割 案、

世銀 必要性 認 廃止 案 議
論 。 議論 危機感 抱
世銀 、 「構造調整」 合言葉

、「貧困削減」 考 方 全面
打 出 。 、今 世銀 経済面
見 、貸借対照表的 言
半分 見 、

経済面 社会面 両面 開
発 真 開発 有 考
方 （図 ）。「貧困削減」 言葉

、世界経済 回復 世銀
分割案 廃止案 急速 言
。「貧困削減」 掲 世銀 当面

の くの で
の きが である

に して セクタ プログラム
の コモン

バスケット などいろいろな しい
きが ており はその に われている
が ではそうした きの にある
な について を みる なくとも
の つの な にあると えるだろう

まずは が らの き りをかけて
に ちだした という である
は の までは

という え を
に を していた

アメリカ の の で さ

れていたとされるその え はワシントン コ
ンセンサスと ばれていた だが のア
ジア の が に すると
がしてきた の はなんだったのか はっ
きり えば の は だったのではない
かという が にアメリカ で ち がっ
た そして さまざまな が された

と を する を する
そして の を めず する まで
されたとされる この に を いた
は それまでの という

をやめて という え を に
ち した それは まで は しか
ていなかったが に うとそれ

は しか ていないということであり これ
からは と の をバランスよく
していかねば の は りえないという

え である という は
わかりやすく の とともに の

や は にしぼんでいったと え
る を げることで は の

Aid Coordination

Sector Programme SP

Structural Adjustment

IMF

IMF

3

1999

1990

1997

1
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生 残 成功 評価 。
一方、 一連 経験 世銀 次

学 思 。 、途上国経済
変調 、 先進国経済 影響 及

場合 、 世銀 存在自体
ー ー 、
。

、貧困削減 考 方 実際
行 、世銀 他 ー
供与国 巻 込 重債務国 債務免除
。 、返済 資金 返済

代 、浮 資金 使 道
決 文書 作成 世銀 重債務国 求
。 使 道 決 際 狙 「貧困

削減」 。途方 額
債務、 現政権 自分 生
出 債務 返済義務 目 前

、 自国 開発 諦
言 重債務国 、債務免除 圧
倒的 魅力的 、是 非 獲得

政権 主要課題 。
、 全 重債務国 、債務免

除 獲得 目的 、世銀発
「貧困削減 ー ー」 作成 進
。

思想的 背景 、 ー ・
ー 自国 経験 （欧州連合）統合

成功体験 。 統合 、
連邦（当時） 超大国 狭

間 経済的・政治的 地位 低下 当時
西 ー 諸国 、再 地位 向上

目指 動 。 地位低下 原因 、
西 ー 狭 地域 多数 国 国境
接 合 、 独自 （
時 敵対的 ）関税手続、出入国手続
各種手続 、 税制、財政、社会政策
取 認識 基
。 「 ・ 」

極 高 、 統一化
、 ・ 下

規模 経済 実現 。最
終的 目指 欧州合衆国 言

。 統合 動 中 、周知
、 、 、

ー 域内大国 、
ー 、 、 ー、

、 ー 域内 小国 参加
。 意思決定 、多数

決 （国内総生産）比率 比例投票
権 採用 、加盟国 全会一致 原
則 。全会一致 重要 大胆 意思
決定 行 得 、 意思
決定 遅 機 逃
、 懸念 当初 、結果的
全会一致 原則 予想外 言

。 、 過程 域内 関税
下 、手続 共通化 、共通化 究極 姿
言 通貨統合 歴史的 事業 問

題 達成 。 過程 、域内大国 小
国 意見 尊重 、小国 実際 経済的実
力以上 発言力 発揮 。小国

快感 言 成功体験 、途上国
援助 現場 持 込 。皆 議論
合意 協力 、
考 方 。 北欧諸国 主導

援助 協調 発想 出 言
。 、統合 過程 経験 関税手続

輸出入手続 関 「手続 共通化」 経験
ー 、「援助手続 共通化」 主張

。 通貨統合 成功
体験 ー 「援助資金
統合」 ・ 主張

来 。
近年、 運営 関 事務局 次

第 大 発言力 保持
、 途上国援助 現場 起 、

過去 年 単 ー ー
的 参加者 （事務局）代表者 発
言 議論 ー 局面 増 、
ー 援助国 代表者 容認

見 。

上記二 思想 実践 、世銀 特定
機関、 ー 特定 地域 直面
状況 対応 結果起 現象

き りに したと できるだろう
この の から は のことを

んだものと われる それは が
をきたし それが にも を

ぼした には いつでも の がス
ケ プゴ トにされかねない ということであ
る
さて という え のもとで に
われていることは のみならず のロ

ン まで き んだ の で
ある そして してもらうべき を
しなくていい わりに いた の い を
めた の を は に めたの

だ その い を める に うべきが
であるということである もない

の しかも にとっては たちが
み したわけでもない の を の
にして なかば の を めかけていたと
ってもいい にとって は
に であり が でも すべきも

のとして の のひとつにあがった
こうして ほとんど ての で
の を として のアイディアで

ある ペ パ の が んだわけ
である

もうひとつの な は ヨ ロッパ
ドナ が で した
の である とは もともとは
アメリカとソ の つの の
で な が していた

の ヨ ロッパ が びその の を
した きである その の は

ヨ ロッパという い に の が
を してひしめき い それぞれ の そし
て には な など
の き そして な
どを っていることであるとの に づいて
いた つまり トランザクション コスト が
めて いということで これを するこ

とにより トランザクション コストを げて
の を するということであった
に すところは だと われて

いる そうした の きの では
のとおりフランス ドイツ イタリア イギリ
スというヨ ロッパの だけではなく
デンマ ク オランダ ノルウェ フィンラ
ンド スウェ デンなどの の も し
ている そして における は
や による
の などではなく の を
としている では で な
が ない ないのではないか そして
が くなり を しがちになるのではない

か という が からあったが に
は の で にうまくいったと
えるだろう そして その で の を
げ きを し の の と

も える という な もほぼ
なく された この で は
の を したし は の

の を することができた
にとっては とも える が

の にも ち まれてきた で し
て して すればうまくいくはずだ とい
う え である こうして が する

の という が てきたと えるだろ
う そして の で した や

に する きの の
をベ スにして の が
されてくることになる さらに の

がベ スのひとつとなって の
つまりコモン バスケットという が

なされるようになって る
なお の に して が
に きな を するようになっている

が それが の でも きつつあり
タンザニアでも で なるオブザ バ
な であった の
が をリ ドする が えてきており

ヨ ロッパの の はそれを して
いるように える

つの と は という の
ヨ ロッパという の が した

にそれぞれが した こった で

（ ） 統合 経験
～皆 ～

（ ） ー・ ・ 実践
～世界 行政改革 大 流 ～

2

3

EU の
でやればうまくいくはず

ニュ パブリック マネジメントの
の の きな れ

EU

EU

EU

EU

GDP

EU EU

EU

2

2

注1
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最終目的 「貧困削減」

ー 「関係者間 協調」
→全会一致、共通 手続 、共通
資金

具体的 方策 、規制撤廃、民間委託、
戦略計画、成果連動 人事管理・予
算管理 民間経営的 方策

見 、
包含 大 世界 起

。 年 壁 崩壊、 年
連邦 消滅、中国 市場

導入 成功 一連 事例 示
、社会主義的 統制経済 仕組 市場経済
争 、市場経済 勝利 決着 言

。 事態 留
。市場経済 優位性 主張 、 争

勝利 言 中心 西側
諸国 、一転 自国内 行政組織 非効率性

焦点 当 、 市場経済的 仕組
導入 始 。 年代 入 、

行政 各分野 民間企業経営 仕組
大胆 導入 主張 、 、

、 、 ー ー 、 ー
・ 系 諸国 活

発 、実際 民間企業経営 仕組 導入
。 発想 、「 ー・

・ 」（ ） 呼
、納税者 受益者 顧客 見做

満足度 費用対効果 向上 実現 考 方
。 、 ー・
・ 言葉 用 、

‘ ’ 用語 用
一般的 。

行政 一分野 途上国援助 「 ー・
・ 」 適用 例外

得 。国内 各行政分野 同様 、規制
撤廃、民間委託、疑似入札制 実施、組織内分
権化、経営戦略 戦略計画 策定、成果 連動

人事管理・予算管理 一連 改革 、
各援助国 国際開発省 国際援助庁 組織内部
導入 。 改革 一定
成果 上 確認 、今度 援助

対象 途上国 対 、 考 方
仕組 導入 求 。

途上国援助 現場 圧力団体
分、理想 追求 場所

。 、技術移転 言 知
、各援助国 本国 各種 利益団体

抵抗 実現 進 多
新 考 方 、途上国援助 現場

先鋭的 主張 、 意味 強制
見受 。 「 ー・

・ 勉強 先進国 人間 、

自国 実現 考 方 仕組 途上国
実験 」 指摘 。 、

仕組 西側諸国 、世銀
国連諸機関 導入 、 国内 圧

力団体 持 分、純粋 導入
成果 上 。

「 ー・ ・
」 大 考 方 延長線上 、巨大

行政機関 世銀 不要論 、規制撤廃 究
極 姿 統一市場実現

。

思想 、途上国援助 現場
持 込 現在 状況 。

折 合 一 姿
。 、①新 途上国援助 目

的 「貧困削減」、② 目的 実現
基本的 ー 、全会一致 意思決定、
共通 手続 、共通 資金 「関係者 協
調」、③ 具体的 方策 活動 、規制撤
廃、民間委託、分権化、戦略計画 策定、成果
連動 人事管理・予算管理 民間経営

的 方策、 ー 。

基本的 姿 、 、 、
文字 、

、 、 文字
表 具体的 仕組 ー

設定 。
筆者 援助協調 支援 参加

農業 ー 、援助協調 発想 基
「農業開発戦略」（

） 年 完

は

アプロ チは の
の き の

など

な は
した

などの な

あったと ることもできるが じつはそれらを
も するさらに きなうねりが で こっ
ている のベルリンの の
のソ の における メカニズム
の とその などの の が すよう
に な の みと
の いは の で がついたと
えるだろう ところが はそれだけに まら
ない の を して その い
に したと えるアメリカを とした

が して の の
にも を て そこにも な み
を しようとし める に ると

の について の みを
に すべきという が アメリカ カ

ナダ イギリス ニュ ジ ランド オ スト
ラリアなどのアングロ サクソン の で
になり に の みが

されるようになった この を ニュ
パブリック マネジメント と んで
おり や を と してその

や の を する え
である なおアメリカでは ニュ パブ
リック マネジメントという を いずに

という を
いるのが である

の である も ニュ
パブリック マネジメント の の では
あり ない の と に

の
や の に

した などの の が
の や の

に されていく そしてそれらの が
の を げたと されると は の

である に しても それらの え
と みの を めていくようになった
もともと の は がほと

んどない を しやすい であると
される しかし と えばそうかも
れないが の では の
の によって が まないことも いこれ
らの しい え を の ではよ
り に して ある で している
ように けられる つまり ニュ パブリッ
ク マネジメントを した の が

では できない え や みを
で しているのだ という である なお
これらの みは だけではなく
や でも され ここでも の

にあたるものを たない に
されて を げているとされる
こうした ニュ パブリック マネジメン

ト という きな え の に な
である の や の

の である の もあるわけで
ある

これら つの が の にそ
のまま ち まれてきたのが の である
そしてそれなりに り いをつけて つの と
なっている つまり しい の
は その を するため

の なアプロ チは の
の き の などの の
そして な や は

の
に した などの
な というパッケ ジである

この な のもとに
などの アルファベットや

などの アルファ
ベットで わされる な みやツ ルが

されていくわけである
が の に しているタンザ

ニアの セクタ では の に
づいて

が に

●

●

●
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成 。 、 ー 、 国際
開発庁（ ） 終始議論 ー

試 言 一方、世銀 重要 局面
議論 参加 。 、 戦略 書
基本的 ー 、長 間

課題 貧困削減
最終目標 、基本的 ー ・

持 力 利用 農業生産高 農民
収入 増加 目指 。不

必要 重複 規制 徴税 整理 取
除 、現在 機能 ー

・ 機能 刺激 、
ー ・ 適切 機能

出 前提 、政府 役割 統一基準
作成・運用 ー 実施 情報提供
「 ー ・ ー」 再定義

（再位置 ） 試 。 、
再定義 政府 活動 仕組 対 援助
国 共同 援助 実施 。議
論 参加者 明確 認識 否 関

、現地 展開 議論 明 世
界 大 流 沿 、 大 流

ー・ ・
。

思想的 背景 裏打 援助協
調 議論 直面 日本 、
背後 思想 受 入 素地

。 、実際 実践 経
験 。以下、 現
地 具体的 議論 組 合 順
次解説 。

、「貧困削減」 関係者間 協調 民間
経営的 方策 思想 ー 、
背後 基本的 発想 問題 解説

。筆者 過去 ー・ ・
ー ・ ー

（業績測定） 関 調査 度々訪問
・ 系 諸国

発想 影響 強 国際機関
、「政策枠組」（ ）

作成 発想 従来 強 、
援助協調 参加 経験 新 分

、北欧諸国 発想 強
。理想的 姿

描 、 「政策枠組」 作
成 。 関係者 合意 受 入

、具体的 施策 事業 実施 発
想 。北欧諸国 ・ 系
国 、現在 農業

ー 議論 ー 試
、勢 議論全体 「先

政策枠組」 発想 支配 。
一方、日本 関係者 、日本国内 受
教育 起因 、政策枠組

具体的施策 事業 縛
、 全体 結 関

発想 一般 非常 弱 。日本国内 言
、政策文書 曖昧 全 含

書 方 、現場 自由 利
発想 。 結果、政策

、全 施策 事業 、
何 政策 後付 正当化 得

。
結果、起 予想

何 。北欧諸国、 、世銀 援助
川上 政策枠組 策定 任 、
政策枠組 基 援助要請 出

。 援助国関係者 明確 意識
思 、 言 、「要

請主義」 建前 日本 結果的 事業実施
財布 使 可能性 大

。
筆者 、外務省委託 国別評価
総括 、 援助機関 現地事務所 訪

問 際、「政策策定作業 資金援助 具
体的 、

納税者 説明 」 質問 。
担当者 回答 、政策 基 具体
的 事業 発生 、 （

） 何倍 具体的
実現 説明

。 、何倍 日本 含

している デンマ ク イギリス
などが をリ ドしよ

うと みたと える は な の
みで に していた なお その に
かれた なメッセ ジは い のアフリ
カの である につなげるということ
を として にはマ ケット メ
カニズムが つ を して と
の を させてくことを している

で している や を して り
くことにより あまり していないマ
ケット メカニズムが するように し
そしてマ ケット メカニズムが に し
すことを として の を

の やトレ ニング や な
どの サ ビス プロバイダ として

づけ することを みている そして
された の や みに して

は で を していくとしている
の が に しているか かに わ

らず で されている は らかに
の きな れに っており その きな れ

とはニュ パブリック マネジメントなので
ある

こうした な に ちされた
という に した は どれほどその
にあるこうした を け れる があっ

たのであろうか あるいは に した
があったのであろうか タンザニア
などでの な と み わせながら

してみたい

まず や の や
な などの やアプロ チの さら

に にある な の について
したい が にニュ パブリック マ
ネジメントやパフォ マンス メジャ メント

に する のために し
たことのあるアングロ サクソン の およ
び においてそれらの が い で
は をまず

するという が から いが タンザ
ニアでの に した から たに
かったことは はさらにその が
いということであった なあるべき を
まず いて それにつながる を
する そして で して け れたあ

とに な や を するという
である とアングロ サクソン の
であるイギリスが のタンザニア セ

クタ の をリ ドすることを みているわ
けであるから い がこの にあり
きは の に されることになる

の は で けてき
た に することであるが その
ものおよびそれがどう や を る
か あるいはどう を びつけるかに する

が に に い でよく わ
れることは は かつ てを むよ
うに いてあった が で が くとい
う である この はあってないが
ごとくとなり ての や が とにかく
かの によって けで され るこ

とになる
この こってくると されることは
だろうか イギリス に

の にあたる の を せれば そ
の に づいて が てくること
になる それらの が に し
ているとは わないが はっきり えば

を とする が に
のための として われる が きいと
いうことである

は のヴィエトナム
の として ある の を
した に しても
なモノができるわけではないが どういう

ふうに に しているのか と した
の は に づいてそのあと

な が するわけであり ポンド あ
るいは ドル が にもなって なモノ
として したと できるということであっ
た もちろん かになるためには を

EU

DfID

Policy Framework

３ 日本 対応 発想 転換 必要性の と の の

（ ）政策枠組 構築 、 重視
発想

・政策的発想 強化 何 起 ？：
財布 使 可能性

1 を し それを するという

を しないと が こるか
として われる

1

1
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む の の と の が さ
れることになるわけであるが

の のなかでは な とな
りつつあるのが だが ではプロジェク
トという と が に い きをもって
おり プログラム アプロ チという がな
かなか されない オランダ

は プロジェクトという
を し プログラム コンポ ネントという

に き えている また のタンザニ
アの には には していないが
アメリカ でもやはりプロジェクトと
いう を せず アクティビティという
を することにしている
これらの の に られる は り
しになるが なあるべき をまず つ
いて それにつながる を す

る そして で して け れたあとに
な や を するという であ

る この の れ を セクタ プログ
ラム と している したがって な

や は として された
の に しなければならないわけであ

り に しないことが らかになれ
ば に し えるということになる え
ば の のために が
がないと かれば その を って に
は に し えるということであ
る よりはっきり えば の に し
ないプロジェクトは つまり だという
ことである これは

と ばれて
いる
しばしば の でその が

されることであるが いわゆるプロジェクト
デザイン マトリックス に かれた
プロジェクト や を で した
い つまりプロジェクトの が にありきで

した の が されるべきという
は の からは く け れられず
じ いほど の と なされるとい

うことである よく の が う
は でやっている というのは

の を みれば じつは な の

さの しに ぎないと わざるを ないの
だ

の でもその
が された の える とは

の をはっきりと する つまり
が を して するのかを の
および に して するということ

を していた つまり を すべき
ということにほかならなかった ただし
にアイロニカルなことであるが に

が かったためにこれが され
に の を てること が の

える だと されてしまっている
の が だという は になっ

てなされてきたものではなく すでに
からなされていることなのであり それが

という しい に が して ま
すます とされてきたということである

であるが えば の で した
などに の が っていたとしても

その である の が を に
いくことは なく かわって の や

や や の が
に って の が っているのを て

らが らかの を めて ってくる となっ
ていると わざるを ない

タンザニアの セクタ
が に してから まで

の に における は
かという が の の で に

に されたようである それは に
すべき ということで が
して してきた は コメ
みかん じゃがいもなど の を
めて それぞれを のある と
して する あるいは を げる こと
を みるという な で されてきた
ところが が して させている
の セクタ プログラム は これとは
に うものだと えるだろう が

他 援助国 資金 被援助国 資金 投入
。

世界 援助国 、例外的 存在
現実 、日本

言葉 概念 非常 強 輝
、 ・ ー 発想
理解 。一方、 外務省

（旧 ） 、 単語
廃止 、 ・ ー

用語 置 換 。 、今回
援助協調 積極的 参加 、

国際開発庁
用語 使用 、 用

語 使用 。
他 援助国 見 発想 、繰

返 、理想的 姿 一
描 、 「政策枠組」 作成
。 関係者 合意 受 入 、
具体的 施策 事業 実施 発想
。 一連 流 全体 「 ー・
」 呼称 。 、具体的

施策 事業 、政策枠組 設定 政策
目標 実現 貢献
、政策目標 貢献 明
、即座 差 替 。例
、識字率 向上 、専門家派遣 効果

分 、 資金 使 次年度
教科書無償配布 差 替
。 言 、上位 目標 貢献

無駄 失敗
。 別名「成果指向型管理」

（ ） 呼
。

日本 援助関係者 是非 議論
、 ・

・ （ ） 書
目標 上位目標 途中 変更

、 存在 先 、
当初設定 目標 方 変更
主張 、他 援助国 全 受 入 、
信 難 本末転倒 主張 見

。 日本 援助関係者 言
「日本 現場主義 」 、
上記 状況 鑑 、 政策的 発想

弱 裏返 過 言 得
。

第 次 改革懇談会 最終報告書
趣旨 言及 「顔 見 援助」 、日
本 援助政策 明示 、 日
本 何 目指 援助 他 援助国・
機関 途上国 対 明示
指 。 政策的発想 強化

。 、非常
、実際 政策的

発想 弱 曲解 、援助実
施場所 日本 国旗 立 等 「顔 見

援助」 認識 。政策
的発想 強化 必要 意見 近年

、 年以上
前 、 援
助協調 新 局面 日本 直面 、

必要 。
補足 、例 日本 援助 完成

発電所 日本 旗 立 、
受益者 当該国 住民 発電所 見

通常 、 日本 代議士
報道関係者 援助関係者 各種 評価調査団
見 行 日本 旗 立 見 、彼
何 認識 高 帰 結果

言 得 。

「農業 ー開発戦略書」
（ ） 年末 完成 現在
間 、当該戦略書 「戦略品目」 何

質問 日本 援助関係者 間 非常
頻繁 出 。 重点的 育
成 戦略品目 、日本 従来支
援 作成 農業開発計画 、 、麦、

、 特定 品目 数種類決
、 市場競争力 商品作物
育成 （ 加工度 上 ）

試 基本的 発想 策定 。
、援助国 支援 作成

現在 「 ー・ 」 、
根本的 違 言 。何 市場

・政策枠組 強化 、重要性 低下
「 」 言葉

・「顔 見 援助」 本来 意味

（ ）政府主導 開発 発想 市場
開発 発想 転換～

「戦略品目」 何 ？～

の によって が する
プロジェクト という

の える の の

の という から メカニ
ズムによる への への ところ
で は か

DANIDA

Result oriented Management

PDM

ODA

ASDS-

1
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2001
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競争力 品目 「市場 決 」
、開発戦略 中 決定 必要 。
、市場 働 阻害

規制 税制 取 除 一方、政府 統一基準
作 、 、農業 ー
実施 、流通 改善 ー

提供 実施 。 、「市場競
争 通 、市場競争力 品目（
加工品） 決 」 基本的 発想
貫 。 、 発想 基
策定 当該 、個別

品目 記述 全 出 来 。 代
ー・ 文書

、市場 適切 機能 方策 、政
府 新 役割 記述 構成

。
、日本 農業開発分野 援助関

係者 間 、 特定 品目 何
注目 集 。

日本 農業開発 経験 市場
基 開発 負 大

。少 関 言 、
自由市場 創設 、市場取引 価格
上下 （ 価格 ー

・ 発 ）
数年 、 生産量

全量買 上 「米価審議会」 会議 全
国単一 米価 決 。
上記 、 意味 統制経済的 発想
基 農業開発 経験 有 日本 農業開

発分野 援助関係者 間 、市場経済的 発
想 基 ー・ 仕組

理解 言 得
。

日本国内 幾 先行 自治体
一部 省庁 「 ー・ ・

」 同 発想 基 行政改革 着手
。 概 言 、 援

助現場 、日本 日本国内 行政改革 議論
実行 以上 挑戦
言 得 。 最

、各省 自治体 委託事業費 完全 廃

止 、財政当局 県 資金
配分 。 伴 、農業
省 、政策 関 、統一基準 策
定・運用、 ー 実施 行

。
日本 地方分権化 議論 、常
財政収入 分権化 先送 。昨年
月 、地方分権改革推進会議（議長：西室泰

三 東芝社長） 「国 地方 役割分担 応
事務・事業 在 方 国庫補助負担金見直
関 最終報告書」 総理大臣 提出 、

財政収入 分権化 提言 削除
。 、日本 援助関係者 、

ー・ ・ 基 行
政改革 試 、日本 過去 経験
移転 関 、 実施 推進
仕事 取 組 言
得 。

上記 （ ）～（ ） 、 日本国内 各種改
革 進展 、日本 援助関係者 自

経験 可能性 一方、
相当長期 日本 経験 得 思

。 、 諸国 成功体
験 持 市場統合 、言 換

ー ・ ー 強烈 成功 ー
共有 市場統合 経験 。

諸国 、行政手続 共通化
言 、貨幣 ー 統一

経験 、援助資金 統合 ・
極 自然 受入 仕

組 。 、仮 市場統合
日本 経験 機会 、 東

地域 市場統合 、日本 国内
産業 抵抗 、 先 話

。 、日本 諸国 有 共
通 成功 ー 、今後 手続
共通化 資金 統合化 議論 対応

必要 。

のある かは が める べきも
のであり の で する はない
そして メカニズムの きを している

や を り く は を
る アドバイスをする トレ ニングを
する システムを するなどのサ

ビス を する するとまさに
を じて がある あるいは

が まってくる という な
が かれている したがって この に づ
いて された においても の

にあたる は く て ない それに
わって というセクタ プログラム
は を に させるための や
の しい についての で されるこ

とになる
ひるがえって の の
の では なぜ の は かというこ

とにとかく が まるのであろうか それは
の の がまさに メカニズム

に づかない だったことに うところが
きいのだろう なくともコメに して えば

が され によって が
するようになった つまり というマ

ケット シグナルが せられるようになった
のはここ のことであり それまでは

い げで という で
の が められていた
のとおり ある で な

に づく の を する の
の の では な

に づくセクタ プログラムの みはな
かなか されないと わざるを ないだろ
う

でも つかの する および
の で ニュ パブリック マネジメ

ント と じ に づく が され
ている しかし して えば タンザニアの

で は の で さ
れ されていること のことに してい
ると わざるを ないだろう その たるもの
は から への を に

して から へダイレクトに を
するということである それに い

は に するアドバイス の
トレ ニング などを なうとい

うことになる
でも が されているが

に の は りされている
に

が と の に じ
た の り と し
に する を に したが
やはり の についての は
されていた したがって の は
ニュ パブリック マネジメントに づく

の みについても の の が
できないにも わらず その を す

る にタンザニアで り んでいると わざ
るを ないのだろう

の は まだ の
の により の も らのこ

ととして できる がある おそら
く にわたって が し ないと
われることがある それは が
として つ ということで い え

ればヨ ロッパ ドナ が な のイメ
ジとして している の である

にとっては を するこ
となどは うまでもなく をユ ロに
した から を させるコモン
バスケットなども めて に れられる
みであろう ひるがえって に を
が する があるとすれば それは

アジア での であるが の
からの もあり かなり の になるだ

ろう したがって は が する
の イメ ジがないまま とも き

の や の という に して
いくことが ということになる

ASDS

ASDS

EU

EU

EU

注

注

9

10

（ ）日本国内 行政改革 先
行 行政改革 試

（ ）市場統合 経験 ー 日本 持
当面

3

4

の よりもさらにずっと
を く の み

の やイメ ジを が つこ
とは ない

10

1 3
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４ 今後 課題の

次 、 解説 思想的背景 日本 持
経験 対比 踏 、日本 援助実施
今後対応 課題 解説 。

統一的 政策 中央省庁 決 、
「解釈権」 現場担当者 持 仕組 。

、環境、教育、援助協調、 対策
各分野 基本政策 中央省庁 定 、現場

事務所 通知 。 政策 現場 状
況 即 具体的 「解釈」 活
動 、現場 管理者 判断 任 。
現場 状況 多種多様 。 多種多様
特殊 状況 言葉 本部 理解 、
不可能 場合 。日本 人間 一度

経験 極 新 状況 場合
。 、従来 本部

決定権限 握 場合 、現場管理者
、 無理 知 莫大 ー
費消 、 現場 特殊 状況 言葉 説

明 文書 現場 行 意思決定
稟議書 来 得 。

本部 、極 長 稟議 末 、 理解
、意思決定案 精神 理解 具体的

対応案 一度考 直 、 結論
。 一度経験 、現場管理者 、

新 状況 対応 自体
。

打破 、本部 統一的 政策
各現場 伝達 、途中 稟議
来 原則 廃止 。現場管理者 、
政策 、現場 状況 即 適宜「解釈」
活動 。 、 結果発生 結果
本部 報告 。本部 毎年度末、
結果 見 、現場管理者 業績 評価
人事評価 。 、本部
現場 状況 想像力 働 理解 必

要 。 本部 稟議 ー
中 、十分 想像力 働 人間 一人

場合 稟議 事態 避
。一方、現場管理者 、現地 援助国代表

者会合 出 、 流動的 雰囲気 中

、他 援助国代表者 同様 、 場 意思
決定 表明 可能 。
起 結果 、本部 行 自分 人事評

価 全責任 負 、現場
言葉 雰囲気 踏 意思決定

、通常 適切 意思決定
多 、 起 結果 、望

結果 場合 多 予想 。
年代中期 現在 至 、世銀
開発銀行（ ） 間 、

「現場 分権化」 関 激 競争
観察 、 本質 上

記 説明 内容 。 、
（米国国際開発庁） 競争

加 、現場管理者 政策 「解釈権」 持 、
現場管理者 現場 状況 即 重大 意思決
定 行 。 一歩進 、世銀、

、 、政策 策定 組織
現場管理者 政策実現 度合 測

業績 関 契約 結 試
、実際 運用 （
）。一方、本部 各部門 従来 管理

者 位置 、統一基準 作成、
情報提供、 ー 提供 ー ・

ー 位置 。
民間企業 最近 日本企業

民間経営 、 仕組
当然 採用 。企業 明確
包括戦略（ ） 打
社員 徹底 、 解釈 現場 ー ー
任 。 起 結果 企業
報告 、 結果 基 現場 ー
ー 評価 、評価 企業

入 。従来 「現
場担当者→本部事務職→経営陣」 流

、「現場管理者→経営陣」
流 。 本部事務職 人

数 大幅 削減 上 、明確 「後方支援
部隊」（＝ ー ・ ー） 位
置 。 、日本 長銀 日債
銀 大手銀行 破綻 際、 最
近 例 年 航空 破綻 際
、従来 「現場担当者→本部事務職→経営陣」

従来型 組織構造 。組織 複雑
、意思決定 時間 過 一方、破綻

組織全体 何 起

に で された と が
つ の を まえて の にお
いて すべき をいくつか する

な は で めるが その
は が つ みとする

つまり テロ など
の の は が めて

へ する そしてその を の
に してどのように に して
するかは の の に せる

の は である その
で な を で へ させるのは
ほぼ な がある の が も

したことのない めて しい の に
はなおさらである しかし のように
が を っている には
は なかば とは りつつ なエネルギ
を して その の な を で
する をつけて で ないたい

の をあげて ざるを なかった しかし
では めて い の に やはり

できず の は するが
な はもう え されよ という
となる これを すると は
しい に すること をあきらめるよ

うになりがちである
これを するには が な を

へ したあとは で をあげて
ることを として する は
を の に して して
する そして その した のみ
へ する としては その
のみを て の の つま

り をする こうすると ではいち
いち の を を かせて する
はなくなる そして の のチェ ンの
で に が かない が でも

いた に がストップする を けられ
る は での

に ていって その な の

で の と に その で
して することが となる そのかわ

り きた には が なう の
をかけて を うわけであるが の
にできない を まえて する

わけなので は な であること
が く それによって きる も ましい

である が いであろうと される
から に るまで とア

ジア の で どちらがより
へ するかに して しく し

ていることが されているが その は
で したことを としていた また

などもこの に
わり が の を ち

が の に して な
を なっている さらに んで

などでは を する
トップと が の いを る

に してあらかじめ を ぶことが み
られ に されている

の は の
という づけではなく の

トレ ニング などのサ ビス
プロバイダ という づけになっている
アメリカの そして の に

おける では まさにこうした みを
のごとく している トップが

に を ちだし
て に し その は のマネ ジャ
に せる そして きた のみが トップ
へ され その に づいて のマネ
ジャ が され がよければ トップ
へダイレクトに ってくる のような

という れで
はなくなってなり と
いう れになっている そして は
が に された で に

サ ビス プロバイダ という
づけになっている なお の や
などの が した およびごく
の では にスイス が した に

は の
という の であった が
で に がかかり ぎる
するまで でどこで が こっているか

3

1990

2001

（ ）統一的 政策策定 現地 権限委譲 同
時実施～政策 「解釈権」 付与～

1 な と への の
の の

ADB

USAID

ADB USAID

Performance

Contract

Corporate Strategy



（従来型の管理）� （権限委譲後）�

政策の決定� 組織全体で決定� リーダーが明確に打ち出す�

意思決定権限� 稟議、決裁による内部合意� 現場管理者に政策の「解釈権」�

行動規範� 前例� 成果�

外部環境の変化�
への対応�

対応が遅い、程度が小さい� 対応が早い、大胆�

組織内部のニーズにフィット� 組織外部（受益者や現場の関係�
者）のニーズにフィット�

出所：筆者作成�

強いリーダーシップ�
　明確な政策の提示�

現場管理者が、�
受益者のニーズ／成果の�
発現の程度に即して適宜�
実施を修正する。�
→政策の「解釈権」を与�
えられる。 

決裁�

決裁�

決裁�

（稟議）�
（簡素かつ少数の中間管理層）�

（受 益 者）� （受 益 者）�
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図 統一政策 策定 現地 権限委譲 概念図

（ ）政策枠組 発想 技法 身 付 人
材育成

2

2

の と への の

という と を に けた

を している が もいなかったと わ
れている

の の と への
の を すると のようになる
さらに のような え を すると この
に してあるような と

して れることになるはずである この
は
などの で さ

れていることであると に その の
を は の にも めて

いるわけである が なぜサブ サハラ
や を めとする くの で

の として を
めているかというと の に

おける の を でも
り しようとしているからだということ

である これに して どうして は
の として をあまり めていな

いように えるかと うと の で
は の がほとんどないからだと わざ
るを ないであろう

そしてセクタ プログラムに

が よく できるかどうかは き な
もさることながら にある を

できるかどうかにかかっている その を
するために も なことは への

の の に えて という
と を に けた の である
には の があり る

を する
と を してどこにギャッ

プがあるかを する
そのギャップを な や に
とし む
その した を する

なお はミクロ
ともいえる の なくとも

つの に する トレ ニングが
となる これらの を って の に
あるいは のまさに フレ ム

ワ ク を する をするわけである そ
して これらはアメリカの の
でほぼ ず されている でもある
これに して のある の では

の は の と
が された の

だとしているが そのように しているアメ
リカの はない における
の さが の にも れている

理解 人間 一人 言
。

上記 統一政策 策定 現場 「解釈権」
付与 図示 以下 （図 ）。

上記 考 方 採用 、
図 示 制度改革・組織改革

表 。 制度改
革・組織改革 世銀、 、 （国連開
発計画）、 援助機関内部 推進

同時 、 分権化 成
功経験 、現在 途上国 政府機関 求

。世銀 、 ・ 諸
国 南米 始 多 途上国 援助実施
条件 「分権化」（ ）

求 、世銀自身 組織内部
「分権化」 成功体験 、途上国 文

字通 再現
。 対 、 日本 援助実

施 条件 「分権化」 求
見 言 、自身 組織内部

分権化 経験 言
得 。

援助協調 ー・ 日本

首尾 対応 、手続 的
対応 、背後 思想 共有

。 共有 実
現 最 重要 、現場 政策
「解釈権」 付与 加 、政策枠組

発想 技法 身 付 人材 育成 。具
体的 、以下 訓練 得 。
（ ）政策枠組 構築 訓練
（ ）政策枠組 現状 比較

特定 訓練
（ ） 具体的 施策 事業 落

込 訓練
（ ） 結果発生 結果 評価 訓練

、（ ） 経済学、統計解析、（政
策枠組論 ）公共政策学 少

道具 関 基礎的 ー 必須
。 道具 使 、頭 中 二次

元 三次元 「枠組」（ ー
ー ） 構築 訓練 。
、 公共政策系 大学院
必 採用 基礎科目 。
対 日本 政策系 大学院 、

政策研究 基礎 「政策史」（政策 歴史）
「政策過程論」（政策 決定 過程 研究）

、 定義
大学院 。日本 政策的思考

弱 、日本 大学院教育 表 一

2

2

1

2

3

4

1

3

ADB UNDP

USAID

Decentralization



セクター・プログラム：�
中央レベルで策定される統一政策�

参加型開発アプローチ：�
村レベルからのニーズの足し上げ�

どう折り合いをつ�
ける？？�

出所：筆者作成�
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例 言 得 。
（ ） 、 ～ 年 日本 認

知 政策評価 関 各種
ー 必須 、（ ） 違 日本国

内 ー 受講 可能
。 、（ ） （ ） 中間 実施

、上記（ ）～（ ） 道具 身
付 人材 、統一的 政策 策定 本部
、 政策 「解釈」 現場 双方 同時
配置 必要 。

最後 、政策枠組 関 発想 身
否 関 日本 含 援助

全体 直面 予想 課題
解説 試 。 短期的 課題

。
日本 含 援助国 、農村開

発 社会開発 自 専門 関係者 中
心 、農村開発手法 「参加型」 是

。農民 自発的 集会 通 、農民
自 ー 特定 、自 対応策 考 、自

対応策 実施 発想 。
対 、 ー・ 中央 政

策枠組 決 下位 伝達
。 、援助協調

ー・ 直面 最大 課題
思 、上 政策 示 ー・

、下 ー 足 上

参加型開発 、 折 合
。

課題 関 回答 出 、
日本 他 援助国 現場 経験 十分

。 、 課題 関 現時点
解説 適切 、課題 所在

指摘 出来 。 今後 議論
参考 、現場 起 状況 若干

解説 、 衝突 、
事務所 支援 ー 、

早 予想 、
折 合 仕組 、一連 ー・

策定過程 時点 組 入
探 。結局、包括戦略

「農業 ー開発戦略」（ ）
先送 、施策 「農業 ー開

発 」（ ） 先送
、 県 実施 移
計画策定 「県農業開発計画

」（
： 末頃） 先送
。 、 先 先送

先 。 、 事務
所 支援 ー 、意 決
策定過程 、折 合 仕組 策定

提案 受 入 。
、「（ ）統一的 政策策定 現地 権限委

譲 同時実施～政策 「解釈権」 付与～」
解説 適用 。
、中央 策定 政策文書（
） 受 取 県政府 、 県 事情

即 政策 「解釈」 県 政
策枠組 作 。 、 県 政策枠
組 村 落 。村 、 県
政策枠組 、村 事情 即 「解釈」
具体的 事業 立案 。
、中央→県→村 流 予算配分 、

解釈 基 実施 事業
成果 増額 減額
仕組 。 現場 考 最善

折 合 仕組 。
、「参加型 ー 」 標榜 人

々 、 参加型 主
張 、 国全体 政策 折
合 新 仕組 案 、

だと わざるを ないだろう
また は ここ で でもやっと
されるようになった に する ト

レ ニングが であり と って
でもそのトレ ニング が となってき

た そして と はその で さ
れることになるが の を
に けた が な を する
と その を する の に
に されることが であろう

に に する を につけて
いるか かに わらず を む コミュニ
ティ が するだろうと される に
ついて を みたい まずは な で
ある

を めたいくつかの では
および を らの する を
に として が とさ

れている の な を じて
らのニ ズを し ら を え

らその を するという である こ
れに して セクタ プログラムは で

を めてそれを レベルに するわ
けである したがって あるいはセク
タ プログラムが する の となる
と われるのは から を すセクタ
プログラムと からニ ズを し げてくる

は どこで り いをつけるのかと
いうことである

この に する はまだ ていないし
も の も での がまだ で

はない したがって この に して
で することは ではなく の を

することしか ない しかし の
の のために で きている を

すると この は タンザニアの
および による チ ムでは か

なり くから されていたことであり その
り いをつける みを のセクタ

プログラムの にどの で み れる
かが られていた にあたる

セクタ で
は りされ にあたる セクタ
プログラム でも りさ

れ さらにそれらを レベルで に すため
の マニュアルである
ガイドライン

でも りされか
けた しかし より には りできる
がない したがって タンザニア
および チ ムは を して

で り いをつける みを コ
ンサルタントに して け れさせた それ
は な と への
の の の で
したことを するということである つ

まり レベルで された
を け った は その の

に してその を して レベルの
を る そして その レベルの

を レベルに とす は その レベルの
を の に してさらに

して な を するというものである
そして と れていく は
それぞれの に づいて された など
の にもとづいて されたり されると
いう みである これが で えた の
り いの みである
ただし アプロ チ を する
にとっては それは ではないという
がありえるが では の とどう り
いをつけるのかの しい みの が それ

4 2 3

1

2 3

1 4

, 2001

, 2002

, 2002

4 1

,

注

注

11

12

（ ）援助協調 直面 課題 （短期）：新
開発 ー ー・

、従来型 開発 ー 「参
加型 ー 」 折 合

3 1が する しい
アプロ チであるセクタ プログラ

ムと の アプロ チである
アプロ チ の り い

JICA

IDCJ

ASDS

ASDP

District Agricultural Development

Plans DADP

DADP

JICA

IDCJ DADP

ASDS

ASDP
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を する からも されるべきであろう
に が らしい という を え

る に で く うわけであるが
アプロ チとセクタ プログラムの

の を るのは の である
タンザニアで した り いをつける しい

みがどれほど し どこをどう すれ
ばいいのかを の で らか
にしていきたい この については で
はこれ することはできないと わざる
を ない また の で する を ち
たいと う

で されていると える
とは もともと がその き りをか

けて したと える であろう
の の からすると あと
には その の を する が

ず るはずである その の は り
えられる つ のケ スは に の

が のいくレベルまで したとい
う である そのケ スでは
がほぼ されたとして とは
の しい および が されるであろう
もう つのケ スは ったように の

が しなかったというケ スである そ
の には という を げ
けようとすれば び の ぶりに する

が まることが される それを ける
には という が
だったとして やはり とは の

な が されることになるだろう そ
の の や への は か
ら へあっさりそして に を

させたように やはり くほどあっさりそ
して になされることが される

や の の はすでに しい
の を している があり で

も から に わる に する
を することが まれる は
まで が した について
の から を しつつもはっきり

と を することなく な を

けていったとされる から
へ コミュニティの が したあ

と その に ち は に べれば
の に づく をしようとする き

が である これを め に
が び する に および の

の を して があらかじめ
に した のアイディアを ち して
の の をリ ドすることが まれる
としての は するにせよ
するにせよ いずれ わる その

にはもはやトップ ドナ ではない が
を ぼすことができる はここにあるの

だろう

で した は いずれも
が まで したことがないか あるいは
になって り み めた ばかりであるが
こうした だ でも していない を
として げて その を に めてい

かねばならないのが の の である
そして には の と となって
にその を く っていかねばならない
にも している とてもアイロニカル

な と えるが に えば もやっ
たことがないことを に めるつらさ がこ
こにはある これが あるいはセクタ
プログラムに して が している

であると に で していることと
で に っていることとのギャップ

こそが およびセクタ プログラム
の が で まない な だと えるだ
ろう
ただし こうした は において
にもよく られたことであると に ま

しい を にもたらしてきた がある
の の と も まず

は で われてきたことが
に した があった もちろん それだけ
ではない の のうち は

における びで まることを されず
に な のなかで まれ な
びを られてきた である は

主張 人々 提案 。
単 「参加型 素晴 」 理想 唱
方々 現場 数多 出会 、参

加型 ー ー・ 衝突
結果、不利益 被 途上国 住民 。

提案 折 合 新
仕組 機能 、 改善

年 試験的適用段階 明
。 点 、現時点

以上解説 言
得 。 別 紙面 解説 機会 持

思 。

現在、援助国間 共有 言 開
発目標 、 世銀 生 残

発案 言 「貧困削減」 。
前回 「構造調整」 経験 、 数
年後 、 政策 成果 評価 時期 必
来 。 評価 結果 、二通

考 。一 目 ー 、実際 世界
貧困人口 満足 減少
評価 。 ー 、「貧困削減」

達成 、「貧困削減」 別
新 目標 政策 設定 。
一 ー 、思 世界 貧困

人口 減少 ー 。
場合 、「貧困削減」 政策 掲 続

、再 世銀 仕事 関
不満 高 予想 。 避

、「貧困削減」 目標自体 非現実的
、 「貧困削減」 別 現

実的 目標 設定 。
別 目標 政策 転換 、「構造調整」
「貧困削減」 明確 政策

転換 、 驚
明確 予想 。

世銀 他 一部 人々 新 開発目
標 議論 開始 可能性 、日本
今 「貧困削減」 代 目標 関 議

論 開始 望 。日本 年代
中頃 世銀 主導 「構造調整」 、
自身 開発経験 疑問 有
意見 発信 、資金的 協力 続

。「構造調整」 「貧困
削減」 援助 政策 変化
、 反省 立 、日本 以前 比 自

己 開発経験 基 主張 動
顕著 。 一歩進 、数年後 世銀
再 政策転換 時期 、世銀 他 援

助国・機関 機先 制 、日本
周到 準備 政策 打 出 、
世界 援助 議論 ー 望 。
政策 「貧困削減」 、成功
失敗 、 終 。 時、資金
的 ・ ー 日本 影
響力 及 余地

。

本稿 解説 諸項目 、 日本自身
今 経験 、 近年

取 組 始 課題 、
未 日本 実現 状態 理

想 掲 、 実現 途上国 勧
現在 日本 立場 。

時 他 援助国 一体 、途上
国 実現 強 迫 場
面 多々直面 。
状況 言 、率直 言 、「自分

他人 勧 」
。 援助協調 ー

・ 関 日本 直面 現実
同時 、途上国 主張

日本国内 実際 行
、援助協調 ー・

理解 日本 進 主 要因 言
。

、 状況 援助分野 過
去 見 同時 、好

影響 日本 実績 。
最近話題 「政策評価」 導入 定着 、
援助分野 長年行 日本国内
波及 形跡 （ 、

）。日本 公共分野 、 、
国内 横並 納 許 、
常 国際的 議論 揉 、国際的 横
並 迫 分野 。 、日

2003

1990

（ ）援助協調 直面 課題 （中長期）：「貧
困削減」 終

4 2が する
はいずれ わる

５ まとめ

ODA

ODA
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本 行 国際貢献 、日本 国
際的 議論 紹介 、 日本 対応

何 起 、先行的 学 機会
。 時 、日本国内 「常識」

思 決 事 、根本的 変更
迫 場合 。
援助協調 含 最近 経験 日本国

内 関係者 紹介 、今度 逆 、
「自分 経験 人 勧 」

、同時 「経験 者
有 説得力」 。日本国内 行政改革
関 新 動 、 世界 援助 巡
議論 日本 対応 中 明

予想 。今後 、援助分野
新 動 、 対応 過程

日本側関係者 議論、 対応 結果
日本 社会 改善 結

注目 価値 。

・佐々木亮（ ）『政策評価 ー
・ 』国際開発 ー

・龍慶昭・佐々木亮（ ）『戦略策定 理論
技法～公共・非営利組織 戦略

～』、多賀出版
・龍慶昭・佐々木亮（ ）『「政策評価」
理論 技法』、多賀出版

・ （ ）

・
（ ）

・
（ ）
（ ）

・
（ ）

（ ）

が なう であるとともに に
な を し それに が してみ

たら が こるのかを に べる で
もあるのだ それは に では
と われている め について な
を ることになる もある

を む の の を
の に することは は に
が したことを に める というこ

とであり にそこには した のみが
する がある の に
する しい きも まずは の を る
に が する で らかになってくる

ことが される とも におけ
る しい きと それに する における

の そしてその の が
いかに の の に びついていくかに

していく があるだろう

のトレ ニング
ブック センタ

の
と の マネジメン
トのために

の
と

ODA

a

b

David Osborne and Ted Gaebler

Addison Wesley Publication Co

Ministry of Agriculture and Food Security

Tanzania

Ministry of Agriculture and Food Security

Tanzania

Final Draft

Ministry of Agriculture and Food Security

Tanzania

Draft

注 年 月時点 、 ー

加盟国 、通貨統合 参加

。

注 詳 、

（ ）（邦訳 『行政革命』（ ）日本能率

協会 ー 参照。）

注 ：貧困

削減財政支援

注 ：中期

支出枠組書

注 ：公共支出報告

書

注 ：

支援戦略書

注 ：

開発目標

注

用 。 、

用 。（例：

）

注 生産者 、 以上 ー ・

仕組 。筆者 岩手県 農業

営 、自由市場 本格的 移行

間、 ー ・ ・ ー

状態 、 農家 希少品種導入

品質向上 無農薬化 差別化 全

考 、 単年度 生産量 増加 追

求 。 一方 、 唯一 市場的

反応 、減反政策 政府 封 込

状況 。

注 、 自由市場 創設 、兼業農家

各種補助金支給 取 止 、日本

近年 市場 本格的 導入

始 事実 、発想 転換 経

験 機会 増大 言 。

注 例 、佐々木（ ） 用

、 （国際開発高等教育機構）、総務

省 研修 。

注 衝突 、保健分野 初等教育分野

ー・ 顕在化 。

、中央 政策 示 ー・

書 ー （例：全国均一 保

健 ー 実施） 、村 特定

足 上 来 ー （例：村内

基礎的 保健 ー 受 取 ） 一致

多 。一方、農村・農業開発

、中央 示 政策 、村 ー

予想 。

１

２

３

４

５

６

７

８

９

2002 12

1992 . 1994

-

-

- -

10

11 2002

12

で イギリスとデンマ クは

ではあるが に してい

ない

しくは

は

マネジメントセンタ を

タンザニア

ミレニアム

のかわりに や を

いることもある また のかわり

に を いることもある

にとって これ にマ ケット リ

スクのない みはない は で

を んでいるが に に する

までの つまりマ ケット リスク フリ

の では どのコメ も など

の や などの などは く

えずに ひたすら の の を

していた しかし で その の

な が によって に じ めら

れるという であった

ただし コメの の や

への の り めなど でも

になって メカニズムの な が

まっているのは であり の を

する はますます していると える

えば およびそれを いた

での など

この は や のセク

タ プログラムではあまり しない な

ぜなら レベルで を すセクタ プ

ログラムに かれたニ ズ の

サ ビスの と レベルで されて

し げられて るニ ズ のおける

な サ ビスの け り はほぼ

することが いからだ

では レベルが す と レベルのニ

ズはかなりずれることが されるEU

David Osborne and Ted Gaebler
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（ ）
ー協調 現場 事例 開発 援助協調ドナ の から タンザニアの その コンサルタントには はできるのか／

ドナ の から タンザニアの
その
ー協調 現場

事例
／

3
開発 援助協調コンサルタントには はできるのか

大久保 信一
藍澤 淑雄

財団法人 国際開発 ー 主任研究員

財団法人 国際開発 ー 主任研究員

センタ

センタ

はじめに

（財）国際開発 ー（
）

年 月 年 予定 、国際協力事業団（ ）
「 国地方開発 ー

策定支援調査 」（以下、 （
：農業

ー ）策定支援調査） 実施
。開発調査 技術協力 枠組 使
、従来 開発調査 全 違 業務形態

。 初 試
、開発

経験 種類 開
発調査 。従来実施 調査業務
大 異 、大使館
公的機関 主 行 他国援助機関
交渉・調整・交流（援助協調・調整） 積極

的 関 調査団員 求
、 先方政府 対 技術協力 成果

報告書 提出 行政 支援
、 点 。

調査団 、最初 現地調査 開始 直前
次 指示 受 。「 ー会議

事務所 人間 積極的 意見 言
欲 。但 発言内容 大使館
事務所 相談 必要 」。案件開
始時 調査団 悩 。 開
発 経験 、現地調査
中先方政府 発言 求 場面 時折
遭遇 。通常 事務所 事前 打
合 事 問題 回避 。
ー会議 国際会議 、事前 相談

間 調査団 判断 発言

得 事態 大 予想 。開発
、仮 大使館 相談
ー会合 発言 事 無 事実

知 。 日本
政府 代表 受 取 発言

了解無 本当 行 良
。仮 発言内容 問題 場合、責

任 分 合 。幾
点 不明瞭 調査 開始 。

一方、 中 行政実務者
他 ー 意見 交 援助協

調 行 疑問 不安
感 職員 。
発注者、受注者、共 暗中模索 状態 同調

査 開始 年弱経過 現時点
、 農業分野 ー
日本 立場 、以前 比 強

。 調査団 、様々 形
事務所 基軸 ー協調

貢献 行 、 指示 大半 実現
考 。 、前述 悩 疑問 本

論 執筆中 今 完全 解消 。
調査団 貢献 内容 良 、十
分 、悩 尽 。本論
、開発 援助協調業務
関 経験 振 返 、 開発

日本主導 「援助協
調」推進 貢献 検証 、
変 行 援助環境 日本 及

方 考 。

センタ
は

より の で
の タンザニア セクタ プログラム

セク
タ プログラム を してい
る という の みを いつ
つも の とは く う が
とられている にとって めての みで
あり コンサルタントとしての にとっ
てもこれまで したことのなかった の

であった してきた と
きく なるのは および という

が として ってきた と
の に
に わることが に められていたこ

と そして に する の が
の ではなく プロセスを する

こと という である
は の が される

に より の を けた ドナ で
は の として に を っ
て しい し によっては や

とよく する があろう
の はかなり んだ は

コンサルタントとしての から
から を められる には

している は と に
ち わせをする で は される しかし
ドナ のような では の
などする もなく の で せざるを

ない が いに された コンサル
タントは に であっても に
なくドナ で する はあまり い
を っている いわんやコンサルタントが

を するとも け られかねない を
の くして に って いものだ

ろうか に が となった
を は かち ってくれるのか つか

の が なまま は されていった
の でも ではないコン

サルタントが ドナ と を わして
を うことができるかどうかに や を
じている もいたようである

に の で
が されてから した にお

いて タンザニアの におけるドナ と
しての の は と べさらに いも
のとなっている は な で

を としたドナ プロセス
に を い の の は した
と えている しかし の みや は
を の でも には されていない

の の は かったのだろうか
だったのだろうか みは きない で

は コンサルタントとして
に わってきた を り り が
コンサルタントとして による

にどのように できたのかを し
わり く における の び

コンサルタントのあり を える

International

Development Center of Japan: IDCJ

JICA

ASDP Agriculture

Sector Development Programme

JICA

IDCJ

JICA

JICA

JICA

JICA

IDCJ IDCJ

JICA

JICA

JICA

JICA

JICA

IDCJ

JICA

JICA

IDCJ

ODA

2001

3 3

2

2

注

注

1

2
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図表 「地方開発 ー 策定調査」 契約公示

（ ） 策定支援 公式会合
体制

1

1

JICA

ASDP

による セクタ プログラム のコンサルタント

のための のための

（ ） （以下「 」国） 貧困削減戦略書（ ）支援 一環 、日本主導
先方政府・ ー間協調、国内関係者参加 推進 、農業 ー

（ ） 上位戦略 地方開発戦略（ ） 農業分野開発戦略（ ） 、
策定 係 支援 行 。

（ ）上記 支援 踏 、「 」国 財政計画 中期支出枠組書（ ）
整合性 図 、農業 ー 策定 実施管理 支援 。

（ ） 、上記策定段階 、日本 「対 国別援助計画」 「国別事業実施計画」
整合性 念頭 、既存 日本 協力案件 整理 行 、上記 対 今後

日本 協力可能性 検討 。

1

2

3

タンザニア タ における の として に
よる ドナ プロセスを しつつ セクタ プログラム

の となる および について
その プロセスに る を う

および を まえ タ の である と
の を りつつ セクタ プログラム および を する

また において の タンザニア と
との を に の の の を うとともに プログラムに する の

の を する

PRSP

ASP RDS ASDS

RDS ASDS MTEF

JICA

＊ ＊＊ ＊＊＊

＊＊＊＊

＊

＊＊

＊＊＊

＊＊＊＊

当初 、 ＝ 「Ｄ」 省 名称 。

出所： 案件公示情報

は というように の が かれた であったAgricultural Sector Program ASP Development
Rural Development Strategy
Agricultural Sector Development Strategy
Medium term Expenditure Framework
JICA

-

１

２

ASDP策定支援調査 背景：新
取 組 挑戦

調査実施体制：調査団
体制 中 活動

の た
な り みへの

はどのよう
な の で してきたか

1990

2000 10

1

20

6

2

6

年代前半 教育分野、保健分野等
、 政府改革 各種支援
ー 系 ー 中心 進 。

分野 北欧系 ー 中心 、幾
ー 系 ー 協調支援 行

、日本 協調 輪 中 入
状況 。一部 ー 「協調

輪 入 日本」 貼
。一方 、農業分野 改革 対

ー 協調支援 本格化
。 中、 年 月 貧困削減戦略書

（ ： ）
完成 、農業分野 改革
注目 浴 、農業分野 積極

的 二国間援助 進 日本 、援助協調
軸 農業 ー （ ）

策定支援 行 ー側 取 役 務
意志表示 行 。 ー 取 役
、 ー 策定 進捗

大 責任 負 、在
日本大使館 事務所 対応策
練 、 一環 策定支援調査

立 上 、 投入
決定 。

募 公示 出 、結果 落札
。図表 当該業務 公示

調査目的 抜粋 。

日本 、農業 ー 取
意志表明 当初、 近 農業分野支

援 ー 同 頻度 集 策定
支援 行 効率的 予想 、参
画 ー 数 可能 限 少
合 提案 。結果、 、

英国、 ー 、世界銀行、 ー 連合
（ ）、 日本 計 ー 中心

策定支援 進 正式 決定 、
策定支援 開始 。図表

策定支援 公式会合 体制 。
農業 ー 取 役 農業食糧

保障省（以下、「農業省」 略 ）
体制 中 事務局 務 。
一方、非公式 場 、 ー 互 密
連絡 取 合 、必要 応 ー間

より で
は タンザニア のための が
ヨ ロッパ ドナ を に められていた
これら では ドナ を に つも
のヨ ロッパ ドナ が を っていた
が はその の の になかなか れな
い にあった のドナ からは の
に ってくれない というレッテルも

られていた で の に して
はドナ による は していなかっ
た こうした の

の をきっかけに の があらた
めて を びることとなり で
な を めてきた は

を とした セクタ プログラム
を うドナ の りまとめ を め

る を った ドナ の りまとめ
は セクタ プログラム プロセスの に
きな を うこととなるため タンザニ

ア および はその
を り その として を
ち げて コンサルタントを することを
したのであった はコンサルタント

を るため を し が する
こととなった には の にお
ける を した

は セクタ でイニシアティブを
る をした くいる
ドナ すべてが じ で まり
を うのは でないことを し

ドナ はその を な り なくすること
も わせて した アイルランド

デンマ ク ヨ ロッパ
および の ドナ が となっ

て を めることが に し
が された は

のための の である
は セクタ の りまとめ として

と す とともにこ
の の で を めている

の でも ドナ は いに
な を り いつつ に じてドナ

Poverty Reduction Strategy Paper PRSP

ASDP

JICA

ASDP

JICA

IDCJ

ASDP

EU

ASDP

ASDP ASDP

JICA

注

注

注3

4

5



＊当初6ドナーであったが、FAO(Food and Agriculture Organization of the United Nations：�
　国際連合食糧農業機関)、WFP(UN/FAO World Food Program：世界食糧計画）が後から加わり、�
　8ドナーによる支援体制となった。�
出所：ASDP策定支援調査団作成資料元に筆者作成�

事務局�

農業食糧保障省�

議長：次官�

政策計画局�

調査団�
(IDCJ)JICA

他主要農業関係省�

組合・流通省�
水資源・牧畜省�
地方自治省�

他関係省庁�

財務省�
首相府�

他 主要ドナー�

Denmark�
DFID�
EU�
FAO�

Ireland Aid�
World Bank�
WFP

在タンザニア�
日本大使館�

ASDP 策定支援公式会合メンバー�

出所：筆者作成�

先方政府�

コンサルタント�

JICA

先方政府�

コンサルタント�JICA

JICAチーム�

通常の開発調査� ASDP策定支援�

他ドナー�

調査実施、報告書の�
作成・提出、計画策�
定能力等の移転� 行政プロセスの促進支援�

（計画策定環境の整備と計画策定技術等の移転）�
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図表 策定支援体制

図表 通常 開発調査 策定支援調査 実施体制 違

（ ）通常 開発調査 大 違 ー ー
関係

2

3

2

ASDP

ASDPの と おける の い

の と きく うカウンタ パ
トとの

の ミ ティングを き タンザニア
への のあり につき な を
となく ねている ドナ の

が における のル ルとして
これら ドナ の には し えば いず
れのドナ も け けして と な
をすることは めて しい であった

この プロセスには コンサルタントで
ある も のメンバ と
して している また に をしない

でも で する の と
な でプロセスには っている

は という

の スキ ムの みの で われて
いるものの その において の

と きく う が つある
への の が とさ

れていないこと
の どを タンザニア ととも

にし チ ム として しているこ
と
の を したコンサルタントは
に の とその で う

の を
に し している
では コンサルタントである

は とともに チ ム とし
てタンザニア の プロセスの を
っている また ドナ とコミュニケ ショ

ンを にとっている の とタ

小 ー 開 、 政府農業
省 支援 方 、具体的 議論 幾
度 重 。「 ー間 援助協調」

策定支援 当然 ー
ー 間 存在 、例 、

ー 抜 駆 農業省 直接的 交
渉 極 難 状況 。

援助協調 、
調査団員 事務所 ー

参加 。 会合等 参加
場合 、会議 使用 資料 作成 事前配
布等、様々 形 入 。

策定支援調査 、開発調査

一技術協力 ー 枠組 中 行
、 実施体制 通常 開発

調査 大 違 点 二 。
先方政府 報告書 提出、説明 義務

活動 殆 事務所
、「 ー 」 活動

通常 開発調査 受注 、
一般 、報告書 提出 過程 行 技術
（調査能力、計画策定能力等 ）移転 途上国
政府 対 実施 。一方、 策定支
援調査 、 調査
団 事務所 「 ー 」

政府 行政 促進支援
行 。 他 ー ー

積極的 。通常 開発調査

ASDP

IDCJ JICA

ASDP JICA

JICA

JICA

ASDP

IDCJ

JICA JICA

6

注

注

注

6

7

8

●

●



出所：筆者作成�

B.�
 ASDP担当企画調査�
員が担当することが�
必要な範囲�

C.�
ASDP策定支援コンサ�
ルタントが担当する�
ことが指示される�

範囲�

A.�
農業担当所員が�

担当する事が必要な範囲�
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図表 策定支援 援助協調 ー 業務範囲

図表 策定支援 援助協調 事務所員、企画調査員、調査団 主 業務

（ ） ー （ 事務所員、企画調査員、
調査団） 体制

4

5

3

ASDP JICA

ASDP

JICA JICA

における にかかる チ ム

にかかる における の な

チ ム
の

A B
C

および
および の たる

の たる
の かけ の

事務所員 企画調査員 主 業務
調査団 主 業務

（図表 網 部分 業務）4

出所：筆者作成

比較的共通
業務

策定支援事務局 関係
ー 各種連絡、調整、意見
。議事録 配布。
関連 会合（含 ー会合）

設定、出席、発言。
策定支援 農業食糧保障

省 協議 設定・参加

策定支援事務局 事
務所 補佐。特 議事録 作成（但
議事録 関係者 配布等 事
務所 担 ）。

関連 会合（含 ー会合）
出席、発言、 的

。
策定支援 農業食糧保障

省 協議 設定・参加。

比較的共通
業務

日本大使館 協議。
本部 協議。
関連会合（含 ー会合）

日本政府 発言。

策定 資 調査・研究 実施。

する としての ド
ナ への とりま
とめ の

の むドナ
の

のための
との の

である
の に の し
の への は

が う
の むドナ

への アドバイス コメン
ト

のための
との の

しな
い

との
との

むドナ で
の としての

に する の

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

ASDP

ASDP

ASDP

ASDP JICA

JICA

ASDP

ASDP

JICA
ASDP

ASDP

ンザニア セクタ プログラム
におけるコンサルタント およ

び この の の いは
のように できる

は に タンザニア

および の で されるチ ムで
されている の と

が うことのできる の を
に した

から に する
コンサルタントである の つの
が できる や が

できない を コンサルタントが
することで んな の きへの

が となる もう つは は
や が する が とされる

をも コンサルタントが
う では コンサルタントは の
かけ を としつつも および の
み にも があれば となるよう
えている のような であるのだと

える しかし では があれば
や が うべき をも
べて して コンサルタントが

を うもしくは チ ム で
な であるのだとも える に

には と および の を した

地方開発 ー 策定支援
調査 、先方政府、
日本政府（ 場合 ） 関係 違

図表 比較 。

策定支援 、主 事
務所農業分野担当所員、 担当企画調査員、

調査団 者 構成 ー
実施 。 策定支援 範囲 者
担 業務範囲 概念的関係 図

表 示 。
図表 策定支援業務 従事 開

発 調査団 二
役割 理解 。担当所員 企画調査員 十

分対応 部分 開発 補
完 、盛 援助協調 動 対応
可能 役割。 一 、本来 事務所

員 企画調査員 担当 事 必要 援
助協調関係業務 、開発 担
場合。前者 開発 網
部分 業務対象 、

囲 部分 必要 対応可能
控 予備隊 存在 言

。 後者 、必要 事務所員
企画調査員 行 援助協調関連業務

統 包括 開発 援助協調
業務全体 担 ー 内 主導
可能 存在 言 。次 図表

、 、 業務 整理 。

JICA

ASDP JICA

ASDP

IDCJ

ASDP

ASDP
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C

A B

JICA

A B C

3
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図表 事務所員 企画調査員 開発 特性上 権限上 強 ・弱

（ ） ー 事務所員、企画調査
員、 立場上 違
強 ・弱

6

4

JICA

JICA

／ ／ コンサルタントの および の み み

チ ムにおける
およびコンサルタントの の い

と み み

コミュニケ ション とは だけでなく も めた を す
とは の に わる ドナ の や び や に する

までを める つまり コミュニケ ション が なく されるための とも える

の コンサルタント

コミュニケ ショ
ン を した

が ず す
るのか

がコミュニケ ション
の い の を に し

く すれば
ロ テ ションと み

う あり

がコミュニケ ション
の い の を

に し く すれば

の で
にする で は い

に な
した

が ず す
るか

しいが
が に な

を した の を に
し く すれば

の カリキュ
ラムが に な

となっていない な
は しい に に
を した が された

としても に の が さ
れるとは らない

しいが
が に な

を した の を に
し く すれば

となる は
セクタ に する を してい
るのが であり そのために

を する が い つま
り を す が

を として するこ
とは ないと される

の で
にする で は い

はあっても と
いう への を するケ ス
は いと される

が えられ
を する

が か

との な からの

の に がない
な きは しい し

ジュニア など で
の があり さらに び

での な
があれば は ないと され
る

しいが
からの な

び からの な
の

の に がない
と な きは しい

み

との な
が されていれば

は に である

の として
に じた が で
ある

に した が
である

な を にした や
が

も

み

を する の
は けられない

する は における
クラスであるため の
は しい

が に し
をする を にし

ないと された が
に を つ はある

の とコンサルタント
の では めた

の となり に
おいて を いがち

ー 能力 英語等外国語会話能力 、交渉力・説得力等 含 総合的能力 指 。
専門知識 、援助実施機関 実務 関 知識、他 ー 組織体制 法的根拠及 母国援助政策 政治・経済動向 関

知識 含 。 上記「 ー 能力」 遺憾 発揮 基盤 言 。
出所：筆者作成

特性 事務所員
（職員）

事務所・企画調査員
（非職員 場合） 開発

ー
能力 有

人材 必 担当

○可能
前提：事務所 ー
能力 高 職員 配置 本部 対
強 要望 可能。
問題：人事 ー ー 噛 合
必要 。

○可能
前提：事務所 ー
能力 高 企画調査員 配置 本部
対 強 要望 可能。

◎十分可能
前提：案件公示、指示書 中 明確

事 実現性 高 。

援助協調 必要
専門知識 有
人材 必 担当

△若干難 可能
前提：事務所 援助協調 必要 専
門知識 有 人材 配置 本部
対 強 要望 可能。
問題： 内 人材育成

援助協調的業務 従事可能
内容 場合、持続的
人材供給 難 。仮 、一時的
専門知識 有 人材 配置

、次 同様 人材 配置
限 。

△若干難 可能
前提：事務所 援助協調 必要 専
門知識 有 人材 配置 本部
対 強 要望 可能。
問題：企画調査員 人材 特定

ー 精通 事 目指
一般的 、 事

務所勤務 希望 事 多 。
企画調査員 目指 人材 援助協

調業務 専任業務 希望
少 推測 。

○可能
前提：案件公示、指示書 中 明確

事 実現性 高 。

問題：能力 、援助協調
業務 従事 拒否 ー

多 推測 。

権限 与 日
本政府 代表
発言 可能

◎十分可能
前提：日本大使館 十分 連絡・
協議。

○可能
前提： 事務所長 権限委
譲。
問題：援助 実務 理解 場
合、有効 働 難 。但 、

専門員 本部等
勤務経験 、 本部及
事務所 十分 教育・指導
問題 少 推測

。

△若干難 可能
前提： 本部 明確 指示、
及 事務所長 全面的
支持 明示。
問題：援助行政 実務 理解
有効 働 難 。

強

□ 日本大使館 良好 連絡・報
告関係 確立 、援助協
調 効率的 遂行可能 。

□ 事務所 一員 職員
準 援助協調活動遂行 可能
。

□ 援助協調 集中 業務 可能
。

□ 客観的 視点 基 発言
活動 可能。
□ 補足的調査 実施可能。

弱

■ 他業務 兼務 場合 負担増
避 。

■ 該当 人材
中堅 、長期 事務
所投入 難 。

■ 事務所 本部 対 、援助協調
業務 旨（ ） 明示

、派遣 企画調査員 着
任後 不満 持 可能性 。

■ 現在
契約方式 、一度決 稼動期

間内 活動 、援助協調業務
継続性 失 。

＊

＊＊

＊

＊＊

JICA JICA

JICA

JICA

JICA

JICA

JICA
JICA

JICA

JICA
TOR

JICA

ここまで して が な がある
それは にかかる の に な

を えた または を
に すればコンサルタントは ないの

ではないか という である この えは
がある である それぞれの や

の いがありコンサルタントにはその や
のメリットを かした ができるから

である に を するに
あたっての
コンサルタントの およびその の
に きく する のレベル そしてこれ

らを にそれぞれの みや みを した
を まえると に な

を えた が に される
ことが のためにひとつの まし
い と えるかもしれない し

を する が
も するとなるとかなりの が

する ドナ および との

説明 、確認 必要 点 。
、援助協調 業務 遂行 必要

能力 備 職員 企画調査員 事
務所 配置 必要

、 疑問 。 答 、
「必要 」 。 特性 立場
上 違 特性
立場上 活 活動

。図表 、援助協調業務 遂行
、 事務所員、企画調査員、開

発 特性、 特性 活
用 大 影響 権限 、

基 強 弱 整理 。
図表 踏 、援助協調推進 必要

特性 備 職員 事務所 配置
、援助協調遂行 望

体制 言 。但 、個別案件
（専門家、開発調査等） 担当 職員 援助
協調 兼任 事務負担 発
生 。 ー 被援助国政府 調整・

JICA

JICA

JICA

6

6
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図表 事務局 農業食糧保障省、 、 調査団 業務

（ ）援助協調 ー 事務局
調査団 貢献

（ ） 事務所 代弁者 貢献

7

1

2

としての および の

をリ ドした の とし
ての の

の としての

JICA

ASDP

JICA

担当
業務

農業食糧
保障省 事務所

調査団 備考

関係 ー 会議日時等
情報 提供、事務連絡

○ ◎ △ 本来 農業食糧保障省 主体
、 活用

各種書類 送付 ◎ △ 遅 多

会議議事録作成・修正 ○ ◎ 英語 作成

ー側小会議 設定・連絡 ◎

ー側意見 取 ◎ ○ 策定支援 ー 統一意
見 作成

交渉、公式・非公式会合 出席、 議事録
、東京 公電 作成等、 精

神的、肉体的疲労度 非常 高 、一人 担当
官 継続的 業務 執 行 不可能

。従 、援助協調 従事
、「複数体制」、 ー 臨
有効 。 ー 、通常

援助実施業務 監督・管理 従事 、援助
協調 関 物理的・技術的 難 。

以下 、既述 説明 体制 中 、
調査団 維持 開発

特性 立場上 強 活 具体的
何 行 貢献 果
取 。

前述 、日本 主導権 発揮 旨
明 経緯 、 策定

事務局 担 。当
初、 策定支援 表明 ー
間 意見 集約 行 調整機能 担 予定

、農業食糧保障省 十分 事務局機能 果
、 時折 ー

反発 招 結果 、漸次
実質的 事務局機能 担 体制 。図

表 事務局 実施 業務内容
調査団 行 事務局業務 整理 。
図表 分 、事務局機能

主 「支援 」 取 役
、 援助協調 持続的

上 欠 触媒的機能 言 。複数
案件 業務 抱 ー 担当者全員 常時

策定支援 参画
、支援 滞 進捗

事務局 全体 細部 亘
把握 必要作業 継続的 行 必要
。実質的 事務局 調

査団 共 、時 単独 、 時
調査団 委任 通 会議 参加 、
会議開催連絡 関係者 行 渡 確認
行 、 、時 策定 関 各 ー
個別見解 取 上 、 策定支

援 ー 統一意見 作成 。図表 書
類 送付 農業食糧保障省 役目
、会議開催前 、関係者全員 届 稀

時折事務局（ 及 調査団）
ー 必要 。 事務所 通

常業務 遂行 傍 、事務局
業務 担 、 調査団 ー
一員 事務局機能 一端 担 。

図表 記載 ー 参加 策定

◎：主体 遂行、○時折遂行、△主体 補佐
出所：筆者作成

として を

JICA

FAX E Mail

ASDP

IDCJ

ASDP

JICA

JICA ASDP

JICA

JICA

ASDP

JICA IDCJ

IDCJ

ASDP

ASDP

JICA

JICA

IDCJ JICA

ASDP

メンバ への の
の

は が
を

の れることが い

にて

ドナ の

ドナ の りまとめ ドナ の
を

への その
のとりまとめ への の その

は に く の
が に を り うことは といっ
てよい って に するにあたっ
ては つまりチ ムとして むこ
とが である チ ムでなければ の

の に しつつ
に わることは に しい

には の してきた の で
が した コンサルタントと

してのその と の みを かし
に を ってどのような を たしてきたか
を りまとめた

のように が を する を
らかにした から プロセスに

おける は が うこととなった
は を した ドナ

の の を う を う であっ
たが が な を
たすことができず そのことが ドナ から

を く となったことから
が な を う となった
には として が した

と が った を した
からも かるように とは

として プロセス の りまとめ であ
るが これらは を なものとする
で かせない とも える の
や を えたドナ の が

プロセスに できるというわ
けでもないため プロセスが りなく
するためには がプロセス を に っ
て しつつ を に う があ
る に であった は

と に には で また には
への を してすべての に し

が に き ったかその
も い また に に わる ドナ
の を りまとめた で
ドナ の も する では
の は の となっている

が に に くことは
であり び がフォ
ロ をする があった は

を する らで としてこれら
も っており も チ ム

の として の を ってきた

のメンバ が する

-

6

7

7

7

2

注

注

注

9

10

11

３ プロセス におけるコンサルタ
ントの は をし
てきたか

支援
貢献： 調査団 何IDCJ
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に わる は によ
り として に されてきた この

でもドナ だけの と
しての との の などが

に わる や の と
してもうけられた それら の どに

は と に また には で み
の を うことで

の が るべく を い ま
た の として を うこと
もあった に つかの にて が
たした な の としての
について にまとめた

は として
ドナ だけの ミ ティングの くに

しコメントを ってきた また で
もドナ はそれぞれが を し

や の を う の は
に の で ドナ と

することには れておらず ドナ から れ
ば ドナ の に らない という
をされていた では
が まる より しずつ

での ドナ との を みるようになった
も の でのドナ との

を るように みた が セクタ へ
の に し どのような えを っているの
か の がどのような を して
いるのか あらゆる を してその に
めた

と は に し
に を っている ならば

は を としているた
め は けるべき である に

プロセス の には ドナ が
を に ったことに して ドナ が
している しかし は が
を している を して
と で に する を わ

す を も けている も
の に いてまた

は にて を うこともしばしばあっ
た これら は

プロセスが する を ぐ で
を げている えば の り モ

ダリティの が ち がった に
セクタ に られるような ドナ による
の くがコモンバスケットを したものにな

る と った が けられた がある

セクタ プログラムである では ドナ
を プロジェクト ではなく つの
に を しそこから にて

された に づき する というコ
モンバスケットファンド の
を していた しかし は な

として び プロジェクト
をとっていることから への
は の タンザニア の を
していた にアイルランドとデンマ ク

が による を していたが
を けるために に

を すなど な の を
ドナ が するよう とともに
は な きかけをしてきた に

この きかけが を し セクタ プログ
ラム が に するのを する
ことができた その でも だったのは

メカニズムを する グル プ
に が メンバ として

した である

が された
は を むタンザニアにおける の

に きな を えてきた タ
ンザニア の と の を
け に る の を

し プロセスのリ ドのあり に し
な を けている を けると

に に の の を
の として しつつ をして

いる また は の により
している に する の
を じて に を に

関 会議 、農業食糧保障省次官主催
公式会議 頻繁 開催 。

公式会議以外 ー 会議、事務局
農業食糧保障省 個別交渉 場 、
策定支援 関 意思決定 調整 場

。 会合 殆
調査団 共 、 時 単独 臨 、
議事概要録作成 他、適宜発言 行
事務所 主張 会議上通 支援 行 、

事務所 代弁者 発言 行
。以下 幾 場面 調査団 果
重要 事務所 代弁者 活

躍 簡単 。

調査団 、 事務所員 、 策
定支援 ー 小 ー 多 参
加 行 。 、会合以外

ー 食事会等 企画 、情報
交換 意見 確認 行 。日本 援助関係者
一般的 「業務」以外 場面 他 ー 接触

慣 、他 ー 見
、「 ー 輪 入 日本人」 見

方 。 事務所 策定
支援 始 直前 、少 、業務時間外

他 ー 接触 試 。
調査団 、会合以外 場 ー 接触時
間 作 試 。日本 農業 ー
援助 関 、 考 持
、日本 援助形態 特徴 有

、 機会 利用 流布
努 。

農業食糧保障省 策定 関
頻繁 個別協議 行 。本来 、

策定支援 援助協調 基底
個別交渉 避 行為 。現実 、

策定 開始初期 頃 一部 ー 個
別対応 頻繁 行 対 他 ー
非難 。 、日本 事務所
事務局 担当 立場 活用 農業食糧
保障省 相対 策定 関 議論 交
機会 幾度 設 。調査団 、

事務所了解 下、農業食糧保障省 赴

電話 意見交換 行
。 事務所支援業務 、 策

定支援 急進 事 防 上 一定効
果 上 。例 、後述 通 、援助

議論 持 上 時 、保健、教
育 ー 見 「 ー 支
援 多 通
」 言 状況 避 点 。

ー 、 ー
援助 個別 方式 、一
口座 原資 一旦集約 計
画 活動内容 基 支出 、

（ ）方式 採用
検討 。 、日本 、主要 援助

形態 無償資金協力及 個別
方式 、 方式 急
転換 日本 対 援助全体 再編成
意味 。特 ー

実施 主張 、
方式一辺倒 避 、会合毎 反

論 示 、多様 援助形態存続 必要性
各 ー 認知 事務所
調査団 様々 働 。実際 、

働 効 奏 、農業 ー
全体 方式 転換 回避

。 中 決定的
資金 考案 作業 ー

調査団 （ 事務所 ー ）直
接参加 点 。

策定支援 開始 頃、 調査
団 、 含 近年
援助動向 大 影響 与 世界銀行

事務所 氏 会合 機会 数度
設 、 策定支援 係 世銀 意見 聴取
、支援 ー 方 関 大変

有用 示唆 受 。示唆 受 同時
同氏 日本援助 事情 共有 （ 策定

支援 一環 ）意識 意見交換
。 、 、毎年 委託

実施 開発問題 関 専門家 招聘事
業 通 、 年 月 氏 日本 招

ASDP

IDCJ
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JICA

JICA
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JICA ASDP

JICA ASDP

JICA ASDP

ASDP

JICA

ASDP

JICA

JICA ASDP

ASDP
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CBF

CBF

CBF ASDP
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ASDP

JICA

ASDP IDCJ

PRSP

Ndulu

ASDP

ASDP

IDCJ JICA

Ndulu

①有力 ー 綿密 接触 維持

②農業食糧保障省 個別協議実施 日本
影響力 維持

③ 一辺倒 回避

④ ー 推進主要
人物 確立

ドナ との な の

との による
の の

コモンバスケットファンド の

タンザニアでのセクタ プログラム
とのパイプの

注
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聘 講演会等 開催 。 援助 最
大 ー 世銀 中心人物 一人

形 日本 招聘 事実 、 策定支
援 円滑 進 大 貢献

。

ー 特定 ー
国家開発 枠組 且 当該 ー
開発 最上位開発計画 予算計画

。従 ー
参画 ー 農業開発
援助 行 、理論的
内容 沿 資金投入

投入 考 事 。
ー 我 国 例外 、

日本大使館 事務所 支
援 並行 枠内 我 国援助

方 検討 進 。 調査団 係
検討支援 地方開発及 農業開発
基本情報 整理・分析・取 作業 進
。以下 作業 中 主

。

前述 、 農業開
発 進 上 最上位計画 言 過言

。即 、仮 農業開発 最上位
計画 完成 場合 、具体的 開発項
目 記載 内容 援助 行

理論上 得 。 調査団 、
沿 「今後日本 実施 案件」
「 必要 案件」 何

特定 基本的農業調査 実施
有用 考 。調査団 数 月
短期間 、農業 分野 調査 実施 、

農業 ー調査的 業務 実施 。報告
書 英語 作成 、農業食糧保障省 他
ー 調査結果 発表 場 設 。農業背

景調査 策定関係者 披露 、
日本 農業分野 支援 可能性
方向性 他 ー 初 認識

点 重要 貢献 果 考
。 一義的 「 農業開

発 」 基本的問題意
識 農業食糧保障省 提示 点
意義 考 。 報告 他 ー

及 農業食糧保障省 高 評価 。
調査団 実施 同

調査 、日本 実施 支援 方
向性検討 提案例

、援助協調、基本的農業開発 観点
有意義 言 。

既述 農業開発 必要
「予算」 詳細 言及 。予算
化 資金 一部 中央省庁 流 、 他
地方自治体 流 執行 。

援助資金 流
中 組 込 方向 、
調査団 、農業関係省庁 地方自治

体 関 予算 財政 整理 行
調査 実施 。特 援助資金 流 予算執
行 観点 調査
。

国内 保健 ー 教育
ー 策定 先行 。
策定支援 、 先行

ー 概要 把握
有益 考 、 調査団 担

当省庁、関係 ー、 専門家等 情報
収集 行 、理解・分析 深 。 、他

諸国 中 、既 農業 ー
策定 先行 行 国 多数
、 参考

現状把握 重要 考
、隣国 農業 ー
実態調査 必要性 提案 、 年
月 実施 。

各 ー 互 協調関係 維持 被援
助国政府 支援 、 ー 一部

し を した タンザニア の
ドナ である の の をこのよ

うな で に した は
プロセスを に めるために きく し

たといえる

セクタ プログラムは セクタ における
のための みであり つ セクタ

のための および で
ある ってセクタ プログラムである
に するドナ がタンザニア におい
て を うにあたっては には
の に った もしくはプロジェクト

を えなければならない になる
プロセスをリ ドする が も ではなく
このため と は
と して における が の

あり の を めていた は
る として び におけ
る の りまとめ を
めた はこうした の の なものであ
る

のように は タンザニアで
を める での と っても で

はない ち に が の
として した には な

として されていない で を うこ
とは あり なくなる は

に って が したい
または タンザニアにとって な が
かを できるような の が

であると えていた は カ とい
う に で を し ミニ

セクタ な を した
は で し および ド

ナ へ を する を けた
を に したことは

が において する のある
について ドナ が めて すること

ができた において な を たしたと
えている また には タンザニア

はどうしたらよいのか という
を に したという におい

ても があったと える この は ドナ
び から く されている
このように によって された

は が にて すべき の
のための つの となっただけで

なく の からも
なものであったと えよう

のとおり は に となる
の にも するものである

された の は に れ その
は に れて されることになる
タンザニアではすべての がこうした
れの に み まれていく にあることから

は および
に わる と メカニズムの を う
を した に の れと

におけるモニタリングの から してい
る

タンザニア では セクタ および
セクタ のプログラム が している

にあたっては これら する
つのセクタ プログラムの を するこ
とが と えられたため は

ドナ から
を い を めた また の

アフリカ の には に のセクタ プ
ログラム が して われている が
あり タンザニアでの の とするた
めにはそれらの が と えられたた
め ウガンダでの セクタ プログラム
の の を に し
に されることとなった

ドナ が いに を しつつ
を することは ヨ ロッパの

ASDP

ASDP

ASDP

ASDP

JICA ASDP

ASDP

IDCJ

ASDP

ASDP

IDCJ

ASDP

ASDP

IDCJ

ASDP

ASDP

IDCJ

ASDP

IDCJ

JICA

ASDP

JICA

（ ）地方開発、農業開発 専門的
貢献

① ー調査（農業背景調査） 実施

②農業関係省庁 地方自治体 関 予算
財政 調査 実施

③他 ー 他国農業 ー
関 調査

（ ）援助協調 維持 「思想的裏付
開発 理解」 貢献

3

4

における インプッ
トにかかる

ミニセクタ の

および に わる
と の の

セクタ プログラムおよび セクタ
プログラムに する

が されるための
けと トレンドへの にかかる

6

2

2001 11注

注

注

注

15

16

17

18

１



95IDCJ FORUM No.23 2003.3
3

（ ）
ー協調 現場 事例 開発 援助協調ドナ の から タンザニアの その コンサルタントには はできるのか／

のドナ の ではかなり から に わ
れてきている しかし のドナ が つの

に かい を するのは
しいことではない ましてやアフリカとの
が に く また に
い が であり つ をア
フリカに しているヨ ロッパドナ を

プロセスに をさせ けるには
の にかかる け およ

び トレンドへの が となる こ
のため は に の を っ
た

ドナ は らの タンザニア の
となる やセクタ プログラム
に わる を み ねている

は タンザニア および
タンザニア が されて

いるものの に されるセクタ プログ
ラム の きの
および は されていない こ

のような を すべく が
レビュ および に わるド

ナ への き り を い アフリカ に
おける の え や の を
したペ パ を した

のように は へ
の がないが へは の

と に インセプションレポ ト
プログレスレポ トを することになってい
る は に わる の

をとりまとめたものである に
の またプロセス というこれまでに

ない のあり から できる な も
に りまとめている タンザニアにおける

に わる は の
の でも ど がないことばかりであったた
め な に すことになった に に
て を とした に の
が わることになった にも とし

て されることを して している

の は の
のそれとは が なることから それに

じて められる も なる の
では カウンタ パ ト へ を
して してもらうこと ならびに の

において を することが
となっている では
タンザニア の プロセスの を うこ
とを とし また これによりタンザニア

のオ ナ シップを すること
を としている は この
に ってタンザニア のオ ナ シップ
のために な プロセスを してきた
にその について し タンザニ

ア がその によりどのように してき
たかを べる

は とともに
もしくは の で にタンザニア
のオ ナ シップを してきている

して してきたことは の りである

はタンザニア が をより
に するための タンザニア のツ

ル であり を えた その
と においてはタンザニア がハンドル
を るべきである

が の を ら った は
タンザニアが めてといっても ではない
また セクタ プログラムと べて
も が い りを つべきである

が から けた である
タンザニア による は

されていたタイミングよりも したものの
タンザニア によって された

のためのコンサルタントをタンザニ
ア が する も されたが

ー 間 以前 積極的 行
。 、多数 ー 一

援助目標 向 、協調関係 維持 易
。 関係

相対的・歴史的 「浅 」 地理的 「遠
」日本 、旧宗主国 且 援助資源

集中 ー ー
策定 参加・協力 続 、
相応 援助協調 「思想的裏付 」
「開発 理解」 必要 。

、 調査団 主 以下 作業 行
。

他 ー 自 対 援助政策 基
礎 調査研究 ー 策定支
援 関 研究 積 重 。他方、日本
外務省対 国別援助計画
対 国別援助実施計画等 作成

、急速 展開 ー
型支援、財政支援、援助協調等 動 概

括 分析作業 本格化 。
状況 解消 、 調査団員

文献 ー 策定支援 関
ー 聴 取 調査 行 、 援助

援助形態 考 方 今後 方向性 分析
ー ー 作成 。

既述 、 調査団 、先方政府
報告書提出義務 、 従来

開発調査 同様 、 ー 、
ー 提出

。内容 策定支援 関 調査団 活
動経過 。特 援助協
調 実践、 支援

業務 方 抽出 様々 経験
簡潔 取 。
本件業務 関 出来事 、日本 援助関係者
中 殆 経験
詳細 記録 残 。仮 他国
援助協調 主体 業務 日本 援助関係

者 関 場合 参考資料
活用 意識 作成 。

策定支援調査 目的 、通常 開発調
査 種類 異 、 応

求 成果 異 。通常 開発調査
、 ー ー 政府 調査成果物 提

出 活用 、 調査 実
施過程 特定技術 移転 目的

。一方、 策定支援調査 、
政府 行政 支援 行

目的 、 、 農
業食糧保障省 ー ー 醸成
成果 。 調査団員 、 目

的 沿 政府 ー ー 醸
成 様々 行政 支援 。
以下 「支援」 例示 、
政府 支援 変化

述 。

調査団 、 事務所 、公式
非公式 場 、積極的 政

府 ー ー 主張 。一貫
主張 次 通 。

政府 農業開発 効
果的 遂行 “ 政府 ー
” 、持続性 考 場合、 策定
実施 政府
握 。

被援助国 相当 策定作業 自 行 国
初 過言 。

他省庁主管 ー 比
柔軟性 高 。誇 持 。

調査団 受 指示
「 政府 策定」 、予測

遅延 、
政府 実現 。当初、

策定
政府 傭上 案 検討 、 調
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査団 、早 段階 事務所 、
公式・非公式 場 政府職員
文書 作成 点 主張 続

。 一貫 主張 、 政府
ー ー 醸成 影響 与 。

策定 ー 事務局
実質的 担 進 。 、

「 文書完成迄」 関係者間 合意
基 、 実施段階 、
事務局 手 引 。一方
、 文書 骨格 完成 、関

係者 、 活動 実施 高 調整・実
施能力 有 事務局 設置 示唆 。

、当初、農業食糧保障省 実施
事務局要員 、 政府「外」、

民間労働市場 募 考 。
対 、多 ー 、「 政

府 所有物 、従 政府職員 直接運営
道理 、持続性 持

基本 」 方針 主張 。 調
査団 「 政府 文書策定」
本質 「 政府 実施」

体制 確立 当初 考
、 ー側 考 統一 農業食糧保障

省 働 行 。結果、 働
影響 農業食糧保障省 政府主導

事務局 設置 意欲 持 。

「 ’ 」
声 下、 策定

政府 所有物 持続性
、当初 関係 ー 協

議 重 。 策定支援開始
本格化 年 月頃、既 農業食糧保障
省 ー ー 関 、
懐疑的 見方 ー 系 ー 中心 存
在 。農業食糧保障省 ー

対 ー 系 ー 懐疑心 一時
高 、農業食糧保障省 ー

阻害 企図 様々 負 圧力 農業

食糧保障省 対 。
年弱経 現時点 、 政
府 所有物 続 基盤 形成

。
文書 、 作成 必要性

指摘 、重債務国 債務免除
（ ） 受 条件

。 国外 圧力
策定 始 言 。 、外圧

国内 圧力 。先行 保健
教育 ー 策定 一歩出遅

精神的 ー、国家予算取得
省庁・ ー間 競争

。
策定 当初、農業食糧保障省 ー
厳 環境 、
農業食糧保障省 始 農業関係

省庁 実施 主体 、
各種会合 強 発揮

。 発揮
背景 、 重要性 認知、
文書策定 実施 ー、特 日本
強 支持 裏付 一種「自信」

育 始 考 。 策定
支援調査 継続 中 、 政府側

所有 、 ー 自信
政府内 移入 、 技術

協力 開発調査 大 成果
点 改 強調 。

本論 、日本 開発
技術協力 枠組 中 挑戦 援助協調

業務 経緯説明 分析 行 。本論
表題 問題提起 答 、

「開発 援助協調 可能
、 今後 挑戦 業務 」

結論 考 。
本論 綴 開発 援助協調
役割 、超 限界 認識 、
事務所 援助協調業務 全面的 支援

貢献 相当程度実現 示

は い から とともに
の でタンザニア が

を するべきである を し けてき
た この した は タンザニア の
オ ナ シップ に を えてきた

プロセスは チ ムが
を に うことで んだ しかし これは

という の に
づくものであり では
は から を くこととなっている
で の が するにつれて

からは その の には い
を する の が されていた

このため は
のための を タンザニア
つまり から る えであった
これに して くのドナ は は
の であり って が

するのが であり を たせるための
である という を した
も タンザニア による

の は タンザニア による
を することにあると から えてい

たため ドナ の えの や
へ きかけを ってきた この きか

けが して も の
の に を つようになった

のかけ の プロセスがどのよう
にすればタンザニア の として
あるものとできるか から ドナ は
を ねていた しかし が

された に
の プロセスへのオ ナ シップに し

な がヨ ロッパ ドナ を に
した によるプロセスのリ

ドに するヨ ロッパ ドナ の が
はかなり まり によるリ ド
の を したような な の が

に してかけられてきた しかし
った では がタンザニア

の であり けるための が され
つつある

は その の が に
て されただけでなく の

イニシアチブ を けるための と
なっていた タンザニア の から

が まったとも える また にとも
なう の もあった する および

セクタ プログラム から れて
いるという プレッシャ
のための セクタ の にもよるもの
である

は がリ ド
するには しい であったにもかかわらず

は を めとする
が の となりつつあり また
においても いイニシアチブを す

るようになっている そしてイニシアチブ
の には の の また

と におけるドナ に から
の い を けとした のよう
なものが ち めたのだと える

を する で タンザニア が
プロセスそのものを し リ ドする を
タンザニア に することが この

としての における きな であ
る を めて したい

ではここまで の コンサルタン
トが の みの で した

の とその を ってきた
の にもある に えるとすると

コンサルタントには は であ
り また も すべき である という

となると える
で った コンサルタントの

の は えられない を しつつも
の を に す

ることでの が できたことを
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②「政府職員自身 実施事務局 運
営」 主張
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ー ー 自信 萌芽

による の
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の によるセク
タ プログラムをリ ドする の
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している ただし にて した かけ
の つまり び
が する が とされる での
にかかる につき コンサルタ

ントである が か か
また すべきか かは る い
としての には の

は すべきだと える
によっても における

コンサルタントの たすべき が なる
であろうという も したい アフリカとア
ジアでは の にお
ける の がかなり う

の や けも う また
とアフリカの には と
に に られる の さと う でも

とアジアの とは う な が
しており って の でも

の や で いは よう タンザ
ニアでの を まえ また アジアのように

の が な での が
すること も に きつつ とも

コンサルタントが を し より
な を が となるべく き

の をまとめた

プロセス の では に
ファシリテ タ としてのコンサルタントの
の を び コンサルタント
が に する がある

では した は
の を けておらず その も め

られない この が の との いで
あることは か べている コンサルタント
が に で えば
を してしまうのではなく カウンタ パ
トが となって し コンサルタントはファ
シリテ タ として が するまでの
として な を たしうるという が

を じ らかとなったと
える しかしこのような はタンザニアの
にいる び の の の

に まっているというのが の である

である び コンサルタント
が コンサルタントの の は

という からの が と
ている

のような プロセス
は が を げるにつれ

が すことは と えるべきである にア
ジアのように アフリカよりも の

において い と い を し
ている プロセス への が

することは いにありえよう そのよう
な たな のニ ズに するため
コンサルタントは らを を する

から を するプロセスを
する あるいは をする というように
ファシリテ タ としての が となっ

てくる には を んだ
を した に

わなければならないことが き り
のまとめ およびワ クショッ

プの だけでは わらないことになる
がまとまるようカウンタ パ トとの を
り しつつ や の に

ついて を うことが められる にはカ
ウンタ パ トではなしえない を に
する もあろう また するドナ

を り カウンタ パ トが する
が されるための しを うことも

となろう このように の を
する に え が となる

ではさらに くの を
ら いつつ より い でカウンタ パ ト
とともに をともにした で ドナ との

なコミュニケ ションを る でファシ
リテ タ としての を たしていくことが

となる

に わる を が
コンサルタントに する の
をどのように るのか では
の を じて な が となる
えば が したタンザニアでの

では タンザニア による
の をもって に された

。 、図表 例示 網
「以外」 業務、 事務所員及 企
画調査員 担当 事 必要 範囲
援助協調 業務 、開発

調査団員 実施可能 否 、
実施 否 、残 年近 開発調

査 本件契約期間終了迄 相応 回答
出 考 。
対象被援助国 、援助協調

開発 果 役割 異
点 指摘 。

援助協調 深度、進捗、援助全体
日本 影響 違 。 事務所、

日本大使館 規模 位置付 違 。 日本
間 、物理的、歴史的距離 共

、時差 見 距離 遠 言 面 、
日本 関係 違 様々 障害 介在

、従 、援助協調対応資源 面
投入 量 仕方 違 出 。以下、

経験 踏 、 「
日本 援助量 圧倒的 国々 援助協調 活
発化 」 念頭 置 、今後 開
発 援助協調 通 、 効果
的 援助 日本 実施可能 、気付
点 。

「 支援型」 開発調査 、特 、
ー ー 役

割 重要性 、 及 開発
双方 、十分 認識 必要 。 策
定支援調査 、受注 調査団 報告
書作成 指示 受 、 責務 求

。 点 従来 開発調査 違
何度 述 。

全面的 報告書（本件調査 言 ）
策定 、 ー ー
主体 策定 、
ー ー 成果 完成 促進

剤 重要 役割 果 点 、
策定支援調査 通 明 考
。 理解 現

場 関係者及 東京 一部 関係者 認識
留 筆者 実感 。

発注者 及 開発 双
方 、「 “最大” 成果品
報告書」 既成概念 脱却 必要 見

。
策定支援 「 支援型」

業務 被援助国 成長 遂 、必要性
増 必然 考 。特

、 経済面、行政
援助吸収力 高 能力 長 経験 有

場合 、 支援型案件 要請
顕在化 多 。
新 技術協力 ー 対応 、開

発 自 「報告書 作成
立場」 「報告書 作成 支援

、 指導 立場」
一種 ー ー 役割 重要

。具体的 、援助協調的要素 含
開発調査 受注 場合、現地調査期間中 行

、聴 取 調査、情
報収集、報告書 、 ー

開催 終 。報告
書 ー ー 協議
繰 返 、調査方法 調査内容 妥当性

指導 行 求 。時
ー ー 調査 部分的

代行 場面 。 、関係 ー
廻 、 ー ー 作成 報告内容
実現・実施 根回 行

必要 。 、通常 報告書 作
成 作業 加 、援助協調業務 基軸
開発調査 多 支援・調整業務 自
行 、 高 密度 ー ー

活動 上 、他 ー
積極的 ー 取 事

ー ー 役割 果
必要 。

今後、援助協調 関 業務 開発
発注 場合、技術協力 成

果 測 、 本部 事前
評価 実施 通 慎重 検討 必要 。
例 受注
策定支援調査 、 政府
策定完了 、 当初指示

4

1

JICA

IDCJ

JICA

JICA

ASDP

IDCJ

ASDP

ASDP

JICA

ASDP

JICA

JICA

IDCJ ASDP

ASDP

JICA

（ ） ー ー 開発
新 役割 認識 理解

（ ）評価方法 検討 必要

1

2

ファシリテ タ としての コンサルタ
ントの たな への と

の が

注

注

注

23

24

25
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目標 一部 具現化 、 達成
至 実施 支援 成果
生 出 。 支援 成果
、例 先方政府 ー ー 醸成・

確立・維持 。 成果 、
時 定量的 説明 困難

、調査団 与 影響以外 例 政治
的影響 密接 関係 多 。
事前評価時 指標設定 方 更 議

論 必要 考 。 種 行政能力促進支援
事業 付 物 見 成果 測

、 点 、今後 大 課題 認識
。
経験年数 専門性 高 投

入 、 見 号数 高
、 技術料 高

投入 、成果 見
「 支援型」調査 ー

点 説明 行 結果 可能性
高 。他方 、援助協調 積極的 活

動 委任 分 、号
数 低 、 経験年数 少

絞 公示 出 場合、援助協調 必
要 実践的 交渉技術等 ー
能力、 、日本

、他 ー国 援助実務 予算
見識 備 傭上

可能性 低 。発注者
解消 仕組 構築

事 対応 考 、評価方
法 再考 必須 考 。

仮 図表 整理 援助協調 必要
経験・知識 有 人材 事務

所 十分 有 、 本部 継続的
資質 有 人材 育成 意識

職員 形成 促進
、開発 参入 余地

少 。 、同様 路線 企
画調査員 養成 進 、開発
援助協調 機会 狭
。 仮 援助協調 対応可能 人材 組

織的 育成 、個別

案件 実施・監督 関 事務処理 事務所
本部間 権限 関係 変 限 、仮 能
力 意思 、特

援助協調 当然 事務所業務 基
底 国 、事務所員 負担 増

減 。 年程度
人事異動 発生 限 、相当 努力
、 事務所 組織的・持続的対応

（ ） 欠如 、
有効 援助協調業務 難 、体制作 時
間 。 我 国 取 巻 援助動向
激 変化 、 援助

協調 絡 援助案件 早急 対応 必要
。

少 二 選択肢
考 。 内 、前述 援助協調 十分
対応 可能 仕組 機能
補完 事 目的 開発 援

助協調関連案件 活用 事。 一 、
援助協調部分 開発 ー

、指示内容 具体化 、 契約内容
柔軟 事 、開発 応札
積極化 方向 持 事。

援助協調 対 戦略、 援
助資源配分 、 因
、開発 援助協調業務 巻
込 、 自 人的資源配分計画 視

野 中 行 事 、 援助協
調 、今後 援助事業 中 効率的且 加
速度的 取 込 事 可能 。

援助協調（調整）業務 事務所所員
本来業務 位置付
指摘 。 役割 体制 関
未 内外 議論 続 意

味 。換言 、援助協調 関 、
未 体制不備 、

理由 策定支援調
査 受注 、 見方
。 側 開発 援

助協調業務 程度活用 可能 見
極 、本件調査 通 確認

思 。他方、 、

の を しただけでなく その
に るまでに したプロセス による
を み している プロセス による と
は えば のオ ナ シップの

ということである こうした は
に に するのが であるばかりで

はなく が えた の えば
に に していることが い つま

り の のあり には なる
が と える この の
に き である えにくい をどう る

のか という は も きな と す
る

と の いコンサルタントを
することは から れば の いコ

ンサルタント つまり の いコンサルタ
ントを することとなり が えにくい
プロセス ではコストパフォ マ

ンスの から の かない となる
は い で において な
を するかどうか からないがために
の い つまり の ないコンサルタ

ントに った を した に
な な のコミュニケ ション

ならびに の システムはもと
より ドナ の や サイクルに
かかる を えたコンサルタントを でき
る は くなる である はこ
のようなジレンマを できる みを す
る で しなくてはならないと え
の は と える

に および で した で
とされる を する を
が に し も にそのよ

うな を する の を しながら
のキャリア を することができるの

であれば コンサルタントの の は
なくなるであろう また の にて

の も めば コンサルタント
の における はさらに まるであろ
う しかし に に な が

に されるようになったとしても

の に わる や と
の の が わらない り に

と があったとしても にタンザニアの
ように が のように の
にある では にかかる は え

たとしても ることはないであろう
で が する り の がなけ
れば の

の へとつながり
な は しく りには

がかかる しかし が を り く
は しく をしており としても

が んだ への な が と
なろう

には なくとも つの があると
える で の に な
が な みが するまでのギャップ

を する を に コンサルタントを
にて する もう つは

を コンサルタントにアウトソ
スすべく を し また
も にする で コンサルタントの
が するような に っていく いず
れも の に する つまり

をどのようにするのか に るのだ
が コンサルタントの への
き みを らの の
の で う により としても
を の の により つ

に り む が となろう

は の
として けられていない という

がある の やあるべき に
し だ で が いていることを
している すれば に しては
としては だ であり それもひ

とつの となって が
を することとなった という もでき

る としては コンサルタントを
にどの が であるかを

めることも を じ するつもり
でいたものと われる でも こ

JICA

ODA

JICA

JICA

JICA

JICA

JICA

Institutional Memory

JICA

JICA

JICA

JICA

JICA

JICA

JICA

JICA

JICA

JICA

IDCJ ASDP

JICA

IDCJ

注

注

26
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（ ）援助協調 開発 戦
略的活用

3 における コンサルタントの
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2
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れまでにない が されていた
への に しては それまでの

を える がタンザニアの では こ
るものと され した にて ん
でいる

は において を
である コンサルタントにどこまで

できるのか という を し を す
べきだと える コンサルタントも

の とは に たな の
となりうるファシリテ タ の
を することが であると える
を すれば わり という の

のあり からも すべきである この
は の のあり にも を ぼしていく
ことは いない ならば これまで べ
てきたように アフリカにおける の
を ドナ はいち く け れ らを
している があるからである ヨ ロッパ
コンサルタントはこのようなドナ の
に わせ らの のあり を させてい

る では していないが そのようなヨ
ロッパ コンサルタントが つ の コ
ンサルタントにはない みを は

を し く じた
という から た その が な

コンサルタントの では の コンサル
タント は されているものと された
すなわち の においてコンサ
ルタントの のあり にもさらなる を
せる がある を したい

コンサルタントは で するしか
ない という には できる しかし

が び む では コンサルタン
ト にとり が ない を し
て の で を うことは では
ない このような から における
に する のあり にも で

べているような に な の
を におかれることを したい すなわ

ち には のみならず の
で となる と の を

ちあわせた を することを する
オ ナ シップおよびドナ を

とした をこれからも に し
ていくためには は における

コンサルタントの および
そして では で した
への も な を する

など に する によるオ ル
ジャパンとしての が ますます に
なると える

業務 想定 策定
支援開発調査 応札 関 、
経験 超 状況 現場 起

予想 、充実 要員構成 臨
。
、援助協調業務 「権限 民

間企業 開発 委
譲 」 課題 検討 結論 出

考 。一方、開発 、
権限委譲 議論 別 、新 技術協力
「形」 ー ー的機能 重
要性 認識 必要 考 。
「報告書 提出 終 」 通常 業
務 方 決別 。 議論
日本 援助 方 影響 及

間違 。何故 、 述
、 援助形態 変

革 、他 ー 早 受 入 、自 改
革 事実 。 ー
系 ー自身 変
革 合 自 業務 方 進化
。本論 議論 、 ー

系 持 、日本 開発
強 、 調査団

策定支援 通 、強 感 。援助協調
推進 面 見 場合、 対応 可能

数 、日本 開発
業界 圧倒 推測 。
、日本 援助業界開発
育成 方 関心 寄

必要 点 指摘 。
「 人材育成
」 議論 賛同 。
予算 伸 悩 昨今 、

業界 、実務経験 少 人材 採用
途上国 現場 行 、簡単
。 観点 、大学 途上

国 従事 人材育成 方 、本論 述
援助協調実施 必要 資質 形

成 念頭 提案 。
、大学 、開発理論 「開発 現

場 必要 実務的知識 理解」 両面 持
卒業生 輩出 期待 。

被援助国 ー ー ー間協調
軸 貢献 長期 維持・拡大

、今後 日本国内 人材

育成、開発 意識変革 機
能拡張、 大学 本論 指摘 援助協
調的業務 従事 可能 人材育成 検討

、開発協力 関係 諸機関 ー
対応 、今後 重要

考 。

ASDP

JICA

IDCJ

ASDP

OJT

ODA

OJT

注28

注 「 地方開発 ー 策

定支援調査」 概要 高橋、藍澤、佐々木（ ）

参照。

注 受 指示 援助「調整」

「協調」 使用 、本論

援助「協調」 統一 。

注 策定支援 前 種類 戦略書（ 、

）策定支援 調査団 実施

、本誌 混乱 回避 両文書策定

合 策定 。

注 ー 業務 遂行 、

、 共 援

助協調業務 推進 、日本大使館

密 連絡 取 点 強調 。

注 途中 参加 経 ー

。

注 現実問題、 政府農業食糧保障省

ー 間 直接会話 尽 。日

本 ー 援助量 多 ー 、

当該 策定支援以外 個別案件 実施中

。

注 本件調査実施 政

府間 取 交 文章

（ 、 年 月 日 署名交換） 、

傭上 政

府 対 報告書等 提出 関 記載 一切

。

注 本部 課 相当密接 相談

繰 返 現地業務 実施 点 本件

調査 特徴 挙 。

注 実際 事務所 教育 ー

関 担当所員 他 企画調査員 配置

、 農業 関 農業担当所員

他 年 月 策定支援等農業

ー全般 見 企画調査員 配置 。

注 年 月以後

農業食糧保障省職員 正式 事務局 ー

配置 。

１
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３

４
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６
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タンザニア セクタ プログラム

の は

を

から が けた では

と がそれぞれ されているが

では で する

の には の

も は している

が では を するため も

わせて としたい

オ ルジャパンとして が するため

コンサルタントである は と に

を しただけでなく

とも に を っていた は したい

と の を て ドナ となっ

た

タンザニア と

ドナ の の が きることはない

やデンマ クのような の いドナ は

にも を

であるからだ

のための とタンザニア

の り わし である

に には

が するコンサルタントによるタンザニア

に する の に する は

ない

のアフリカ と な を

り しつつ を してきた も

の として げられよう

タンザニア では セクタ

に しては の に が さ

れており また に しては の

に より セク

タ を る が されている

の プロセスにおいては

が な メンバ と

して されることとなった

2002

2

8

/ 2000 12 1

2002 2

10 2002 11

JICA IDCJ

ASDP ASDS

RDS IDCJ

ASDP

IDCJ JICA

FAO WFP

ASDP

JICA

Scope of Works

S W JICA

JICA

JICA

ASDP

ASDP

――――― 注 ―――――
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3
（ ）

ー協調 現場 事例 開発 援助協調ドナ の から タンザニアの その コンサルタントには はできるのか／

注 農業食糧保障省 電気 来

ー機 使

。

注 具体的 、日本 援助 要請主義

、開発調査、専門家、無償資金協力等多

援助 形態 人 物 送 方

式 説明 指 。

注 大使館 大臣等高官対象 同様 主

張 繰 返 行 、 ー

対応 実践 。

注 年 月 約 週間、 政府財務省、

保健省、 、 （ 調査団員）

人 教育 ー 資金供出 下

地 資金 考案 作業

。

注 策定前 作成 、 、

政府 見 必要 案件 何

、 程度 整理 。

注 我 方 報告 刺激 受 見 、

ー 後日自 案件 報告会 関係者参

加 促 。援助協調推進 効果

一 言 。

注 高橋、藍澤、佐々木（ ）、 参照。

注 実際 役務公示 、他

企業 受注 。

注 国際協力事業団（ ）

参照。

注

（国際協力事業団「 国地

方開発 ー 策定支援調査」

ー （ 年 月国際協力事業団提

出） 掲載）

注 実際 成果物 作業等 外国

投入 、 作業

仕方 漸次解消 ー 総意

形成 点 興味深 。

注 政府系業務 頻繁 受注

、 他民間企業一般 従事 人

材 視野 入 募集 検討 。

注 高橋（ ）、 参照。

注 最近 開発調査 中 具体的 技術指導型

案件 出現 聞 、報告書作成 主

調査実施 眼目 無 事 、

支援型調査 近 言 。

注 被援助国 成長 、

ー ー 力 、

特定分野 専門知識 充実 不可欠

点 指摘 。

注 同時 中 援助協調業務

長期的 従事 不満・ 容易

蓄積 ー 発生 推測 、

解消 仕組 立 。主

報告書 具体的成果物 提出 対

技術料 得 業務 経験 積 重 開

発 大 不快

感 覚 。

注 「援助調整 現地担当機関 責任範囲 明確

位置 必要 。多 日本

援助担当機関 現地事務所 援助調整

必 本来 業務 受 止 傾

向 。 ー・ 実施国

、 日本 ー・

参画 、

明確 形 担当職員 責任範囲 組 入

。援助調整 片手間 業務

、 本論 述 、貧困問

題 抱 諸国 援助 成果総体 挙

有効 方法 、本来業務

正面 取組 必要 。」（高

橋、藍澤、佐々木 、 ） 参照。

注 橋本（ ）、 参照。

11

12

-

13

14 2002 2 3

4

15

16

17 2002 .80

18

19 2001

20

2002 3

21

22

23 2001 .11

24

25

26

27

2002 .96

28 2002 .70-71

オフィスに が ないため

にコピ やファックスが えないこともしば

しばである

には の が であるこ

と くの

の が や を るという な

であることの を す

においても に の

が り し われており オ ルジャパンと

しての が されていた

に タンザニア

が セクタ の メカニズムを

に の メカニズム について

をしている

に された では

タンザニア から て な が である

かは ある は されている

が の に を けたと られ デン

マ クも らの の への

を すようになった の の

つと えよう

を

には となり コンサルタント

が している

まとまったものとしては

を

タンザニア

セクタ プログラム プロ

グレスレポ ト

に

には のとりまとめ に コ

ンサルタントを しているが こうした

の は していくことがドナ の

として されつつある は い

を に するコンサルタント

だけでなく その に する

をも に れた を していた

を

の の には な

も していると くが が

たる の では い から プロセス

と いものと えよう

が するにつれて コンサルタン

トにはファシリテ タ としての だけでなく

における の も であ

る も したい

にコンサルタントの には

に に すれば ストレスが に

するケ スも するものと されため

する みを てなければならない と

して という の に して

を る にて を み ねてきた

コンサルタントにとってはかなり きな

を えさせることにもなろう

を の に

に づけることが である くの の

の において は

ずしも の と け められていない

がある セクタ プログラム におい

て また がセクタ プログラムのプロセ

スに しているのであればなおさらのこと

な で の に み れるべ

きである は にできる では

ないし また で べてきたように

を えている で の を げる

のには な であるとすれば と

しての からの みが となろう

を

を

In Kind

Ireland Aid JICA IDCJ

ASDP

ASDP ASDS RDS

p

Aid Modalities in Africa: Issues and

Prospects

p

p

pp

・国際協力事業団国際協力総合研究所（ ）
「貧困削減 関 基礎研究」

・高橋基樹（ ）「 ー
・ ：貧困削減 向 開発 ー
ー 」、『国際協力研究』

・高橋基樹、藍澤淑雄、佐々木亮（ ）「
農村 政府 役割：
農業・農村開発 ー・

導入 日本 新 取 組 」、『
』、

・橋本強司（ ）「開発 国
民 」、『国際開発 ー

』、
・

（国際協力事業団「 国
地方開発 ー 策定支援調査」

ー （ 年 月国際協力事
業団提出） 掲載）

2001

2001

.17, .22

2002

.22 .75-100

2002

.552 .70-71

2002 3

に する
アフリカにおけるセクタ

プログラム に けた パ ト
ナ シップ

ア
フリカ における の タンザニア
における セクタ プログラ
ムの と の しい り み

コンサルタントは
ではないのか ジャ ナル

タンザニア
セクタ プログラム

プログレスレポ ト
に

Vol No

IDCJ

FORUM No pp

No p

Aid Modalities in Africa: Issues and
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―― 参 考 文 献 ――



101IDCJ FORUM No.23 2003.3（ ）援助協調 使 用語でよく われる

（外務省 ー ー ）

（ ）

（笹岡 ）

（
）

ホ ムペ ジ

OECD DAC

Crown Agents Institutional Development
Group

- 2002

2003

2001

開発協力 世界 一般的 馴染 薄 用語 頻繁 使用 。 援助協調 長 関
、 特殊 用語 遭遇 事 。 定義 用語 多

、日本国内 、開発途上国等 援助協調 現場 混乱 来 事
。

、本誌（ 号） 用 援助協調 関連 専門用語 、
各執筆者 使用例及 既存 文献・用語集 解釈 抽出 列挙 。
一読 分 、幾 用語 各々異 理解 、現時点 正確 定義 行
事 難 。同 用語 援助協調 携 立場 違 、 方 様々 、今後

時 経 変化 考 。 作業 目的 、専門用語 一般
的 普遍的 定義 事 点 確認 。
用語 五十音順 並 。本誌原稿 引用 場合 、文末 執筆者名 記載 。
英語表記 用語解説 、 （ ）関係者 主宰

作成 “
（ 年 月 日版）” 参考 、各用語

引用 出典 明記 。

（ ）

ー 方式

の では には みの い が に される しかし に く
わっていると より な に する がしばしばある また がされていない も い
ため はもとより の の においても を す がしばしばあ
る
ここでは で いられている に する について

の び の にまとめられている を し した
いただくと るように つかの には なる があり で な を

う は しい じ でも に わる の いにより とらえ が であり も
を るとともに していくと える つまりここでの の が についての
かつ な をまとめる にはない は したい

は に べられている からの の は に を した
なお の は が
する で された

を にしており には
そこで している を している

アンタイド

イヤマ ク

IDCJ FORUM

Canadian International Development Agency CIDA
Program Based Approaches Extranet LENPA Glossary of Frequently Used

Terms Under Program Based Approaches

Untied Aid

23

- -
- 2003 3 14

一般的 援助資金 物資 役務 調達先
、援助供与国 限定 。

’

ー 方式 、財政援助 使途 ー
指定 場合 財政援助 方式。指定
場合 、 ー 。

に による や の
を に しないもの

イヤマ ク とは の をドナ
が する の の しな
い は ノンイヤマ クという

●

●

●

●

Untied Official Development Assistance is

defined as loans and grants which are freely

and fully available to finance procurement from

substantially all developing countries and from

OECD countries. Funds provided to finance

the recipient s local costs are also defined as

untied. Partially untied official development

assistance is defined as loans and grants which

are in effect tied to procurement of goods and

services from the donor country and from a

restricted number of countries which must

include substantially all developing countries.

For a transaction to qualify as untied or partially

untied, respectively, the donor has to inform

the recipient at the time of aid offer, clearly

and explicitly of the countries which are eligible

for procurement. In accordance with the

Memorandum of understanding on Untying of

Bilateral Development Loans in Favour of

Procurement in Developing Countries, OECD

members wishing to extend Partially Untied

Official Development Assistance will notify the

Chairman of the DAC, and through him other

DAC members, of those developing countries

which are eligible for procurement.

Earmarking refers to restrictions on the use of

funds for a prescribed purpose.

援助協調 使 用語でよく われる

あ

い
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（外務省 ー ー ）

（高橋 ）

（国際開発 ー 社 ）

（笹岡 ）

（
）

（外務省 ー ー ）

（花谷 ）

（紀谷 ）

ホ ムペ ジ

ジャ ナル

ホ ムペ ジ

2003

1999

2003

-

2002

2003

2003

OECD DAC Task Force on Donor
Practices

援助協調

援助疲

援助手続 調和 一致
（ ）

ー ー

近年、世界的 援助資金 伸 悩 中、
援助国・国際機関 長所 生
重複 、効率的 援助 求
。本来、援助 調整 必要 場合、対象
途上国自身 調整 役割 果
期待 、残念

能力 不充分 、援助国 国際機関 積
極的 関 場合 多 。
調整 指 。

援助対象国 現場 、各援助供与主体
（ ー） 活動 具体的 影響 受

、 ー相互 連携関係。

年代、先進援助国 、財政状況
悪化 景気 後退 理由 、援助供与量
伸 悩 傾向 見 状況 指 言葉。財

政状況 悪化 、主要 援助対象地域
諸国 停滞 後退 見

、援助 効果 現 、援助
効果 疑問 生 、援助予算 対
国民 支持 減少 。

途上国 ー ー 高 、計画・実施
段階 取引 削減 、 ー
側 援助手続 可能 限 調和化

趣旨。

途上国自身 自発的 取 組 自助努力
途上国 援助 受動的 頼 、自
開発 主体 行動 。

政府 主体的関与

途上国自身 政府 国民 主体性

世界銀行 包括的 開発 ー ー
（ ） 提唱 基本理念

、途上国主導 表 言葉 。 ー
ー 関連 、 ー ー

主導 （ ）

に が び んでいる
がそれぞれの を かし

た のない な が められてい
る で が な と
なる がその の を たすこ
とが されるのだが ながらそれらの

が なため や が
に わる が くなっている これら

の を す

の において
ドナ の が に を けるよ

うな ドナ の

において の
や の などの で

が び む を せた を す
の のほかに な

であるアフリカ の や に られる
ように の が れないため の

について が じ に する
の が したこともある

のオ ナ シップを め
での コストを するために ドナ
は きを な り しようと

いう

の な り みと
が に に るのでなく ら

が の となって すること

の

の と の

が な フレ ムワ ク
を したときからの の

つであり を す である パ
トナ シップとの では オ ナ シップ
が したもの

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

れ

の

オ ナ シップ

1990

1

-

／
Donor Harmonisation

Donor harmonization involves two or more

donors moving closer together by (i) sharing

information, or (ii) adopting common systems

and procedures, or (iii) adopting joint working

arrangements that include shared decision-making.

This is distinguished from the broader definition

of aid coordination which is a process embracing

both donors and partners and which should be

led by partners.

Donor harmonisation will frequently be a second-

best solution compared to aid coordination led

by partner countries. But harmonisation can

provide a useful route to stronger, more sustainable

forms of aid coordination. However, care

needs to be taken to consult fully with partner

countries to ensure that donor harmonisation is

in the interests of partner countries. Done

well, donor coordination can complement aid

coordination by expanding the scope for joint

working and by facilitating efficient systems

and procedures.

CDF

ownership led partnership

え

お
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（笹岡 ）

（国際開発 ー 社 ）

（国際開発 ー 社 ）

（笹岡 ）

（笹岡 ）

（世界銀行東京事務所 ー ー ）

（国際協力事業団 ）

（佐々木 ）

（大久保・藍澤 ）

2003

1999

1999

2003

2003

2001

2003

2003

ジャ ナル

ジャ ナル

ホ ムペ ジ

b

であるべきだと われる

の に な および の
い である りを な としている
の ベ スの は に

が している

に の が ないし して
つの に を うこと これには
と の つの がある

は が じ に して や
など の を して するもの

であり は じ に して
が を めて するものである

ともに
イニシアティヴのステップを す
となる の に プロ

グラムを させ その に の
を うのみで に していける

かどうかが される これが であ
り の では の は に
る に で したさまざまな
がクリアされた で としての

も され がなければ に り
しい な が される

の の のため
に われる の なレビュ であ
り これをベ スに に する
や の しが える

によって され
た の の および

に する

コモンファンド バスケットファンドとも
われ セクタ プログラムについて
ドナ が して つの に を め
それを とドナ が に して

を するシステムである この
においては と アカウンタ

ビリティ が きな になる そのため
や フランスなどはコモンバスケット

に して な えで んでいる

の

つの に を しそこからセク
タ プログラムにて された に
づき する

言 。

途上国 自立 必要 経済 社会開発
担 手 人造 主 目的 。
日本 場合、政府 ー 技術協力 主 国
際協力事業団（ ） 実施 。

一般 複数 金融機関 共同 並行
一 案件 融資 行 。 並行
融資 共同融資 形態 。並行融
資 各金融機関 同 案件 対 地域 部
門 、融資 対象 区分 融資

、共同融資 同 案件 対 各金融
機関 融資比率 決 融資 。

決定時点、完了時点 （重債務貧
困国）救済 表 。
第一段階 最初 年間 構造調整

進展 、 最後 既存 債務救
済措置 行 自律的 成長

分析 。 決定時点
、既存 措置 不足 場合 第二段階

入 。次 、決定時点 課 課
題 段階 債務国 実績
調査 問題 完了時点 入 、

新 大規模 債務救済 実施 。

援助対象国 公共支出管理能力 評価
行 過去 年 定期的 ー
、 ー 貧困削減 関 政策対

話 戦略 見直 行 。

国連、経済協力開発機構（ ）、国際通
貨基金（ ）、世界銀行 策定
、貧困 削減、保健・教育 改善 環

境保護 関 達成目標。

、 言
、各 ー・ 、各
ー 共同 一 口座 資金 集 、
途上国 ー 適切 運用 援助

活動 実施 。 資金運
用 透明性 説明責任（

） 大 課題 。 日
本 米国、
対 慎重 構 臨 。

援助資金 統合

一 口座 原資 一旦集約
ー・ 計画 活動内容

基 支出 。

技術協力

協調融資

決定時点（ ）、
完了時点（ ）

公共支出 ー
（ ： ）

国際開発目標
（ ： ）

・ ・ （

）

●

●

●

●

●

●

●

●

JICA

HIPCs

OECD

IMF

2

3

3

Decision Point
Completion Point

Public Expenditure Review PER

International Development Goals IDGs

Common
Basket Funds Common Pool Funds
Pooled Funding Basket Financing

レビュ

コモン バスケット ファンド
/ /
/

き

け

こ
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（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（国際開発 ー 社 ）

Lavergne and Alba

SPA Secretariat

EC

BMZ

2003

2003

2002

2001

1999ジャ ナル

Pooled funding refers to a situation in which

a number of donors agree to contribute to a

common fund or basket. When distinguished

from budget support, pooled funding usually

involves the use of a holding account reserved

for particular purposes identified by agreement

between the government and donors participating

in the pool.

Common basket refers to implementation

arrangements where major donors have pooled

part or all of their support and to which

harmonized implementation arrangements apply

that may be the same or different from the

recipient government s own procedures applicable

to public expenditures.

Common Pool Funds or Common Basket Funds

are specially designed systems for financing

expenditures within a Sector Programme, in

which the resources of the Commission are

pooled with allocations from other external

financing agencies and potentially from

Government. The primary purpose is to reduce

the transaction costs to government that would

otherwise arise from the use of systems of

several external financing agencies.

Common pool funds may be distinguished in

terms of three criteria:

Whether they are managed by government

or by donors

Whether the common pool funds finance the

whole Sector Programme or, as is more

common, are earmarked to specific items of

expenditure (e.g. medicines), or to specified

sets of activities (e.g. the primary education

sub-programme).

Whether the accounting and reporting procedures

adopted are closely modeled on government

accounting systems, on the accounting systems

of a particular donor, or are custom-designed

to the particular Sector Programme.

In general, it is desirable that the Government

in question should have a leadership role in

the management of the common pool fund, in

order to ensure that responsibility for the proper

use of funds rests firmly with government and

that there is clear ownership.

Basket Financing refers to joint financing of

a specific project or program which has been

predefined, at least in terms of its objectives

and results expected, by agreement between

several donors and the partner. Each donor

contributes their share to the funds, but no

specific measures are directly assigned to a

given donor s contribution. Implementation of

the activities is the responsibility of the partner,

but all those involved have agreed on matters

of substance and on a uniform procedure

(appraisal criteria, implementation concept,

procurement and financial management,

accounting and monitoring, etc).

●

●

●

●

●

●

’

“ ”

’

年 始 途上国 対外累積
債務 解決 講 、債務
繰 延 （ ー ）、債務削減、
再融資 救済措置 指 。

、債務救済無償 、途上国 深刻
債務返済問題 対処 無償資金協

力 一形態 。特 重債務貧困国 場合
、円借款 債務返済後 元利合計額 同

額 無償資金 供与 。
、日本政府 年 月 債務救済方式

見直 行 、 結果、債務救済無償
廃止 。 、 ー
・ 無償 本体 見返
資金、食糧援助・食糧増産援助 見返 資金

●

●

●

債務救済

1982

2002 12

のメキシコに まる の
の のために じられている の

り べ リスケジュ リング
などの を す

そのうち とは の
な に するための
の である に の

には の に と
の をアンタイドで していた

なお は に
の しを い その は

されることになった ただし セクタ
ノンプロジェクト の および り

の り

さ
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（大野 ）

（国際協力事業団 ）

（国際開発 ー 社 ）

（外務省 ー ー ）

（世界銀行東京事務所 ー ー ）

（高橋 ）

（国際協力事業団 ）

（花谷 ）

2003

2001

1999

2003

2001

2003

a

b

ジャ ナル

ホ ムペ ジ

ホ ムペ ジ

をコモンファンドや に する
ことは き である

や が の となる
の プロジェクトな
どに する を し や の

を うことを じて と
の を るための

が らの のために う
らの による もあくまで

を けるものであり がなけれ
ば の も できない

び によって の に い
された で も しく も い を っ
ている カ の あ
たりの が ドル

における での が
の もしくは の

の のためには がど

のような をもってプロジェクトの
を おうとしているかを し また

など のグロ バルな に
ついては の から に し

を す がある こうした
と との で を うことに

より のニ ズや などの し
い を り れた より な が
できる

セクタ での およびドナ な
どによる みへの の スキ
ム

ドナ が に っていた を
セクタ にまとめて とドナ
で し セクタ を に れた
な を う

セクタ を として および
ドナ がセクタ の プ
ログラムを し する の みを
セクタ プログラム と する
セクタ の を
とドナ が することにより

びドナ の を しようとす
る がある
セクタ における と
を ドナ で し その で

も かつ も ファンジビリティ の
ない で の を うことを に
している

なあるべき をまず つ いて それ

一般財政支援 投入
引続 可能 。

援助供与国 国際機関 援助 対象 国
経済情勢、開発計画、開発
関 情報 共有 、意見交換 援助

意図表明 行 通 政策対話 援助
調節 促進 図 会議。

途上国 自 経済社会開発 行 自
努力。先進国 援助 自助

努力 助 、自助努力
援助 効果 期待 。

及 世銀 以下 基準 従 認定
世界 最 貧 最 重 債務 負
途上国（ 国）。① 年 一人
国民総生産（ ） 以下、

② 年時点 現在価値 債務残高
年間輸出額 倍 ％以上。

援助 効果 、途上国政府自身

開発政策 実
施 行 理解 、 、社
会・環境問題 近年 ー 問題

、援助 供与国側 途上国 対 、
政策方針 示 必要 。 援助供
与側 途上国 間 政策対話 行

、途上国 ー 環境問題 新
視点 取 入 、 効果的 援助 実

施 。

各 ー 受入国側政府 ー
協調枠組 、世銀 支援 ー

。

各 ー 個々 行 援助 、特定分
野（ ー）毎 、途上国 ー
間 調整 、 ー全体 視野 入 効
率的 援助 行 方式。

特定 ー 対象 、政府 主要
ー ー 開発目標、戦略、介入

共有 、実施 援助 枠組
「 ー・ 」（ ） 呼称 。
特定 ー 開発目標・戦略・介入内容
政府 ー 共有 、政府及

ー 資源利用効率 最大化
意図 。

特定 ー 政策目標、戦略 介入
内容 政府・ ー間 共有 、 下 最
効率的 最 「 」 少
形 開発介入 実施 行 目標

。

理想的 姿 一 描 、

支援国会合
（ ： 会合）

自助努力

重債務貧困国
（ ： ）

政策対話

ー投資計画
（ ： ）

ー・
（ ： ）

Consultative Group Meeting CG

Heavily Indebted Poor Countries HIPCs

Sector Investment Programs SIPS

Sector Programme SP

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

IMF

GNP

GNP

SP42 1993

695

93

2.2 80

セクタ

セクタ プログラム

し

せ
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（佐々木 ）

（国際協力事業団 ）

（笹岡 ）

（岡崎 ）

（国際協力事業団 ）

（ ）

2003

2001

2003

2003

2001

2002

a

a

Stephen and Williams

につながる を する そして
で して け れたあとに

な や を するという である
この の れ を セクタ プログラ
ム と している

のオ ナ シップの ドナ を
む が して したセ

クタ ないしはサブセクタ のプログラ
ム

ドナ がセクタ や を し
のオ ナ シップとパ トナ シップ

のもとに われる レビュ
の

から し また に まる でも
ないが の の セクタ
において されることが されている

の の や の
の の との

の の を すべく
が となって セクタ の を

ドナ で を し
に って を った で を うとい

う アプロ チ

の は や がそれ
ぞれの に づき われていたが の
プロジェクト の が でない が
あり な にならないことがあった
このため と が して

や など の セクタ に
がある プログラム を
するというセクタ ワイド アプロ

チが されている にサブ サハラ ア
フリカ において みられている

「政策枠組」 作成 。
関係者 合意 受 入 、具体的
施策 事業 実施 発想 。
一連 流 全体 「 ー・

」 呼称 。

途上国政府 ー ー 下、 ー
含 開発関係者 参加、調整 策定

ー ー規模
。

参加 ー ー政策 戦略等 共有 、
実施国 ー ー ー ー

行 。 （公共支出 ー）
同様 （貧困削減戦略文書） 成立以前

存在 、 世銀内部 留 概念
、 公共政策体系 重点 ー
形成 期待 。

援助国間 援助 重複 援助国 人材・財源
非効率的利用、被援助国 開発計画 整

合性 不足等 問題 解決 、被援助国
中心 各 ー 開発計画 作成、
被援助国・ ー間 同計画 吟味 、同計
画 従 調整 行 上 援助 行
開発 ー 。

従来 開発支援 、援助国 国際機関
計画 基 行 、個々

相互 調整 十分 場合
、効果的 援助 。

、援助国等 被援助国 協力 、
保健 教育 個別 分野（ ー）毎
整合性 開発計画（ ） 策定
・実施 ー・ ・ ー

提案 。特 ・ ・
諸国 試 。

“ ”

’

●

●

●

●

●

●

PER

PRSP

PRSP

セクタ ワイド アプロ チー・ ・ ー
（ ：

）
Sector Wide Approaches SWAPs Sector
Approach

/

The SWAp is a mechanism by which government

and donors can support the development of a

sector in an integrated fashion through a single

sector policy and expenditure program under

government leadership. In this context, the

term sector corresponds to a core government

function, which is related to a particular ministry

and spending program (e.g. health, education

and roads, though the same principles can apply

equally well at a sub-sector level. These

principles include:

Country ownership: The government takes

the lead in defining a policy framework and

expenditure program for the sector and invites

broad-based participation in this process.

Donor coordination: Donors commit themselves

to supporting the government s strategy, and

coordinate all significant funding for the

sector to finance agreed sector policy and

expenditure program.

Transition to sector budget support: The aim

of the sector wide approach is to reach a

stage where as much ODA as possible is

channeled through the government budget.

However, this is a gradual process, and

donors continue to support sector-wide

approaches using a variety of different

funding instruments.

The SWAP defines a method of working between

government and development partners, a

mechanism for coordinating support to public

expenditure programmes, and for improving

the efficiency and effectiveness with which

resources are used in the sectors.

The defining characteristics (based on Foster,

2000:9) are that:

All significant funding for the sector supports

a single policy and expenditure program.

Government provides leadership for the

programme and donors work together with

a common voice.

●

●

●

●

●
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（ ）

（ ）

（外務省 ー ー ）

（ ）

DFID

EC

OECD DAC

2002

2002

- 2002

ホ ムペ ジ

Common implementation and management

approaches are applied across sectors by all

partners.

Over time, the programme progresses towards

relying on government procedures to disburse

and account for all funds.

The sector approach is defined as a way of

working together between government and

development partners. The aim is to broaden

Government ownership over public sector policy

and resource allocation decisions within the

sector, to increase coherence between policy,

spending and results and to reduce transaction

costs. It involves progressive development of

a comprehensive and coherent sector policy

and strategy, of a unified public expenditure

framework for local and external resources and

of a common management, planning and reporting

framework. A sector approach may be supported

by the EC through participation in dialogue

and coordination. Such participation need not

involve any transfer of funding to the partner

government or other stakeholders within the

country.

As a result of following a Sector Approach,

Governments in consultation with partner donors

and other stakeholders may develop an updated

sector policy and action plan. This is defined

as a Sector Programme, if it includes the following

basic three elements:

an approved sectoral policy document and

overall strategic framework (such as a PRSP)

a sectoral medium-term expenditure framework

and an annual budget

a coordination process amongst the donors

in the sector, led by Government

Tied Official Development Assistance is defined

as loans and grants which are either in effect

tied to procurement of goods and services from

the donor country or which are subject to

procurement modalities implying limited geographic

procurement eligibility other than those described

below under Partially Untied ODA.

A transaction is defined to be in effect tied

or partially untied if:

It is the subject of a formal or informal

understanding to that effect between the

recipient and the donor country.

It involves practices which the OECD

Development Assistance Committee and the

Participants in the Arrangement on Guidelines

for Officially Supported Export Credits may

determine to result in such tying or partially

untying. In cases of substantial doubt as to

whether a certain financing practice falls

within the scope of the above definition, the

donor country shall furnish evidence in

support of any claim that such a practice is

untied or partially untied.

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

タイド（ ）

中期支出枠組（
： ）

Tied Aid

Medium term Expenditure
Framework MTEF

一般的 援助資金 物資 役務 調達先
、援助供与国等 限定

言 。

援助対象国 今後 年 財政 基本計画
経済分析 。 予算管理

透明性 ー 評価 視点 予

に による や の
が に されているものをタ
イドと う

の の の とマ
クロ である これにより の

とパフォ マンス の からの

-

3

た

ち
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（笹岡 ）

（ ）

（ ）

2003

2002

2000

EC

Foster and Fozzard

算作成能力 向上 目指 。

“ ”

’

“
”

“ ”

の が されている

An MTEF is a system for planning actions

and programming spending over a 3 to 5 year

period. It reconciles systematically the achievement

of strategic objectives with respect for aggregate

resource limits. In some countries, the whole

budget process is managed through an MTEF

system; in others, it is limited to specific

sectors and acts only as a broad guide to spending

decisions.

A sectoral medium-term expenditure framework

must have four minimum characteristics:

It must be comprehensive in the sense of

including all sources of financing to the

sector and all proposed spending.

It must be realistic so that projections of

financing are not over-estim ated and

projections of costs are not under-estimated.

It must be clear about how resources will

be utilised and what are the desired results

to be monitored, meaning that it must derive

from a clear action plan.

It must be endorsed at senior political level.

An MTEF is a planning tool that seeks to:

match expenditures with overall resource

availability, thereby ensuring budgetary

stabilisation in the short term and define

sustainable expenditure levels for the longer

term;

guide the sectoral allocation of expenditures

in line with government s development

priorities, on the basis of a comprehensive

review of resources, policy options and their

cost;

facilitate strategic sector planning by ensuring

a more predictable flow of resources on the

basis of indicative limits over a three to five

year period and the simultaneous programming

of recurrent and investment expenditures and

both internal and external financing; and

improve the efficiency of expenditure, by

requiring line agencies to define their mission,

objectives and activities and, where possible,

link expenditure to measures of performance

in terms of outputs and outcomes.

In essence, the MTEF consists of a top-

down resource envelope consistent with

macro-economic stability, a bottom-up

estimate of the current and medium term

cost of existing national priorities and a

framework which matches these costs with

available resources through an iterative decision-

making process.

An MTEF can be defined within the context

of a medium-term framework. A medium-term

framework can evolve through three development

stages:

It begins as a medium-term fiscal framework

which is a statement of fiscal policy goals

and a set of integrated m ediu m-term

macroeconomic and fiscal targets and

projections.

The next step is a medium-term budget

framework, comprising both the medium-term

fiscal aggregates and a set of integrated,

consistent medium-term estimates broken down

by spending agency. The idea is to express

strategic priorities in terms of medium-term

resources, thus providing a measure of budget

predictability to spending agencies while

respecting the constraints of fiscal discipline.

The medium-term budget framework might

be considered the most basic type of a

medium-term expenditure framework. Taken

in this sense, medium-term expenditure

frameworks and medium-term budget frameworks

are synonymous.

Medium term-expenditure framework initiatives

as they have been implemented in practice have

often involved additional budgetary innovations

aimed at moving towards activity-output-or

outcome-based budgeting. Reforms that seek

to improve operational efficiency in addition to

reinforcing fiscal discipline and improving

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●
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（ ）

（古川 ）

（ ）

（外務省 ）

（岡崎 ）

（外務省 ー ー ）

（紀谷 ）

（高橋 ）

（ ）

Jones and Lawson

EC

World Bank

2000

2003

2002

2001

2003

2003

2003

2003

ホ ムペ ジ

strategic prioritizations are called extended

medium-term expenditure frameworks.

The concept of transaction costs aims to capture

the aggregate cost of administrative activities

involved in providing development assistance,

which have no value either to the recipient

government or to the donor other than to permit

an aid transfer to take place. All development

assistance will have some transaction costs and

in most cases, these will be shared by donors

and the recipient government. Sector programmes

seek to minimise transaction costs either by

reducing their sum total or by altering the

way these costs are shared in favour of the

government.

Partnership is defined as a collaborative

relationship between entities to work toward

shared objectives through a mutually agreed

division of labor. At the country level, this

means engaging, under Government leadership,

national stakeholders and external partners in

developing, implementing, and monitoring a

country s development strategy.

There is increasing emphasis on the principle

of partnership in relations between first, donors

and governments, then potentially more widely

open with civil society. This is contrasted

with relations between ODA agencies and

governments receiving their assistance that have

in the past sometimes been confrontational and

取引費用（ ）

日米

年次円借款供与国

ー ー

Transaction Costs

途上国 援助供与 受 途上国
政府 負担

「地球的展望 立 協力 共通課題」
呼 日米間 協力 枠組 。益

々深刻 地球環境問題、世界的
人口問題、各種 災害等地球規模 課題

対 日米両国 共同 対処 目的
年 月 発足 。現在、「保健 人

間開発 促進」、「人類社会 安定 対 挑
戦 対応」、「地球環境 保護」及 「科学
技術 進歩」 柱 下、 分野 各
種 実施 。

国際協力銀行 供与 円借款 関 、被援
助国 要請 円借款供与 検討
毎年度行 国。

途上国 先進国 連携
ー ー 国際社会 対等 立場
支援

ー国、機関 幅広 ー
ー ー 協調

一面 途上国国内 諸問題 ー 積極的
関与 美名 言 良 。

’

が を けることによる
の

に った のための
と ばれる の の みのこと

となりつつある
な の の に
し が で することを と

して に した と
の の に する

への の び
の の つの の の で

のプロジェクトが されている

が する に し
からの があれば の を

う

と の
オ ナ シップを が な から

していくこと

ドナ をはじめとする いステ
クホ ルダ の

で の にドナ が
に することの と っても い

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

コモンアジェンダ

パ トナ シップ

1993 7

4 18

と

に

ね

は
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（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（笹岡 ）

（世界銀行東京事務所 ー ー ）

Stephen and Williams

Molund

Sweden Ministry of Foreign Affairs

OECD

2002

2000

1997

1996

2003

ホ ムペ ジ

with conditionality acting as a form of coercion

to try and limit the fungibility of ODA. There

are several basic requirements for partnership:

Agreement between government and donors

on the objectives of development cooperation

and the ways of achieving them

A clear understanding of the rights and

responsibilities of each party

National ownership of development policies

and programs

An open and transparent policy dialogue

between donors, governments and civil society

to ensure that the interests of all stakeholders

are taken into account

A long-term commitment to working together

based on trust and mutual accountability.

Ownership and partnership are overlapping

concepts. A difference between them is that

the outer boundaries of donor-recipient relation-

ships are more clearly articulated in discussions

of partnership... As they are understood in

Swedish development discourse..., partnership

appears to be the more comprehensive of the

two concepts. It covers partner country owner-

ship and it also embraces the claims of the

donor.

Partnership is a relationship grounded in common

values and mutual trust. It is a relationship

where goals, conditions, obligations, roles and

responsibilities are clearly defined and mutually

acknowledged, and where the parties show each

other respect and deal with each other as equals.

In a partnership, development cooperation does

not try to do things for developing countries

and their people, but with them. Development

cooperation must be seen as a collaborative

effort to help developing countries increase

their capacities to do things for themselves.

Paternalistic approaches have no place in this

framework. In a true partnership, local actors

should progressively take the lead while external

partners back their efforts to assume greater

responsibility for their development.
●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

“
”

策定 （
：貧困撲滅行動計

画） 具体化 （重債務貧困
国） 債務返済 不要 資金（政府、

ー） 新規拠出 行 一般予算
特化 基金 。 貧困削

減 財政援助 受 皿 。重点
ー 対象 、基本的 地方政府

対 供給 。

年度 、 （国際開発協会）貸付適
格国 政策・制度改革 支援
、 貧困削減戦略 実施 容易
、貧困削減支援貸付（ ） 導入
。 、包括的 開発 ー ー
国際開発目標 原則 基 。
、国別援助戦略 環境、社会、構造及 受

託者 関 適切 分析 支
派生 。 今後、低

所得国 貧困削減戦略 対 世銀 包括的
支援 基 、 重要 金融支援手段

思 。

参加型 通 途上国自身 作成
、貧困削減 具体的 実現 包

貧困行動基金（ ： ）

貧困削減支援貸付

貧困削減戦略文書

Poverty Action Fund PAF

ウガンダで された

を するために
で が になった

ドナ や を うために の
なかに された である いわば
のための の け である セ

クタ を としており に
に して される

には
による プログラムを

し その の を にするた
め が され
た は な フレ ムワ ク
と の に づいている
は と び

に する な に えられた
から したものである は

の に する の
を に の な にな

ると われる

プロセスを じて が す
る を に させるための

PEAP Poverty

Eradication Action Plan

HIPCs

IDA

PRSC

PRSC

PRSC

PRSP

PRSC

IDA

（ ： ）

（ ： ）

Poverty Reduction Support Credit PRSC

Poverty Reduction Strategy Paper PRSP

2001

ひ
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（世界銀行東京事務所 ー ー ）

（国際協力事業団 ）

（ ）

（外務省 ー ー ）

ホ ムペ ジ

ホ ムペ ジ

2001a

World Bank Web Site

括的・長期的 戦略・政策 。 年
貧困削減 債務削減

関 議論 踏 、同年 世銀・ 総
会 、低所得国 貧困削減 加速

目的 、重債務貧困国（ ）及
全 融資対象国 対 作成
要請 。 、実質的 、「包

括的 開発 ー ー （ ）」 考
方 、行動 変形

。 、貧困削減 阻 主
原因 明 、 克服

計画 策定 、進捗状況 ー
備 。 顕

著 特徴 、借入国自身 主導
、借入国 、 貧 人

々 幅広 協議 行 上 、自 戦略 策
定 。

世銀 重債務貧困国救済
適用及 融資 判断材料

途上国政府 作成 要請 文書
。当該国政府 ー ー 下、幅広
関係者（ ー、 、市民社会、民間
ー等） 参画 作成 、貧

困削減 焦点 当 国 重点開発課題
対策 包括的 述 年間 経済・

社会開発計画 。

’

；

近年、世銀 、被援助国 主体性 尊重
援助国・機関 連携強化 促進

目指 、「包括的 開発 ー ー
（ ）」 考 方 提唱 。

、途上国 ー ー 開発関係者
（途上国政府、援助 国・機関、民間
ー、市民社会）間 ー ー 基
、全体的 開発 枠組 目指
、対象国 開発 取 組 透明

性・説明責任・公開性 留意 進
支援 ー 。

我 国 実施 無償資金協力 、食糧
援助、食糧増産援助、経済構造改善努力支援

な である の
ケルンサミットでの と

に する を まえ の
において の を する

ことを とし
び ての に して
が された は には

な フレ ムワ ク の え
を につなげるためのプランに し

たものである は を む
な を らかにし それを するための

を するもので をモニタ
するメカニズムも わっている の
な は が することにあ

り は シビルソサエティや しい
と く を った で ら を
する

と が イニシアティ
ブの び の とし
て に を している であ
る のオ ナ シップの
い ドナ
セクタ が して するもので

に を てたその の
とその を に べた の

である

は の を しつ
つ の を することを

して な フレ ムワ ク
という え を している こ

れは のオ ナ シップと
する セク

タ のパ トナ シップに
づき な の みづくりを す
もので での への り みを

に して めていく
という のためのアプロ チである

が が する のうち

1999

7

/

3

G

IMF

HIPCs

IDA PRSP

PRSP

CDF

PRSP

PRSP

IMF

IDA IMF

NGO

CDF

●

●

●

●

PRSPs describe a country s macroeconomic,

structural and social policies and programs to

promote growth and reduce poverty, as well

as associated external financing needs. PRSPs

are a requirement for countries in order to

receive concessional assistance from the World

Bank (through International Development

Association-IDA) and the IMF (through the

Poverty Reduction and Growth Facility-PRGF).

In addition, they are the basis for the provision

of debt relief under the Enhanced Highly

Indebted Poor Countries (HIPC) Initiative.

There are five core principles that should

underlie the development and implementation

of poverty reduction strategies which reinforce

those of the Comprehensive Development

Framework (CDF). The strategies should be:

Country driven, involving broad-based

participation by civil society and the private

sector in all operational steps;

Results-oriented, focusing on outcomes that

would benefit the poor;

Comprehensive in recognizing the multidimensional

nature of poverty and the scope of actions

needed to reduce poverty

Partnership-oriented, involving coordinated

participation of development partners (bilateral,

multilateral, and non-governmental) and

Based on a long-term perspective for poverty

reduction.

●

●

●

●

●

包括的 開発 ー ー
（ ：

）

見返 資金

な フレ ムワ ク

り

Comprehensive Development Framework
CDF

ほ

み
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（国際開発 ー 社 ）

（岡崎 ）

（外務省 ー ー ）

（国際開発 ー 社 ）

（外務省 ー ー ）

（国際開発 ー 社 ）

ジャ ナル

ホ ムペ ジ

ジャ ナル

ホ ムペ ジ

ジャ ナル

1999

2003

1999

1999

無償（ ・ 無償） 義
務 積立金制度。無償資金協力
供与 物資 売却代金 被援助国政府
中央銀行 指定口座 振 込 、積

立 方法 中心 、政府 供与物資 無
償配布 、政府自 使用 場合
、政府 財政措置 積 立

。見返 資金 活用 関 、日
本 在外公館 通 。

年 月 国連総会 国 国家
元首 支持 得 採択 開発目標。具体
的 、極度 貧困 飢餓 撲滅、初等教育
完全普及、 ー 平等、女性
ー 、子供 死亡率 削減、妊産婦
健康 改善、 、 等 疾

病 蔓延防止、持続可能 環境作 、 成
。

年代 国連、 （経済協力開発機構）、
（国際通貨基金）、世銀 策定 開発

関 国際目標 取 、
年 国連 宣言 盛 込 。
年 極度 貧困状態 人々 数
年 半分 水準 減少 、 年

小学校就学率 ％ 含
。

政府開発援助（ ） 方式 一 、援
助受入国政府 返済義務 課 資金贈与
行 。 方式 特 発展段階
遅 国々、債務 累積 国々
最 望 援助方式 一 。日

本 無償資金協力 、賠償 戦後処理的
贈与 始 、技術協力 同

様、二国間贈与 一形態 、近年 技術協力
共 供与 多 、

効果的 援助形態 途上国
要請 増加 。

年 月 行
国連開発資金国際会議 合意。
米国 欧州連合（ ） 増額 約束
、民主化 一定 条件 満 途上国

資金 優先配分 原則 確認 。

低利 返済期間 長期 緩 条件
二国間 ー 政府貸付。日本 場合、円 ー

貸 付 「円借款」 呼
。

援助 実施 、相手国 正式
要請 行 方式 。要請主義 背
景 、援助 相手国 自助努力 支援

押 付 、相
手国政府部内 正式 手続 経 要請 受

自助努力 確保 点 望
考 方 。

ノン プロジェクト において
づけられた によっ
て された の を
が などの に り み み
てる が だが が を

したり ら したりする
は の により み てられるこ
ともある り の に しては
の を じてモニタリングされる

の において カ の
の を て された

には の と の
の ジェンダ の のエン
パワ メント の の
の の マラリア の
の な り から

る

に
が した

に する を りまとめたもので
の ミレニアム に り まれた
までに の にある の を
の の までに させる ま

でに を にするなどが ま
れる

の の つで
に を さない

を うことをいう この は に
の れた が している にとっ
て も ましい の つといえる

の は という
な がその まりであるが と

の で は
プロジェクトと に することが く き
わめて な として からの

が している

にメキシコのモンテレイで われ
た でなされた

や が の を
し など の を たす に

を する などが された

で が という やかな の
ベ スの の ベ

スで し けられるので と ばれ
る

の にあたって からの な
をもって う のこと の

には は の を する
ためのもので し けであってはならず

の な きを て を
けることが の という から ま
しいという え がある

ミレニアム モンテレイ開発目標
（ ： ）

無償資金協力

合意

有償資金協力

要請主義

Millennium Development Goals MDGs

2000 9 149

/

1990

2000

2015

1990

2015

100

2002 3
●

●

●

●

●

●

●

HIV AIDS

OECD

IMF

ODA

EU ODA

む

も

ゆ

よ



113IDCJ FORUM No.23 2003.3（ ）援助協調 使 用語でよく われる

（国際開発 ー 社 ）

（ ）

（ ）

ジャ ナル 1999

, . 2000Jones S in Collins and Higgins

IMF Web Site

Conditionality

DAC

Conditionality is a mutual arrangement by

which a government (recipient) takes, or

promises to take, certain policy actions, in

support of which an International Financial

Institute (IFI) or other agency will provide

specified amounts of financial assistance.

The different levels at which conditions can

be set are:

Project level-delivery related to the project s

objectives

Sector level-relating to sector policy or

expenditure commitments

Macroeconomic Conditions-relating to

variables concerned with aggregate policy

and/or expenditure commitment

Non-economic conditions-relating to issues

of governance, environ m ental issues,

democratisation, human rights and adherence

to poverty reduction targets

Conditionality is essentially the shadow side

of ownership. Whereas ownership implies a

condition of self-regulation, conditionality

suggests one of external regulation, supervision

and direction. Additionally, it can also be seen

to imply sanctions for failure to observe a

particular course of action.

Conditionality the explicit link between the

approval or continuation of the Fund s financing

and the implementation of certain specific

aspects of the government s policy program

is a salient aspect of the Fund s involvement

with its member countries. This link arises

from the fact that the Fund s financing and

policy adjustments by the country are intended

to be two sides of a common response to

external imbalances. Conditionality is intended

to ensure that these two components are provided

together: it provides safeguards to the Fund to

ensure that successive tranches of financing

are delivered only if key policies are on track,

and assurances to the country that it will

continue to receive the Fund s financing provided

that it continues to implement the policies

envisaged.

●

●

●

’

―
’

’
― ’

’

’

日本 取 主導的 役割 果
新開発戦略（正式名称 「 世紀 向
：開発協力 通 貢献（

）」） 、 年 月 経済協力
開発機構（ ） 開発援助委員会（ ）
上級会議 採択 。 開発援助

経験 分析 、今後 向 開発
援助 方 具体的 示

。 、基本理念 、途上国自身
自発的 取 組 自助努力（ ー ー
）、途上国 先進国 連携（ ー ー
） 掲 。 、 達成

具体的 目標 提示 。
、基本理念 部分 広 国際社会

定着 、現在 具体的
開発目標 対 、 共同 取 組

重点 移 。 、具体的
開発目標 、一定 年限 区切 提示

、 説得力
。
、目標達成 道筋 、次 方

法 支援 。
開発 ー ー 間 互 努
力 約束 、適切 資源
約束 履行 促進 。
各国 策定 国別開発戦略 支援

、援助協調 強化 。

●

●

●

●

新開発戦略

が りまとめに な を たした
は に

けて を じた

は に
の

で された これまでの
における を し に けての

のあり を に したものとなって
いる まず として の

な り みと オ ナ シッ
プ と の パ トナ シッ
プ を げている そして それを する
ための な を している このう
ち の はすでに く に

しつつあることから では な
に して いかに して り ん

でいくかに が っている また
な は の を って さ
れており より のあるものとなってい
る
なお の として の つの
で していくこととしている

のパ トナ との でお いの
を し な によってこの
の を する
が する を す

るため を する

DAC

Shaping the

st Century: The Contribution of Development

Co operation

OECD DAC

21

21

- 1996 5

3

１．

２．

Ｃ

Ｄ



114 IDCJ FORUM No.23 2003.3（ ）援助協調 使 用語でよく われる

（外務省 ー ー ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

ホ ムペ ジ

Foster and Leavy

White H

IDA

DFID

2001

, . 1999

2002

2002

３．援助政策 途上国 開発 影響 及
他 政策 整合性 確保 十

分 努 。

“

”

’

’

年 日本独自 行動計画 発表
、 年度 年間 総額 億
目途 人口・ 分野 対 援助 積

極的 推進 。 、人口

と の に を ぼ
すその の との の に
に める

に の として され
た から で ドル
を に エイズ に する を

に するというもの では

Fungibility

General Budget Support

GII Global Issues Initiative on Population
and AIDS

Aid is said to be fungible when Government

offsets donor spending on a particular purpose

by reducing its own expenditures on the same

purpose. For example, donor funding earmarked

to primary health will not result in any overall

increase in primary health spending if Government

reduces its own spending on primary health,

and uses the funds thus released for some other

purpose.

Fungibility is the idea that aid pays not for

the items against which it is accounted but

for the marginal expenditure it makes possible.

Consider the example of a government with

$100 million to spend. There are two projects

to choose between: rehabilitating rural health

clinics or buying new fleet of tanks. Both

cost $100 million. After much deliberation

the government decides to rehabilitate the clinics.

But before it does so a donor comes along

offering $100 million for some suitably worthy

project. The government cannot ask the donor

to buy the tanks so it says to the donor our

rural health clinics are in desperate need of

rehabilitation, but we cannot afford to do it .

So the donor pays for the health clinics.

The government can now use its money to

buy the tanks after all...aid has in effect paid

for the tanks even though it is accounted

against health clinics.

General budget support covers financial assistance

as a contribution to a host government s overall

national budget in support of a general strategy

and medium-term budget agreed between the

donor and recipient country government.

General budget support may be provided as

part of a macro-economic reform package,

such as the IMF might support, or as part of

program-based approach. In the latter case,

the program being supported will normally be

the country s overall Poverty Reduction Strategy.

General budget support is a contribution to the

overall budget in which any conditionality

focuses on policy measures related to overall

budget priorities. Key features include the

following:

Funds flow through the Central Bank, which

makes funds available to the Government

budget for spending, to reduce borrowing,

or to reduce taxes.

Conditions typically include agreement on

overall budget priorities (MTEF).

There is no need to earmark for specific

expenditures (although in practice, some largely

nominal earmarking is often used).

Accountability is based on government

producing audited accounts of Governments

revenues and expenditures.

●

●

●

●

●

●

●

●

●

（
：人口・ 関 地球規

模問題 ）
エイズに する

イニシアティブ

1994

1994 7 30ODA

GII

Ｆ

Ｇ
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（外務省 ー ー ）

（外務省 ー ー ）

（大野 ）

（ ）

ホ ムペ ジ

ホ ムペ ジ

2003

2002Pavignani et al

・家族計画 直接的協力、女性 子供 健
康 関 基礎的保健医療・初等教育・女性
地位向上 間接的協力 加 、
対策 含 包括的 手法 採用 。
、 関連実績 年度末時点 目標

額 越 約 億 達 。

重債務貧困国（ ） 対 債務救済計
画。緊急課題 重債務貧困国 債
務軽減 対応 。

「意気投合 ー ー 」。貧
困削減 開発 至上目的 、 目的 実
現 政策枠組 、援助手続

共通化 援助資金 統合 向 協
力 ー 集 。各途上国 現場

構成 ー 多少 違 、典
型的 英国、 、 ー 、

ー、 ー 含 。最近 、
同 ー 属 場合 増

。

“
”

“
”

］

“ ”；

への と の
に わる

の といった に え エイ
ズ を めた な を している
なお は で
を える ドルに している

に する
となっている の

への の つである

いわば したドナ グル プ
を の とし その を

するために のみならず
きの や の などに けて
しているドナ の まり の

により ドナ に の いはあるが
には オランダ デンマ ク ノル

ウェ スウェ デンが まれる は
ドイツも グル プに する が えてい
る

GII

HIPCs

1998

37

1

HIPCs

Like minded Donor Group

On Budget

Program

イニシアティブ

●

●

●

●-

-

On budget [funding] is defined as external

funds that are presented and included in the

state budget documentation.

[Pavignani et al. elaborate that there are few

(or possibly no) agreed definitions of the on

budget concept. They note that the concept

is important in discussions of how to utilize

aid resources in a more efficient way, and that

there may be different ways of achieving this.

At a minimum, it is possible to integrate donor

contributions in government planning efforts

(on planning), even if the funds are not on

budget as defined above. At least in the

Mozambique case studied by the authors, on

budget requires that the funds be channeled

through a government account, but not

necessarily merged with other funds through

a single clearing account.

The program approach is a process which allows

Governments to articulate national priorities

and realize sustainable human development

objectives through a coherent and participatory

national program framework. The program

approach is much more than a means of

collecting projects in a given area into a

programme it is a logical approach that

integrates the processes of macro, meso and

micro planning and management of any

development effort.

The program approach is not a cluster of related

projects in the same sector or thematic area.

Nor is it a complex or large scale project

where initiatives are not integrated into a national

programme framework and do not contribute

to the achievement of its objective... A national

programme framework is a coherent set of

interrelated policies, strategies, activities and

investments designed to achieve a specific,

time-bound national development objective or

set of objectives. The national ownership of

the programme framework, reflecting national

Ｈ

Ｌ

Ｏ

Ｐ
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（ ）

（ ）

（ ）

（外務省 ー ー ）

UNDP

Brinkerhoff

Lavergne and Alba

1997

1991

2003

ホ ムペ ジ

priorities and support, is crucial for its successful

im plementation and the involvement of

international partners.

Conditions for success:

existence of a national programme framework

(NPF), or at least national and/or sectoral

policy statements or integrated devlopment

plans

demonstrated Government leadership and

commitment to applying the programme

approach

a viable institutional framework at the central

and decentralized levels that will ensure

Government ownership

an efficient mechanism to support management

of the national programme framework, aid

coordination and oversight at the national

level

acceptance of the national program me

framework as the frame of reference by UN

agencies, donors and IFIs, and their willingness

to harmonize their effort and procedures

a critical mass of financial resources available

at the outset to implement the NPF

involvement of all stakeholders and beneficiaries

in the planning and implementation process.

Programs are long-term, multi-activity endeavors

implemented by networks of country institutions

in multiple locations whose production and/or

service delivery objectives and impact goals

derive from indigenous policy choices.

A PBA is a way of engaging in development

cooperation based on the principle of coordinated

support for a locally owned program of

development. The approach includes four key

elements:

Leadership by the host country or organiza-

tion.

A single program and budget framework.

Donor coordination and harmonization of

procedures.

Efforts to increase the use of local procedures

over time with regard to program design

and implementation, financial management

and monitoring and evaluation.

PBAs need to be understood as highly dynamic.

The emphasis in this definition is thus upon

the direction of change, rather than upon the

particular level of achievement attained for each

element of the approach. The elements of a

successful program may take a long time to

develop and will continue to evolve once they

are in place. However, the question does arise

how sound and complete a program must be,

or how much buy-in there must be by the

donor community, before one can speak of a

PBA. Where a coherent program and budget

framework does not exist, or where a critical

mass of donors have not yet come together to

support that program, it may be more accurate

to speak of a pre-PBA .

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

Program Based Approaches PBAs

KR Grant Aid for Increase of Food
Production

-

2

（ ）

（
）

―― 出 典 ――
＜文献＞

“ ”

“ ”

途上国 食糧問題 、基本的 途上国自
食糧自給 自助努力 解決

重要 観点 、 年度以降実
施 食糧増産援助 。具体的 、
食料増産 図 途上国 援助要請 受 、
農業機械、農薬、肥料 農業資機材購入

資金 供与 行 。

・外務省（ ）「我 国 政府開発援助」上

の は には ら
の のための により され
ることが との から
している のこと には

を る からの を け
などの

のための の を っている

が の

1977

2001

その他
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巻、国際協力推進協会
・国際開発 ー 社（ ）『国際協力用
語集第 版』

・国際協力事業団（ ）『国際協力事業団年
報 』国際協力出版会

・国際協力事業団（ ）『 国別
援助研究会報告書』、国際協力総合研修所

・国際協力事業団（ ）「援助協調
ー 」、『 』 月

号通巻 号、
・国際協力事業団（ ）「

」、『 』 月号
通巻 号、

・

・

・

・

・

・

・

・

・

？

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・
’

・

・

・

ジャ ナル

カンボディア

とセク
タ プログラム フロンティア

と イ
ニシアティブ フロンティア
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・大久保信一・藍澤淑雄「 ー協調 現場
事例 開発

援助協調 」
・大野泉「援助協調 日本 取 組 ？
～「東 型」 「 ・
型」 参画戦略 ～」

・岡崎克彦「 ー協調 現場
事例 開発援助

ー ・ 」
・紀谷昌彦「 見 援助協調
現在 未来―開発援助 ー ー

中 日本 道―」
・日下部元雄「日本 開発問題 知的貢献

」
・笹岡雄一「 ー協調 現場 東

事例： 、
現状 比較」

・佐々木亮「 ー協調 現場
事例 援助協調 背後

思想 日本 対応」
・高橋基樹「援助協調―日本 対貧困国協力

問 」
・花谷厚「 ー協調 現場

事例 援助協調関与 利害 対応戦
略」

・古川光明「援助協調 日本 取 組 成
果 課題：本部 対応 中心 」

・外務省用語説明集

・外務省用語集「持続可能 開発」早

・経済協力 ＆

・開発 ：政策対話

・開発 ：貧困削減戦略文書

・開発 ： 開発目標

・

・

ドナ の か
ら タンザニアの その コンサル
タントには はできるのか

に はどう り むか
アジア と サブサハラ アフリカ

モデルで を
ドナ の から バングラ

デシュの バングラデシュ ネッ
トワ クとバングラデシュ モデル

ワシントンから える の
と のグロ バリゼ ショ

ンの で がとるべき
の への に

ついて
ドナ の から アフリ

カの ウガンダ タンザニアの の
と

ドナ の から タンザニ
アの その の にある つ
の と の

の へ
の い

ドナ の から タンザニア
の その の と

への の り みの
と での を に

な わかり

アジェンダ
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／
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Poverty Reduction Strategies and PRSPs http:/
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World Bank Website
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藍澤 淑雄（ ）

大久保 信一（ ）

大野 泉（ ）

岡崎 克彦（ ）

紀谷 昌彦（ ）

（五十音順、敬称略）

あいざわ よしお

おおくぼ しんいち

おおの いずみ

おかざき かつひこ

きや まさひこ

・財団法人 国際開発 ー 主任研究員
・専門分野：開発行政、農村開発
・青年海外協力隊（ ・ ー ）、 勤務 経 、 年 現職。 年 年
間外務省経済協力局評価室 出向。 、外務省、国際協力事業団、国際協力銀行等 受
託 数々 調査業務 従事 。現在、「 国地方開発 ー・ 策定支
援調査」、「 国地方教育行政強化計画調査（ ー ）」等 従事。 ー国際大
学院公共行政学科修士課程修了。

・財団法人 国際開発 ー 主任研究員
・社会保険労務士
・専門分野：経営管理、新規事業開発、社会保障
・株式会社長銀総合研究所 事業部、 広告代理店経営 経 、
年 現職。日本国内民間企業 対 中期経営計画策定、新規事業計画策定、組織改善 関

業務 実施 他、外務省、国際協力事業団、国際協力銀行等 受託
数々 調査業務 従事 。現在、「 国地方開発 ー・ 策定支援調査」、
「 国別評価」、「 国日本人開発 ー事前評価調査」 従事中。

（ ）経営管理修士。

・政策研究大学院大学 教授（開発 ー ・ 担当）
・専門分野：開発経済学、援助協調、開発行政
・ 年 現職。国際協力事業団、世界銀行、国際協力銀行（旧海外経済協力基金）勤務。主
著書 、「 世界銀行：内側 見 国際金融機関」（共著、日本評論社、 ）、「世界銀行
：開発援助戦略 変革」 出版（ ）。 大学 ・ ・ ー
公共政策大学院修士。

・国際協力銀行 開発第 部 第 班 課長
・ 年、日本輸出入銀行入行。大蔵省出向、総務部、海外経済協力基金出向、財務部、営業第
部等 経 、 年 月 次席駐在員。 年 月 日本輸出入銀行 海外経済協
力基金 統合 国際協力銀行 発足 後 同行 次席駐在員 務 、 年
月 本店開発第 部第 班課長 、 、 向 円借款業務
担当。学習院大学法学部卒。

・在米国日本大使館 経済班 一等書記官
・専門分野：外交全般、特 開発問題 ー 課題
・ 年外務省入省。在 日本大使館、防衛庁、外務省欧亜局・大臣官房・経済局勤務

経 年 現職。著書 国際開発 ー 年 月号「米 政権 新援助政策
日本」、同 年 月号「貧困削減戦略国際会議： ー 現状 今後 課題」、同

センタ

パプア ニュ ギニア を て より より
に これまで から

した の に する タンザニア セクタ プログラム
タンザニア フェ ズ に モントレ

センタ

コンサルティング フィリピンでの を て
より に する に わ

るコンサルティング を した から した
の に する タンザニア セクタ プログラム
タイ カンボジア センタ に

フィリピン

フォ ラム プロジェクト

より な
に と から た

の プリンストン ウッドロウ ウィルソン スク
ル

を て よりワシントン に と
との によって が した も ワシントン を め

より としてスリランカ バングラデシュ モンゴル け
を

に をはじめとするグロ バルな
ナイジェリア

を て より は ジャ ナル ブッシュ の
と アプロ チの と の

NGO

Asian Institute

of Management

IMF

NTT

PRSP
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2 3
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＊

＊有資格者 年 月免許登録予定2003 9
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月号「米国 新援助 意味 」等。英国 大学歴史学部国際関
係論修士、同大学法学部国際法修士。

・前・世界銀行 副総裁
・専門分野：開発金融
・ 年大蔵省入省。 ー 大学経済学修士、 勤務、財務官室長、官房参事官、欧州復興開発
銀行中央 局長、国税審議官 経 、 年 月 世界銀行職員 勤務、 年
月 副総裁（資源動員・協調融資担当）。著書 『金融機関 ・ 』（ 年、
金融財政事情研究会）等多数。東京大学大学院修士課程（数学）。

・国際協力事業団 調達部 調査役
・専門分野：貧困、開発計画
・「 国地方開発 ー 」、「 運河代替案調査」、「 国
港貨物施設計画」（以上開発調査 例）、「 ・ 国繊維品質向上計画」、「 国
貿易 ー人材育成計画」（技術協力 例）、等多数 従事。

共和国大蔵計画経済開発省 ー（ ）、開発援助委員会（ ）対 ー
国別審査委員（ ） 。発表論文 、「 地方分権化政策」

（早稲田大学社会科学研究科 ）、「 戦略」（報告：国際
開発研究、 ）、「 ・ 貧困削減 対 取 組 」（報告：国際開発研究

）等 挙 。 ー ー 大学大学院 ・ ー 行政大学院修士。

・財団法人 国際開発 ー 研究員
・専門分野：評価、戦略策定
・ 年 現職。国連 ー ー 本部開発支援管理局勤務（ ー 、 ）、外務
省経済協力局評価室勤務（ ）。著書 「『政策評価』 理論 技法」（共著、多賀出版、

）、「戦略策定 理論 技法～公共・非営利組織 戦略 ～」（多賀出版、
）、「独法、自治体、学校、法人、公益法人 政策評価 ー 」（多賀

出版、 ）、「 使 『政策評価』」（ 、 ） 。 ー ー 大学 ー公共
行政大学院修士（評価、政策分析）。

・神戸大学大学院 国際協力研究科 教授
・専門分野： 以南 経済開発、後発途上国 開発援助 研究
・ 大学大学院（ 研究）修了。日本郵船勤務、国際開発 ー研究員

経 年神戸大学大学院国際協力研究科助教授、 年 同教授。 、国際協
力事業団「南部 援助研究会」、「 地方開発 ー・ 策定支援調査
支援委員会」等 委員 。主 論文 『 開発 ー ー ：
ー・ 中心 』（
：和英併載）、国際協力事業団国際協力総合研修所（援助課題 ー ）、「現代
＜部族＞主義再考：経済的資源配分 観点 」『国際問題』（日本国際問題研究所） 号（ 月
号）、「現代 国家 市場：資源配分 小農発展政策 観点 」『

研究』（日本 学会） 号（第 回日本 学会研究奨励賞受賞） 。

の イニシアティブが するもの ケンブリッジ

エ ル
アジア などを て より として

より は リスク マネジメント

タンザニア セクタ プログラム パナマ タイ ラムチャバン
の スリ ランカ インドネシア

セクタ プロジェクトの のプロジェクトに ウガ
ンダ アドバイザ オ スト
ラリア などをつとめる には タンザニアの

ソシオサイエンス タンザニアの
ウガンダ ヴェトナムの に する り み

が げられる ハ バ ド ケネディ スク ル

センタ

より ニュ ヨ ク インタ ン
に の と

の と の マネジメントのために
のための のトレ ニングブック

すぐ える など ニュ ヨ ク ワグナ

サハラ のアフリカの などへの の
ジョンズホプキンス アフリカ センタ
を て より そのかたわら

アフリカ タンザニア セクタ プログラム
の をつとめる な に アフリカにおける パ トナ シップ セク

タ プログラムを に
シリ ズ アフリカの

の から
アフリカにおける と システムと の から アフ

リカ アフリカ アフリカ がある

日下部 元雄（ ）

笹岡 雄一 （ ）

佐々木 亮（ ）

高橋 基樹（ ）
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1996 1995 1996

1999 2001

1999

2002

2003 1999

1995 2002

.1

460 7

52 11

IMF

DAC

PRSP

IDCJ

Partnership for Development in Africa through Sector Program

No
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花谷 厚 （ ）

古川 光明（ ）

はなたに あつし

ふるかわ みつあき

・国際協力事業団 職員 年 月 休職扱 上、企画調査員「農業 ー・ 」
派遣中。

・専門分野：地域社会開発論、 開発論
・著書 「 地域社会開発 方 一考察」国際協力事業団発行国際協
力 誌 年 月号等。 年 東京外国語大学大学院国際開発論講座客員助教
授（ 年度前期） 。東京大学教養学部大学院総合文化研究科修了。

・国際協力事業団 無償資金協力部計画課 課長代理
・専門分野：開発経済
・清水建設（株）勤務 経 年 、国際協力事業団 入団。 ・太平洋地域国際災害救助

ー ー 暫定議長、 事務所（ ）次長、外務省経済協力局政
策課国別計画策定室課長補佐（ ）等 経 年 月 現職。著書 「
取 巻 援助動向 対応（一考察）」（国際協力事業団、 ）等。米国 ー 大学大学院
公共政策学部（国際開発政策）修了。

2002 2

1999 7 2001

2001

1989

1997 2001

2001 2002 2002 5

2003

から いの セクタ プログラム
としてタンザニアに

アフリカ
は アフリカにおける のあり についての
フロンティア には

をつとめる

を て より に アジア
アドバイザリ グル プ タンザニア

を て より に アフリカを
り く とその デュ ク

－
－
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